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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年１１月２５日

自 午前１１時００分

至 午前１１時 ８分

於 委 員 会 室４

２、出席委員の氏名

委 員 長 近藤 智昭 君

副 委 員 長 中村 一三 君

委 員 八江 利春 君

〃 坂本 智徳 君

〃 中島 廣義 君

〃 山田 博司 君

〃 浅田ますみ 君

〃 西川 克己 君

〃 坂本  浩 君

〃 饗庭 敦子 君

〃 山下 博史 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、審査の経過次のとおり

― 午前１１時００分 開会 ―

【近藤委員長】ただいまから農水経済委員会を

開会いたします。

これより議事に入ります。

まず会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、坂本浩委員、山下委員の

ご両人にお願いいたします。

次に、審査の方法について、お諮りいたしま

す。

本日の委員会は、令和２年１１月定例会にお

ける本委員会の審査内容を決定するための委員

間討議であります。

それでは、審査方法について、お諮りいたし

ます。審査の方法については、委員会を協議会

に切り替えて行いたいと思いますが、ご異議ご

ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議ないようですので、そのように進める

ことといたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時００分 休憩 ―

― 午前１１時１０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者に正式に通知すること

といたします。

ほかにご意見はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これをもって本日の農水経済委員会を終了い

たします。お疲れさまでした。

― 午前１１時１１分 閉会 ―



第 １ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年１２月８日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ４時１０分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 近藤 智昭 君

副委員長（副会長） 中村 一三 君

委   員 八江 利春 君

〃 坂本 智徳 君

〃 中島 廣義 君

〃 山田 博司 君

〃 浅田ますみ 君

〃 西川 克己 君

〃 坂本  浩 君

〃 饗庭 敦子 君

〃 山下 博史 君

３、欠席委員の氏名

   な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 廣田 義美 君

産業労働部政策監
（産業人材育成・県内定着
促進・働き方改革担当）

貞方  学 君

産業労働部政策監
（新産業振興担当） 三上 建治 君

産業労働部次長 村田 誠 君

産業労働部参事監
（大学連携推進担当）

森田 孝明 君

工業技術センター所長 橋本 亮一 君

窯業技術センター所長 中野 嘉仁 君

産業 政策課 長 松尾 義行 君

企業 振興課 長 宮地 智弘 君

新産業創造課長 福重 武弘 君

新産業創造課企画監
（海洋・環境産業担当）

黒島  航 君

経 営 支援課 長 吉田 憲司 君

若者 定着課 長 宮本浩次郎 君

雇用労働政策課長 井内 真人 君

雇用労働政策課企画監
（働き方改革担当）

佐倉 隆朗 君

雇用労働政策課企画監
（産業人材対策担当）

末續 友基 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（農水経済分科会）

第122号議案
令和2年度長崎県一般会計補正予算（第9号）
（関係分）

第123号議案
令和2年度長崎県県営林特別会計補正予算
（第1号）
第124号議案
令和2年度長崎県港湾整備事業会計補正予算
（第1号）（関係分）
第156号議案
令和2年度長崎県一般会計補正予算（第10号）
（関係分）

第157号議案
令和2年度長崎県港湾整備事業会計補正予算
（第2号）（関係分）

７、付託事件の件名

○農水経済委員会

（1）議 案

第130号議案
長崎県畜産関係手数料条例の一部を改正する

条例

第131号議案
長崎県営土地改良事業分担金徴収条例の一部

を改正する条例
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第151号議案
公の施設の指定管理者の指定について

第152号議案
公の施設の指定管理者の指定について

第153号議案
長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025
について（関係分）

第154号議案
第3期ながさき農林業・農山村活性化計画に
ついて

（2）請 願

・我が国の領海、排他的水域内での安全な漁業

活動の実現を求める意見書提出についての請

願

（3）陳 情

・県の施策に関する要望書（新上五島町）

・要望書（佐々町）

・令和3年度 離島・過疎地域の振興施策に対

する要望書

・新型コロナウイルス感染症対策に関する要望

書

・要望書（壱岐市）

・要望書（半島振興対策の充実について他）

・令和3年度 長崎県農林施設に関する要望書

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【近藤委員長】 おはようございます。

ただいまから、農水経済委員会及び予算決算

委員会農水経済分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

130号議案「長崎県畜産関係手数料条例の一部
を改正する条例」のほか、5件であります。
そのほか、陳情7件の送付を受けております。

なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を、

農水経済分科会において審査することになって

おりますので、本分科会として審査いたします

案件は、第122号議案「令和2年度長崎県一般会
計補正予算（第9号）」のうち関係部分ほか4件
であります。

次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は従来どおり、分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、各部ごとに、お手元にお

配りしております審査順序のとおり行いたいと

存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

これより、産業労働部関係の審査を行います。

分科会に入ります前に、委員の皆様にお諮り

いたします。

本日、審査を行う予算議案と、事件議案第151
号議案及び第152号議案「公の施設の指定管理
者の指定について」は、関連があることから、

予算議案及び事件議案について説明を受け、一

括して質疑を行った後、予算議案についての討

論・採決を行い、委員会再開後、事件議案につ

いての討論・採決を行うことといたしたいと存

じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】それでは、そのように進めさせ

ていただきます。

次に、理事者側から、試験研究機関の幹部職

員の紹介を受けることにいたします。

【廣田産業労働部長】 おはようございます。

産業労働部の試験研究機関の幹部職員を紹介

いたします。

〔幹部職員紹介〕
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以上でございます。

よろしくお願いいたします。

【近藤委員長】 ありがとうございました。

【近藤分科会長】それでは、分科会による審査

を行います。

予算議案を議題といたします。

産業労働部長より、予算議案説明をお願いい

たします。

【廣田産業労働部長】産業労働部関係の議案に

ついてご説明いたします。

資料といたしまして、予算決算委員会農水経

済分科会関係議案説明資料と、その追加1がご
ざいます。お手元にご用意いただければと思い

ます。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料の1ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第122号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予
算（第9号）」のうち関係部分、そして、追加1
に記載しております第156号議案「令和2年度長
崎県一般会計補正予算（第10号）」のうち関係
部分の2件であります。
はじめに、第122号議案「令和2年度長崎県一

般会計補正予算（第9号）」のうち関係部分に
ついてご説明いたします。

歳入予算、歳出予算は記載のとおりでありま

す。

この歳出予算の主な内容についてご説明いた

します。

◎経営支援課

中小企業者の経営基盤の安定化に向けた資金

繰り支援等のための資金の貸付に要する経費と

して、金融対策貸付費34億2,000万円の増、融
資枠100億円を計上いたしております。
このほか、職員給与費関係既定予算の過不足

の調整に要する経費として、233万円の増を計
上いたしております。

（債務負担行為について）

債務負担行為の内容についてご説明いたしま

す。

「長崎県東京産業支援センター管理運営負担

金」は、長崎県東京産業支援センターの管理運

営に要する経費について、令和3年度から令和7
年度までの債務負担として、6,931万1,000円を
措置しようとするものであります。

「長崎県勤労福祉会館管理運営負担金」は、

長崎県勤労福祉会館の管理運営に要する経費に

ついて、令和3年度から令和5年度までの債務負
担として、1,320万円を措置しようとするもので
あります。

「緊急資金繰り支援資金利子補給費」につい

ては、令和2年度中における総額1,600億円の範
囲内の融資に対し、毎年の融資平均残高の年

1.3％以内に相当する金額を限度に利子補給を
しようとするものであります。

次に、追加1の1ページ下段をご覧ください。
第156号議案「令和2年度長崎県一般会計補正
予算（第10号）」のうち関係部分についてご説
明いたします。

これは、職員の給与改定に要する経費であり、

歳出予算は記載のとおりであります。

なお、補足説明資料といたしまして、令和2
年11月定例県議会予算決算委員会 農水経済委

分科会補足説明資料を配付いたしております。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【近藤分科会長】次に、経営支援課長より補足

説明を求めます。
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【吉田経営支援課長】私から、補正予算案につ

いて補足説明を行います。

補足説明資料1ページをご覧ください。
緊急資金繰り対策貸付費、予算額34億2,000

万円でございます。

3月2日に発動した県制度融資「緊急資金繰り
支援資金」につきましては、新型コロナウイル

ス感染症の収束が見えない中で、事業者の資金

需要に応じて融資枠を順次拡大してきておりま

す。

融資枠の推移は、資料の中段の表のとおりで

あり、現在の融資枠は、9月補正後の数字であ
る1,500億円となっております。
これに対しまして、信用保証協会による保証

承諾実績は、11月末現在で約7,800件、金額約
1,160億円となっております。
今後の資金需要を正確に見通すことは困難で

ございますけれども、これから年末の資金需要

が高まる時期を迎えること等から、融資枠をさ

らに100億円拡大し、1,600億円の融資枠を確保
するため、今回、県の預託額を34億2,000万円
増額しようとするものでございます。

私からの説明を終わります。

【近藤分科会長】次に、新産業創造課長より補

足説明を求めます。

【福重新産業創造課長】 続きまして、私より、

今回、債務負担を計上させていただいておりま

す「長崎県東京産業支援センター指定管理者の

指定について」のご説明をさせていただきます。

説明資料2ページをお開きください。
まず、当センターの設置目的でございますが、

1番に記載のとおり、県内中小企業者が、首都
圏における販路開拓や情報収集を行うための貸

事務室等の提供と、県内産業に関する情報発信

を行うため、平成14年度に運営開始となった施

設でございます。

大規模なマーケットである首都圏におきまし

て、県内企業が自社製品やサービスを売り込む

際に、安価な賃料で、利便性の高い都心にある

活動拠点を提供することで、県内企業の販路開

拓を支援するというものでございます。

当センターの概要につきましては、資料2番
にございますとおり、場所は東京都新宿区四谷、

県内企業向けの貸事務室は38室を用意してお
ります。建物の構造は鉄筋コンクリート造り、

地下1階、地上4階建てとなっております。
今回、提案しております指定管理者は、東京

千代田区の株式会社コンベンションリンケージ、

指定期間は、令和3年4月1日から5年後の令和8
年3月31日までとしております。指定管理者が
行う業務につきましては、5番の記載のとおり、
（1）から（4）までございます。センターの使
用許可、使用料徴収に関する業務、センター及

びその附属設備の保守管理・維持修繕、その他

運営に関しての必要な業務でございます。

資料の3ページ目をご覧ください。
指定管理者の選定に当たりましては、金融機

関、類似施設の管理者、施設利用者、産業支援

機関、そして、県が選定委員となり審査を行い

ました。

選定の経過といたしましては、7月から8月に
かけて募集を行ったところ、1者からの応募が
あり、応募内容について選定委員会で審査した

結果、当該施設の公平な運営、事業計画に沿っ

た安定的な事業推進ができる能力があると判断

いたしまして、株式会社コンベンションリンケ

ージを指定管理者の候補者に決定したものでご

ざいます。

選定委員会で審査を行った評価項目及び評価

結果の一覧表につきましては、次の4ページ目
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に記載のとおりでございます。

債務負担額につきましては、指定管理予定期

間でございます5年分といたしまして、6,931万
1,000円を計上させていただいております。
以上で説明を終わります。

【近藤分科会長】次に、雇用労働政策課長より

補足説明を求めます。

【井内雇用労働政策課長】 資料5ページをご覧
ください。

私からは、「長崎県勤労福祉会館指定管理者

の指定について」、ご説明いたします。

まず、設置の目的でございますが、勤労者の

文化、教養及び福祉の向上を図るためでござい

まして、長崎市桜町に施設を設置しているもの

でございます。

次に、施設の概要でございますが、構造は鉄

筋コンクリート造り、地下1階、地上4階建ての
施設でございまして、1階から4階までに大小8
つの会議室と講堂がございます。

3の指定管理者でございますが、長崎市にあ
ります、株式会社トラスティ建物管理でござい

まして、指定期間は、令和3年4月1日から令和6
年3月31日までの3年間としております。

5の指定管理者が行う業務につきましは、会
館の利用に承認に関する業務、会館の利用に係

る利用料金に関する業務、会館及びその附属設

備の維持・補修に関する業務などでございます。

続いて、資料の6ページをご覧ください。
6番、選定経過でございますが、募集期間は、

令和2年7月27日から8月26日までとしまして、4
者の応募がございました。外部の有識者5名で
構成します選定委員会により審査を行いまして、

安定した管理運営や体制などの観点から、適切

に実施できる能力があると判断しまして、当社

を選定したものでございます。なお、詳しい審

査基準や採点結果については7ページに記載を
しております。

最後に、7番、債務負担額（予算）でござい
ますが、11月補正予算に、指定管理期間である
3年分1,320万円を債務負担として計上してお
ります。

以上で説明を終わります。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

【近藤分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び事件議案に対する質

疑を行います。

質疑はありませんか。

【西川委員】今の東京産業支援センターの指定

管理者ですけど、金額じゃなくて、1者の応募
しかなかったということですけど、前回は何社

あったんでしょうか。

それと、周知というかその方法について、十

分な周知対策をしておるのか、たまたま応募が

1者だけしかなかったのか、その辺どうとって
おられますか。

【福重新産業創造課長】 前回の応募、5年前の
応募の際は、こちらの方につきましても、応募

者が1者でございました。
こういった、応募者が少ないという状況が5

年前にもございまして、我々もそこについて問

題意識をもっており、よりたくさんの事業者に

応募していただきたいという思いから、今回の

募集に際しましては、従前行っておりました県

のホームページ上での募集に併せて、首都圏の

指定管理者の業務をやってらっしゃる業者の

方々も目につきやすいホームページに掲載をし

たところでございます。

2つ掲載をしておりまして、一つ目が、特定
非営利法人日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会という、公

共サービスの形成において公共部門、民間部門
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の協調を支援する大手団体、こちらのホームペ

ージに掲載を行いました。こちらは民間企業の

会員数が239、行政会員数955という業界最大手
と我々は考えておりますが、このホームページ

でございます。

また、ベスピィ（BestPPP！）というホーム
ページ、こちらも全国の自治体の指定管理者情

報を取りまとめた、多くの指定管理者が閲覧し

ているポータルサイトにも掲載を行ったところ

でございます。

また、問い合わせがありました大手企業に対

しまして応募につなげるため、東京事務所と協

力しながら、現地案内の調整など丁寧に対応に

努めたところでございます。結果的に、この業

者につきましては応募いただけなかったという

部分がございます。

それ以外の審査項目について、単純な施設管

理の部分の配点比重を下げまして、新しい取組

や提案に関する部分の配点比重を上げるなど、

新規参入者に応募していただけるような配慮を

行ったところではございますが、残念ながら、

今回、1者の応募にとどまったところでござい
ます。

【西川委員】県内の企業が東京に支社とか支店

とか出張所とか持っておる会社などで、指定管

理者としてこの施設を管理運営していく能力の

ある会社というのはないのでしょうか。その辺、

県内の企業に対しては全くお知らせはしていな

いのですか。

この施設は、元四谷寮ということで、私たち

も数十年前から宿泊もしたりしたことがあるん

ですけど、長崎県にとってはやっぱり重要な拠

点として位置づけて、県内企業の東京、要する

に日本の中央での活躍にも寄与していただけれ

ばと思いますが、そういう意味で県内企業につ

いてどう考えておられるのか、お尋ねいたしま

す。

【福重新産業創造課長】県内に本社をお持ちの

企業で、東京にも進出いただいている企業は何

社かいらっしゃると存じ上げております。過去

も、この指定管理の方に手を挙げていただいた

という企業もございます。

今回につきましては、そういった県内企業に

ついて、個別にこの応募についての働きかけを

するということはしておりません。県のホーム

ページの方に掲示、そして、先ほどの大手指定

管理関係の情報を取りまとめているポータルの

方に掲示ということをしておりまして、今後、

そういった個別企業の方へのご案内ということ

についても検討してまいりたいと思っておりま

す。

【西川委員】 ありがとうございました。

くれぐれもですが、令和8年までにはまだ日
にちもありますので、県内企業への働きかけも

していただければと思います。

【近藤分科会長】 ほかございませんか。

【山田(博)委員】 おはようございます。
今、西川委員から話がありました、長崎県東

京産業支援センターの指定管理についてお尋ね

したいと思います。

もう一度お尋ねしますけれども、この指定管

理というのは過去何回されて、そして、指定管

理者の参加者が、その都度何者参加されたかと

いうのをまずお尋ねしたい。

もう一つ、そのときに予算取りの見積もりを

何者取ったのか、その3つをお答えいただけま
すか。

【福重新産業創造課長】東京産業支援センター

が指定管理者制度に移行した後、今年度も含め

15年間管理が行われております。
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3期行われておりまして、まず、第1期目、平
成18年度から平成22年度の指定管理につきま
しては、応募者が3者ございまして、今回のコ
ンベンションリンケージが受託をしているとこ

ろです。

第2期の平成23年度から平成27年度の5年間
につきましても、応募者が3者ございましたが、
今回のコンベンションリンケージが選定されて

いるという状況です。

そして、平成28年度から令和2年度、現在の
期間でございますが、こちらにつきましては、

応募者が1者ございまして、今回のコンベンシ
ョンリンケージが受託しているという状況でご

ざいます。

そして、費用の見積もり等につきましては、

今回以前の状況につきましては把握をしており

ませんが、今回につきましては、ガイドライン

の方でも見積もりを取るということは義務づけ

られておりませんので、取っていないという状

況でございます。

【山田(博)委員】 ガイドラインで義務づけをし
てないということでありましたけれども、では、

どうやって予算取りをしていたんですか。

今回、5年間で大体7,000万円近くの予算計上
がされておりますけれども、この予算額はなぜ

こういうふうになったのか、それを説明いただ

けますか。

【福重新産業創造課長】今回、この額が適切と

判断した根拠でございますが、今回の選定委員

会に提出された事業計画について、選定委員の

皆様方に経営状況、そして収支等につきまして

ご審査いただきまして、この内容につきまして

は適正というご意見をいただいているところで

ございます。

また、過去の管理実績、かかった費用等も見

まして、今回の事業計画につきましては、それ

よりも金額は下回っている、前回選定時に提示

された金額をさらに下回っているというところ

も勘案いたしまして、今回の額というのは適正

と判断したところでございます。

【山田(博)委員】 私が言っているのは、県当局
が予算見積もりをしていた時は、どういった根

拠で出しているのかと聞いているんです。

長崎県としても、この指定管理をする時には、

大体これだけの予算が必要ですねということに

なるでしょうと言っているわけです。そうする

と、予算の計上というのは、ある程度これぐら

いになりますよねとなるでしょう。ただ単に出

たとこ勝負で、事業者からきた予算で、はいと

認めるわけにはいかないでしょう。最低限のレ

ベル、最低限の基準があって、承認するか承認

しないかというのは担当課として決めるわけだ

から、それが、この金額ぐらいで妥当となった

根拠としては、担当課としても、その予算とい

うのはきちんと把握せんといかんのじゃないで

すかと聞いているわけですよ。それをどんなし

てやったのかと聞いているわけです。

今の話だったら、事業者から出てきた予算で、

これで大丈夫だろうということで認めたという

ことですか。当初から県当局は、予算というの

は、これぐらいの予算でやるということを把握

しているかいないかというのを、私はお尋ねし

ているんです。もう一度お答えいただけますか。

【福重新産業創造課長】今回の指定管理者の募

集の前に、財政課の方と協議をしたところでご

ざいますが、募集の内容自体が前回と変わって

いない、大幅にコストが上がる要因というのが

ないというところを合意しつつ、今お願いして

いる額と同規模ぐらいでの管理というのを想定

しているという協議をし、今回の募集を行った
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という状況がございます。

そういった結果、今回の事業内容の収支の内

容につきまして、選定委員の方から、適切であ

るというご意見もいただいたというところで、

そして、繰り返しになりますけど、前回、今指

定している5年間の債務負担額を、今回の提示
額は下回っているというところも見まして、水

準的にも高いものではない、適正な額と判断し

て債務負担を設定しているところでございます。

【山田(博)委員】適正だとわかっている。じゃ、
県当局は、予算はどれぐらい見積もっていたん

ですか。

【福重新産業創造課長】前回募集された額と同

程度、かつ、消費税が上がっておりますので、

その部分を勘案して、多少上がるだろうという

見込みのもとに募集をしたという経緯がござい

ます。

【山田(博)委員】 金額を言わないといかんと、

坂本(智)委員も言ってるじゃない。あなたは、
大丈夫ですか。

担当次長は誰ですか。私の質問にまだ答えて

もらってないので、次長の方で答えていただけ

ませんか。

【村田産業労働部次長】指定管理者の募集に際

しましてですけれども、15年前、指定管理を導
入した時の当初、初回については、恐らくです

けれども、きちんと見積もりを取った上で積算

をしていると思います。

その後は、今回の募集もそうですけれども、

募集に当たりまして、これまでの実績額、それ

と今年度の予算額を財政課と事前に相談をした

上で、募集に当たっての目安ということでお示

しをして募集をしております。

その後、応札があった段階で、応札者から提

示をされました金額について、選定委員会の方

で審査をし、財政課とも相談をした上で、指定

の候補者として妥当かどうかというふうな判断

に至ったところでございます。

さらに、実際に今回の議会でご承認をいただ

いた後は、事業選定候補者の方と具体的な金額、

その実績、ほかのいろんな固定経費等につきま

して、さらに精査を加えまして協定を結んで、

実際の契約ということになるということでござ

います。

【近藤分科会長】 金額は。金額。

【山田(博)委員】 私がお尋ねしているのは、次
長がおっしゃったのは、課長と同じことをまた

言われたんで、私はどうかと思うんですよ。

なぜかというと、一番最初はちゃんと見積も

りを取った。その後は、今のお話で言いますと、

実績でずうっと同じようにきていたということ

になればね。

ましてや、今まで4回しているんでしょう、
今回を含めて。4回したら、ずうっと同じ業者
で、前半の1回目、2回目は3者おったけど、そ
れ以降の3回目、今回の4回目は1者しかいなか
ったとなれば、それは何が悪いのかと。予算的

なものだと言って、最初の原点に戻らないとい

かんのか、いろいろ考えないといかんのじゃな

いかと言っているわけですよ。

というのは、今のお話では、新産業創造課長

は、広く募集はしました、インターネットに出

ましたと言っても、これは、私も県議会議員を

5期、いろんな経験をさせていただいておりま
すけれども、事業者の方々にはやっぱりお声を

かける。県当局が見積もり予算を出しませんか

と言った時には、じゃ、やってみようかという

ふうな意欲が湧くわけだよ。

しかし、今回、それをずっとやってないとい

うことで、最初はしたけど、後はわかりません
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じゃ、本当にこれは私たちも参加していいのか

どうかわからないと言っているわけですよ。も

ともと予算取りというのは、3者以上の見積も
りをするとなっているじゃないか、財政当局で。

違うかね。財政課の職員は来てないのか、今日、

ここに。来ているんだったら、手を挙げてみん

ね。おるのかおらんのか、おらんのだったら、

後で聞いてみようかね。財務規則に、3者以上
の見積もりを取るとなっているんだよ。違うか

ね、これは。政策監、違いますか。違うんだっ

たら、違うと言ってほしいな。私も間違いは間

違いで認めんといかんからね、これは。

そういうことで、新産業創造課長、本来であ

れば、土木行政においても資材をいろいろする

時には、3者見積もりとなっているんだ。それ
を、今までの実績でするというのはおかしいじ

ゃないかと私は言っているわけだ。そういうこ

とで、それは指摘をさせていただきたいと思っ

ております。

続きまして、勤労福祉会館と2つを指定管理
するんですけど、片方は5年、片方は3年なんで
す。この理由というのを説明いただけますか。

【福重新産業創造課長】この指定管理期間の設

定でございますが、県のガイドラインの方では、

「より安定的な管理が必要で、業務に専門性が

認められる場合は5年以内を一応の目安として
設定する」という規定がございますので、今回、

東京産業支援センターにつきましては、入居者

の販路開拓支援という専門性、そして、入居者

自体が3年から5年という長期に入居できると
いうもの、施設の特性を勘案いたしまして、5
年というふうに設定をしているところでござい

ます。

【近藤分科会長】 3年と5年の違いを答弁して
ください。

【井内雇用労働政策課長】勤労福祉会館につき

ましては、3年としております。
こちらの考え方、根拠ですが、この指定管理

者の主たる業務の一つに、施設の維持管理がご

ざいます。先ほど新産業創造課長からありまし

たとおり、県のガイドラインがございまして、

その中に、「会館など施設で維持管理業務が主

たる業務の場合は、3年以内を一応の目安とす
る」と定められております。これに沿って、今

回、3年間としておるものでございます。
【山田(博)委員】 勤労福祉会館は、主たる業務
というのは維持管理ということになっているわ

けですね。そうなんですか。雇用労働政策課と

新産業創造課の指定管理を行う業務ということ

で、それぞれ第1位の項目に挙がっているのは
何か。東京産業支援センターは、支援センター

の使用許可に関する業務というのが第1位なん
です。続きまして、勤労福祉会館の方には、会

館の利用の承認に関する業務が第1位と書いて
ある。どこが主たる業務になっているかという

のを教えてもらいたい。

先ほど雇用労働政策課長が言われた、主たる

業務が維持管理になっているというのであれば、

それを第1位に持ってこないといかんでしょう。
これは何番に書いてあるかというと、3番目に
書いてあるんだよ。

私も字は読めるんですよ。1番、2番、3番は
読めるんだよ。あなたがそう言うんだったら、

なんで一番最初に書いてないのかということ。

それが一番主たる業務だったら、ここに1番に
書いておかないといかんじゃないか。違います

か。それをちょっとお尋ねしたいと思っており

ます。

その答弁次第で、また、いろいろとお尋ねし

たいと思います。
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【井内雇用労働政策課長】 補足説明資料の5ペ
ージの5番に、指定管理者が行う業務として、
先ほど申し上げた維持管理関係を3番に書いて
おります。主たる業務ということで、会館の利

用の承認、利用料金に関する業務、あと、維持

管理ということで書いております。この3つが、
それぞれが主たる業務と考えているところでご

ざいます。

ガイドラインの方に、業務に専門性が認めら

れる場合は5年ということになっておりますが、
3年以内、5年以内とありますが、こちらの3年
以内の方が、より妥当ではないかと考えており

まして、過去の方から3年としているところで
ございます。

この業務の記載については、順番を（1）、
（2）、（3）とつけておりますが、それぞれが
主たる業務ということで記載をしております。

【山田(博)委員】 新産業創造課長、お尋ねしま
す。指定管理が行う業務とありますけど、主た

る業務は何ですか。

【福重新産業創造課長】指定管理者が行う主た

る業務というのは、主にこちらの（1）から（3）
に書いている施設の管理運営で、あと、（4）
の方、その他と書いておりますのは、入居者が

首都圏において販路開拓、情報発信する際の支

援というものでございます。

【山田(博)委員】 指定管理の担当の次長は、ど
ちらになりますか。今の話を聞いていて…

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１０時３４分 休憩 ―

― 午前１０時３８分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開いたします。

【福重新産業創造課長】東京産業支援センター

の指定管理の期間が5年である理由といたしま

して、この施設の単なる維持管理、運営だけで

はございませんで、ここには県内の企業が首都

圏に出て、首都圏において販路開拓に取り組ま

れるということもございまして、指定管理の業

務の中に相談会の開催、月一回、中小企業診断

士による相談会を開催して支援を行っていくで

あるとか、入居企業に関する実態調査を行って

いくといった業務を、専門的にしていただくと

いうことでございます。

こういったことから、5年間という長期にわ
たり運営していただいた方が、施設としても安

定性がより高まるといった判断のもとに、この

期間を設定しているところでございます。

【山田(博)委員】 新産業創造課長、当初の答弁
と今の答弁は違うわけだな。なぜ違ったのか、

お尋ねしたい。まず、そこが出発じゃないでし

ょうか。

【福重新産業創造課長】大変申し訳ございませ

ん。最初の答弁につきましては、ガイドライン

の規定を準用しながら、この施設に関して特色

をちゃんと打ち出した説明をしておりませんで

したことをおわび申し上げます。

先ほど申し上げた、2回目に答弁した内容が
正しい内容でございます。

【山田(博)委員】 新産業創造課長、あなたに対
してお話をさせていただきますと、5年と3年は
違うというのは、当初あなた方は、私に説明が

あったのは、主たる業務というのは、会館の利

用の承認に関する業務と、会館の利用に係る利

用料金に関する業務と、その後、会館の維持及

び修繕に関する業務が主たる業務と言っていた

んです。

しかし、5年にしたというのは、専門性があ
るから5年にしましたということを最初に言っ
てもらえれば、それで問題なかったわけだ。そ
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れを言わずにして、その3つが主たる業務と言
うから、そうしたら、この勤労福祉会館と変わ

らないんじゃないかと言っているわけだよ。そ

うしたら、3年にしたらいいんじゃないかと言
っているわけだよ。

東京産業支援センターは、専門的なのがあっ

て、大変有効的に県内企業を支援していただい

ているということを最初に説明していただけれ

ば、私はこんなに遠回りしなかったわけですよ。

そういったことで、しっかりと把握した上で

やっていただきたいなと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いしたいと思います。

それで、この2つの指定管理についてお尋ね
しますけれども、今のところ利用状況というの

はどんなものなんですか。それぞれの会館の利

用状況というのは、何％ぐらいか。コロナ以前

ですね、大体どれぐらいの利用状況になってい

るかというのをお尋ねしたいと思います。

【福重新産業創造課長】まず、東京産業支援セ

ンターの方からご案内させていただきます。

現在の指定管理者の指定期間である平成28
年度以降の入居率についてご案内申し上げます

と、まず、平成28年度は68％という状況でござ
いました。そして、平成29年度が76％、平成30
年度に関しては100％まで上昇しております。
そして、令和元年度は97％となっておりまして、
今年度に入りまして、多少コロナの影響等で退

去者が出まして、38室中33室、入居率は、現在
のところ87％となっております。
【井内雇用労働政策課長】勤労福祉会館の利用

状況でございます。

会議室の利用時間帯が午前、午後、夜間に分

かれておりまして、それぞれを1年間なべた利
用状況、稼働率でございますが、一昨年度が

46％、昨年度が48％となっております。今年度、

コロナの影響が大きく出ておりまして、4月～5
月については、対前年50％を切るぐらいの利用
件数でございます。直近、9月以降は安定はし
てきたんですが、それでも昨年比較9割ぐらい
の利用にとどまっているという状況でございま

す。

【山田(博)委員】 そうすると、特に東京産業支
援センターというのは、しっかりと利用状況は

頑張って、平成28年からはずっと上昇気流で頑
張っているというのはわかるんですけど、勤労

福祉会館は、この利用状況で、果たして指定管

理者として運営というのはどうなのかと思って

心配になっているわけだね。これは、大体平均

して、利用状況というのは何％を目指しての料

金とか、指定管理料というのはあるんでしょう。

それは何％をされているんですか。

【井内雇用労働政策課長】こちら稼働率の目標

としましては、52％を掲げております。
この52％は何かと申しますと、過去3年の中

で、平成29年度は52％の実績でした。この水準
を目指していこうとするもので、52％の目標と
設定をしております。

今回、事業計画などにおきましても、何％と

いう明示は計画の中にはないんですけれども、

同じ水準を前提に事業計画書の提出があったも

のでございます。

【山田(博)委員】 勤労福祉会館の審査基準と採
点の中に、管理運営体制の中の⑥番に、稼働率

向上に向けての方策は具体性があるかというこ

とで、ちゃんと項目があるわけね。そうしたら、

具体的な目標として、今まで稼働率が52％とあ
るけれども、ここまで管理運営体制の採点の中

に、評価の中に入っているのであれば、今まで

52％だから、それでいいというわけにはいかん
のじゃないかと思いますよ。それはいかがです
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か。その見解を聞かせていただけますか。

【井内雇用労働政策課長】委員おっしゃられま

すように、審査基準の中に、稼働率向上に向け

ての取組というところを盛り込んで、それも含

めての審査を行ったところでございます。

この目標52％という水準については、決して
これで十分とは考えておりません。よりこの水

準を高められるように目指していく必要がある

と考えております。

【山田(博)委員】そうですよね。大体、昔が52％
だから52％にするんだったら、この項目という
のは設ける必要がなかったと思うんですよ。

もう一つ、お尋ねしますけど、指定管理者で

勤労福祉会館というのは、この会館の何％が指

定管理を受けているんですか。勤労福祉会館の

延べ床面積の何％を管理しているのか、答えて

いただけますか。

【井内雇用労働政策課長】会館の延べ床面積と

しては、約2,300平米ございます。そのうち指定
管理者が管理する部分については、約87％とな
っております。

【山田(博)委員】 もう一つ、東京産業支援セン
ターは、延べ床面積の何％が指定管理になって

いるのか、お尋ねしたいと思います。

【福重新産業創造課長】お手元にございません

ので、後ほどご案内させていただきます。

【山田(博)委員】 面積で言っていただければ。

100％なのか、100％じゃないのか、そこだけお
答えいただけますか。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１０時４８分 休憩 ―

― 午前１０時４８分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開いたします。

【福重新産業創造課長】東京産業支援センター

が指定管理者によって管理されている面積につ

きましては、100％の管理をお願いしていると
ころでございます。

【山田(博)委員】 あれっ、おかしいな。東京産
業支援センターの指定管理というのは、ビルの

100％を委託していると。勤労福祉会館は87％
ということは、あと13％はどこに委託している
わけ。どこの誰にしているわけですか。その

13％というのは、単純に10％としても230平米
だな、相当な面積になるんだ。これは、どこに

どういうふうに委託しているのか、そこをお答

えいただきたいと思います。

【井内雇用労働政策課長】 約300平米になるん
ですが、こちらについては、公有財産の目的外

使用許可ということで、連合長崎などに対しま

して、毎年使用許可を行っているところでござ

います。

【山田(博)委員】 このお金は、どういうふうな
扱いをしているわけ。それは、私も初めて知っ

たけど。私はてっきり全部しているかと思って

聞いたんだけど、たまたま聞いたんだけど、組

合の方にどういった形でお願いしているわけで

すか。それは、もうちょっと詳しく説明してい

ただけません。今、私も初めて聞いたものだか

ら。

【井内雇用労働政策課長】こちらは目的外使用

許可ということで、毎年、地価とか建物の時価

相当額をもとにして使用料を算定いたしまして、

年度初めにお払いをいただいております。

こちらについては、根拠としては、長崎県県

有財産の交換、譲与等に関する条例に基づきま

して、使用料の収受を行っておりまして、県に

納めていただいた使用料については、指定管理

の業務に、県の予算の財源として充てていると

ころでございます。
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【山田(博)委員】 ちょっとお尋ねしますけれど
も、お貸しするのは、それは労働組合の方に、

これは勤労福祉会館だからね。勤労福祉会館と

いうのは、もともと労働者のためのあれだから、

目的外使用というのは失礼じゃないか。目的外

使用というのは、普通のお金を借りるのでは高

いのか安いのか、どっちですか。目的外使用と

いうのだったら、高くなるはずでしょう。わか

りやすく言うと、高いのか安いのか。私が今聞

いているのは、勤労福祉会館は労働組合に対し

て目的外使用じゃなくて、あれは勤労者のため

なんだから。労働組合は勤労者のために活動し

ているんだから、目的外使用というのは、それ

はどうかと思うんですよ。

それは、料金上、そういうふうにしないとい

けなかったのかというのは、聞いてみないとわ

かりませんけれども、基本的に目的外使用とい

うのは、県有財産というのは、高いんです。そ

れは、今回ほかのところと比べて高いと、あそ

この会館を借りる時、ほかの地域と比べたら安

いのか高いのかというのを含めて、お答えいた

だけますか。

【井内雇用労働政策課長】今回、ご審議をお願

いしております勤労福祉会館の指定管理につい

ては、この主たる業務が会館の利用承認に関す

る業務等でございます。その時間を午前、午後、

夜間に区切って、その時間帯にお貸しをすると

いうものでございます。

一方、先ほどの公有財産の目的外使用につい

ては、毎年毎年、年間を通じてお貸しをすると

いうところでございます。

この使用料の水準なんですが、近隣と比較し

たところで見ますと、相対的に安い水準ではあ

りますが、これは県の県有財産の交換、譲与等

に関する条例に基づいてその係数が決まってお

りますので、それに基づいて算定をしておるも

のでございます。

【山田(博)委員】 私ばかり質問できないので、

ここで終わりたいと思いますけれども、私は、

勤労福祉会館というのは、労働組合の方にお貸

しするのは、それは大いに結構だと思うんです

よ。しかし、料金は別として、趣旨から、目的

からすると、目的外使用というのを、ああいっ

た方々に貸していただくのに、それはちょっと

失礼じゃないかと思うわけですよ。勤労福祉会

館というのは、雇用労働政策課長、よく条例を

見てください。勤労者のために働くための会館

なんだから。それを目的外というのは、これは

失礼じゃないか思っているわけだよ。そこはよ

く検討して、またお答えいただきたいと思いま

す。それは午後からになると思いますから、ち

ょっとお尋ねしたいと思いますので、よろしく

お願いします。

一旦終わります。

【近藤分科会長】 ほかございませんか。

【坂本(浩)委員】 緊急資金繰り対策貸付費につ
いて、確認も含めて質問をさせていただきます。

今回、補正で34億2,000万円ということで、
預託の累計額が547億円、融資枠が1,600億円と
いうふうなことで、これは、多分6月だったか
な、お伺いをして、九州各県とも比較して、融

資枠として頑張っているというふうなことも確

認させていただきましたけれども、恐らく今後

も、この融資枠の積み上げというのは必要にな

ってくるのかなというふうに考えております。

先ほど課長からあったように、11月30日で約
7,800件、いわゆる保証承諾額が1,160億円とい
う報告がありましたけれども、この7,800件の業
種の内訳というんですか、そういうのを一定把

握されているのかどうか。
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今、それぞれ年末にかけて、コロナ禍の中で

非常に厳しいところもあるんじゃないかと思い

ますけれども、おおよその傾向というんですか、

そういうのがわかれば教えていただきたいんで

すが。

【吉田経営支援課長】信用保証協会の保証承諾

について、業種別での数字を押さえております。

今手元にないので、用意します。

基本的には、今回のコロナは、あらゆる業種

に広がっているところがありまして、最初は観

光関連、インバウンドとか、観光客が減ったと

いうところで観光関連産業という話があったん

ですけれども、実際には、その後、製造業も建

設業も含めてあらゆる業種に広がっているとい

うのが現状になっております。

数字は、今からご回答します。

【坂本(浩)委員】 詳しい数字じゃなくてもいい
んですけど、7,800億円のうち、おおよそこうい
う業種でというふうなことがわかればいいです

ので、ぜひ後ほど、よろしくお願いいたします。

それで、制度のスキームの中で、県が金融機

関に預託をして、中小企業者に貸し付けるとい

うふうな流れになります。それで、今日たまた

まなんですけど、新聞報道で、「飲食業の倒産

が最多更新へ」ということで、今年の1月から
11月までの数字が載っていました。飲食業も非
常に厳しい状況にあるのではないかと思います

が、長崎県では2件と記事には書いてあるんで
す。意外と少ないんだなというふうに思ったん

ですけれども、ただ、いろんな業種に私もお話

を伺いますと、これまで国あるいは県、それか

ら市町の様々な公的な事業継続の支援があって、

何とか今年年末まで、あるいは年度末まではし

のぐことができるというふうなことなんですけ

れども、年明け以降、あるいは新年度、来年度

はどうなるかわからないというふうな状況で、

これからも、恐らく倒産というのが、これまで

は飲食業以外もそんなにたくさん、急激に増え

ているというのは聞いてないんですけれども、

そういう状況が予想されるんじゃないかという

ふうに思っているんです。

そうなった時に、いわゆる返済なんですよね。

これでいくと、制度スキームの⑤のところに、

中小企業が返済できなくなった場合、信用保証

協会が金融機関に代位弁済すると。その後に、

代位弁済による信用保証協会の損失の一部につ

いて県が損失補償するというふうなことで、こ

の損失補償を今から予測しろというのは失礼な

話かもしれないんですけれども、そこら辺を、

今の各業種の経営状況、あるいは倒産の予測み

たいなものを含めて、県として頭に入れながら、

最初はそうでもなかったかもしれませんけれど

も、いつコロナが終息するか見通せない中で、

今回のこの100億円の積み上げ、さらに、今後
も積み上がっていくであろうというふうな、そ

ういうのを考えているのかどうか、返済のとこ

ろ、いわゆる損失補償というのを頭に入れなが

らやっているのか、そこら辺をお尋ねいたしま

す。

【吉田経営支援課長】まず、先ほどの業種ごと

の部分ですけれども、主なもので申し上げます

と、信用保証協会の保証承諾の件数の全体に占

める割合で、一番大きいのが建設業、20％ござ
います。続きまして、小売業が15.8％、飲食業
14.7％、製造業10.1％、卸売業10％等が主なも
のになっております。

先ほど飲食の記事にもございましたとおり、

県内の倒産状況、あるいは事業の休止・廃止の

状況ですが、これにつきましては、以前ちょっ

と申し上げたことがあるんですけれども、倒産、
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あるいは整理に関する公的な情報というのは出

ておりませんで、民間の信用調査会社の数字が

使われております。

そこでは負債額1,000万円以上のものを倒産
ということでカウントしておりまして、私ども

もその数字を参考にさせていただいております。

とりあえず今回、100億円積んだのは、年末
の資金需要をにらんでいるところがございます。

国の方も政府系金融機関、民間の実質無利子と

いう制度を設けて資金繰りを支援しているとい

うことで、一定倒産が低レベルに抑えられてい

るという状況はあると思うんですけれども、や

はりコロナが長期化して収束が見えない、お客

さんが戻ってこないということになりますと、

さらに経営には悪影響を及ぼすと思います。融

資枠等については、国の方も一部見直し、延長

という話もございますので、そういったところ

を見ながら対応していきたいと思っております。

損失補償については、特に現時点でどれぐら

いという見込みは持っておりませんで、基本的

には、国の動向等を見ながら必要な対応を行っ

ていくという考えでおります。

【坂本(浩)委員】 わかりました。34億2,000万
円の歳入ですけれども、これは、いわゆる諸収

入ですよね。商工貸付金の元利の収入というこ

とで、これは、多分、今までずっとこういう資

金繰りで貸し付けてきたところの返済がきちん

とあって、それをずっと収入としている。その

中から、今年度の34億2,000万円を補正して、
合計で752億8,000万円ということになります
よね、今年度の収入、トータルでいくと。です

よね。それは間違いないですか。

【吉田経営支援課長】この緊急資金繰り対策貸

付費の預託につきましては、年度初め以降、銀

行に、金融機関に無利子で預託をして、年度末

に、全額返していただくということになります

ので、この預託の額については、歳出の額と歳

入の額は一致するということになっております。

諸収入等で上がっている分は、恐らくほかの案

件も含まれた数字になっていようかと思います。

【坂本(浩)委員】 わかりました。預託額の累計
ということになるわけですね。

損失補償を、仮に、そういうふうに県が負担

しなければならないというふうになった場合は、

その財源というのは、この諸収入ということに

なるわけですか。

【吉田経営支援課長】 それは諸収入とは別で、

県の一般財源になっております。

【坂本(浩)委員】 わかりました。一般財源から
損失が出た場合は補償するというふうなことに

なるわけですね。預託額を計上する時の財源は

諸収入で、損失が出た場合は一般財源、何かち

ょっとわかりにくいんですけれど、それは結構

です。今、初めてわかりましたので。

いずれにしても、今回の補正で1,600億円とい
う融資枠を積み上げてきていただいて、特に年

末に向けて本当に厳しい状況があろうかと思い

ますので、この貸付費が有効に使えるように、

ぜひ、県としても信用保証協会、あるいはいろ

んな経営者団体とも連携を取っていただきたい

と思います。

私もこの資金繰り支援をどういうふうに使う

か、単に経営が厳しいというだけじゃなくて、

例えば国の制度に雇用調整助成金がありますよ

ね。それは後払いになるものですから、当座の

従業員の賃金も払えないと、2か月～3か月払え
ないと働く人たちが困っていたことがあって、

その方から相談を受けて、実はこういうのがあ

るから、会社に言って、とりあえずそれまでの

間、この資金繰り支援を受けたらどうですかと
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いうふうな話をして、そうしたら、それでうま

くいったとかありますので、ぜひ、個別にはい

ろんな、このコロナ禍の中にあって業種ごと、

あるいはいろんな貸付けの方法とかというのも

あろうかと思いますので、私がずっとこの間の

公的支援の関係でお願いしているのは、相談体

制と周知ということになろうかと思いますので、

改めてそのことをお願い申し上げます。

【近藤分科会長】 ほかございませんか。

【饗庭委員】勤労福祉会館指定管理のところで

私も聞かせていただきたいんですけれども、先

ほど稼働率の目標が52％ということでしたが、
それは低いと先ほども言われていたので、私も

低いと思うんですね。

それと、今までもトラスティが管理をされて

いて、事務事業評価では「改善」というふうに

なっているんですけれども、その改善するとこ

ろに、また今度指定をするということですから、

どのように稼働率を上げていくというのを掲げ

ておられるのか、教えてください。

【井内雇用労働政策課長】こちら、トラスティ

建物管理につきましては、現在、平成30年、平
成31年、令和2年、この3年間で今期が初めてで
ございまして、令和3年度からが2期目に入ると
いうところでございます。

委員おっしゃられますように、指定管理の評

価調書の中で、来年に向けて改善と。稼働率も

52％にまだ届いてないという状況でございま
す。

今回のトラスティ建物管理からの提案の中で、

稼働率向上についてこういうことをするという

のがございまして、具体的に申し上げますと、

例えばリピーター確保のために施設利用の回数

券を導入するでありますとか、市営駐車場との

提携を図るでありますとか、あと、時流で、実

際どうするかというのはあるんですが、サテラ

イトオフィス、リモートワークに対応したとい

うところも将来考えてみたいと、そのような提

案が、稼働率向上に向けてあっているところで

ございます。

【饗庭委員】今の改善をするということで、稼

働率が52％に達するのではないかということ
で県としては受け止めているということで、よ

ろしいんですか。

【井内雇用労働政策課長】 52％達成かという
ところは、100％言い切れるところではないん
ですが、少なくとも稼働率向上に資するもので

あるという選定委員会の判断の上で決定したも

のでございます。

【饗庭委員】稼働率はもっともっと、目標も上

げていただきたいんですけれども、そもそも稼

働率が低い理由というのは、リピーターが少な

いということなのか、何か原因があるのではな

いかと思うんですけれども、そのあたりはどの

ように把握しておられますか。

【井内雇用労働政策課長】 直近で言いますと、

昨年度が実績48％というところで、この50％前
後の相場感は、例えば近くの市民会館で言いま

すと、同程度でございます。その50％、それで
よしとするものではなくて、決してそういうも

のではございませんで、これの向上に向けてや

っていく必要はあるというふうに考えておりま

す。

なぜこの水準にとどまっているかということ

なんですが、例えば夜間について、年々夜間の

利用率というのが減ってきています。夜間のニ

ーズが落ちているというところも、一つ原因と

してあるのかなと思うところでございます。

あともう一つ、広報というか、そういうとこ

ろもやはりまだまだ周知というか、そういう活
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動も積極的に行っていく必要があるのではない

かと考えております。

【饗庭委員】 民間では、稼働率が50％ではや
っていけないのではないかというふうに思って

おりますので、今後も、ぜひ稼働率を上げてい

ただくのと、原因があるのであればそこを改善

する。夜間が要らないのであれば、夜間をやめ

て何かほかの方法でするとかというのも、指定

管理者として指定するわけですから、していた

だきたいというふうに思います。

以上で終わります。

【近藤分科会長】 ほかございませんか。

【吉田経営支援課長】 先ほど坂本(浩)委員の質
問の中で、損失補償について、信用保証協会が

代位弁済をした時に県が損失補償をするという

ご説明を差し上げまして、それは間違いではな

いんですけれども、ちょっと足りなかったかな

と思います。補足して申し上げますと、これは

県の制度融資全体のスキームでございまして、

信用保証協会が代位弁済をした時に、通常は保

険料を払っておりまして、その保険金というも

のである程度補塡されると。その残りの部分に

ついて、県と保証協会で負担をするというスキ

ームになっております。

今回の緊急資金繰り対策貸付費の中の緊急資

金繰り支援資金の国の実質無利子・無担保の分

については、一部を除いて、この代位弁済の時

の損失補償については、国が100％近く、その
保険から支払うということになっておりますの

で、その部分については、県の負担はほぼ出て

こないということになっております。

【近藤分科会長】 ほか質問はございませんか。

【山田(博)委員】 経営支援課長にお尋ねしたい
と思うんですが、緊急資金繰り対策貸付費の中

で、現在、コロナ禍で中小企業が大変厳しい状

況になっているわけですが、中小企業が返済で

きなくなった場合には、保証協会が金融機関に

代わって代位弁済するとなっていますけれども、

代位弁済は、実際どれぐらいあったのか、まず

お答えいただけますか。

【吉田経営支援課長】今回、コロナ禍で国の実

質無利子が、今年の5月に始まっております。
この中で、既にもう払えなくなったというふう

な案件は、今のところ聞いておりません。

【山田(博)委員】 それじゃ、コロナ禍で資金繰
りが大変厳しくなって金融機関が困ったという

ことは、事例としては今のところないというこ

とですね。

県内で新聞報道でされておりますけれども、

今回、緊急資金繰り対策費をするから、金融機

関に保証協会が代位弁済とかしているのかと思

っていましたけれども、具体的に聞いていない

のか、それか、そこまで至っていないのか。そ

れから、コロナ禍でどれだけの会社が倒産して

いるかということで、今回、こういった対応を

していると思うんですけれども、そういったの

を詳しく説明いただけますか。

【吉田経営支援課長】国の実質無利子の資金が

始まったのが5月でございます。現在、約7か月
ぐらいが経過をしているという状況ですけれど

も、基本的に貸し付けの条件としまして、5年
間の据え置きがありまして、元金の返済は5年
後、6年目から始まるということで、本来、利
払いだけをするということになるんですが、そ

の利払いのところが、当初3年間は無利子とい
うのが現在の制度ですので、そういう意味では、

これが非常に負担となって倒産しているという

事例は、私は聞いておりません。

ただ、私が知らないところで、返済自体がま

だ生じてないところが多いと思いますけれども、
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貸付期間が、例えば6か月で、手元の資金が減
ってきて、さらに資金繰りが圧迫されていると

いうふうなケースは一部あろうかと考えており

ます。

【山田(博)委員】 それじゃ、今年の5月から緊
急資金繰り対策が始まりましたけど、貸出件数

はどれぐらいで、今、金額というのはわかりま

すか。件数と金額というのは。

【吉田経営支援課長】件数で、先ほど7,800件、
金額で1,160億円ということを申し上げました
けれども、国の実質無利子の分が、そのうち、

件数で6,800件、金額で950億円となっておりま
す。

それ以前から、緊急資金繰り支援資金として

県の制度もございますので、それを使われてい

るところが残り1,000件、220億円程度となって
おります。

【山田(博)委員】 どうですか、今のところ見通
しとしては、また新たな支援をせざるを得ない

ような状況にあるのか。そういった資金繰りで、

現在どれだけの相談件数が来ているかというの

が、件数と大体の金額というのは、今わかりま

すか。現時点で新たに相談が来ているというの

は、わかりますか。

【吉田経営支援課長】 5月にこの実質無利子が
始まった当初、なかなか融資までつながらない

ということで、相談件数等の状況を把握してい

たということはありますけれども、現在は、基

本的には、融資として会社の業績、あるいは売

上の見込み等、そういった審査に時間がかかる

場合はもちろんあると思いますけれども、基本

的には、保証あるいは融資の申し込みから実際

の融資実行まで1週間から10日程度で進んでい
るとお聞きしておりますので、相談件数として

特に把握はしておりません。

【山田(博)委員】 それじゃ、速やかに、今後と
もこの資金繰り対策に取り組むことができるよ

うにお願いしたいと思います。

要望して、終わりたいと思います。

【近藤分科会長】 ほかございませんか。

【坂本(浩)委員】 さっき言えばよかったんです
けど、2件ある指定管理の分です。
この2つの建物については、いわゆる災害時

の指定避難所というものに、恐らく東京産業支

援センターは違うのかなと思うんですけれども、

勤労福祉会館あたりはどうなのかなと。指定さ

れているかどうかは、わかりますでしょうか。

【福重新産業創造課長】東京産業支援センター

がそのような災害時の避難箇所に指定されてい

るかどうかについては、大変申し訳ございませ

ん、把握をしておりません。

【井内雇用労働政策課長】勤労福祉会館につき

ましても、すみません、指定されているかどう

かというのは、把握できておりません。

【坂本(浩)委員】 わかりました。早速調べてい
ただいて、指定避難所というものにもし指定さ

れているんだったら、ぜひ対応をお願いしたい

んですけれども、多分、この間の台風9号か10
号の時だったと思うんですが、ある長崎市内の、

いわゆる県の施設で指定管理者になっていると

ころで、指定避難所で住民の方が避難をされて、

エアコンが全くついてなかったらしいんです。

そのときに、長崎市が一定対応したそうなんで

すけれども、鍵を渡されただけということでし

た。

要するに、そういう避難所となった時に、県

の施設で指定管理者が運営かれこれ、維持管理

をしている。そこのどっちがきちんとどうする

のかというのをはっきりされてなかったという

ふうなことがわかったようでありますので、そ
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れで、あえてお伺いしたんですけれども、もし

そういう指定避難所というふうになっていたら、

ぜひそこのところの対応をお願いしたいと思い

ますけれども、そういうふうなことは、何か聞

かれたことはありますでしょうか。ほかの指定

管理、ほかの部局からは。

【井内雇用労働政策課長】すみません。具体に

お聞きしたというのはございません。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２０分 休憩 ―

― 午前１１時２０分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【井内雇用労働政策課長】公の施設であります

ので、災害時のそういう対応というのは、やっ

てしかるべきなのかなというふうに考えており

ます。

ほかの施設の状況については、確認して、別

途お答えさせていただきたいと思います。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２１分 休憩 ―

― 午前１１時２１分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【坂本(浩)委員】 これは、今、災害が激甚化と
いうのが毎年言われておりまして、そういう意

味では、それぞれの各市町で指定をした避難所

の役割は非常に重要になってきておりますので、

ぜひ、そういう指定管理をした県の施設につい

ては、受入体制というのを十分連携を取ってし

ていただくことを、ほかの部局ともぜひ連携を

取ってしていただくことを、最後に要望いたし

ます。

【山田(博)委員】 そもそもでお尋ねしますけど、
指定管理の中に、避難をした場合の対応という

のは、契約なり条件なり記入されているかされ

てないか、そこをお尋ねしたいと思います。

【福重新産業創造課長】指定管理者の今回の募

集の中で決めております指定管理者の業務の中

には、そういった災害時の避難者の対応等につ

きまして定めているものはございません。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２２分 休憩 ―

― 午前１１時２２分 再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【井内雇用労働政策課長】契約基本協定の中で、

そういう緊急時の対応というのは、その施設自

体の緊急時の対応というのはあるんですが、先

ほどからございます指定避難所等のそういう対

応というところの規定はございません。

【山田(博)委員】 ということは、私たちも、て
っきりそういったのは、もう常識の範囲内です

から、やっていると思っていたら、やっていな

かったと。ということは、契約のあり方という

のを、指定管理のあり方を見直さないといかん

わけね。

そもそも、私たちも、それはごもっともで、

それはやっていると思ったけどやっていなかっ

たと。これは、部長、この指定管理の中に、そ

もそもそういったことがないとなれば、それは

新たに予算がくるのか、緊急だから、お互いに

協力してもらうようにするかということはある

わけですね。

政策監、あなたが答えてみますか。よかよか、

政策監が答えてみてくれるんですか。あなたは

さっきから腕を組んでずうっと聞いているけど。

あなたが答弁したいんだったら、答弁してくれ

んですか。

【三上産業労働部政策監】公の施設でございま
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すので、緊急時においては、そういった公助の

関係で、一定程度施設のオープン等はすべきと

思っております。

他方、今、業務の中に規定されていない以上、

緊急避難的な行為としてはあり得ると思います。

他方、一般的に業務としてそういったのを追加

すると、また費用等の面、例えば防災時におけ

る水の確保、あるいは電気の確保等様々な設備

等の見直しも必要になりますので、そういった

点を含めて、今後、部内で検討させていただけ

ればと思っております。

【山田(博)委員】 100点満点の答弁ですね。さ
すがですね、政策監。また答弁したいんだった

ら、いつでも指名させていただきたいと思いま

すから、準備しとってくださいよ。

それで、そもそもそうすると、これは新たな

対応をするとなれば、私たちはそれをしっかり

とせんといかんわけです。これはどのように、

後は各課でまとめていくか。緊急時というのは、

勤労福祉会館では、勤労者の福祉向上というの

をうたっているわけだから、目的からすると、

本当は最初からないといけなかったわけですよ。

違いますかね、雇用労働政策課長、いかがです

か。

【井内雇用労働政策課長】確かに公の施設とし

て、この会館を利用する方の緊急避難とか災害

時の対応はあるんですけれども、そういう公の

施設としての視点が若干足りない部分があるの

かなと考えております。

今後、具体にどうするかというのは検討して

まいりたいと考えております。

【山田(博)委員】 指定管理者のガイドラインに
は、そういったのをうたってなかったんでしょ

う、もともとね。指定管理者のガイドラインと

いうのは大幅に見直さないといかんから、担当

課と私も、この委員会が終わった後に、指定管

理者の担当の新行政推進室とそういうことを、

話をさせていただきたいと思います。

部長、これはガイドラインに沿ってやってい

るものですから、産業労働部だけの問題じゃな

いでしょう。いかがですか、これは。ガイドラ

インに基づいてやっているわけだから。という

ことは、新行政推進室と話をせんと、これは産

業労働部だけの問題じゃないからね。それはい

かがですか、見解を聞かせていただきたいと思

います。

【廣田産業労働部長】 指定避難所については、

基本的には市町が指定をすることになっており

ます。

それで、この間、恐らく指定はあってないと

思われますけれども、昨今の災害が、特に自然

災害等が多発する中で、避難所の設置というこ

とが課題となっておりますので、今後、県の施

設の指定管理制度を所管しております新行政推

進室と協議をしながら、この公の施設の活用の

あり方について、検討してまいりたいと考えて

おります。

【山田(博)委員】 ということで、これは部長、

そういったことでやっていただきたいと思って

おります。

避難場所というのは、多ければいいわけだか

ら。多ければ多いことにこしたことはないわけ

だからね。先ほど政策監がおっしゃったように、

新しく避難場所に指定すると、費用の面でかか

るから、そうすると、これはあくまでも指定管

理のガイドラインに沿ってやっているわけです

から、担当課と話さないといかんわけですから

ね。

そこで、工業技術センターと窯業技術センタ

ーもそういったのがありますので、今の議論を
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しっかりと踏まえた上で、今後、対応を検討し

ていただきたいと思っておりますが、もう時間

がきていますので、お二人には答弁は求めませ

ん。要望として終わりたいと思います。

【近藤分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、予算議案及び事件議案に対する質疑を終了

いたします。

次に、予算議案に対する討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第122号議案のうち関係部分及び第156号議
案のうち関係部分については、原案のとおり、

可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

【近藤委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

まず、産業労働部長より総括説明をお願いい

たします。

【廣田産業労働部長】産業労働部関係の議案に

ついてご説明いたします。

資料といたしまして、農水経済委員会関係議

案説明資料とその追加1がございます。お手元
にご用意いただきたいと思います。

農水経済委員会関係議案説明資料の1ページ
をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第151号議案「公の施設の指定管理者の指定に
ついて」、第152号議案「公の施設の指定管理
者の指定について」、第153号議案「長崎県総
合計画チェンジ＆チャレンジ2025について」の
うち関係部分であります。

事件議案であります第151号議案、第152号議
案につきましては、先ほど分科会にてご説明い

たしましたので、説明を省略させていただきま

す。

次に、計画議案についてご説明いたします。

第153号議案「長崎県総合計画チェンジ＆チ
ャレンジ2025について」につきましては、長崎
県行政に係る基本的な計画について議会の議決

事件と定める条例第2条の規定により、議会の
議決を得ようとするものであります。

これは、県議会をはじめ、県民の皆様からご

意見をいただきながら検討を進めてまいりまし

た新たな総合計画について、名称を「長崎県総

合計画チェンジ＆チャレンジ2025」とし、「人・
産業・地域を結び、新たな時代を生き抜く力強

い長崎県づくり」を基本理念に10の基本戦略を
柱とする、令和3年度からの5か年計画として策
定しようとするものであります。

なお、基本戦略のうち産業労働部関係では、

基本戦略1－1「若者の県内定着、地域で活躍す
る人材の育成を図る」においては、県内就職に

対する県民の意識醸成を図るほか、県内企業と

連携し、働きやすい職場づくりや情報発信に努

めるなど、若者の県内就職・定着に取り組むと

ともに、県外大学等進学者のＵターン就職支援

を強化してまいります。

また、基本戦略2－1「新しい時代に対応した
力強い産業を育てる」においては、県内企業の

新規参入や事業拡大を加速するため、技術力向
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上などを支援する航空機関連産業などの新たな

基幹産業の創出や良質な雇用の場の創出に向け

た企業誘致などを推進してまいります。

こうした施策を積極的に推進し、県民の皆様

と一体となって力強い長崎県づくりを進めてま

いりたいと考えております。

次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。

本日、ご説明いたしますのは、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響を受けた事業者への支

援について、次期ながさき産業振興プラン（仮

称）の策定について、令和3年度の重点施策に
ついて、経済・雇用の動向について、航空機産

業の状況について、「長崎海洋アカデミー」の

開講について、企業誘致の推進について、県内

定着の促進について、外国人材の受入れについ

て、研究事業評価に関する意見書について、新

たな行財政改革に関する計画素案の策定につい

て、事務事業評価の実施について、長崎県まち・

ひと・しごと創生総合戦略の数値目標の進捗状

況についてでございまして、内容は記載のとお

りであり、そのうち、新たな動きなどについて

ご説明いたします。

2ページ下段をご覧ください。
（新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け

た事業者への支援について）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け

た事業者への支援につきましは、「感染拡大防

止」と「経済活動の回復・拡大」の両立を図る

ため、県議会でご承認いただきました施策を中

心とし、切れ目のない対策を講じてきたところ

であり、主な実績について、ご報告いたします。

（1）資金繰り支援
追加1、1ページの上段をご覧ください。
3月2日に発動した県の制度融資「緊急資金繰

り支援資金」につきましては、現在、1,500億円
の融資枠を確保しており、融資枠に対する長崎

県信用保証協会の保証承諾実績は、11月30日時
点で7,804件、約1,162億円となっております。
再び、当初版の3ページ上段にお戻りくださ

い。

中小企業者が円滑に融資を受けることができ

るよう、これまで、県内各地で専門家による相

談対応や融資申請書類の作成支援を行ってきた

ほか、県内の制度融資取扱金融機関と保証協会

に対して、中小企業への融資の迅速、丁寧な対

応を要請してまいりました。

また、年末にかけて事業者の資金需要が高ま

ることから、去る10月23日には、県から関係機
関に対し、改めて融資相談への迅速かつ丁寧な

対応を文書で要請したところであります。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響が長引

く中、今後とも資金需要の動向を注視しつつ、

融資枠の確保や専門家による支援体制の拡充な

ど、必要な対策を講じてまいります。

（2）「新しい生活様式の実践」に向けた支援
追加1の1ページ中段をご覧ください。
「新しい生活様式」の実践のためのガイドラ

インに沿った事業者の取組を支援する「新しい

生活様式対応支援補助金（上限10万円）」につ
いては、6月15日から10月30日までの申請受付
期間に、1万9,225件の申請があり、そのうち、
11月30日時点で、1万2,693件の交付決定を行っ
ております。

最新の数字がわかりますので、追加して説明

いたします。12月4日時点でございますが、1万
4,124件の交付決定を行っているところでござ
います。

また、飲食店の換気設備の更新等について支

援する「飲食店向け新しい生活様式対応支援補
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助金（上限200万円）」については、当初の申
請期間から1か月延長し、11月30日までの申請
受付期間に、557件の申請があり、そのうち、
11月30日時点で、288件の交付決定を行ってお
ります。

これも最新の数字をご説明申し上げますが、

12月4日時点で、339件の交付決定を行っている
ところでございます。

今後とも、県内事業者の「新しい生活様式」

の早期実践を促進してまいります。

（3）雇用の維持・創出への支援
経済上の理由により従業員を休業させる事業

主の負担を軽減し、雇用の維持を図るため、国

の雇用調整助成金に本県独自の上乗せ助成を実

施する「長崎県緊急雇用維持助成金」について

は、国から支給決定を受けた県内中小企業を対

象としており、11月30日時点の支給実績は335
件、約4,500万円となっております。
また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響

により、離職を余儀なくされた失業者に対して、

短期の雇用機会を創出する「緊急雇用創出事業」

につきましては、県において、令和2年度内に
419名の新規雇用創出を目指して取り組んでお
り、11月30日時点の雇用実績は、436名となっ
ております。

さらに、離職者の正規雇用を支援する「離職

者雇用助成金」につきましては、11月30日時点
で25社から30名分の申請があり、「チャレンジ
体験就労補助金」につきましては、23社から57
名分の申請があっております。

これらを通じて、引き続き、雇用の維持や新

規雇用の創出に努めてまいります。

新型コロナウイルス感染症が及ぼす影響と経

済活動の動向を注視しながら、引き続き、関係

機関と連携し、適時適切に必要な対策を講じて

まいります。

（次期ながさき産業振興プラン（仮称）の策定

について）

「長崎県総合計画」の部門別計画の一つであ

る「ながさき産業振興プラン」が本年度で終期

を迎えるため、後継計画として新たに令和3年
度から5年間を計画期間とした「次期ながさき
産業振興プラン（仮称）」を本年度中に策定す

ることとしております。

本プランでは、本県産業を取り巻く現況やコ

ロナ禍の時代の潮流、本県産業の課題等を踏ま

え、コロナ禍からの本県産業の再生を優先課題

としながら、新たな長崎県総合計画に掲げた方

向性に基づく施策を着実に実行していくことを

表すスローガンとして、「進化と創造、未来へ

の挑戦。危機を克服し持続可能な発展を目指す

長崎県」を掲げ、本スローガンのもとに本県産

業の振興のための基本指針として、「進化に挑

戦する」、「人が未来を創る」、「地力を高め

る」の3つの柱を据え、その下に具体的振興施
策を構築し、効果的な施策の推進に取り組んで

まいりたいと考えております。

去る11月19日には、民間企業、大学、商工団
体等からなる「次期ながさき産業振興プラン（仮

称）」に関する有識者会議を開催し、本プラン

の素案についてご協議いただいたところであり

ます。

今後、県議会でのご議論やパブリックコメン

トによる県民の皆様のご意見をお伺いしながら、

さらに検討を重ね、来年の2月定例会において、
計画議案としてご提案したいと考えております。

（令和3年度の重点施策について）
令和3年度の予算編成に向けて「長崎県重点

戦略（素案）」を策定いたしました。これは、

来年度が初年度となる新たな長崎県総合計画に
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掲げる目標の実現に向けて、令和3年度の重点
施策として検討を進めているものについて、新

規事業を中心にお示ししたものであります。こ

のうち、産業労働部の予算編成における基本方

針及び主要事業についてご説明いたします。

令和3年度は、県政運営の新たな指針となる
「長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025
（案）」及び「第2期長崎県まち・ひと・しご
と創生総合戦略」に定める方向性を踏まえ、現

在検討を進めております総合計画の部門別計画

である「ながさき産業振興プラン（仮称）」を

もとに、新たな取組をスタートさせます。

「ながさき産業振興プラン（仮称）」では、

1．「進化に挑戦する」、2．「人が未来を創る」、
3．「地力を高める」を基本的な指針としてお
り、これら3つの基本指針に沿って、令和3年度
に取組を検討している主な事業は、次のとおり

です。

まず、1つ目の指針である「進化に挑戦する」
については、コロナ禍からの再生と、デジタル

技術の活用や革新的な経営に取り組むなどの企

業変革力の強化を目指し、県内事業者のデジタ

ルトランスフォーメーションを推進するほか、

中小企業者の経営基盤強化のための支援を実施

してまいります。

次に、2つ目の指針、「人が未来を創る」に
ついては、若者の県内定着と地域で活躍する人

材の育成に関する施策として、働き方改革のさ

らなる促進のため、経済団体等の自主的な取組

に対する支援や専門家によるコンサルティング

等を実施するほか、県内企業の若手社員の早期

離職防止のためのオンラインによる新人研修等

の実施、都市部からのＵＩＪターン促進のため

のオンライン企業面談会の開催や、年間を通じ

た県内企業の求人情報の都市部への発信による

県外求職者とのマッチング強化などによって、

県内企業の人材育成・確保を後押ししてまいり

ます。

次に、3つ目の指針、「地力を高める」につ
いては、力強い県内産業の育成による、魅力あ

る仕事の創造に関する施策として、海洋エネル

ギー関連産業、ＡＩ・ＩoＴ・ロボット関連産業、
航空機関連産業をはじめとした成長分野におけ

る中小製造企業の企業間連携の促進、専門人材

育成などの取組を進め、引き続き新たな基幹産

業への成長を目指してまいります。

このほか、スタートアップの創出について、

CO－DEJIMAの運営体制を強化するなど、新
規ビジネスの取組を促進させるための支援を実

施してまいります。

なお、令和3年度当初予算に係る予算要求状
況につきましても、併せて公表を行ったところ

であります。

これらの事業につきましては、県議会からの

ご意見を十分踏まえながら、予算編成の中で、

さらに検討を加えてまいりたいと考えておりま

す。

その他の事項につきましては、記載のとおり

でありますが、1点訂正をお願いいたしたいと
思います。

当初版の6ページの中段でございますけれど
も、ここに企業誘致の実績を書かせていただい

ております。企業誘致の推進についての3行目、
進出企業が5年間で「110人を雇用して」と記載
しておりますけれども、正しくは「113人」で
ございます。おわびの上、訂正させていだきま

す。

なお、「政策等決定過程の透明性等の確保及

び県議会・議員との協議等の拡充に関する決議」

に基づく提出資料、「令和2年11月定例県議会
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農水経済委員会補足説明資料」の2種類につい
て、説明資料を配付させていただいております。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【近藤委員長】どうもありがとうございました。

暫時休憩いたします。

― 午前１１時４６分 休憩 ―

― 午前１１時４６分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

午前中の審議はこれにとどめ、午後1時30分
から行います。

休憩します。

― 午前１１時４７分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

事件議案に対する質疑は終了しましたので、

第153号議案のうち関係部分に対する質疑を行
います。

質疑はありませんか。

【山田(博)委員】 第153号議案の「長崎県総合
計画チェンジ＆チャレンジ2025について」につ
いてお尋ねしたいんですけれど、今回、ながさ

き産業振興プラン（素案）が出ておりますけれ

ども、基本的に、確認ですけれども、関係性と

いうのは、これは一緒のことなんでしょう。考

えなり中身というのはほとんど、中身はそうで

しょうが、方向性なりのあれはほとんど一緒だ

ということで理解していいのかどうか、そこを

まず確認させてください。

【松尾産業政策課長】質問がありました長崎県

総合計画と、その下の部門別計画であります産

業振興プランにつきましては、方向性としては、

まさに同じ方向で策定をしているということで

ございまして、特に、総合計画の中の基本理念

1「地域で活躍する人材を育て、未来を切り拓
く」という理念と、2の「力強い産業を育て、
魅力あるしごとを生み出す」というこの2つの
部分につきましては、総合計画をベースとして

産業振興プランの方にも策定をしているという

状況でございます。

【山田(博)委員】 そういうことですから、確認
させていただいた上でお尋ねしますけれども、

食品加工センターというのが来年オープンされ

ますけど、ながさき産業振興プランなり、先ほ

どの議案に出ているのは、方向性なり一緒だと

いうことでありますから、基本的に食品加工セ

ンターというのは、それぞれの議案でどのよう

な位置づけをされているのか、それをお尋ねし

たい。

それと、前回の産業振興プラン等は、ＴＰＰ

のことを考えた上での長崎県の産業振興という

のをうたったわけです。今、国会でも、欧米と

のＥＰＡ、また、東南アジアとの経済連携等い

ろいろとしているけれども、そういったのは、

今回の総合計画なり、産業振興プランなりにう

たわれているのか、大きく2つをお尋ねしたい
と思います。

【福重新産業創造課長】現在、工業技術センタ

ーの敷地内に整備中の食品加工センター、名称

をちょっと変えまして、「食品開発支援センタ

ー」と申しますが、このセンターに関する記述

につきましては、総合計画の中では90ページ、
施策3、製造業・サービス業の地場企業成長促
進という項目の中のページ中ほど以降、①の競

争力の強化による製造業の振興の下の方にポツ

が3つ並んでおりますが、このうち、真ん中と
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その下、「食品製造業における販路を見据えた

商品開発等の取組の支援」、「公設試験研究機

関の研究開発等の支援による企業の技術力向上

を支援」という位置づけで記載しております。

要は、製造業の発展をさらに支援するための

技術力向上、開発の支援というところにおいて、

公設試、食品開発支援センターの役割というの

をこちらの方に記載しているところでございま

す。

なお、プランの方につきましても同様の記載

をしているところでございます。プランの方は

50ページに、これも同様の記載を、主な取組の
中で書いております。

また、もう一点のご質問です。ＴＰＰである

とか、そういった世界的な物流の流れ等につい

ての影響を加味した記載ぶりにつきましては、

この総合計画については、特に記載していない

ところでございます。

【山田(博)委員】 産業政策課長、中村知事がア
ジア戦略を掲げようということで、海外への企

業進出を手助けしようということで、予算も組

んだりされていますね、産業労働部で。前回の

ながさき産業振興プランには、ＴＰＰに関係す

る県の取組というのは記述があっています。

今回、それがあるかないかと言ったら、ない

でしょう。国会でも、ヨーロッパとの経済連携、

東南アジアとの経済連携、ＴＰＰも締結して、

これからやろうとしている中に、前回の産業振

興プランでうたっていて、今回ないということ

はどういうことか。

ましてや、今回の食品加工センターというの

は、6億円ぐらいかけて今からやろうという中
に、プランを例えて言いますと、「食料品製造

業における販路を見据えた商品開発等の取組の

支援」ということで、この1行なんです。6億円

お金をかけるんだから、もうちょっとわかりや

すく、しっかりとした、目標を持った書きっぷ

りがあってもいいんじゃないかと思ったわけで

す。

それで、このプランの元締めというのは、政

策監になるんですか。政策監はお二人いらっし

ゃいますけど、どちらの政策監なのか、それに

ついてお尋ねしたいと思います。この率直な疑

問、指摘について、見解を聞かせていただきた

いと思います。

【三上産業労働部政策監】 山田(博)委員からの
ご指摘、ありがとうございます。

国際面につきましては、確かに、前回のプラ

ンの方では明示しておりましたが、今回の方は、

明示的には漏れておりました。この点につきま

しては、改めて、今後の成案に向けて記入して

いきたいと思います。

他方、デジタルトランスフォーメーションと

いう中には、まさに各企業の戦略等含まれてお

りますので、広くこの中には、各企業が国際的

にどのように進むかということを県としてもサ

ポートしていきたいと思っておりますので、意

図は、今のところ含まれているとお考えいただ

ければと思います。

また、食品開発支援センターにつきましては、

確かに多数の県の支出があるところでございま

すけれども、今、内容が薄いというところにつ

きましては、踏まえて修正させていただきたい

と思います。

【山田(博)委員】 政策監は、国から来たんだよ
な。長崎県に、今籍を置いて、あなたの手腕と

いうのを期待して私は言っているわけです。も

うちょっとしっかりとした、午前中、あんなに

立派に答弁していたけれども、午後になったら、

ちょっとトーンダウンしているから、もうちょ
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っとしっかりとした、記載が漏れていたという

レベルじゃないんです、これはね。前回は、Ｔ

ＰＰを締結する前だったんだからね。これから

は、もう締結したんだから、締結したら、どう

いった条約かと見えたんだから、それをきちん

と記載しないといけなかったわけですよ。

政策監、お尋ねしますけれども、前回の産業

振興プランというのは、否定しているのか否定

してないのかというのをお尋ねしたいと思う。

この記載がないということは、あなたは否定し

ているのかと思っているんだよ。そういうふう

にとられてもおかしくないんですよ。否定して

いるか否定してないか、否定してなかったら、

それは単に記載漏れでした、そういった答弁で

はいかがなものかと思うんですよ。あなたみた

いな立派な人が、こんなことを言うんじゃない

と私は思っているわけですよ。体の調子でも悪

いのかどうか心配して、私は質問しているんで

すよ。

【三上産業労働部政策監】ありがとうございま

す。

まず、前プランにつきましては、我々否定は

しておりません。その上に積み重ねる、対コロ

ナ対応も含めまして、それから、デジタル化対

応も含めまして肉厚にしたつもりでございます

が、国際的な視点につきましても明示的になる

ように、修正してまいります。

【山田(博)委員】 それと、ビジョンをつくる時
に、前回のプランには、次期産業振興ビジョン

ということで、策定委員の名簿が載っているん

ですね。このメンバーでこれをつくっているの

かつくってないのか、どのような経過でしてい

るのか、説明いただけますか。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 １時４１分 休憩 ―

― 午後 １時４２分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

【松尾産業政策課長】素案にはメンバーを添付

しておりませんでした。

有識者会議のメンバーといたしましては、前

回は30名ほどのメンバーでしたが、今回、こう
いったコロナの状況でございますので、約半数

の16名ということでメンバーを選定したとこ
ろでございます。

メンバーにつきましては、ソニーから1名、
中小企業団体中央会から1名、労働局から1名、
宿泊業者から1名、航空関係の製造業者から1名、
大学の教授2名、造船所から1名、オフィス系の
誘致企業から1名、中小企業家同友会から1名、
工業会から1名、海洋エネルギー関係の会社か
ら1名、ＩＴ・デジタル関係の会社から1名、金
融機関1名、商工会議所1名、商工会連合会1名
という方々となっております。

【山田(博)委員】 産業政策課長、あなたは人間
が真面目だから、それを答えてくれと言ってい

るわけじゃないんだよ。前というのはどっちか

と言っているのに、何々1名とか、産業政策課
長、今の答弁は、あなたの人柄がよく出ていま

したよ。どうもありがとうございました。

ところで、産業政策課長、そのメンバー表と

いうのはいただきたいんです。提出していただ

けますか。

それと、産業政策課長、前回の時には、この

プランをつくる時には30名近くでやっていま
すと、次期策定メンバーですと公表しているん

です。公表して、これは議会でも承認している

わけです。これでやろうとして、承認をしたん

です。ところがどっこい、コロナになったから
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といって、議会でメンバーを承認したにもかか

わらず、いつの間にかその半分でやっていると

いうのはどういうことか、となるわけですね。

そういうことですよ。それはどのように見解と

して、コロナ、コロナと言っても、大事な計画

だから、今はリモートでも何でもできるんです。

デジタル化社会とか言っているわけだから。

ということで、政策監、どう思いますか、こ

れは。

【三上産業労働部政策監】メンバーにつきまし

ては、今、産業政策課長からありましたように、

男12名、女4名という16名の構成で議論させて
いただいたわけでございます。

冒頭の30名の前プランのメンバー等の変更
につきましては、皆様のご了解を得てなかった

ところは、確かに、反省するところでございま

す。

議論につきましては、最新の内容、最新の状

況を踏まえてさせていただいた。また、これか

らもやる予定でございますけれども、引き続き、

鋭意意見をいただいていきたいと思っておりま

す。

【山田(博)委員】 政策監、今、最新とか何とか
と言ったけれど、最新じゃなかったじゃないで

すか。なぜならば、今国会で、最近まで議論さ

れていることが記載されてなかったんですよ、

今回、総合計画チェンジ＆チャレンジに。しっ

かりとした議論をしてもらいたいんです。

政策監、私はあなたの能力に期待して言って

いるんですよ。厳しく指摘しているようで、優

しく質問しているんです。私はあなたに期待し

ているんです。それで、こういう質問になって

いるんです。ぜひご理解をいただきたいなと思

っておりますので、次の2月定例会に上げる時
のプランをしっかりといただきたいと思ってお

ります。

私は、さっきのメンバー表をいただいてから、

また質問させていただきたいと思いますので、

メンバー表をいただきたいと思っております。

なぜかというと、そのメンバーがしっかりと

しておけば、先ほど私が指摘したことは、多分

なかったんじゃないかと思っているわけですね。

しかし、これを議論すると尽きませんので、メ

ンバー表をもらってから、質問するかしないか

は、また検討させていただきたいと思います。

一旦終わりたいと思います。

【近藤委員長】 ほかに質疑はありませんか。

【坂本(浩)委員】 総合計画について、基本的な
ところを、まずお伺いします。その上で、産業

振興プランが議案外ということで出されていて、

質問通告をしていたんですけれども、その中で、

また改めて個別のところをお尋ねしたいと思い

ます。

まず、総合計画についての基本的な認識です。

去年、これは企画部が県民に対してアンケート

調査を行いましたね。本県に住む15歳以上の男
女3,000人を対象に調査票を配布して、1,325人
から回答を得たということでアンケートが、多

分、前回、9月定例会に配られた資料だと思い
ますけれども、ずっと載っているんです。

それで、この県民アンケートに基づいて新た

な次期県総合計画が、ある程度それを加味され

ながら策定をされているというふうに認識をし

ているんですけれども、その中で、雇用に不安

というのが結構アンケート調査で出てきていま

す。「暮らしの中で不安に感じること」で、「雇

用環境」ですよね。それから、「今後、特に県

が力を入れるべき政策」、一番多かったのが「雇

用対策」というふうなことと、それから、「現

在の県の政策に対する満足度」、この中で、要



令和２年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月８日）

- 30 -

するに不満度が一番多いのが雇用対策というの

が、このアンケートから出ています。「若者に

とって魅力的なまちか」という問いでは、「思

わない」、「どちらかといえば思わない」が77.4％
で、前回より5.6ポイント増えていて、その理由
で最も多かったのが、「魅力的な勤め先がない」

が61.7％ということで、いわゆる「雇用に対す
る不安」だとか、「今後きちんと政策を打って

ほしい」と、そういうアンケートが結果として

出されておりますけれども、この県民アンケー

トについて、産業労働部としての認識、そして

そのことが次期計画にどのような形で反映をさ

れているのか、そこをまずお尋ねいたします。

【宮地企業振興課長】 ただいま坂本(浩)委員か
らお話がありました雇用の創出というところで、

私ども企業振興課におきまして、地場企業は製

造業の雇用創出、あと、企業誘致を所管してお

りますので、私の方からご答弁申し上げます。

結論としましては、アンケート調査、もしく

は私どもが日頃から企業様を含めていろいろお

話をちょうだいしているので状況は承知してお

りまして、引き続き力を入れるというところが、

一応、全体としての考えでございます。

とりわけ企業誘致につきましては、昨今、新

たな成長産業としまして、ＡＩ・ＩoＴ・ロボッ
トでありますとか、航空機産業でありますとか、

これまで長崎県を支えてきた造船業に次ぐ基幹

産業を創出しようとしております。

そういうところに雇用創出をまず図るという

ことと、昨年度多数、富士フイルム様であると

か、デンソー様であるとか、情報系、これは時

代の流れに応じて、私ども県内の人材育成と相

まって、情報系企業にたくさん立地していただ

いております。そういうところも、前回とは違

って、最近の流れも踏まえながら雇用創出をす

ると。

そういう中で若い方に選ばれ、若者の定着と

ＵＩターンを促進するような雇用創出をしてい

きたいというのが、現在の考え方でございます。

【坂本(浩)委員】 今、課長が言われた部分につ
いては、この総合戦略の議案の中にも、いわゆ

る目標値も含めて書かれております。それぞれ

新たな基幹産業を3分野で7,000人とか、誘致起
業についても2,500人とか、いろいろ出されてお
りますので、また、そこら辺の具体的な取組に

ついては、恐らくこの総合計画が、ながさき産

業振興プランの中にそれぞれ落とし込まれてい

るというふうに思いますし、いただいた資料の

方がカラー刷りで、こっちが見やすいのもあり

ますので、またその分については、議案外のと

ころで具体的にさせていただきたいと思います。

今言われた新たな分野、それから企業誘致の

継続ということと同時に、従来やってきた部分

で、今年度から人材活躍支援センターというの

を、従来から切り替えて、今までは求職者をメ

インにやっていたのを、実際人手不足を感じて

いる企業側の方がどういう人材が欲しいのか、

そのマッチングをするというふうなことでされ

ておりますので、この分についても、ぜひ引き

続きやってもらわないと、新たな産業だけでは

なかなか、若い方はいいかもしれないですけれ

ども、いわゆる中高年層とか、あるいは、今、

このコロナの中で女性の失業も非常に増えてい

るという特色もありますので、ぜひそういった

ところを含めてお願いしたいと思うんですけれ

ども、具体的には議案外の方で出ておりますが、

その部分についての認識というのをお聞かせい

ただけますか。

【末續雇用労働政策課企画監】ただいま委員か

らご質問がございましたとおり、成長産業分野
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に就業できる方と、一方で、残念ながらそうい

った分野に就業できない方、そのような求職者

の方々もいらっしゃるのが現状でございます。

今年度から人材活躍支援センターが新たに開

設をいたしまして、企業の人材確保の点と、求

職者の円滑な就職に向けた支援と両面でやって

おります。今年度から3か年で、いわゆる就職
氷河期世代の支援事業を行いますけれども、例

えばハローワークに登録されていても、なかな

か希望する就業ができないような方々であると

か、今、委員がおっしゃられました中高年の方、

女性の方、そういった少し、労働弱者と言って

しまうとちょっと言葉は言い過ぎかもしれませ

んが、そういった方々に対して、やはり我々と

しては適切な、きめ細かな支援をやる必要があ

ると考えております。

先日、就職氷河期世代事業の中でアンケート

調査をいたしましたら、やはり自分のスキルに

自信がない、もしくは、面接などのコミュニケ

ーションスキルに自信がない、そういった方が

非常に多くて、その点もあって、希望する求人

に落ちてしまうという方が見受けられると考え

ておりますので、その方々に寄り添って、適切

な就職のカウンセリングから必要な人材育成、

そして、就職の出口をしっかり見据えた上で、

そういった一気通貫の支援策を、そういった

方々には支援してまいりたいと考えております。

【坂本(浩)委員】 わかりました。今、基本的な
認識を伺いました。企業誘致の分とか、新たな

基幹産業3分野における雇用、あるいは、今あ
りました人材活躍支援センターを通じた様々な

取組については、議案外の中で産業振興プラン

の中で質疑をさせていただきます。

【近藤委員長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもちまして質疑を終了いたします。

次に、2件の事件議案も含めまして、議案に
対する討論を行います。

討論はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第151号議案、第152号議案及び第130号議案
のうち関係部分は、原案のとおり、可決するこ

とにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、原案のとおり、それぞれ可

決するものと決定されました。

次に、産業政策課長より補足説明を求めます。

【松尾産業政策課長】それでは、補足説明資料

の別紙としてお配りしております、長崎県総合

計画の部門別計画であります「ながさき産業振

興プラン（仮称）」の素案についてご説明いた

します。

平成28年度から今年度まで、産業労働部の基
本方針として用いておりました、現行の「なが

さき産業振興プラン」が終期を迎えるため、令

和3年度以降の計画として、「次期ながさき産
業振興プラン（仮称）」を策定することとして

おり、今回ご審査いただくのは、その素案でご

ざいます。

この計画の名称につきましては、今後、改め

て検討させていただくこととしており、現在は

（仮称）を付しております。以下、「プラン」

と呼ばせていただきます。

素案につきましては、62ページございますの
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で、本日は概要版の方でご説明をさせていただ

きます。

まず、1ページの計画概要及び、2ページから
の本県産業を取り巻く現況につきましては、時

間の都合上、省略させていただきます。

次に、9ページをお開きください。
ここでは、現行プランの主な成果と課題につ

いてまとめております。

全体を通して申し上げますと、県内総生産額

や付加価値額を5年間で着実に伸ばしてきたと
いうことや、企業誘致に係る目標値を前倒しし

て達成していること、そのほか、高校生の県内

就職率が、速報値で65.6％と過去最高を記録し
たことなどが主な成果でございます。

一方で、造船業に次ぐ新たな基幹産業の育成

に関して、さらなる取組が必要であることや、

産業人材の確保・育成等の取組を強化していく

必要があることで、そのほかには、若者の県外

流出に歯止めがかからず、特に県内大学生の県

内就職率が目標値を大きく下回っている状況で

あることから、さらなる取組が必要であること

などが課題でございます。

現行プランの数値目標の達成状況につきまし

ては、10ページの方を後ほどご覧いただければ
と思います。

続いて、11ページをお開きください。
11ページと12ページは、次期プランの基本姿

勢や本県産業振興の重点課題をまとめておりま

す。

11ページの左側に記載しております国の方
向性、右側に記載しております本県産業の課題

を踏まえまして、本県が抱える課題への取組を

着実に実行し、コロナ禍がもたらした時代の潮

流や国の方向性と連動し、新たな時代への変革

を一挙に進めることを次期プランの基本姿勢と

いして策定してまいりたいと考えております。

12ページをご覧ください。
中段に、本県産業振興に向けて、左側から、

コロナの影響の克服、人に関する課題、仕事に

関する課題の3つの重点課題をお示ししており
ます。この課題に対応していく上で、下の図に

ありますニューノーマルへの適応、デジタル強

靱化社会の実現、オープンイノベーションによ

る価値創造という3つの共通視点を持って施策
を展開していこうと考えております。

13ページをお開きください。
次期プランにつきましては、新たにスローガ

ンを設けたいと考えております。総合計画が掲

げる理念を踏まえながら、官民が一体となって

コロナ禍の難局を乗り切り、時代の変化をチャ

ンスと捉えて進化を目指すという思いを「進化

と創造、未来への挑戦。」というスローガンに

込め、このスローガンのもと、13ページにお示
しする3つの基本指針を定めたいと考えており
ます。

まず、基本指針1、「進化に挑戦する」では、
危機的な状況を打開する事業継続の支援、デジ

タルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進、

多様なイノベーションを創出する環境づくりを

施策の柱に備え、コロナ禍からの再生に向け、

スピード感を持って取り組んでまいりたいと考

えております。

基本指針2と基本指針3につきましては、次期
総合計画と連動し、13ページ下に記載しており
ます施策の柱を中心として、各施策に取り組ん

でまいりたいと考えております。

14ページをご覧ください。
14ページから16ページにつきましは、基本指

針ごとに施策の柱、事業群、成果指標をお示し

しております。
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14ページの基本指針1につきましては、先ほ
どご説明いたしましたが、感染症や災害リスク

に対応する取組の支援、ＤＸによる経営革新に

取り組む企業への支援、産学官連携によるオー

プンイノベーションの推進などに重点的に取り

組んでまいります。

15ページをお開きください。
基本指針2、「人が未来を創る」では、15ペ

ージにお示ししております、将来を担う若者の

就業支援と魅力的な職場づくりの促進、以下の

4つを施策の柱に据え、県内の高校生、大学生
の県内就職の促進、支援、働き方改革と雇用環

境の向上、企業を支える人材の育成や多様な人

材確保などに重点的に取り組んでまいります。

16ページをご覧ください。
基本指針3、「地力を高める」では、16ペー

ジにお示ししております成長分野の新産業創

出・育成、以下の4つの施策を柱に据え、製造
業、サービス産業の企業の競争力強化、付加価

値の向上、創業や承継による事業の継続・発展

などをさらに進め、地場企業の生産性向上と成

長促進を図るとともに、若年層をはじめとする

人材を確保しやすい雇用環境の創出につなげる

よう取り組んでまいります。

次に、Ａ3見開きになっております17ページ
をご覧ください。

これまで説明してまいりました内容を施策体

系図にまとめております。

施策体系図の右の方に記載しております重点

推進プロジェクトにつきましては、次の18ペー
ジをお開きください。

18ページから22ページは、基本指針に当たり、
今後、県が注力していく5つの重点推進プロジ
ェクトをまとめております。

まず、18ページの1、県内中小企業ＤＸ推進

プロジェクトでございます。

コロナ禍を契機としまして、感染症や災害と

いった今後想定される様々なリスクに備え、ま

た、生産性の向上、競争力の維持・強化のため

に、県内企業、特に中小企業を対象としてＤＸ

を強力に推進していく必要があると考えており

ます。

基本的な考え方としましては、下のイメージ

図、左側のＤＸ実現プロセスによって、デジタ

ル技術を活用した新事業展開など、経営革新の

後押しをしていこうという取組でございます。

19ページをお開きください。
産業人材育成・確保プロジェクトでは、重点

課題の一つである、産業人材の育成・確保のた

め、19ページに記載しております複数の取組を
県関係機関で連携して実施してまいります。

次に、20ページをご覧ください。
3、海洋エネルギー関連産業振興プロジェク

トは、海洋エネルギー分野における拠点形成と

雇用の拡大を目指す取組でございます。

本年10月には、長崎海洋アカデミーが長崎大
学内に開講いたしまして、専門人材の育成が形

となって進んできたところでございます。

本取組におきましては、アンカー企業の創出、

サプライチェーンの構築が重要でありますので、

今後も引き続き取り組んでまいりたいと考えて

おります。

21ページをお開きください。
4、ＡＩ・ＩoＴ・ロボット関連産業振興プロ
ジェクトは、当該産業があらゆる産業の生産性

や付加価値の向上に必要な成長産業と見込まれ

ることに加え、県内のユーザー側へのＤＸ推進

に対し、県内サプライヤー企業が課題解決ツー

ルを提供できる存在となり得ることから、誘致

ＩＴ企業との連携による県内サプライヤー企業
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の事業拡大の取組への支援などを行い、技術力

のある県内企業群が形成されるよう、取り組ん

でまいりたいと考えております。

22ページをご覧ください。
最後に、5、航空機関連産業振興プロジェク

トでございます。

本年11月、大手重工メーカーのエンジン工場
の稼働が開始となり、新たな県内企業との取引

も期待されるところでございますが、県としま

しては、サプライチェーンの構築・強化、企業

誘致、人材育成・確保の支援を行うことにより、

航空機関連産業需要を県内に取り込み、地域の

仕事と雇用の拡大を実現できるように取り組ん

でまいります。

以上、5つのプロジェクトを今後、重点的に
進めていきたいと考えております。

なお、これらのプロジェクトを含め、本プラ

ン案には、現在、予算要求中の内容を多く含ん

でおりますので、予算編成の過程で変更が加わ

る可能性もございます。

最後に、23ページ、24ページをお開きくださ
い。

本プランの数値目標の一覧でございますが、

こちらも現在、調整中でございまして、現時点

の素案を掲載しております。

以上で、私からの説明を終わらせていただき

ます。

【近藤委員長】以上で説明が終わりましたので、

次に陳情審査を行います。

お手元に配付しております陳情書一覧表のと

おり、陳情書の送付を受けておりますので、ご

覧願います。

番号は、87、89、90です。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

【山田(博)委員】 まず、陳情番号の87番です。

「離島における再生可能エネルギー導入拡大

のための周波数変動対策設備及び海底ケーブル

の整備について」とありますけれども、この要

望に関して県の方も、政策等決定過程の透明性

等の確保に基づく資料にいろいろと書かれてお

りますが、あえて、この要望に対して県当局は

どういうふうに考えを持っているのか、聞かせ

ていただきたいと思います。

【黒島新産業創造課企画監】県内の離島におき

ましては、壱岐市と対馬市が本土との海底ケー

ブルが敷設されていない、独立電源の離島とな

っております。本年度におきまして、出力制御

が実施されたと承知をしております。

本年度実施させていただきました政府施策要

望におきましても、系統接続量の拡大でありま

すとか、送電網の整備・強化、蓄電設備の導入

など、余剰エネルギーの有効活用のための支援

を国に要望させていただいております。

また、今後も引き続き国に要望してまいりた

いと考えております。

【山田(博)委員】 これは、海底ケーブルが必要
だというのは壱岐と対馬ということで、もう一

回確認ですけど、それでいいんですか。

【黒島新産業創造課企画監】壱岐と対馬におき

ましては、本土との海底ケーブルが敷設されて

いないという状況でございまして、五島、新上

五島につきましては、本土との海底ケーブルが

敷設されている状況でございます。

【山田(博)委員】 そうすると、壱岐と対馬で、

特に壱岐の方で洋上風力の議論が今されており

ますけれども、実際、やろうかといっても、今

の状態では、洋上風力というのは、可能性とい

うか、実現性というか、難しいということで判

断していいんですか。この要望等踏まえた上で、

今話ししますと。そういうことで理解していい
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んですか。

【黒島新産業創造課企画監】今年度、県におき

ましては、壱岐市、対馬市、両市と連携いたし

まして、洋上風力の実現性の可能性を考えます

ゾーニングの事業の方を実施しているところで

ございます。

最終的に発電事業等が行われた場合につきま

しては、海底ケーブルの敷設、本土への接続と

いうものが必要になってくる可能性が非常に高

いものと考えておりますが、まずは、今現在は、

洋上風力がそこで可能性があるかどうかにつき

まして調査を行ってまいりたいと考えておりま

す。

【山田(博)委員】 そうすると、今の状態であれ
ば、例えできたとしても、海底ケーブルがなか

ったらできないということで理解していいんで

しょう。つまり、絵に描いた餅になるというこ

とで理解していいんですか。

【黒島新産業創造課企画監】離島の方に洋上風

力発電が設置された場合につきましては、事業

者の方が設置されるという形でございますので、

事業者として事業採算性、そういったところを

検討されまして、本土までの海底ケーブルの敷

設、そういったところまで検討されるものと私

どもは考えております。

【山田(博)委員】 洋上風力をするんであれば、

事業者がするんですよと。ということは、今、

事業者がやって海底ケーブルをするんだったら、

私もわからんでもないんです。しかし、県費の

お金を注ぎ込んでやろうというからには、そう

すると、ある程度の実現性というか、可能性が

あればいいけれども、鶏が先か卵が先かの議論

で、どっちがどっちかわからないのに、今から

県費を投じて、ゾーニングだとお金を注ぎ込ん

でやるというのが妥当かどうかとなるわけです。

企画監、それはどうお考えですか。

【黒島新産業創造課企画監】あくまで事業採算

性のお話につきましても、ゾーニング協議会の

中でご検討させていただきまして、どの海域に

ついて実施が可能なのか、どのあたりの容量が

必要で、どういった海底ケーブルの敷設が必要

なのか、そのあたりにつきましても、そういっ

たゾーニング協議会の中でご協議をさせていた

だければということで考えております。

【山田(博)委員】 今の答弁は、わかったようで
わからんような答弁だったですね。

要は、今の状態であれば、鶏が先かもわから

ない状態で、あまり県の方がのめり込んでしま

うと、取り返しがつかんのじゃないかと私は言

っているわけです。この要望書の趣旨はわかる

んですよ。趣旨はわかるんだけれども、そうい

った現状を認識しながら、車で言うと、アクセ

ルを踏んだりとか、ブレーキを踏んだりせんと

いかんのじゃないかと私は言っているわけです。

続きまして、31ページ、経営支援課長にお尋
ねしたいと思うんですが、「買い物弱者対策へ

の支援制度の拡充について」とあります。今、

各地域でやっておりますけれども、実際、買い

物弱者は大体どれぐらいいらっしゃるかという

のは、把握しているんですか。この要望書に基

づいて、どこまで調べているのか。調べてなか

ったら、わかりませんとお答えていただければ

結構ですので。

【吉田経営支援課長】 農林水産省等の調査で、

買い物弱者がどれぐらいいるという数字が出て

いるのは承知しておりますけれども、その内容

については、承知しておりません。

【山田(博)委員】 資料が出ているので、ぜひそ
ういったのは確認しておいていただきたいと思

います。
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続きまして、松島火力発電所の最新鋭の火力

発電への建て替えということであっていますけ

ど、この建て替えについて特段の配慮とありま

すけど、県当局で何かできることがあるんです

か。

あと、この火力発電所の状況というのを説明

いただけますか。

【宮地企業振興課長】まず、火力発電所の状況

につきましては、菅総理になられまして、2050
年、カーボンニュートラル、脱炭素ということ

で、非効率な石炭火力については、その存続が

危ぶまれているところでございます。

そのような中、県と西海市におきましては、

高効率な発電所へのリプレイス、建て替えを要

望しているところでございます。

実際、県としましては、事業者に対して、松

島ですとJ－POWERに対してお願いをする。も
しくは、今度の国の3次補正予算でも2兆円の基
金ができると、それで技術的な支援もしていく

というふうなお話もございますので、その辺を

国と一緒になって、長崎県の発電所のリプレイ

スに対して働きかけをしていきたいと思ってい

るところでございます。

【山田(博)委員】 そうすると、今の状況では、

松島の火力発電所の最新鋭というのは、今の国

の方向性と、最新鋭の技術というと、いつにな

るかわからないと、皆目検討もつかない状況と

いうことで理解していいんですか。

【宮地企業振興課長】 現時点におきましては、

国の方で次期エネルギー基本計画の協議も始ま

っておりますので、その状況を注視しつつ、山

田(博)委員おっしゃられた、時間的な、スケジ
ュール的なことに関しましては、現時点で明確

なご答弁は、申し訳ございませんが、できない

状況でございます。

【山田(博)委員】 続きまして、陳情番号の89番
の2ページ、「新型コロナウイルス感染症対策
に対する要望書」ということでありますけれど

も、給付金ですね、先ほど部長の方から、給付

金の状況というのはいろいろと説明がありまし

たけど、今、申請がされて給付決定された人は

支払いが終わっているのか。申請はしたけど、

いつ頃にそれが終わるのか、2点お答えいただ
けますか。

【松尾産業政策課長】現時点で、新しい生活様

式の補助金でございますけれども、先ほど部長

の説明にもありましたが、1万9,225件の申請が
あっておりまして、現状では、1万1,217件の支
出となっております。

先ほどは、交付決定が1万4,124件で、支出が
完全に済んでおりますのが1万1,217件という
ことで、交付決定からまだ事務作業があるとい

うのが、そこに3,000件ぐらい、今事務作業をや
っているところでございます。

【山田(博)委員】 ということは、今、給付金は
決定したけれども、まだお金を渡してないのは

3,000件と。
もう一度言ってくれませんか。今、給付金の

申請が決定されて、そのうち何％の何件が終わ

っているのか。産業政策課長、それをお答えい

ただけませんか。

【松尾産業政策課長】 先ほども申しましたが、

申請件数としては1万9,225件で、そのうち、交
付決定通知書を送ったものが1万4,124件です。
支出が済んでいるものが1万1,217件です。
交付決定に対しての割合としましては、8割

はお支払いしておりますが、申請件数を母数と

して、支出済みのものにつきましては58％とい
うことになります。

【山田(博)委員】 そうすると、産業政策課長、
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全部申請が終わってするのは、受付期間がまだ

終わってないのに、これは年を越すんですか。

備品とか何かは購入した後なのか、事後着工

を認められているんでしょう、これはもちろん

ね。事前着工なんですか。要するに、承認、決

定されてから着工なのか、どうなっていますか。

そこをお尋ねしたいと思います。

【松尾産業政策課長】新しい生活様式の補助金

につきましては、委員、今おっしゃられた備品

といいますか、マスクとかそういったものを買

う、そのための補助ということで、10万円を上
限としたものと、ほかに、飲食店の換気対策の

ための200万円を上限とした補助と2種類ござ
います。

10万円の方につきましては、今申し上げたと
おり、マスクとかそういったものを買って、そ

して、その領収書を付けたものをこちらに申請

してきていただきまして、その内容を、対象と

なるものかどうかを、県と、委託業者との間で

チェックをかけまして、それで問題がないとい

うものに対して支出をしているということでご

ざいます。

200万円の方につきましては、やはり交付決
定をして、一定の工事期間が必要になりますの

で、それが終わりましてから、現地確認と額の

確定をして交付をするという流れになっており

ますので、少し時間がかかることになります。

【山田(博)委員】 今、コロナの感染対策がやら
れている中で、マスクとか何かというのは、買

った領収書でチェックしますから、事後着工と

なりますけど、換気なんかでも、3密、3密とい
うふうに言われておきながら、承認が下りてか

ら着工してくださいと。確認してから、お金は

出ますよということでは、スピーディーにでき

なかったら、この200万円の方でも、申請が行

って、全体で、今、この2つを合わせて58％で
しょう。違うの。そうしたら、200万円のは幾
らなのか、何％になっているわけですか。それ

をちょっとお答えいただけますか。

いずれにしても、マスクの方は、10万円の方
はスピーディーにできるでしょうけど、飲食店

の換気というのは、事後着工で、件数も多けれ

ば多いほど大変だろうけれども、3密の時間が
待ったなしだからね。それは、あえて聞いてい

るわけですから、もう一度、件数はどうなって

いるか、お答えいただけますか。

【松尾産業政策課長】 200万円の方につきまし
ては、11月末が期限でございました。今、当課
に届いております申請書が614件ございます。
これにつきましては、対象となるもの、こちら

の方も、やはり対象となるもの、ならないもの

というものがございますので、そこを精査した

上で交付決定をし、そして、交付決定された中

で、事業者の方が順次、自分のご都合によって

工事をされていくということになりますので、

そこの工事のスケジュールにつきましては、私

どもとしては、2月26日を期限として書類を出
していただくということにしておりますので、

そこのスケジュール感につきましては、私ども

が、今すぐやれとかは、業者の方もかなり錯綜

しているというか、集中しておりますので、事

業者の方と飲食店の方で調整しながらやってい

るところでございますので、私どもとしては、

工事は2月26日までにということでしか、申し
上げられません。

【山田(博)委員】 今、614件申請が上がってい
て、工事は2月26日までに終えなさいよと、そ
れから交付決定ということでしょう、お金の方

はね。

今、614件申請が来ていて、図面上ではこれ
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でオーケーを出したのが614件と理解していい
んですか。もう一度、詳しく説明してもらえま

せんか。

【松尾産業政策課長】 614件は書類が届いてい
る数でございまして、その中で、今、交付決定

をしているのが339件でございます。中には対
象ではないようなものも、今回、換気対策でご

ざいますので、言ってみれば、部屋のリフォー

ム代みたいなもので申請されてきている方もお

られますので、そうした方々には不交付をする

ものもございます。

現在、申請中のものが192件ございまして、
書類の不備によって、一旦追加の資料を求める

なり、返却をしているものが76件ということで、
トータルで614件を、今審査しているところで
ございます。

この交付決定している339件につきましては、
工事につきましては、既にゴーサインと申しま

すか、していますので、それについては工事を

やっていただいて、完了したものから、順次こ

ちらに完了報告をいただいて、それを確認に行

きます。その後に交付という形になっていきま

す。

【山田(博)委員】 339件は交付決定がされてい
て、申請中は192件、また76件が不備な書類が
あって調整中とありました。そうすると、大体

600件近くは、例えば年も迫って、2月26日まで
に終わりなさいよというふうになっていますけ

れども、これが終わらなかった場合、どうする

かと。延長するのか、今の状況で言うと、これ

が終わるのかどうかというのを心配しているわ

けね。それはどういうふうに見込んでいるんで

すか。

この新型コロナウイルス感染対策で、拡充と

か支援強化と言っておりますけれど、肝心要の

第1弾でこういった支援策がここで詰まってい
ると、次の第2弾、第3弾も打つにも打ちにくい
んじゃないかと私は心配しているわけです。だ

から、あえて今、聞いているんです。要望はし

ているけれども、実情として、現状はこうです

よと、きちんと私たちは把握せんといかんわけ

ですからね。

産業政策課長、この2月26日というのは、国
からこういうふうに指摘されているんですか。

それはどうなんですか。県が、独自で2月26日
と区切っているのか、それをお答えいただきた

いと思います。

【松尾産業政策課長】やはりこの換気の工事に

つきましては、一定の時間がかかります。用い

ております財源が、国のコロナの臨時交付金と

いうことになりますので、私どもとしましても

額の確定をして、3月に報告をするということ
が必要になりますので、ですので、一月早い段

階で終わってくださいということで指示をして

いるところでございます。

【山田(博)委員】 政策監、私も皆さん方に聞い
ていたら、ただでさえ、9月の台風の災害の仕
事で手に負えないと言うんです。まだ終わらな

いと言うんですよ。それでもって、コロナ対策

のあれもといったって、手が回らないと。大工

さんもパニックよ、左官さんも、設備屋さんも。

確かに、2月26日は、国が決定しないといけ
ないから、あなたたちの都合もわかるんです。

それはあなたたちの都合であって、やっぱり現

状としてはそういったことだから、これはやっ

ぱり実情を国に訴えてせんと、これは対策にな

らないよ。大工さんたちも、9月の台風で、そ
れがまだ終わらないと言うんだから、いまだに。

今どんなしているかというと、お客さんとけん

かしていると言うんだ。これをやってくれ、あ
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れをやってくれと言って、間に合わないもんだ

から。

だから、この状況というのをしっかりと把握

した上で、産業政策課長、この2月26日という
のを柔軟に対応せんといかんのじゃないかと思

うんですよ。それはいかがですか。政策監が何

かお答えしたいんだったら、お答えしてもらっ

て結構ですけど。

【松尾産業政策課長】これにつきましては、お

店の方もそうですけれども、特に請け負ってい

る事業者の方々とそこら辺は調整をしながらや

っておりますので、それ以降に超えてしまうと

いうようなことはないと見込んでおります。

【山田(博)委員】 ないね。万が一それがあった
場合には、あなたにご相談したいと思います。

ないんだね。わかりました。さすが、産業政策

課長、そこまで言うのは立派だと思います。

終わります。

【近藤委員長】 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。

質問通告に基づき進めさせていただきます。

事前通告されていた委員の方で質問はありま

せんか。

【饗庭委員】では、事前通告しておりましたの

で、質問させていただきたいと思います。

まず最初に、雇用の維持・創出への支援のと

ころでお尋ねをします。

ここに、離職者の正規雇用を支援する離職者

雇用助成金が25社で30名の申請があったとい
うことでございましたけれども、前回、9月の

分科会で質問させていただいた時に、640人の
支援を想定しておりますということでございま

したが、この状況で30名というところをどうい
うふうに考えておられるのか。

今後また、640名に向けて増えていく予定な
のか、お伺いします。

【井内雇用労働政策課長】 離職者雇用助成金、

お一人当たり30万円の制度でございますが、先
週末の状況を申し上げますと、12月4日ですが、
こちらが43件の49人となっておりまして、日々
申請が増えている状況でございます。

足元の新規求職、あるいは求人につきまして

も、直近の値が、令和2年10月、労働局発表な
んですが、求職・求人それぞれ大きく、8月か
ら9月よりも、9月から10月の方がより大きく増
加しております。

今後、この申請件数自体は増えていくものと

考えておりまして、広報とかも強化していく必

要があると考えております。

例えばハローワークに求人を出されている企

業様に直接この助成制度をお届けするとか、そ

のあたりの取組を強化してまいりたいと思って

おります。

【饗庭委員】 求人は、9月～10月は増加してい
るということですので、今、43社と言われまし
たけれども、その企業とか業種はどのようなと

ころが多いのか教えてください。

【井内雇用労働政策課長】業種自体は非常に多

岐にわたっておりまして、サービス業が約10件、
卸・小売業が約10件、その他については、運輸
であったり、不動産であったり、製造業であっ

たりということで、非常に多岐にわたっている

状況でございます。

【饗庭委員】多岐にわたっているということは、

コロナで離職した人が就職しやすいのかなとい
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うふうに思いますので、今後も進めていただけ

ればと思います。

次に、経済・雇用の動向についてのところで、

ここには地場中小造船のことが書いてあります

けれども、中小企業で製造業がいろんな形で支

援をいただいているけれども、やっぱり困って

いると。支援のお金自体が遅いところもあるの

かもしれませんけれども、そういう声を聞くん

ですけれども、今後も、製造業の方への支援と

しては、今されている状況をそのまま維持する

のか、また、ちょっと困っているところには新

たな支援を考えておられるのか、お伺いします。

【宮地企業振興課長】今、饗庭委員おっしゃら

れましたように、コロナ禍におきまして先行き

不透明感がありまして、製造業事業者の皆さん

は大変厳しい状況にございます。

この間、製造業対策として、コロナ対策で4
事業、補正予算でおよそ総額22億円措置してき
ておりまして、一定その効果は、事業者の皆様

のお話を聞くとあるのかなと、手応えを感じて

いるところでございます。

一方、いわゆるコロナの第3波ということで、
また営業活動でありますとか、いろんな影響が

生じる場合がございますので、状況を注視しな

がら、追加の支援策についても、当然、必要が

あれば検討してまいりたいと思っております。

【饗庭委員】製造業の方が結構苦しいという話

を聞くので、ぜひお願いしたいと思います。

そしてもう一つ、「元気な造船業」というこ

とでつくって、チラシの中に入っていたり、地

元で配っておられるということですけれども、

これも今後、続けていかれるのか、せっかくな

ので皆さんを紹介してもらって、こういう企業

があるというのを就職する方に知ってもらえれ

ばと思うんですけれども、今後どうやっていく

のか、お伺いします。

【宮地企業振興課長】今、饗庭委員おっしゃら

れました、造船特集は、今年の9月に事業者様
の声を受けてお出ししたものでございます。

そういう特集号は、私ども企業振興課の方で

年4回ぐらいやっておりまして、今度年末には
航空機特集をやる予定でございます。

それと、本体の方の「ＮＲ」自体についても、

若者定着課の方で発行しておりますので、こう

いう取組については続けてまいりたいと思って

おります。

【饗庭委員】いい取組なので、ぜひ続けていた

だければと思います。

続いて、企業の倒産件数で、ここには6件と
いうふうに記載してあります。先日新聞で、地

元の時津のところも倒産するのではないかとい

う報道がされていました。倒産件数としては、

前年と変わらないというふうに書いてあります

けれども、今後、年末、年度末になると増えて

くるんじゃないかというふうに思います。

その中で、倒産する前に、もっと前に、何か

県としてできることがないのかなと思うんです

けれども、そのあたりはいかがでしょうか。

【吉田経営支援課長】今、委員ご指摘がありま

したように、倒産件数としては年間50件未満と
いうのがおおよそ落ち着いた状態と認識してお

りまして、今年度、あるいは暦年で見ても、50
件未満にとどまる水準で進んでいる状況にござ

います。

これは、やはり国による実質無利子化の融資、

特に県の方からも金融機関等に要請しています

けれども、リスケも含めまして柔軟に、丁寧に

対応するようにということで、国からも言って

おりますし、県からもお願いをしているという

状況の中で、融資を受けられる事業所について
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は、一定資金を手当てできていると。

一方で、年末、年度末にどういうふうになっ

ていくか。これは、コロナの影響がどの程度続

いて、売上が戻ってくるのか、戻ってこないの

か、そういったところに大きく左右されるとこ

ろもあろうかと思います。

国も3次補正で実質無利子化を、民間の分も
延ばすとか、政府系の分も延ばすということを

考えておられるということもありますので、そ

ういったところを注視しながら、また、需要喚

起策等についても、関係する部署で何らかの手

が打てないのか、そういったことを考えていき

たいと思っております。

【饗庭委員】いろんな手だてをしながら、ぜひ

倒産を防いでいただければと思います。

続きまして、県内定着促進につきましてお伺

いしたいんですけれども、就職の分でお尋ねし

たいんですけれども、高校生は県内定着は大分

アップしてきているというところですが、大学

生がまだまだということと、今日、お昼のテレ

ビでも報道されていましたけれども、大学生に

おいてはかなり就職率が下がっているとありま

す。その分で、3月までに就活をしないといけ
ないので、3月までに去年と同じ状況にできる
のかということと、それに向けて県内定着とい

うのも進めていかなければいけないと思うんで

すけれども、去年と同様ぐらいに持っていける

のかということと、あと、県内定着をどのよう

に進めていくのか、お伺いします。

【宮本若者定着課長】 内定率、労働局が10月
末現在で発表した数字でいきますと、就職希望

者が、県内の数字は2,934人でございまして、
1,991人が内定しているということで、率にしま
すと67.8％、前年度10月末と比較しますと、マ
イナス7.7％の内定率であるというところでご

ざいます。

これは、夏場ぐらいからだったんですけど、

大体1か月ぐらい遅れているというふうに、大
手の就職業者とかも分析しておりまして、もち

ろん、だんだん上がっていくものでありまして、

ただ、昨年度は、恐らくここ近年、全国レベル

なんですけれども、過去最高の内定率だったも

のですから、そこには届かないだろうとも言わ

れていますけれども、今の67.8％という数字は、
ご参考までですが、平成29年3月に卒業した人
と同じレベルで、近年10年間を見ますと、物す
ごく低いとか、そういう状況ではございません。

大手就職サイトも、先ほど言いましたけれども、

1か月遅れなので、だんだん縮まっていくんじ
ゃないか、届かないだろうけれどもというとこ

ろでございます。

そんな中、私どもが取り得る手段といたしま

しては、これは今年度から新たな取組になるん

ですけれども、県内企業に10月以降、要するに、
採用計画に対して何人採れていますか、逆に言

うと、何人採れていませんかというのを個別企

業に、大卒で求人を出されているところにお尋

ねしております。それを取りまとめて、各大学

に一覧表にして流して、学生にしっかり届けて

もらうと。一番リアルにできることがそういう

ところでございまして、そういった対策で、も

ちろん県としては上げていこうと思っています

し、私どもが流している情報というのは、県内

企業の情報でございますので、併せて、内定率

を高めるとともに、県内就職率も高めていこう

と。

それにつきましては、9月末、10月末やって
おりますし、11月も、先般送ったところで、と
にかく、まだ採れてないという情報を大学を通

じて届けていくというところを、我々は必至に
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そこをやっているところでございます。

【饗庭委員】県内事業者の魅力がなかなか伝わ

ってないんじゃないかというところもあるかと

思うんですね。先ほどもアンケートのご紹介が

ありましたけれども、それもありますので、ど

んなところをＰＲしたら大学生に響くというふ

うに思っておられるのか、お伺いします。

【宮本若者定着課長】一般的には、もちろん給

与、福利厚生等々ありますが、もちろんそこら

辺が非常に充実しているところは、当然そうい

ったものを武器にして、大学生にＰＲしていく

ことが必要かと思います。

一方で、やはり最近の学生というのは、会社

の人が生き生きして働いているように見えると

いうか、実際、生き生きしているのが、交流と

かするとわかるものですから、特に大学生と年

が近かったり、10歳以内であったりとかという
方たちが生き生きとしている姿を見せる。それ

も私どもは県内の交流会というところで、今年

度に関しては、実際リアルなものはあまりでき

ておりませんけれども、言葉で言えば「生き生

き」とか、「やりがい」が感じられると、やは

りその会社に対してすごく魅力を感じるという

ところがございまして、そういう意味では、や

っぱり交流を低学年のうちからやっていく。必

ずしも給料が高いとかそういうわけではなくて、

そちらに引かれている傾向の学生が最近は出て

きているということなので、私どもはそういう

ところに取り組んでいるところでございます。

【饗庭委員】ぜひ、県内定着に努めていただけ

ればと思います。

最後に、もう一つだけ、事務事業評価につい

てですけれども、経営支援課のところで廃止が

何件かあったと思うんですけれども、この廃止

というところでは、今後、どのように廃止の分

を展開していくのか、教えてください。

【吉田経営支援課長】経営支援課の事業で廃止

としているものは3件ございます。このうちの
移住創業・事業承継事業、それと中小企業新規

事業展開等支援プロジェクト事業費につきまし

ては、両事業を廃止しまして、総合的に事業者

の伴走支援を行うような事業に組み替えをしよ

うということで考えておりました。

実際は、予算要求の過程で、補正予算でやっ

てきた事業とか、今後必要になるようなところ

をいろいろ見極めながら、これは廃止ではなく

て存続させる方向で、今、財政当局と話をして

おります。

もう一つは、観光関連産業経営支援事業とい

うものがありますけれども、これについては、

やはりコロナ禍で、国、県、市町の支援制度活

用に対する支援、あるいは新しい生活様式に対

応する事業者の取組、事業承継の支援、こうい

ったところを優先してやっていこうということ

で、限りある予算の中で優先順位を勘案しまし

て、この事業については廃止ということで整理

をしております。

【近藤委員長】 暫時休憩いたします。

― 午後 ２時４６分 休憩 ―

― 午後 ３時 ０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質問はございませんか。

【八江委員】 通告は、一応していたんですが、

企業誘致の5年間の実績と今後の計画等につい
てということでいたしておりましたので、少し

だけ質問させていただきます。場合によっては、

長くなるかもわかりませんが、山田(博)委員の
ように長くなりませんから。

企業誘致というのは長崎県にとっても一番大
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事なことだと思っておりますし、県もそれぞれ

の知事の考え方の中でいろんなことを進めてい

ただいておりました。そして、毎年、企業の進

出がどれくらいあったのかなと、そして、雇用

がどのくらいできたのかなということをこれま

で関心をしながら見てまいって、時々によって

は非常に大きく、うまくいった時もあれば、景

気・不景気の時によって左右されますので、目

的どおり達成ができなかったり、いろいろあり

ますけれども、長崎の産業活性化、あるいは経

済浮揚のためには、企業の進出、企業の振興が

長崎の致命的なことだと思って、産業労働部の

仕事は、その大きな役割だろうと思っておりま

した。

そこで、この5年間ぐらいでどのくらいの企
業誘致ができたのかなと。企業誘致だけが産業

の活性化ではないんですけど、まず、他県から

といいますか、企業誘致をするためには、工業

団地、産業団地、いろんなそれぞれのハード的

な整備をしながら受入れをしてきたと思うし、

また、産業振興財団等についても、一緒にやっ

てきてもらっていると思います。この際、5年
間の集計したお話を聞かせていただき、今後の

計画についても、改めて聞かせていただきたい

と思います。

先ほどの説明がありました、長崎の産業を取

り巻く状況から、1章、2章、3章、4章というこ
とのこれからの取組については、この活字だけ

見たら、本当にすごいなと、いい活字を並べて

おられるなと、これは失礼な話かもしれんけど、

正直言って、そう思っております。それを今後、

どのように進めていかれるのかということも含

めてお尋ねしたいと思いますけれども、まずは、

5年間の企業誘致の実績等についてお尋ねした
いと思いますので、よろしくお願いします。

【宮地企業振興課長】 八江委員から、今、2点
お尋ねがございました。まず、実績のところと

今後の状況でございます。

実績につきましては、現行の総合計画、平成

28年度から現在、令和2年11月末までで、目標
2,700人に対しまして、雇用計画で3,902人の実
績を達成しております。

今後につきましては、今回の総合計画にもご

提案させていただいておりますが、令和3年度
から令和7年度、5年間で引き続き2,500人の雇
用計画を達成するように努力していきたいと思

っております。

【八江委員】今、雇用の問題だけお答えいただ

いたようでありますけど、資料を見させていた

だくと、今話がありましたように、2,700人が目
標だったと。実績については、先ほどのお話で

は3,900人ぐらい、大幅な目標達成ができたとい
うお話ですけど、この書き方では、私は雇用の

目的ということもですけど、企業の誘致数が、

どういうものが幾つあったかというのを確かめ

たかったんです。

例えば製造業というのは、大きな工業団地を

つくり、産業団地をつくって、そこに大きな企

業の誘致をしてきました。その大きな例の一つ

としては、私が諫早に住んでいる関係もありま

して、これは昭和45年以降の話ですけど、諫早
中核工業団地というのがあります。そこは面積

にして101ヘクタール、今の事業所立地数は150
社、その中の一番中心的なものは、もともとフ

ェアチャイルドという外資系のコンピューター

会社でありましたけど、現在はソニーが立地し

ておりまして、合わせて9,000人ぐらいの雇用数
だと、諫早の中核工業団地がですね。これは一

つの大きな典型的なものであって、産業振興財

団が中核工業団地の育成をした、こういうとこ
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ろをつくりました。

その後は、県の産業団地、工業団地というの

をたくさんつくっていただきました。長崎の発

展のためには、各地域が均衡ある発展を図るた

めには、各地域に工業団地をたくさんつくりま

した。つくったことはよかったんですけど、不

景気もありまして、なかなか立地ができずにお

って、塩漬けの土地というのが発生をした。そ

の後、その塩漬けの土地を消化するために、現

知事などは、一生懸命その塩漬けの土地を解除

するために努力をいただいて、ようやくその解

除ができて、新たな産業団地、工業団地をつく

るようになってきたことも事実。

そして、いよいよ長崎県が県営として新たに

スタートを切っていただくのかと思っていたと

ころが、法改正等もあったんでしょう。市町営

で産業団地、工業団地等をつくりなさいという

ことに変わりました。だから、県がつくってい

るものはありません、と言いたいところですけ

ど、波佐見の大きな工業団地については県営で

できたのは、つい最近のことであります。その

後は市町営でやっているから、それを団地とし

てつくっておりますけど、なかなかその後の誘

致が、順調にいってるのかなと思っております

けど、そのことを含めて、幾らぐらいが製造業

が来て、そこに立地して雇用につながっている

のかなということをお尋ねしたかった。だから、

企業数が、大なり小なりいっぱいありますよ。

工業団地に入っところが誘致企業ではないと思

いますけど、あらかた100社なのか300社なのか
500社なのかということをつかみたかったもの
ですから、お尋ねしたところであります。その

ことについてお尋ねしますけど、いかがですか。

【宮地企業振興課長】先ほど申し上げました雇

用計画数に相当する分野別の話でございます。

おおよそ8割がオフィスの関係の立地でござ
います。2割が製造業の関係でございます。
社数につきましては、手元では令和元年度ま

での整理がございますが、これは製造とオフィ

スと合わせておよそ30社ほどの立地をいただ
いているところでございます。

【八江委員】つい先日でした、佐世保の方に視

察に行った時に、相浦工業団地というのができ

ておりました。立派な団地ができ上がっていて、

なかなかそれの立地者がいないために、いろい

ろ苦慮しているということもありましたし、ほ

かのところもそういうところがあると思います。

それを急ぐ必要もあるんじゃないかと思って、

政策的な問題も含めてですけど、どこでもつく

ればいい工業団地じゃないと思います。佐世保

は非常に立地条件もいいし、環境も整えている、

そういうところに来ないというのもどうしてか

なと。誘致の努力が足らないとは言わないけど、

なかなか問題があるのかなと思って、正直言っ

て心配をしております。

今、諫早が新産業団地というのを造成して、

大体1期工事の11ヘクタールぐらいが完了した
ところだと思います。あと残りの9ヘクタール、
20ヘクタールの中の9ヘクタールができるよう
になっております。これも、これから1年余り
かかって造成をしてくるとすれば、地域の大き

な産業活性化の中では大事なところだと思って、

将来的なことを見つめながらやってはきておる

ものの、今お話しのように、製造業の立地が非

常に少ないんじゃないかと思っています。

今の数字では、8割ぐらいはオフィス系だと、
事務系だということですけど、これはこれとし

て大事なことだと思っております。その一番多

く立地しているのは長崎市、長崎市の方にオフ

ィスビルがたくさんあって、コールセンターを
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中心にした、ＡＩＧですか、最初移ってきたの

は。そういうのを含めて、今どんどんコールセ

ンターが増えて、その数はものすごいものがあ

り、また、そこに雇用されている人間も数千人

以上おると思います。それはそれで非常に大事

だと思います。

そういうようなことを考えてみれば、これか

ら考えていくべきことというよりも、長崎県が

産業の団地といいますか、産業の構造として、

どこの地区にどういうものを誘致するかとかい

うものが漠然としているんじゃないか。来れば

拒まずという感じじゃないかと。もう少し明確

に、この地区は製造業を中心に立地させるんだ

と、ここはオフィスだと。そのオフィスは、今、

長崎市内の用地が少ないところにビルはできる

し、人口も40万人近くおるわけですから、そう
いうところでできると、そういうような区分が

あまり明確に見えないんじゃないかなと、私は

かねがね思っております。

例えば諫早とか大村とか佐世保周辺の平坦地

で立地条件が整う、アクセスその他もいいとこ

ろにどのような形にしていくかということも、

絵を描きながらしていかないといけないんじゃ

ないかと思いますけど、その考え方は、地域は

地域の特性を生かしてやるべきじゃないかなと

いうのを、先ほど申し上げるように、かねがね

思っております。

それはそれでやっておられるのかもわからな

いけど、あまり見届けない部分もあるんじゃな

いかと思いまして、その点の考え方を、これは

正直言って、部長、やっぱりきちんと、地域は

地域に特色あるものをつくり上げていって、長

崎県の産業構造をつくっていく。

例えば長崎とか佐世保の場合は、今までは殖

産産業だった造船が中心だったけど、それが変

わってくるとすれば、じゃどこにどういうもの

をどうしていくかというのを、ある程度明確に

していかないと。航空機産業とか、ロボットと

か何とかも書いてあります。その話もあるんで

すけど、じゃ、どこにそれをしていくのかとい

うのがわかりにくい部分がありますので、これ

は、まず部長にお尋ねしながら、また聞いてい

きたいと思います。

【廣田産業労働部長】八江委員おっしゃるとお

り、やはり企業誘致に当たっては、市町が持っ

ているそれぞれの特性に応じた企業というもの

を誘致すべきだと思っております。

そのようなことから、市町の誘致に対する考

え方も非常に重要になってまいりますので、ま

ず、工業団地の整備に当たっても、県が支援を

一定行いながら、市町の事業としてやっていた

だいております。

そういうこともございますので、やはり立地

環境、いわゆる交通アクセスの問題であるとか、

水の問題であるとか、いろいろそこの地域に合

った企業というものがあろうかと思っておりま

す。そういうことから、これまでも市町の意向

を踏まえながら、県と市町と、そして県におい

ては、産業振興財団と一緒にやって誘致を進め

ているわけでございます。

そういうこともございますので、今後も各市

町の意向、そして、やはりそこの市町に何の産

業分野が合うかどうかの特性を生かした企業と

いうところで進めていくということでは変わり

はないということでございます。

【八江委員】そのとおりですけど、先ほど地域

は地域の特性がある、特徴がある。そしてまた、

そこの市町がどういう意欲的なものをしていく

のかという地域の市町の立場、考え方、それと

県と組み合わせながら一緒になってやっていか



令和２年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月８日）

- 46 -

ないといかんと思います。

そのための立地条件としては、今お話も幾つ

かありましたけど、人材の確保がしやすいとこ

ろ、まず、人材が必要だと思うのと、そして用

地が、団地の場合、新しくつくる場合の用地が

どこにあるのか、受け皿ができるところがある

のかないのかというのは、もちろん当然ながら

出てくると思います。

それと、雇用に関係することで見てくると、

学校とか何とか、そういう教育機関もあります

し、また、そこに勤める人の子どもたちの教育

機関、通えるところ、場所というのがやっぱり

必要になってくる。そういうようなこととか考

えいくと、最終的には、やっぱり交通道路網、

道路網だけでなくて鉄道も含めて、そういうも

のが一致したところに、どういったものをどう

していくという貼り付けは、当然考えてはある

と思いますけれども、それを描きながらきちん

とした体制を整えてそこに誘導するということ

が必要と思っておりますけれど、部長の答弁は、

そういうことを考えていきたいということのお

話がありましたけど、そういうことをもう少し

明確に市町と話しながら進めていく必要がある

と思いますが、いかがですか。

【廣田産業労働部長】先ほど誘致に当たっての

基本的な考え方を申し上げましたけれども、少

し具体例を挙げさせていただこうかと思ってお

ります。

例えば長崎市についてでございますけれども、

長崎市は平地が非常に少ないと、地理的な制約

があります。ただ、一方で、一定の人口が集積

しております。大学など教育機関も多いことか

ら、オフィス系企業とか情報系企業、そういっ

た誘致に力を入れているところでございます。

これはこれまでもそういう視点でやっておりま

すけれども、今後もそういう考え方に沿って進

めていこうかというところで考えております。

そしてまた、県央地域でございますけれども、

委員ご承知のとおり、大村市とか諫早市の工業

団地が新たに整備されております。そういうこ

とから、製造業の誘致に注力しておられるとい

うところでございます。

また、県北地域の佐世保でございますけれど

も、ここは、一定工業団地での製造業の誘致に

加えまして、県北地域の拠点都市としてのメリ

ットも生かされておりまして、最近では、市の

中心部にオフィス系の企業の誘致にも積極的に

取り組まれているというところでございます。

こうしたことから、市町の考えや地理的特性

などを考慮しながら、誘致活動を展開している

ところでございまして、今後もその考え方に沿

って進めていきたいと考えております。

【八江委員】確かに、人材が確保しにくいとこ

ろはなかなか難しいと、よく他県の話も聞いて

おります。そういう面では、人材の確保がしや

すいところはどこなのかということが、一つの

基本だろうと思うし、そういう中で一番うまく

いってるな、今後もいけるんじゃないかと思う

のは、先ほどのオフィスのコールセンターをは

じめ事務系のものが整っているところは、人材

が整っているんじゃないかと思っています。ど

ちらかというと女性の企業への取組といいます

か、進出といいますか、そういうことを考えれ

ば、私は前から思っているんですけど、長崎は

女性の町だと、以前から、そういうものを期待

しながら思っているんです。それは学校そのも

のが、大学もそうなんですけど、短大も、女性

の大学等が非常に多いんです。だから、コール

センター等についてとかそういう事務系は、長

崎に今どんどん入ってきているのは、一つは大
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きなそういう問題があるんじゃないかと思って、

むしろ期待をしておりますし、それがひいては、

男性を呼び込む一つの方法でもあると思って、

長崎にはそういったものを、オフィス系をつく

って、ビルをつくって、空きビルを利用してや

っていただきたいなということは、要望してお

きたいと思います。

それから、もう一つだけ加えると、自分たち

がよくやっている、つくっているものだけが、

いろんな進出するものじゃないと思うんです。

だから、県下を見た時に、こういうところにこ

ういうものがある、ここはこういうことに利用

できないかということも考えておかなきゃなら

ないんじゃないかということだけ申し上げてお

きたいと思います。

というのは、この間、一般質問で私はさせて

いただきましたが、諫早の西部台のところに、

あと30ヘクタール空き地がある。県の住宅公社
が、膨大なものがあるんです。こういうのは、

知事がこの間、住宅をつくる予定だったけど用

途変更すると。本当に、持っていけばすぐでき

る。Ｖ・ファーレン長崎の練習場がすぐできる、

そういう場所もあるということも、工業団地も

できるということも見ながら、県の高い立場で

眺めていきながら、指導あるいは進出等に検討

いただければなと思いますけど、それを最後に、

今の企業進出、課長、どうですか。

【宮地企業振興課長】 まず、八江委員、先ほど

おっしゃられましたように、諫早におかれまし

ては、まず20ヘクタールの団地を造成中でござ
いますので、これにめどが立った後で、その後

の団地については検討していくものと、そうい

うお話を諫早市とさせていただいております。

【近藤委員長】 ほかございませんか。

【浅田委員】絞って質問をさせていただきます。

一般質問の中でもワーケーションとリモート

ワークの状況をお伺いさせていただきました。

様々なデジタル導入で、働き方改革も進んでい

くという状況の中で、今、県庁内では、約40％
の方々が経験をしたというようなご答弁をその

ときにいただきました。実際この産業労働部が

そこの主体となるべきかなというにふうに思っ

ているんですけれども、そういう意味で、部署

内ではどのような状況なのか、まずお尋ねしま

す。

【松尾産業政策課長】 職員のワーケーション、

リモートワークの導入状況ということで、一般

質問におきましては、先ほどありましたように、

1,645人で40％ということでございましたけれ
ども、産業労働部におきましては、本年4月か
ら9月までにリモートワークを実施した職員が
42人で、その割合は34％となっております。
【浅田委員】今までは、どちらかというと介護

とか育児とか、そういう状況の中でということ

だったんですけれども、今回広がったことによ

って、新たな取り組みとか、あえて試行してみ

たと。民間企業に負けぬよう、企業と一番仕事

をしているところとして、何か新たな試行的な

ものはありますか。

【松尾産業政策課長】産業労働部としましては、

民間企業にそういったものの導入を働きかけて

おりますので、私どもとしても率先してやるべ

きところではございますけれども、今回のこう

いったコロナの状況等もありまして、庁内の平

均よりも少ない状況となっております。

特にやっていることというか、基本的には在

宅勤務ということでのリモートワークが主にな

っていると思います。

【浅田委員】 確かに、この部署は、皆さん非常

に、今回のコロナの影響で大変だったですし、
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なかなかリモートがしづらかった環境なのかな

という部分も、一定非常に理解をしているとこ

ろではあるんですけれども、だとするならば、

今後に向けて、あえてどういうふうな状況を考

えられるのか。

また、テレビ会議だけに関して言うとかなり、

行財政改革の方とも合せて、1年間で1億円ぐら
いが節約できているというような状況も試算さ

れているようなところでありますし、そういっ

たところから考えると、もっともっと進めるべ

きではないかというふうに考えていて、逆に、

在宅だけではない部分を、ぜひこの部署にはや

っていただきたい。

ワーケーションをするに関しては、様々な庁

内でのルール設定が必要であるということも伺

っているんですけれども、そういったことを促

進していこうという方たちが、やっぱり先頭に

立ってやってみることが、一番何が足らざるか

というのが、私は理解できるのではないかと思

いますし、堅苦しいだけのところではなくて、

やっぱり視点を変えることによって、新たな県

内での施策というのも浮かび上がるのではない

かなと。

私自身も近場のゲストハウスに改めて泊まっ

てみて、いろんなところに行ってみて、なぜそ

こにその方たちが来ているのかというのを、見

ず知らずの人にどんどん声をかけながら聞いて

いくわけですね。そういうことをしないと、机

上の空論になってしまうのではないかと思うん

ですが、そういうことも含め、どうでしょうか。

【松尾産業政策課長】委員が言われましたテレ

ビ会議につきましては、民間企業を相手にした

ものでありますとか、庁内、各振興局、そうい

ったところも含めて、テレビ会議についてはか

なり普及はしているかと思っております。

テレワーク、ワーケーションの今後に向けて

でございますけれども、こういった紙の書類が

たくさんあるとか、そういったところで先入観

を持っているところがありますので、こういっ

た仕事だと外ではできないんじゃないかという

ような先入観をまず捨てて、職員全員とまでは

言いませんけれども、一度やってみるぐらいの

方向で、今後は促進していきたいと考えており

ます。

【浅田委員】いろんなズーム会議とか、オンラ

イン勉強会とか、私も参加をさせていただいて

いるんですけど、逆に言うと、パソコンの中で

いろんな資料が共有できて、どこででもやりや

すくて、バスとかで移動しながらでもやれるな

というのを実感しているところなんですね。

そういう意味においては、やっぱり上の方々、

政策監、どなたが担当なのか、次長なのか、部

長なのかのご判断によって、自分のところが庁

内によってある一定のものを進めることによっ

て企業に提案できることがあるというふうに思

うんですね。そこはやっぱりトップが、庁内に

おいてでも、ながさきSociety5.0等々あります
が、そこの中でも発言というのが変わってくる

のではないかと思っているんですけれども、い

かがでしょうか。

【廣田産業労働部長】委員ご指摘のとおり、リ

モートワークによりまして、働き方が変わろう

というところでございます。それで、いろんな

視点で仕事をやることによって、また新たな発

想等もできるかと思っております。

そして、コロナ禍によりまして、全国的にリ

モートワークなりテレワークを推進し、働き方

を変える。そしてまた、職員の新たな発想とい

うものも生み出すということでございますので、

実は私もモバイルパソコンを携帯しておりまし
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て、出張時には常に携帯をし、そういうリモー

トワークを既にやっております。そして、ここ

におります働き方改革担当の貞方政策監につい

ても、週一回のテレワークを実行しております。

そういったこともございますので、今後モバ

イルパソコンが各課に増設ということで、今回、

そのような環境が整備されておりますので、そ

ういったものを活用しながら、リモートワーク

の活用を図っていきたいと思っております。

【浅田委員】そうですね、サッカーに行きなが

ら、貞方政策監、ぜひ合間合間で、そういうこ

とも活用もできるのではないかと思いますし、

やっぱりワーケーションというのは、制度的に

難しいものなんですか。そこが導入いただける

と、この産業労働部が、本当に皆さんコロナ禍

で忙しくて、なかなかお休みもできなかった中

で、例えば場所を変えて、五島とか離島とかに

行って、休みも入れながら、仕事もして、休み

もしてというようなことをやっていかないと、

これからもっともっと、コロナで休みもとれな

い、動かないだけじゃなくて、逆の発想でそう

いうことをしていく必要性があるのではないか

と思っているので、今回、全部署に聞こうと思

っているんですけれども、いかがですか。

【廣田産業労働部長】リモートワークの一環と

してワーケーションも推進されております。そ

れで、私たちの業務内容が、情報管理とかそう

いったものの問題もございますので、県庁職員

のリモートワークなりワーケーションなりとい

うのは、人事部局でシステムを検討されようか

と思いますので、人事当局と話をさせていただ

いて、そういったものが県庁の業務の中で可能

かどうかも含めて、検討させていただけません

でしょうか。

【浅田委員】ありがとうございます。ぜひ率先

してやっていただきたいのと、ある意味角度を

変えれば、ＤＸに関しても、デジタルもという

ことで、デジタルも活用した中でなので、たま

にはデジタルのないところで生活をしながら仕

事をするというような、企画立案をするのに、

全部パソコンがなければできないわけでもない

ので、発想を変える、変革するというのはこの

間からも言っているんですけれども、改革とは

違って新たな仕組みづくりでありますので、先

ほどからもＤＸの話も出ていますけれども、そ

ういったところもお含みいただいてお考えいた

だければと思います。

もう一点だけお伺いしますけれども、インタ

ーンシップ、インターン生もインターンシップ

とかが、本年度はかなりオンライン化でやられ

ている中で、学生と話をすると、これで思うよ

うに、本当に就職ができるのかと。インターン

シップも現場を見られないしとか、非常に難し

いような状況になっているんですけれども、本

年度を含め、来年度に関して、やっぱりここも

工夫が必要なところだと思うんですけれども、

そのあたりをどのようになさっているのか、お

伺いできますか。

【宮本若者定着課長】一点目、インターンシッ

プは、誰が主体となってやるかで幾つかあるん

ですけれども、一つは、私どもの県内では、大

学とか経済界で構成するインターンシップ推進

協議会というのがやっているのがございます。

もう一つは、大学独自でやられている分という

ところでございます。

私ども県といたしましては、経済界とか大学

で構成するインターンシップ推進協議会に直接

的な関わり方を持っているんですが、そこに関

しましては、今年度においては、オンラインの

インターンシップというのは行っておりません。
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ですから、それで、少なくともコロナの影響で、

去年から手を挙げる企業も半分に減って、ある

いは学生も大体半分ぐらい減っているというの

は、思いっきりコロナの影響が出てきておりま

す。

今、委員おっしゃったオンラインのインター

ンシップにつきましては、やはり一部では、大

学独自の取組の中でやっているというところは

伺っておりますので、ただ、我々もまだ掘り下

げて話を聞いておりませんので、そういったと

ころを、今の委員のご指摘を踏まえて、実際実

施されている大学とか、あるいは企業、そうい

ったところの話を十分踏まえながら、オンライ

ンも含めたところのインターンシップについて、

私どもも大学、企業と話をしながら、どういう

形ができるかというのは検討してまいりたいと

思っております。

【浅田委員】やっぱり皆さん、多くの不安を抱

えている大学生がいて、インターンシップだけ

で、もちろん就職が決まるわけではないかと思

うんですけれども、現状を踏まえた中で、企業

側もオンラインでインターンシップをするとい

うのは、非常に難しいことだし、当然でき得る

ことではないと思うんですが、どの状況で収束

するかも踏まえて、あと、各大学でやられてい

るというふうに課長がおっしゃったように、各

大学、要は、県内の様々な大学生、高校生にい

かに県内に就職してもらうのか、県内に若者を

定着させるのかが大事な中で、聞き取りをぜひ

していただきたいなと思っています。インター

ンシップというのを掲げているけど、そこが適

切にやっているのかとか、やっぱりいろんなイ

ンターンシップのやり方とか、大学独自でもや

っていますけれども、本当にそれが県内の就職

につながっているのかどうなのかも含め、指導

というのか、意見交換をぜひともやっていただ

ければなと。いろんな大学の学生から様々な意

見を聴取する中において、もっと県にも知って

いただきたいなというふうな思いがありますの

で、そこを改めてお願いができればなと思いま

す。

通告していたことで、もう一点だけご確認を

させていただきたいんですが、事務事業評価の

中身を見ると、例えば改善をしなければいけな

いというような県内定着促進、今まさにお伺い

をしたところなですけれども、こういう項目が

多い課というか、掲げている目標と事業群とい

うのがあるんですけれども、全体として、どれ

がどれというのではなく、事業内容を見て、見

直し方法を見ると、これって当然やってなけれ

ばいけないんじゃないのと思うことが、かなり

の状況で見直し方法がその中に、私的には入っ

ている気がするなというのがあるんですね。こ

れは改善のあり方なのか、どういう状況で、こ

の「改善」というのを全体的にここの部署は捉

えてらっしゃるのかを教えていただけますか。

【松尾産業政策課長】評価につきましては、評

価の所管課としましては財政課でございますけ

れども、そこで事業実施の手法や制度、そうい

ったものを見直しによって、事業内容の一部を

変更する場合、そうした場合を「改善」という

ことに評価することになっておりまして、作成

要領としましては、全ての事業には何らかの改

善の余地があることを前提に検討を行って、安

易に現状維持ということにすることがないよう

にということでなっております。

例えば会議の開催時期でありますとか、対象

者を見直す、そういった簡易なことも改善に該

当するというようなマニュアルがございまして、

この考えに基づいて、各課でこういった判断を
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しているところになります。

【浅田委員】何か納得できるような、納得でき

ないような感じが非常にして、それぞれのとこ

ろでの改善というのがどの程度なのか、細かく

というのがなかなかあらわしづらいので、こう

いうふうな形になっているかと思うんですけれ

ども、あえて見直し方法に入っている案件が、

ちょっと気になるというか、当然のことなのに

なと思うような項目が散見されましたので、改

めてお伺いしましたが、これはまた細かく、別

途で伺わせていただければと思います。

【近藤委員長】 ほかございませんか。

【坂本(浩)委員】 2つあるんですが、まず一つ
は、雇用の維持・創出への支援ということで、

これは部長説明資料の4ページの（3）の部分で
す。

「緊急雇用維持助成金」、これは国の雇用調

整助成金に上乗せをするというふうなことで、

支給実績が報告をされております。それから、

短期の雇用機会を創出する「緊急雇用創出事業」、

それから「離職者雇用助成金」等々あって、県

として頑張っていただいていることに評価をし

たいと思うんですけれども、現状のコロナの感

染拡大の影響によって離職を余儀なくされた失

業者、解雇ないしは雇い止めをされた皆さん方

に対して、そういう雇用の維持・創出への事業

を、今、展開中ということです。

緊急雇用創出事業については、ここに書いて

いますように、今年度内に4月補正と6月補正、
これで合計419名の新規雇用創出ということで、
11月末現在では436名というふうなことになっ
ておりまして、予定を上回る部分もあって、事

業としてされているんですけれども、離職を余

儀なくされた方たち、今日の昼のニュースだっ

たですかね、全国的に7万5000人という数字が

あって、そこら辺を、県内の部分について、県

としてどういうふうに把握をされているのか、

それをまず教えてください。

【井内雇用労働政策課長】 直近の状況が11月
27日現在になりますが、先ほど国の7万5,000人
という数字がありましたが、本県では1,013人の
解雇または解雇予定があっているという状況で

ございます

【坂本(浩)委員】よければ、比較的多い業種、
例えば製造業とか、サービス業とか、多分飲食

とかも多いんじゃないかと思いますけれども、

そこら辺も把握されていますか。

【井内雇用労働政策課長】 こちらの1,013名と
いうのは、春以降の累計の数字でございます。

この累計の数字ということで言いますと、最も

多いのが製造業の345人、宿泊・飲食サービス
業が189人、卸・小売業が161人となっておりま
す。

製造業が最も多くなっているんですが、こち

らは5月～6月に規模の大きい解雇が発生した
影響で、直近の状況を見ると、製造業について

は落ち着いているところでございます。

【坂本(浩)委員】 わかりました。前回の9月定
例会の委員会で同僚議員の質問に対して、年末

までに約1,100名までを、予測と言うとおかしい
んですけど、それぐらいを見込んでいるという

ふうなことで、今、11月27日現在で1,013人と
いうことですから、随分と、実際それに近づい

ているなというふうな感じがします。

午前中の資金繰りの分とか、いろいろ支援の

分がありますけれども、恐らく今から年末にか

けて、かなり企業も厳しい状況を迎える時期で

もありますので、ぜひこの雇用創出事業が最大

限生かされるように取組をお願いしたいと思い

ます。
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次に、先ほど議案の中でもちょっと触れまし

た、総合計画にある産業労働部の分を落とし込

んだ産業振興プラン、素案が出ておりますので、

これについて個別にお伺いをいたします。

先ほど説明があった分で言いますと、素案の

概要ですね。これの一番最後のページ、23ペー
ジ～24ページに数値目標というのが出されて
おります。新規就業者とか、それぞれの産業に

おける雇用者数の数値目標というふうなことで、

人数が出ているところを、外国人労働者数はち

ょっと別にしまして、ざあっとトータル、計算

すると、この計画の間に、多分、約7,500人の増
加というふうな目標を設定されていると思いま

す。コロナがいつ終息するかというのはわから

ない状況がありますけれども、ぜひ、立ててい

ただいた数値目標ですから、これに向けて頑張

っていただきたいと思います。

まずは、この中で2つ、新しいのが成長分野
の新産業創出・育成で、新たな基幹産業3分野
で7,000人というのが出ておりますし、それから、
もう一つは、今回、4月から新しくできた人材
活躍支援センターを活用して1,700名というふ
うな数値目標が出されておりますので、この分

についてお尋ねします。

まず、人材活躍支援センターで、ほかの取組

で1,700人ということで、これは先ほど言いまし
たように、採用力の支援、いわゆる伴走型を特

徴としているというふうに認識をしております

けれども、まずその分について、伴走型ですか

ら、当然、企業の採用力に対して、多分、訪問

をしていろいろその企業の、個別の企業の状況

を伺ってマッチングをするというような作業だ

ったと思うんですけれども、実際、今年の4月
から始まって、コロナの真っただ中ですよね。

今年度についてはどれぐらいの訪問数を予定し

ていて、実際どれぐらい回れたのか、そこら辺

はいかがでしょうか。

【末續雇用労働政策課企画監】人材活躍支援セ

ンターにおいての採用力向上の動きでございま

すけれども、もともと目標、今年度800社の企
業を訪問すると。そして、この800社の中で、
いわゆる人材確保に苦労されている企業数から

年間求人数を想定して、年当たり340人、これ
が5年間で1,700人という数字になるんですが、
もともとそういう想定をしておりました。

ただ、これがコロナ禍の前に想定した数字で

ございまして、実際今年度、正直言いまして、

企業訪問が制約をされておりましてなかなかで

きない状況の中で、訪問と、あと併せて電話と

か、メールとか、そういったもので企業と接触

しまして、7月から11月、実際活動いたしまし
て、延べですが約400社に対して訪問、そして、
いわゆるヒアリングシートと私どもは申してお

りますけれども、聞き取りをいたしております。

その中で、人材を確保するために、まず、ど

ういった人材を採用したいのか、それは何のた

めに採用したいのか、そのための雇用環境であ

るとか、企業の強みをどうＰＲしていくのか、

そういったところを、今現在、ビアリングを続

けている最中でございまして、これにつきまし

ては、可能な限り継続して訪問して、そういっ

た改善に着手をする企業数を増やしていくとい

う形で、今取り組んでいるところでございます。

【坂本(浩)委員】 わかりました。コロナの困難
な中で、直接訪問というのも厳しいのかなと思

いますが、今、電話とかメールとかで、7月か
ら始まって400社の聞き取りが一定できたとい
うことについては評価をさせていただきたいと

思いますし、今、スカイプとかテレビ電話みた

いな形で直接できると思いますので、せっかく
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ですから、そういうのもぜひ活用して、この目

標に向けて頑張っていただきたいというふうに

思います。

それともう一つは、いわゆる就職支援ですよ

ね。これは相談窓口をこのセンターの中に置い

ていて、若い人たちだけではなくて女性だとか、

あるいは中高年、それから、いわゆる就職氷河

期世代と言われる方々の、これはこれで、また

特に取り組んでいただいておりますけれども、

そういった相談窓口の状況というのが、このコ

ロナ禍の中でどうなっているのかというのと、

それと同時に、センターは1か所ですから、こ
れが切り替わる時には私も質問で、もう少し幅

広くというふうなことも言ったと思うんですけ

れども、巡回相談をされているというふうに思

いますので、それもコロナ禍の中で、現状どう

なっているのか、そこら辺の状況について教え

てください。

【末續雇用労働政策課企画監】まず、委員から

ご質問がありました相談件数の推移でございま

すが、やはりコロナ禍におきまして、かなり外

出自粛をされる方というのが非常に多い状況で

ございまして、長崎と佐世保にセンター、実際

の相談窓口を置いておりますが、前年比で言い

ますと、4月から10月の合計ですけれども、前
年比7割減の状況でございます。
そのような中で、我々といたしましては、先

ほど委員がおっしゃられましたように、巡回相

談であるとかオンライン相談、これはズームを

使ったオンライン相談のシステムでございます

が、こういったものも、今強化をいたしており

ます。巡回相談につきましては、昨年までは2
市だけでやっていたところですが、今年度から

は9市町で相談を実施しております。基本的に
は、ハローワークが所在していない市町を中心

に相談を増やしておりまして、これにつきまし

ては、そう多く実績が上がってはおりませんが、

そこは、一定我々としては周知をしながら、地

元の市町とも協力をしながら、今しっかり広報

をして、巡回相談のご案内をしているところで

ございます。

また、ズームを使ったオンラインの相談につ

きましては、今のところ相談実績はゼロという

ことで、こちらについても、より周知等も図っ

ていくべきだと考えておりまして、実際のセン

ターにご来所できない、遠隔地の県民の方の利

便性を落とさないように、しっかりと相談体制

を、ハローワークとも連携をしながら、今取り

組んでいるところでございます。

【坂本(浩)委員】 わかりました。なかなか困難
な中での取組だと思いますが、この7月から10
月は、前年比70％減ですよね。これは、要する
に人材活躍支援センターが、今までは求職者に

対する就職支援というふうなことに力を入れて

いて、今回、4月からこういうふうになったの
が、一定コロナだけじゃなくて影響していると

いうふうな、そんな感じはあるんでしょうか。

【末續雇用労働政策課企画監】 今年の3月まで
は総合就業支援センターという名称で、これは

事業者に委託をして実施しておりました。本年

4月からは人材活躍支援センターということで、
県の直営方式に運営方式を変えているところで

ございます。

そのセンター自体の方式の変更によって減っ

ているというよりは、むしろ、やはりコロナ禍

での求人の減少、そういったものが大きく起因

しているのではないかと私どもでは考えており

ます。

【坂本(浩)委員】 わかりました。いずれにして
も様々な方が相談に来られるというふうに思い
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ますので、恐らく企業の方も、今まではこうい

う人材を採用したいというのが、ひょっとした

ら、コロナ禍の中で、新たな人材を採用するよ

りも、今いるぎりぎりで、ちょっと広げきらな

いというふうな、そんなのも出てきているんじ

ゃないかなと思いますので、当初予定とは随分

違うような取組になって、困難さもあろうかと

いうふうには思いますけれども、ぜひ柔軟な対

応、相談業務の方ももう少し敷居を低くして、

ズームがゼロということですから、それは周知

が足らないんじゃないかという気がしますので、

そういった取組をして、ぜひこの1,700名という
令和7年度の数値を出していただければという
ふうに思います。

それから、成長分野の分なんですが、特にこ

れは海洋エネルギーとＡＩ・ＩoＴ・ロボット、
それから航空機関連というふうなことで、いず

れも恐らく、これからの新たな産業ということ

は間違いないだろうというふうに思うんですけ

れども、航空機関連なんですが、長崎にも三菱

の中に工場ができました。ただ、一方で、コロ

ナの中で、航空機そのものの需要が少し少なく

なっているんじゃないかと思いますし、三菱重

工業も、国産のジェットからほぼ撤退じゃない

のかなというふうな感じがしていて、長崎には

そういうのができましたけれども、今後の展望

といいますか、そういうのが航空機関連産業と

いうことで持っていていいのかどうか、そうい

う不安がちょっとあるものですから、そこら辺

についての認識をお伺いいたします。

【宮地企業振興課長】 今、坂本(浩)委員ご質問
の航空機でございますが、業界としましては、

委員おっしゃられましたとおり、世界的に大変

厳しい状況でございます。

その中で、最近の傾向としましては、日本も

そうでございますが、各国の国内線は動き出し

た。日本においては、足元、対前年9割程度ま
で戻っている。中国に関しては、前年よりも多

いということで、国内線は世界中で飛び出した

という状況が一つございます。その中で国内線

に使用する航空機、機材としましては、200席
に満たない程度の飛行機を使うんですけれども、

飛びますと、いわゆるエンジンは消耗いたしま

すので、メンテナンスやリプレイスの需要が出

てくるということでございます。

先月、長崎で予定どおり稼働を開始していた

だきました三菱重工航空エンジンで製造する部

品も、あれはいわゆる三菱スペースジェット（Ｍ

ＳＪ）の機材ではなくて、世界中を飛んでいま

すエアバスとかの機材、部品になるということ

で、世界中の需要を取り込んで長崎において稼

働を開始していただいていると。

航空エンジンにつきましては、先般、国の国

内回帰のサプライチェーン補助金、これは予備

費を含めまして総額2,500億円の予算でござい
ましたが、その採択の発表がございまして、航

空機関係は全てエンジンで、そのうち2件が本
県の企業が採択されたということで、航空機エ

ンジンにつきましては、県内企業は非常に強み

を持っていますので、私どもが今ご提案してい

る計画については、順調に達成できるのではな

いかと、現時点では思っております。

【坂本(浩)委員】 わかりました。エンジン部分
というようなことで、恐らく国内線が、これは

国際線も含めて戻ってくれば、当然飛行機が動

いて、それに伴って、今後需要も高まると、こ

ういうふうな認識ということでありますので、

その分については理解をいたします。

以上で終わります。

【近藤委員長】 ほかございませんか。
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【山田(博)委員】 それでは、通告しているんで
すが、長崎県の窯業技術センターの特許等の活

用状況というのは、後で、これは文書でいただ

けませんか。あと、航空機産業及び防衛産業等

の取組状況というのも、文書で後でいただけま

せんか。なおかつ、伝統的工芸品における技術

活用というのも、具体的にどういうふうに取り

組んでいるかというのを文書でいただきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。

その他で出しているんですけど、これは政策

等決定過程の透明性等の確保に基づく資料で、

若者定着課長、これは就職未内定の緊急対策が

出ていますけど、この時点の就職がまだ未内定、

どういうふうな状況だったのか、説明していた

だけますか。

【宮本若者定着課長】先ほども前段ありました

けれども、これは6月補正で出した分ですけれ
ども、やはりその時点では、前年度比、6月1日
時点の内定率が、全国ベースでいきますと64％
ぐらいということです。これは全国の数字でご

ざいまして、前年よりも7.1％低かったような状
態の中で、今後も、コロナによって内定が1か
月遅れだと、その当時ぐらいから言われていま

したけれども、何らか支援をしていく必要がな

いのかなというところで、学生あるいは企業の

支援の考え方で設定したものでございます。

【山田(博)委員】 それは聞いていたんだけど、

全国、全国と言うけど、私は長崎県のことを聞

いているんだよ、私たちは長崎県議会議員だか

ら。全国のことは国会議員なんだよ。ここは長

崎県の農水経済委員会ですよ。その中で、長崎

県の状況はどうなのかと聞いているんだよ。今、

答えられるか答えられないか、そこだけお答え

ください。

【宮本若者定着課長】 6月の時点でございます

と、長崎県内の大学生の動向を統計といいます

か、そういった内定率というものの数字はござ

いませんので、全国を参考にしながら考えたと

ころでございます。

【山田(博)委員】 若者定着課長、長崎県の統計
はないと。東京みたいに何十校もの大学があっ

たらわかるけど、長崎県内の大学はどれだけあ

るんだ。それを聞いて、見て、それを言えばい

いじゃないか。リモートだって、電話だってあ

るんだから、ネットでもあるんだから、聞けば

いいじゃないか。

ほかの委員が聞いていたら、今、全国のこと

を言ってたんでしょう。2,000万円かけるんだ、
2,000万円。もうちょっとね、大切に使わんとい
かんよ。私はそれが言いたくて、これを質問し

たんだ。

若者定着課長、確かにあなたも、最近いろい

ろと忙しいかもしれんけれども、全国のことを

引き出して、大変だと。それはわかりますよ。

長崎県はどうなのかというのを、現状をきちん

と把握もせずに、全国はこうだから、すぐ緊急

だとかいって随契をして、私は、この趣旨は理

解できるんだよ。しかし、長崎県の現状がわか

らない中で、これをやっているのはいかがなも

のかと、私は言っているわけです。

そういうことで、今後こういったことがない

ように、ぜひお願いしたいと、私はあなたに期

待をしてこの質問をしているんですよ。ご理解

いただけますか。何か見解がありますか。

【宮本若者定着課長】 今、委員おっしゃった、

例えば6月時点といいますと、まさに大学生が
就職活動をしておりまして、そのときに、結局、

大学生の内定率というものは、大学生に聞かな

いとわかりません。ですから、そのタイミング

で長崎県の状況を私どもが大学の就職課を通じ
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て、かつ、就職課が学生の一人ひとりに聞くと

いうようなところが、少なくとも統計レベルま

での数字としてはなかなか、全体を把握すると

いうところだけは難しいところもあろうかとい

うところは、ご理解いだければと思います。

【山田(博)委員】 大学生の一人ひとりに聞かな
いといかんとなったら、じゃ、就職センターの

人たちは親身になって、君はどこに決まったと

か聞かないのか。

言っておくけど、私も就職活動をしたことが

あるんだ、学生時代。私は、大学を卒業してい

きなり県議会議員になったわけじゃないんです

よ。私は、一応サラリーマンをしてから、そこ

から国会議員の秘書になってから今日があると。

30歳には、とんでもない、何法とは言わんけれ
ども、警察にお世話になったことがあったんだ

よ。そういったことがあっているから、若者定

着課長、私も人生経験はあるんですよ。その答

弁はいかがなものかと思ったよ。そういうこと

で、次に移りたいと思います。よく考えた方が

いいと思いますよ。私は、そういったことに対

して言っているわけだから。適当に質問してい

るわけじゃないんですよ。

続きまして、同じことなんですけど、新産業

創造課にお尋ねしますけれども、今回、物品の

中に出てまいりますね、高額な物品が。こうい

った物品というのは、もともとどうなんですか、

例えば音・振動解析システムとか、ＮＣローラ

ー成形機とかありますけど、こういった機械と

いうのはどういうふうに使われていく予定をし

ているのか、ちょっと高額だったもので目につ

いたものですから、お尋ねさせていただきたい

と思います。

【橋本工業技術センター所長】音・振動解析シ

ステムについては、私どもの方に導入の予定で

ございますので、私の方からご説明いたします。

長崎県が物づくりの県ということで、製造現

場で様々な工作機械が動いております。今、一

番の課題になっておりますのは、いかに製造の

途中で機械を止めないか、連続運転をさせるか

ということでございます。

そのためには、工作機械が壊れる前に、予兆

の段階で不具合を検出して、例えば工場の人の

スマホに、そろそろ見てくださいというような

ことが来れば、24時間運転もできるというふう
に考えております。

そういう装置の開発をするためには、機械の

振動、あるいは余分な熱が発生しているという

ようなことを検出する必要がありますので、そ

の研究のための装置として、今回入れさせてい

ただきます。

これは非常に用途の広い装置ですので、県内

の企業にも設備開放として使わせていただくと

いうような予定でおります。

【山田(博)委員】橋本所長、今のお話は聞いて、
大変勉強になりました。長崎県のものづくりで、

最先端でそういったご苦労がありながら、とい

うことは、今のお話は、やっと予算がついたよ

うな形がせんでもないんですね。

【橋本工業技術センター所長】これまでもこの

ような研究をやっておりましたけれども、昨年

の春に、この分野の新しい研究員を採用するこ

とができまして、所管の科長から「君、これを

やれるか」ということで相談をしましたら本人

が「じゃ、私がやらせていただきます」という

ことで、今準備をしておりますので、そのため

の装置として計上させていただきました。

【山田(博)委員】 今日は、廣田部長、産業労働
部の必要性というのは、今の話を聞いて痛感し

ましたね。いろんな研究部門から、雇用とか何
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から幅広くて大変だと思いますけど、工業技術

センターの話を今聞いて、これはますます夢と

期待が持てますね。本当にいい話だったですよ。

廣田部長、ぜひこういった部門を大切にしなが

ら頑張っていただきたいと思っています。

橋本所長、私は、「長崎県工業技術センター

だより」は毎回見させていただいております。

できれば、そういった聞くも涙、語るも涙です

ね、そういったストーリーも載せていただくと、

大変ありがたいと思います。

そういうことで終わりたいと思います。よろ

しくお願いします。

【近藤委員長】 ほかございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質問がないようですので、

産業労働部関係の審査について整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時 ８分 休憩 ―

― 午後 ４時 ８分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

産業労働部ですけれども、今、コロナ対策で、

本来だったら、明日でも意見交換を各連携を取

ってやりたかったんですけれども、この状況の

中で、一回も皆様方と我々議員がそういう会合

を持てなかったということは、本当に残念に思

っております。

また、医療関係が大変苦しい思いをしながら

コロナと戦っている中、産業労働部は、やっぱ

り県民の生活をしっかり支えていただいている

ことに、この場をお借りして感謝申し上げます。

コロナがいつ終息するのかわからない状況の中、

皆さんには、もっと今から大変な状況がくるか

もしれません。そういう中でも、やっぱり県民

を守って、生活を守っていただく、そういう大

事な使命の中で頑張ってもらいたいと思います。

どうもありがとうございます。

これをもちまして、産業労働部の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時から委員会を再開し、水産部関係の審査を行

います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時１０分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年１２月９日

自  午前１０時 １分

至  午後 ４時４７分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 近藤 智昭 君

副委員長(副会長) 中村 一三 君

委 員 八江 利春 君

〃 坂本 智徳 君

〃 中島 廣義 君

〃 山田 博司 君

〃 浅田ますみ 君

〃 西川 克己 君

〃 坂本  浩 君

〃 饗庭 敦子 君

〃 山下 博文 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

水 産 部 長 斎藤  晃 君

水 産 部 次 長 西  貴史 君

水 産 部 次 長 川口 和宏 君

水産部参事監 内田  智 君

漁 政 課 長 小田口裕之 君

漁業 振興課 長
（ 参 事 監 ）

岩田 敏彦 君

漁業取締室長 松本 啓一 君

水産経営課長 渡邉 孝裕 君

水産加工流通課長 吉田  誠 君

水産加工流通課
（ 企 画 監 ）

齋藤周二朗 君

漁港漁場課長 橋本 康史 君

漁 港 漁 場 課
（ 企 画 監 ）

一丸 俊雄 君

総合水産試験場長 中村 勝行 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 １分 開議 ―

【近藤委員長】 おはようございます。

委員会を再開いたします。

これより、水産部関係の審査を行います。

【近藤分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題とします。

水産部長より、予算議案説明をお願いします。

【斎藤水産部長】本日もよろしくお願いいたし

ます。

「予算決算委員会農水経済分科会関係議案説

明資料」及び同資料「追加1」の1ページをお開
きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第122号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予
算（第9号）」のうち関係部分、第124号議案「令
和2年度長崎県港湾整備事業会計補正予算（第1
号）」のうち関係部分、第156号議案「令和2年
度長崎県一般会計補正予算（第10号）」のうち
関係部分、第157号議案「令和2年度長崎県港湾
整備事業会計補正予算（第2号）」のうち関係
部分であります。

「予算決算委員会農水経済分科会関係議案説

明資料」の1ページ目をご覧ください。
初めに、第122号議案「令和2年度長崎県一般
会計補正予算（第9号）」のうち関係部分につ
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いて、ご説明いたします。

歳入は合計10億7,798万8,000円の増、歳出は
合計16億3,662万9,000円の増を計上しており
ます。

2ページ目をお開きください。
補正予算の主な内容について、ご説明いたし

ます。

職員給与費について。

水産部職員の給与費について。

関係既定予算の過不足の調整により、水産業

総務費148万7,000円の減を計上しております。
漁業経営継続支援事業費について。

漁業経営の継続のための販路回復・開拓や事

業継続・転換等の取組を総合的に支援する経費

として、漁業経営継続支援事業費8,559万2,000
円の増を計上しております。

長崎魚市場感染症予防対策事業費について。

長崎魚市場内の西棟Ⅰ期及び東棟Ⅰ期におけ

る新型コロナウイルス感染症の予防対策に必要

な機器を整備するための経費として、長崎魚市

場感染症予防対策事業費352万4,000円の増を
計上しております。

漁港災害復旧費について。

本年9月の台風9号及び第10号により被害を
受けた漁港関係施設の復旧に要する経費として、

漁港災害復旧費15億4,900万円の増を計上して
おります。

繰越明許費及び債務負担行為については、3
ページに記載のとおりであります。

4ページ目をお開きください。
次に、第124号議案「令和2年度長崎県港湾整

備事業会計補正予算（第1号）」のうち関係部
分について、ご説明いたします。

今回の補正予算は、収益的支出で84万円の増
となっております。これは職員の給与費につい

て、既定予算の過不足の調整に要する経費であ

ります。

再度、「予算決算委員会農水経済分科会関係

議案説明資料（追加1）」の1ページをご覧くだ
さい。

第156号議案「令和2年度長崎県一般会計補正
予算（第10号）」のうち関係部分について、ご
説明いたします。

歳出で652万7,000円の減を計上しておりま
すが、これは職員の給与改定に要する経費であ

ります。

次に、第157号議案「令和2年度長崎県港湾整
備事業会計補正予算（第2号）」のうち関係部
分について、ご説明いたします。

収益的支出で3万7,000円の減となっており
ますが、これは職員給与の改定に要する経費で

あります。

以上をもちまして、水産部関係の議案の説明

を終わります。よろしくご審議のほど、お願い

いたします。

【近藤分科会長】次に、水産経営課長より補足

説明を求めます。

【渡邉水産経営課長】それでは、水産経営課の

関係部分について、補足説明をさせていただき

ます。

お手元にお配りいたしております「資料1 予
算決算委員会農水経済分科会補足説明資料」を

ご覧ください。

漁業経営継続支援事業費について、ご説明さ

せていただきます。

本事業は、国の第2次補正予算により創設さ
れた経営継続補助金を活用する漁業者に対して、

県が上乗せの補助を実施するものであり、漁業

者の自己負担4分の1に対して、県がその半分の
8分の1を支援することとしております。
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今回の補正につきましては、6月補正におい
て所要額を計上しておりましたが、先に実施さ

れた国の経営継続補助金1次募集において、応
募多数であり、国において、予備費からの追加

支出や他事業からの予算流用により、予算額が

大幅に増額されたため、当初の想定を上回る採

択数となっております。

また、今後、審査結果が判明する2次募集に
おける採択数の見込みに対して不足する予算額

を増額補正するものでございます。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１０時 ７分休憩 ―

― 午前１０時 ７分再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【渡邉水産経営課長】 1次募集採択分に対して
不足する予算額と2次募集で見込まれる採択数
に対して、必要となる予算額を合わせまして補

正額8,559万2,000円であり、県予算総額は1億
3,572万4,000円となります。
説明は以上でございます。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

【近藤分科会長】次に、水産加工流通課長より

補足説明を求めます。

【吉田水産加工流通課長】続きまして、水産加

工流通課関係部分につきまして、補足説明をさ

せていただきます。

お手元に配付しております「資料2 令和2年
11定例県議会 予算決算委員会農水経済分科会

補足説明資料 令和2年度11月補正予算（案）に
ついて」、説明させていただきます。

1ページをご覧ください。
長崎魚市場感染症予防対策事業費について、

ご説明させていただきます。

長崎魚市場では、新型コロナウイルス感染症

の予防対策として、閉鎖型荷さばき施設内への

入室時の手洗い、消毒などの徹底と、窓の開放

などの換気対策を行っておりますが、写真のと

おり、窓が少ないことに加え、鳥などの侵入を

防ぐためにシャッターの開放を一部しかできな

いことから、多くの関係者が集まる荷さばき作

業や競り中、換気が十分でない状況にございま

す。

今回の補正予算におきましては、この換気対

策を強化するため、強制換気施設を整備してい

ない西棟1期、東棟1期の荷さばき施設内に予防
対策上必要な機器を整備しようとするものでご

ざいます。

事業内容といたしましては、各棟に体育館用

の大型送風機4台ずつ、計8台を整備し、開放窓
などからの風の流れをつくり、十分な換気対策

を講じるものでございます。

予算額は、352万3,000円で、財源は地方創生
臨時交付金としており、長崎魚市場の開設者で

ある県としてコロナウイルス感染症の影響下に

おいて、魚市場業務を継続するために必要な予

防対策を講じようとするものでございます。

以上で令和2年度11月補正予算についての説
明を終わります。よろしくご審議賜りますよう

お願いいたします。

【近藤分科会長】次に、漁港漁場課長より補足

説明を求めます。

【橋本漁港漁場課長】漁港漁場課関係部分につ

いて、ご説明させていただきます。

まず、災害復旧費について、補足してご説明

をいたします。

お手元にお配りいたしております「資料3 予
算決算委員会農水経済分科会補足説明資料 令

和2年度災害復旧費予算(案)について」をご覧く
ださい。
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1ページをお開きください。
2年災害復旧費【公共事業】についてです。
本年9月に来襲した台風9号及び10号により

被災した12漁港29か所の漁港施設を従前の機
能に回復させるため、13億9,800万円を計上し
ております。

続きまして、2ページをお開きください。
2年災害復旧費【単独事業】についてでござ

います。

同じく台風9号及び10号により被災した29漁
港76か所の漁港施設を従前の機能に回復させ
るため、1億5,100万円を計上しております。
続きまして、3ページをお開きください。
漁港施設の被災内容について代表的なものを

ご説明いたします。

まず、写真の左上でございますが、佐世保市

宇久町の平漁港の高速船が就航しております浮

桟橋Ｂにおきまして、浮桟橋を碇けいしており

ました杭が2本破損し、浮桟橋が流出する被害
が発生いたしました。

続きまして、写真の右上ですが、同じく平漁

港の沖防波堤におきまして、防波堤先端が滑動、

損傷する被害を受けております。

続きまして、写真の左下になりますが、奈留

漁港の－3Ｂ岸壁におきまして、前面に設置し
ておりました浮体式係船岸が損傷する被害を受

けております。

続きまして、写真の右下、壱岐芦辺漁港のジ

ェットフォイルが就航しております浮桟橋にお

きまして、連絡橋が水中に落下する被害を受け

ております。

最後に、4ページをお開きください。
今回の台風9号、10号の漁港施設災害箇所図

と、次のページからは補正要求額一覧表を添付

しております。台風ごと、また、公共災害、単

独災害ごとに一覧表を作成しておりますので、

ご確認ください。

以上でございます。災害復旧につきまして、

よろしくご審議賜りますようお願いいたします。

続きまして、ゼロ国債予算及びゼロ県債予算

について、補足してご説明をいたします。

お手元にお配りいたしております「資料4 予
算決算委員会農水経済分科会補足説明資料 令

和2年11月ゼロ国債予算（案）及びゼロ県債予
算（案）について」をご覧ください。

1ページをお開きください。
まず、ゼロ国債とゼロ県債につきましてのご

説明でございます。

ゼロ国債につきましては、翌年度に予算化す

る国庫補助事業について、前年度の支出を伴わ

ずに前倒しして実施するため、国の承認を得て

設定する国庫債務負担行為でございます。対し

まして、ゼロ県債は、翌年度に予算化する県単

独事業について、前年度の支出を伴わずに前倒

しして実施するために県が設定する債務負担行

為でございます。

設定の主な目的は、風浪による施工効率の低

下が著しい冬の時期までに沖防波堤等の海上工

事を完成させる必要がある地区や、近年の海水

温上昇等の漁場環境の変化に対応しました漁場

整備のための調査などの前倒し実施により、効

率的かつ効果的な事業実施を図ろうとするもの

です。

この予算によりまして、いわゆる工事の端境

期でございます4月から6月の事業量を確保す
るなど、工事の平準化にも資するものとなって

おります。

2ページをお開きください。
設定額についてご説明いたします。

まず、ゼロ国債とは、早期の事業着工が必要
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な県営漁港2か所と漁場5か所の整備や漁礁、増
殖場の整備に係る調査として、県予算ベースで

13億3,200万円、また、ゼロ県債としては、早
期の事業着工が必要な県営漁港5か所において、
県予算ベースで9,500万円を計上しております。

3ページをお開きください。
事業箇所の例について、ご説明させていただ

きます。

まず、ゼロ国債を設定する小値賀漁港でござ

いますが、小値賀漁港では、大規模災害発生時

においても、定期船の安定就航と防災拠点漁港

としての役割を果たすことができるよう、現在、

沖防波堤等の改良を行っております。

沖防波堤の工事に当たっては、風浪の影響を

強く受ける港外での作業となることから、波や

風が強くなる11月までに工事を完成させるも
のでございます。

4ページをお開きください。
引き続きまして、ゼロ国債を設定する五島地

区の下五島漁場でございます。下五島漁場では、

カジメやホンダワラなどの藻場の拡大を図るた

め、藻場機能を有する増殖場の整備を進めてお

りますが、海上工事による地元の定置網への影

響を避けるため、前倒しして工事を発注し、8
月から9月の定置網の休漁期間に増殖場2ヘク
タールの整備を実施することとしております。

5ページをお開きください。
ゼロ県債を設定する平戸市の前津吉漁港でご

ざいます。前津吉漁港では、荒天時の越波によ

る背後家屋の被害を防止するために、現在、護

岸の嵩上げを行っておりますが、越波が発生す

る台風が多発する9月までに工事を完成させる
というものでございます。

6ページは事業箇所図、7ページから11ページ
までは事業概要を記載しておりますが、説明に

ついては省略をさせていただきます。

以上をもちまして、ゼロ国債及びゼロ県債予

算についての補足説明を終わります。よろしく

ご審議を賜りますようお願い申し上げます。

引き続きまして、最後になりますが、繰越明

許費について、補足してご説明をいたします。

お手元にお配りいたしております「資料5 予
算決算委員会農水経済分科会補足説明資料【繰

越事業理由別調書】」をご覧ください。

1ページをお開きください。
上段の表は、繰越理由別に件数と繰越額を示

した表です。

繰越の主なものは、③その他、台風災害と新

型コロナウイルスの影響による遅れが11件、16
億2,300万円で、全体の71％を占めております。
次いで、②施工計画・設計及び工法変更によ

る遅れが9件、5億1,880万円で23％となってお
ります。

なお、表中の上段括弧書きの数値は、既に今

年の9月定例会で承認をいただいております件
数、金額を記載させていただいております。

続きまして、今年の9月定例会から増額とな
った主な理由について、ご説明いたします。

まず、②施工計画・設計及び工法変更の遅れ

でございますが、長崎漁港の水産流通基盤整備

事業におきまして、既設荷捌所の解体工事の遅

延に伴いまして、新設する荷捌所の電気工事と

管工事の工事発注が遅れており、適正な工期が

確保できなくなったなどの理由で繰越しが増加

し、9件、5億1,880万円となっております。
次に、③その他（台風災害、コロナの影響に

よる遅れ）でございますが、本年9月の台風9号
及び10号によりまして被災を受けた佐世保市
宇久町の平漁港の浮桟橋や沖防波堤などについ

て、災害査定後の発注となり、適正な工期が設
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定できないもの、また、長崎漁港の機能保全工

事におきまして、新型コロナウイルスの影響に

より工場の稼働率が低下し、電気設備関係資材

の生産が遅れる見込みとなったものなど、11件、
16億2,300万円の繰越が新たに発生しておりま
す。

下の方に参考として、経済対策補正を除く最

近3か年の繰越状況及び昨年同時期との比較を
記載しております。

2ページから5ページまでにつきましては、漁
場水産基盤整備費、県営漁港水産基盤整備費、

市町村営漁港水産基盤整備費、漁港災害復旧費

の予算科目別に繰越理由、事業名、箇所名、工

事概要等を記載しております。

説明は以上でございます。よろしくご審議賜

りますようお願い申し上げます。

【近藤分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【山田(博)委員】 おはようございます。
それでは、予算について幾つか質問させてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。

まず最初に、今回の災害対策の国庫支出金に

関係して、今、予算についていろんな説明があ

ったわけでございますが、この前の台風被害で

壱岐の芦辺漁港の浮桟橋が破損するということ

がありました。これは台風10号において連絡橋
というか、桟橋が破損したわけですが、この浮

桟橋は平成20年頃に移転の計画があったと聞
いておりますけれども、それで今回ね、もっと

早くしておけば、こういった災害に遭わなかっ

たということをお聞きしておりますけど、計画

をもうちょっと詳しく説明していただけますか。

【橋本漁港漁場課長】芦辺漁港の被災しました

浮桟橋につきましては、九州郵船のジェットフ

ォイルが博多、芦辺、対馬の厳原港を結んでお

り、ターミナルから若干離れたところにござい

ます。切符売場等につきましては、別途、この

浮桟橋のすぐ脇に簡易な切符売場等が整備され

ておりますが、本体のターミナルから若干離れ

たところにあるということで、ターミナルのす

ぐそばに浮桟橋を移転した方がいいんじゃない

かという話が平成20年ぐらいからあっており
ます。

ただし、現在、その移転予定箇所につきまし

ては、従前から砂置場として、砂船が島内の公

共事業等に使う砂を運んで着岸して、そこに陸

揚げするというようなことで使用されておりま

す。この砂の移転が最優先で移転しないことに

は、そこにも移れないということで、砂の移転

先を昔から港湾にもっていくとか、いろいろ検

討されているところでございますが、ようやく

郷ノ浦町の重要港湾郷ノ浦港に芦辺漁港で揚げ

ていた砂を移転させるということがほぼまとま

りまして、現在、そちらの設備関係を整備して

いると聞いております。

したがいまして、それが終われば砂が港湾の

方に移転して浮桟橋が設置できるようになると

いう状況でございます。

【山田(博)委員】 今回の芦辺漁港の浮桟橋に関
しては、壱岐振興局の職員とこちらの漁港漁場

課の職員がうまく連携を取って速やかな対応を

していただいたということで、島民の皆さん方

から感謝の声が届いております。

よくよく調べてみたら、平成20年からそうい
った計画があったにもかかわらず、今、令和で

すよ。なんでこうなっていたのか。聞くところ

によると、地元の建設会社の方がそこを所有し

ているということでありますけど、建設業界の
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人たちもしっかりと協力していただいて速やか

にしていただきたいと。

島民の皆さん方が言うには、同じような災害

が起きた時に、また島民の経済にも大きな打撃

を与えるという心配の声が上がっておりまして、

いつ頃それができるのか、それを明確にお答え

いただきたいと思います。

【橋本漁港漁場課長】先ほども申しましたとお

り、砂の移転につきまして、今、進捗が図られ

ているところで、令和4年度には、先ほど申し
ました郷ノ浦港に砂をシフトできるような見込

みになっておりますので、その後、この浮桟橋

の移設については進めていくことになろうかと

思います。

【山田(博)委員】令和4年度といったら2年後で
すね、それでは遅いんですよ。平成20年からこ
の話があっていて、何年たっていますか、これ

は。漁港漁場課長、令和4年度に移転するから、
それからするんじゃなくて、一日も早くしっか

りとやっていただきたいと思います。その決意

だけ聞いてこの質問を終わりたいと思いますが、

いかがですか。

【橋本漁港漁場課長】まずは砂の移転が最優先

でございますので、担当部局にも要請しながら、

一緒になって早期の移転に向けて頑張っていき

たいと思います。

【山田(博)委員】 ぜひお願いしたいと思います。
続きまして、長崎魚市場感染症予防対策事業

費とありますけれども、長崎魚市場の閉鎖型荷

捌施設とあります。これは長崎魚市場だけ今回

上がっておりますが、ほかの市場はないという

ことで理解していいですか。後から、やっぱり

ここもそうでした、ああでしたと言われても困

りますから、いかがですか。

【吉田水産加工流通課長】閉鎖型荷捌施設につ

きましては、長崎魚市場と松浦魚市場で整備を

進めております。松浦魚市場につきましては、

換気施設が整備されておりますので、こういっ

た要望は上がってきておりません。

【山田(博)委員】 要望は上がってきておりませ
んけれども、こういった予算があるとなれば、

自分のところもしてもらいたいということがあ

りますけど、県内の市場に照会されているか、

されてないか、そこだけお答えください。

【吉田水産加工流通課長】 県内には現在4市場
がございますが、具体的に事業の照会までは行

っておりません。今回につきましては、開設者

である県として長崎魚市場の整備をさせていた

だこうとするものでございます。

【山田(博)委員】 開設者はそうですけど、例え
ば、市とかがやっている市場があれば、それは

この事業費の財源がありますね、これが使える

か、使えないか。使えるのであれば照会しても

いいんじゃないかと思ったんですが、いかがで

すか。

【吉田水産加工流通課長】地方創生臨時交付金

につきましては、県同様、それぞれの市町でも

コロナ対策として活用されておりますので、予

算として活用できます。

【山田(博)委員】 だから、照会していないので
あれば、やっぱりせんといかんのじゃないです

かと言っているわけです。

水産加工流通課長、もともと市場の監査権と

いうのはね、数十年ぶりにしたんですからね。

それを忘れちゃいけませんよ。あなた方には、

そんな権限があるんだから。市場のコロナ対策

は、ここだけ守ればいいというわけじゃないで

しょう。開会前に委員長から、聞くも涙、語る

も涙、すばらしい話があったけれども、私はそ

れに打たれて言っているわけですよ、改めて。
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もう一度しっかりとした見解を聞かせていただ

きたいと思います。

【吉田水産加工流通課長】補足させていただき

ます。

松浦魚市場を除きますその他の市場につきま

しては、開放型の市場となっておりまして、換

気は十分に行われていると認識しております。

松浦魚市場につきましては、強制換気に基づき

換気が行われているという現状でございます。

【山田(博)委員】 そしたら照会をしたというこ
とでいいんですね。こういったことで予算が使

えますということで照会したということですね。

今、換気はちゃんとできてます、できますと

言われたけれども、それが明確にちゃんとでき

ているのか確認したのかと私は言っているわけ

ですよ。議論がかみ合ってないんだよ、さっき

から。

【吉田水産加工流通課長】大変失礼いたしまし

た。

このたびの地方創生臨時交付金につきまして

は、県として開設者である長崎魚市場の整備を

しようとするものでございます。他市場につき

ましては、実態は把握しておりますが、こうい

った形で予算が使えるという照会までは行って

おりませんでした。

【山田(博)委員】 ぜひそこは、こういったこと
であれば、こういった使い方があるからという

ことで、しっかりと丁寧にしていただきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。

続きまして、繰越明許費の対馬東方地区マウ

ンド礁整備工事とありまして、「調査計画に見

直しが生じたため」とありますが、これを詳し

く説明していただけますか。

【一丸漁港漁場課企画監】繰越事業の資料に記

載しております対馬東方地区のマウンド礁のこ

とでございますが、調査計画というのは、この

海域に湧昇流を起こすマウンド礁を造るに当た

って、その海域の状況を調査する必要がござい

ます。当初、地形の調査と水質環境調査とかや

っており、地形の調査は無事に終わっておりま

すが、水質調査において、マウンド礁の湧昇流

を起こすためには春先だけじゃなく夏場の調査

も非常に必要だということがわかってまいりま

したので、その調査を加えて行うということで

計画の見直しを行い、それに伴って事業着手が

少し遅れているということでございます。

【山田(博)委員】 夏場の調査をせんといかんと
いうことであったけど、夏場の調査ができなか

ったんですか。

それと、夏場の調査が必要だということがわ

かりましたということだけど、こういったマウ

ンド礁というのは、県は過去、数か所やってい

らっしゃるでしょう。夏場の調査が必要だとい

うのは、いつわかったんですか。ということは、

今までマウンド礁は夏の調査はしてなかったと

いうことですか。えっ、そういうことになるん

ですかね、ということが気になるわけですよ。

いかがですか。

【一丸漁港漁場課企画監】少し説明が丁寧でな

かったかもしれません。この事業は、令和元年

度から5年度までの5か年間の計画の中で、令和
元年度に調査を始めるところで、その調査を行

うに当たっては、まず国の承認が必要でござい

ます。昨年度、国の承認が遅くなってしまって

夏場を過ぎてしまいました。その流れの中で、

事業に早く着手する必要があろうということで

春先の調査で何とかできないかなというふうに

考えたところでございますが、調査設計をする

会社といろいろ協議する過程の中で、やはり春

先の調査だけではデータが不足するということ
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で、夏まできちんと調査するということで対応

しているところでございます。

【山田(博)委員】 それはいつわかったんですか。
【一丸漁港漁場課企画監】調査設計会社との協

議は、今年の2月に調査設計会社、調査会社、
県の3者で打ち合わせをする中で夏場の調査が
必要であろうということがわかってまいりまし

た。実際には4月に1度調査をして、その結果も
見た上で、夏、8月には必要ということを最終
的に判断しました。

【山田(博)委員】 企画監ね、夏場の調査が必要
だというのは、いつわかったんですかと言った

ら、今年わかったというんでしょう、今回ね。

今までマウンド礁というのは何か所もやってい

て、今の答弁では、そしたら今までは夏場の調

査はしてなかったということですね。えっ、あ

なた方は大事な夏場の調査をせずに今までマウ

ンド礁をしていたということですね、何という

ことをしていたんですかということになるわけ

ですよ。

今まで県営のマウンド礁というのは何か所や

ってますか、お答えください。

【一丸漁港漁場課企画監】過去に県営のマウン

ド礁は6か所やっております。
そのマウンド礁の過去の調査で夏場は全然調

査してないのかというご質問でございますが、

それは過去の調査においてはやっております。

何とか、本当は8月に、元年度に調査できれば
よかったんですが、それができませんでしたの

で、早い段階で、春先の調査でできないかなと

いうふうに考えたところでございます。

【山田(博)委員】じゃ、この6か所というのは、
設計は今までどこがやっていたんですか、お答

えください。水産土木技術センターじゃないで

すか。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１０時３６分休憩 ―

― 午前１０時３６分再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【一丸漁港漁場課企画監】過去全てのマウンド

礁、古いものもございますので、どこでやって

いたかは手元に資料がありませんが、最近では、

例えば北部の方で同じ土木センターに設計委託

したところがあります。

【山田(博)委員】 過去にマウンド礁を6か所と
いうのは、水産土木センターがやっているとい

うことで、すばらしい調査設計をしているとい

うことで私はお聞きしておりました。今までの

6か所は夏場の調査は要らないということでし
ておきながら、今回は夏場の調査が必要なんで

すよと、それはわかりましたと。ところが、今

まで夏場の調査をしてないということだったら、

なんでそれを言わなかったのかと言っているん

だよ。

ましてや、「国の承認が遅くなったから夏場

を過ぎました」と言われましたが、私はこの説

明を聞いた時に、いいですか、対馬の漁業者か

ら、これは一日も早くやってもらいたいという

声があっていたんですよ。それでお聞きしたら、

「夏場の調査をしてませんから、先生、遅れる

んです」と、「それはしようがないな、なんで

遅れたのか」と言ったら、その時、夏場でしけ

が多かったからできませんでした」と聞いてい

たんです。今の話だと、国の承認が遅かったと

いうことでありますが、どっちがどっちなんで

すか。私は、国の承認が遅かったとなったら、

これはどういうことかとなるんだよ。自然災害

だったら、それはわかるけれども、国となった

ら、これは参事監、やっぱりあなたが答弁せん
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といかんわけよ。別にあなたに聞きたくて言っ

ているわけじゃないけれども、国といったらあ

なたしかいないんだから。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１０時３８分休憩 ―

― 午前１０時３８分再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【内田水産部参事監】 今まで6か所整備してき
た事前の調査をどういうふうにしたのかという

ことは、すみません、今、手元に資料がないの

でわかりませんが、これまでも必要な調査とい

うのはやってきていると思っております。

今回、企画監からも説明がありましたけれど、

この計画は、令和元年度から立ち上がりました。

初年度は新規の事業というのは採択されますけ

れども、そこから計画書の審査があって、所要

の手続に基づいて計画書申請、そして承認と手

続がございます。これはどうしても初年度に出

てきてしまいます。これが夏までかかってしま

いました。ですので、調査の準備等が9月から
ということで、何とか令和2年度から工事に着
手できないかと我々も検討したんですけれども、

それでも春だけではなくて、やはり夏もしっか

り調査しなければ工事はできないだろうという

ことで、やむなく令和元年度の調査というのを

今年の春まで引っ張ってしまったということで

ございます。

ですので、今、その結果を基に設計している

ということでございまして、何とか前倒しをし

て令和5年度までに終わらせたいという気持ち
で頑張っておりましたけれども、どうしても時

間がかかってしまったということで、工事につ

いての今年度確保した予算については、完成ま

ではいかないだろうということで今回繰越しに

なったということでございます。

どうしても計画の一番初めということで時間

がかかってしまいましたけれども、しっかり工

期内に終わらせるように我々も頑張っていきた

いと思いますので、ご理解のほどよろしくお願

いします。

【山田(博)委員】 参事監がおっしゃるように、

そういうことで最初から言っていただければ私

もわかったんですよ。工期が遅れた流れという

のは、そういった理由があるということで十分

理解できます。最初に遅れた理由をそういうふ

うに明確に言ってもらえば、私はそれでよかっ

たんです。それはわかりました。

問題は、夏場の調査をせんといかんというこ

とは、それはぜひやっていただきたい、おっし

ゃるとおりしないといけない。しかし、今回、

同じ設計会社が、過去はせずに今回はやった方

がいいよと。それは今回やるのは、大いに結構

だと思うんですよ。しかし、同じ設計会社がし

ておりながら、今まではなぜそれをしなかった

のかと、これが問題なんですよ。私はそれを言

っているわけですよ。過去のことはいくら言っ

てもしようがないから、今のはね。なぜそうな

ったのかというのは、夏場にした方がいいとな

ったから、そういうふうにせざるを得なかった

んだろうけれども、過去のことは、なぜ今まで

しなかったのかというのは、しっかり調査して、

後日、企画監から報告していただきたいと思い

ますので、どうぞよろしくお願いいたします。

私ばかり質問できないので、一旦終わって再

度質問させていただきたいと思います。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１０時４２分休憩 ―

― 午前１０時４４分再開 ―
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【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【一丸漁港漁場課企画監】 大変失礼しました。

先ほど山田(博)委員からご質問があった中で、
過去の調査を夏場にやった事例があるのかとい

うことについては、私の説明が十分でなかった、

不適切であったかもしれません。

過去、夏場に調査した事例がございます。調

査しております。

【近藤分科会長】 ほかにございませんか。

【饗庭委員】 私は、2点ほど質問させていただ
きたいと思います。

1点目が漁業経営継続支援事業費のことでお
尋ねしたいんですけれども、申請件数があって

増やしていったということで非常にいいことか

というふうに思います。

その中で、1次募集の採択結果が99.2％ですけ
れども、採択されなかったところがあるという

ことですので、この採択されないところの理由

を教えてください。

【渡邉水産経営課長】不採択になった部分につ

いては、内容がエンジンリモコンとか、潮流計

とか、活魚タンクとかそういうふうなもので、

実を言うと採択されたものについては、通信機

能付きの無線機とかレーダーということで、こ

の内容が事業の採択要件であります非接触型、

コロナ対策に適しているという内容であったん

ですけれども、先ほど言ったエンジンリモコン

等については、その点が非常に不十分ではない

かというふうな理由で不採択になったのではな

いかということでございます。

【饗庭委員】コロナ対策でなかったからという

ことでございますけれども、それで採択されな

いことによって事業継続が困難になるというこ

とがないのか、お伺いします。

【渡邉水産経営課長】不採択になった部分につ

いては、漁業者の方々もその点を理解されて、

また2次でそういうふうな内容を含めて申請し
ようかという動きもありますので、その点につ

いては継続できるような形で、そういう申請が

出れば私たちも支援していきたいなということ

で考えております。

【饗庭委員】 ということは、2次でコロナに関
する部分で経営支援をしていくということで理

解してよろしいんでしょうか。

【渡邉水産経営課長】 2次で追加でまた申請さ
れておりますので、そういう形で支援していき

たいと考えております。

【饗庭委員】 ぜひ支援をしていただいて、今、

漁業者の方で経営が困難になって今後非常に難

しいんじゃないかということで相談とかされて

いる件数がもしわかれば教えてください。

【渡邉水産経営課長】どのような形でというこ

とで、私たちは資金の関係で、どのような相談

があるかということはお聞きしております。そ

の点については、相談件数として、今現在、コ

ロナで経営が非常に厳しいと、資金を融通して

もらいたいということで207件ほどの相談が寄
せられているということでございます。

【饗庭委員】 今､207件の相談が寄せられて、
県としてはどんな支援ができるのか、お伺いし

ます。

【渡邉水産経営課長】 先ほどの件については、

融資の件でございますけれども、私たちとして

は、融資については系統団体といろいろ協議を

しながら、そういうふうな苦しんでいる方々に

支援できないかという話をさせていただいてい

るところでございます。

【饗庭委員】融資をしているということですけ

れども、コロナ禍によって経営困難になって廃

業という形にならないように、県としても今後
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もぜひ支援をしていただきたいと思います。

もう1点、繰越事業理由別調書の3ページの一
番下の長崎市鳴見町と西彼杵郡時津町の臨港道

路のことですけど、この繰越の理由が資材入手

困難のためというふうになっていますけれども、

ここをちょっと詳しく教えてください。

【橋本漁港漁場課長】この工事につきましては

臨港道路畝刈時津線に鳴鼓トンネルがございま

す。供用開始をして、もう三十数年たっており

まして、トンネルの中の状況が非常によくない

ということで、照明のやり替えとか、防犯、消

防施設のやり替え、それから路面の舗装補修で

すとか、そういうことを進めていこうとしてお

ります。

今回の繰越につきましては、トンネル照明の

電気ケーブルを発注しないといけないわけです

が、これが通常でも4か月ほどかかります。工
場がコロナの影響で稼働率を下げて生産能力を

落としているというようなことで、納期に通常

4か月かかる見込みのところ、今、1年かかると
いうようなことになっておりまして、そのため

にやむを得ず年度内に完了することができなく

なったということで繰り越すものでございます。

【饗庭委員】 1年ということでございますけれ
ども、では、入手できるめどというのは、大体

いつぐらいになって、いつぐらいの完成を目指

しておられるのか、お伺いします。

【橋本漁港漁場課長】これは発注をもうすぐい

たしまして、それから納期になりますので、こ

の工事の完成につきましては、令和4年3月末を
今予定しております。

【饗庭委員】照明がかなり暗いというふうに私

は通って思っているんですけれども、令和4年
までは徐々にしていくということなのか。それ

とも、機材がないから、いつぐらいから始めて

徐々に明るくなっていくのか、そのあたりを教

えてください。

【橋本漁港漁場課長】トンネル照明につきまし

ては、現在のナトリウム灯からＬＥＤ化するこ

とにしております。工事につきましては、配線

をした後に順次電球をＬＥＤ化していくわけで

すけれども、予算の都合等もございまして遅れ

るかもしれません。トンネル自体、非常に長い

トンネルになっておりますので、一気にＬＥＤ

化するというのは無理なので、予算の付き次第

の進捗になっていこうかと思いますが、なるべ

く早く完成させたいということで頑張っている

ところでございます。

【饗庭委員】 ぜひ早めに完成していただいて、

交通事故防止にもなるかと思いますので、お願

いしたいと思います。

以上で終わります。

【近藤分科会長】 ほかに。

【山下委員】おはようございます。お疲れさま

です。

私から災害復旧の関係で一つ二つ、ちょっと

質問させていただきたいと思います。

今シーズンは、ご承知のとおり、本当に台風

の当たり年で、9号、10号、ものすごい勢いの
台風が県内を襲って、私の地元でも、平漁港、

小値賀漁港、そして、佐世保市営でありますけ

れども、高島漁港が相当な被害を受けたわけで

あります。特に、南からの猛烈な風が吹き込ん

だということで、非常に大変な台風だったので

はないかなと思っています。

この中で、県におかれましては、災害直後か

ら素早い動きで地元とも連携を取っていただい

て、改めて感謝を申し上げる次第であります。

その中で、ここにもありますが、平漁港の浮

桟橋が、ご承知のとおり、高速船が就航してい
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る桟橋でありました。この浮桟橋が流されたと

いう事態が起こりまして、もちろん現在使えな

い状態ということであります。素早く災害認定

をいただいたところでありますが、今後、復旧

に向けて、どういった設計で、どういうプロセ

スで現状復旧していくのか、まずそこをお尋ね

したいと思います。

【橋本漁港漁業課長】平漁港の浮桟橋につきま

しては、委員ご指摘のとおり、島民の足となっ

ております佐世保等を結ぶ高速船が就航、着岸

する浮桟橋でございまして、島民の方も一刻も

早い復旧を望んでおられるところでございます。

この本体の復旧につきましては、杭が2本折
れているということがございまして、杭の打設

から始まり非常に時間を要することから、当面

の措置としまして、現在は、この浮桟橋の正面、

向かい側に漁船用の浮桟橋がございます。この

漁船用の浮桟橋も被災は受けておりましたが、

軽微な被災でございまして、この漁船用の浮桟

橋の片面を暫定的に利用して一刻も早く高速船

を就航させようではないかということで、地元

佐世保市、宇久町と協議、それから、九州商船

とも協議いたしました結果、この漁船用の浮桟

橋の片面を暫定的に利用しようということにな

りました。ここは「びっぐあーす」と「シーク

イーン」という2隻の高速船が就航しておりま
すが、「びっぐあーす」はちょっと船が大きく

この漁船用の浮桟橋には係留できないというこ

とで、もう一隻の小型の「シークイーン」につ

きまして、10月30日から暫定的に漁船用の浮き
桟橋の片面を使って航路が再開されております。

そして、11月17日には、国の災害査定を受け
まして、災害査定が終了しております。今回、

本予算が成立後、直ちに復旧工事を発注してま

いりますが、先ほども申しましたとおり、杭を

2本水中に打ち込むといった工事が出てきます
ので、かなり時間を要することが想定されてお

りまして、現在のところ、復旧見込みにつきま

しては令和3年12月を予定しており、一刻も早
い復旧に向けて復旧体制を整えて、速やかな発

注、それから工事も業者さんとの打ち合わせ等

を速やかに行って早期復旧に努めてまいる予定

でございます。

【山下委員】詳しい説明ありがとうございまし

た。私が委員長を務めさせていただいています

離島・半島地域振興特別委員会でも現地を視察

させていただきました。本当に大変な状況だな

というのを間近に見せていただいたわけであり

ます。

先ほど、説明がありましたとおり、杭を2本
打たなければいけないということで、令和3年
12月ということで、あと1年ぐらいかかるんじ
ゃないかなというところでありますが、ご説明

があった漁船が使っている、漁協さんが使って

いるポンツーンがターミナルから非常に離れた

場所にある関係で、島民の方もちょっとご不便

をいただいているのかなというのがあります。

さらに、大型船も着けられないということであ

りまして、併せて一日も早く復旧ができるよう

に、引き続き当局にはお願いを申し上げたいと

思います。

それと併せて、なぜこういうふうな被害が起

きたのかというところで、沖防波堤の改良も、

併せて進めていただいているんですけれども、

延長ですかね、あのあたりも同時に進めること

で、同規模の台風が来たときに、また同じよう

な被害が出ないように、併せて防波堤の整備も

お願いを申し上げまして質問にかえさせていた

だきます。ありがとうございました。

【内田水産部参事監】平漁港については、最近、
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波も強くなっているということで、防波堤の強

化であるとか、こういったものに現在取り組ん

でおります。

確かに、今回の台風で、港内の静穏度、防波

堤は壊れなかったとしても、中へ入ってきて浮

桟橋が壊れたであるとか、そういったことも今

後起こってくるのかなと思っております。

まずは今の計画をしっかり進めていきますけ

れども、これで防災対策はもちろん終わりでは

ありませんので、今後の課題として次の防災、

何をしていくべきなのかということはしっかり

検討していきたいと思っております。

【近藤分科会長】 ほかにございませんか。

【山田(博)委員】 それでは、再度質問させてい
ただきたいと思います。

漁業経営継続支援事業費についてお尋ねした

いんですが、今回、2次募集をするということ
で見込みがありまして、これは2次募集という
ことで採択件数は263件上がっておりますが、
これは1次募集でいたしまして、予算上、どう
しても対応できないということで、こういうこ

とになったということで理解していいんですか。

【渡邉水産経営課長】 2次募集については、も
ともと1次募集で申請してこなかった方々が申
請してきたということで、予算上の問題で申請

数がこういう形になったということではありま

せん。

【山田(博)委員】 1次募集で申請してこなかっ
たということは、なぜしてこなかったんですか。

周知が遅れてこうなったのか、周知はしておっ

たけれども、組合の方でそういったことをして

なかったのか、どっちなんですか。

【渡邉水産経営課長】 1次募集の時には、全て
の漁協等に説明というか、周知させていただい

た中で申請が出てこなかったという現状でござ

います。

【山田(博)委員】 1次募集で申請してこなかっ
たけど、後からやっぱりお願いしますというこ

とできたと。ということは、事務的な過失とな

ると、それは漁協の方だったんですか。県はち

ゃんとしたんでしょう、したけど、1次募集で
はこなかったけれども、後でやっぱりお願いし

ますということできたんでしょう、これ。とい

うことは、漁協の方が周知をしなかったけれど

も、やっぱりお願いしますということで後でき

たということでしょう。ちゃんと1次募集は、
いついつまでと決まって周知をしておったにも

かかわらず、後からきたということは、これは

明確な責任というのはきちんとしておかないと

今後のことがあるからね。

いいですか、私が言っていることがわかりま

すか、水産経営課長。ちゃんと周知をしておき

ながら、募集の日時は決まっているんです。そ

れを遅れてお願いしますということだったら、

何のための締切りの期間なのかと言っているわ

けですよ。なぜこうなったのかという原因を私

は聞いているわけです。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時 ３分休憩 ―

― 午前１１時 ４分再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【渡邉水産経営課長】 先ほどの1次募集と2次
募集の人数ですが、2次募集で出てきた分につ
いては、1次募集でなぜ出てこなかったかとい
う話だと思いますけれども、その点については、

この経営継続補助金については最初の1次募集
の段階で全ての漁協さんに通知しております。

これは系統も含めて県からも説明をして回った

ところでございます。
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この時に1次募集と2次募集が想定されてい
たというか、国からも2次募集がありますよと
いうアナウンスはあっていました。いつからあ

るかというのはわからなかったです。

そういう中で、まずは1次募集で上げさせて
いただく方々が、6月29日から1次募集が始まっ
て、その中で1か月ほど期間があって、その中
で76件の申請があったと、個人個人から申請が
上がってくると。これは直接、漁協とかじゃな

くて、国の申請を受ける農業会議所に、直接、

個人さんが申請するような形になっているもの

でございます。漁協は、その申請が出てきた方々

に対して支援を横からさせていただくと、いろ

いろ内容についてわからないところがあれば。

その内容を支援していくという形で、漁協さん

が直接受けてやるというものではございません

でした。

今回、申請が採択されて、755件の採択があ
ったんですけれども、その後、2次募集がすぐ
に始まりまして、これに対して申請が実際は

360件出てきたという現状でございます。
【山田(博)委員】 水産経営課長は地方局の水産
課長を経験しておられるからわかると思うんで

すが、いろんな手続というのは、漁協を通じて

出しなさいとあなた方は言っているじゃないで

すか。このことに限って個人で出しなさいとい

うのは、どういうことかと言っているんだよ、

私は。あなた方、許可とかなんかをする時には

漁協を通じて出しなさいと言っておきながら、

こういう時は個人で出しなさいというのは、何

ということを言っているのかと私は言っている

わけだよ。漁業許可の申請は漁協を通してしな

さいとか、そういうふうにしないと、まとまる

ものもなかなかまとまらないじゃないかと言っ

ているわけですよ。サポート的なことを今回し

ているといっても、実際は漁業許可だって、そ

うやっているじゃないですか、違いますか。

だから、特にこういった時には漁協にしっか

りとサポートしてもらいながらやらないといけ

ないと言っているわけです。漁業者がそれを出

さなかったから、こうなったというんだったら、

しっかりと指導していかないといけませんよ。

本来であれば1次募集でぴしゃっとしたらよか
ったわけだから、今後の反省点でしっかりと取

り組んでいただきたいということで、この質問

は要望して終わりたいと思います。

続きまして、先ほどのマウンド礁についてお

尋ねしますけれども、このマウンド礁は調査を

やっているということでありますけれども、も

ともと予算というのは、どれぐらいの予算で計

画されているんですか。今度、繰越で出してお

りますけど、対馬東方沖のマウンド礁は、総事

業費は幾らを見込んでいるんですか。

【一丸漁港漁場課企画監】 総事業費は18億円
を計画しております。

【山田(博)委員】 根拠は何ですか。
【一丸漁港漁場課企画監】過去の対馬周辺のマ

ウンド礁にかかった費用と、その時に大体どれ

ぐらいのホリュームであったか、その案分によ

って18億円を算出しております。
【山田(博)委員】 これは大変すばらしい事業だ
という話を漁業者から聞いておりまして、一日

も早くやってもらいたいと思います。

聞くところによると、この負担は国が3分2、
県が3分の1ということになっていますけど、こ
の事業は速やかにしてもらいたいんですが、こ

の事業費が、県も財政が厳しいから、18億円内
でしっかりと事業を推進していただきたいと思

うんですよ。調査したら20億円かかりましたと
なったら、今度は漁港とか、ほかの魚礁の整備
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に大きな支障があったらいかんから、そこを私

は強く懸念しているわけでございますが、それ

について見解を聞かせていただけますか。

【一丸漁港漁場課企画監】積算の段階では、ボ

リュームからある程度出しておりますので、今

後、設計をする中できちんとした金額が出てく

ると思います。

委員ご指摘のように、基本的に18億円という
計画を持っているわけですから、その事業費で

やれるように努力してまいりたいと思います。

【山田(博)委員】 ぜひお願いしたいと思います。
予算の歳出の中で水産加工流通課に職員給与

費が出てきておりますので、それに関してお尋

ねしたいと思います。

水産加工流通課というのは、基本的に職員の

皆さん方には市場の監査の権限が与えられてい

るわけでございますが、今回、要するに減額を

されたというのは、市場における調査をきちん

とやってないんじゃないかと心配になってお聞

きしたいと思います。

というのは、一部のマスコミで、今日、県漁

連が元部長を提訴したとありますけど、これは

長崎魚市の取引の中でこういうふうになったと

なれば、しっかりと魚市場を監査してもらいた

いわけよ。なぜこういうふうになったのか。昨

年の10月から、私はこの件を指摘しておりまし
たけど、こういうふうにならないうちにしっか

りとやらんといかんかったんじゃないですか。

それについて見解を聞かせていただきたいと思

います。

【吉田水産加工流通課長】このたびの減額につ

きましては、冒頭、部長からご説明させていた

だきましたように、職員の給与改定に係る減額

でございます。

【山田(博)委員】 給与改定に係る減額というこ

とで、じゃ、提訴の問題は、自分たちはあんま

り関与してなかったんだと、関係ないというこ

とで理解していいんですね。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時１２分休憩 ―

― 午前１１時１３分再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【吉田水産加工流通課長】 先ほど、11月補正
におきます給与関係のご質問がありましたので、

ご回答いたします。

今回の補正は2つありまして、一つは過不足
の調整ということで、これは令和2年度の当初
予算の時期が年度末じゃなくて年度の中途で編

成するものですので、実際の予算の要求時の人

件費と令和2年度の実際の組織とか体制ですね、
人員配置の状態を比べまして、その過不足を調

整するものが一つ。もう一つが職員の給与改定

による減ということになっているところでござ

います。

【山田(博)委員】 組織編成の中でいろいろやっ
ているということでありましたけど、水産加工

流通課としては、この問題は人件費の中で減額

といっても、いいですか、あなた方、予算に基

づいて動いているわけだから、全く関係ありま

せんじゃないんですよ、言っておきますけど。

あなた方がそういった姿勢であれば別の角度か

ら後ほど質問させていただきたいと思います。

委員長、いいですか。予算のもともとの中で

水産部の関係でちょっと見解を聞かせてもらい

たいんですが、決算委員会で「国の会計検査か

ら指摘されたことは全くありません」と言いな

がら、後日、「国の会計検査から指摘がありま

した」というのが出てきたけど、そういったこ

とはいかがなものかと思うんですよ、私は。10
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月の決算委員会の時に「国の会計検査から指摘

したことはありません」と記載しておったんで

すよ。ところが、決算が終わって承認が終わっ

たら、後から、やっぱり出てきましたと、これ

はどういうことかとなるわけですよ。

これは部長、もともと農水経済委員会におき

ましては、予算上指摘されたことはしっかりと

報告してもらわんといかんわけですよ。言いた

くなかったけれども、それはゆゆしき事態だか

ら、国の返還命令も出ているわけだからね。こ

ういったことはしっかりと委員会におきまして

指摘されたことはちゃんと報告してもらわんと

いかんわけですよ。予算上ね、それは。これは

部長が来る前の問題だから、次長がしっかりと

答えてくださいよ。

これについては、委員会が始まる前に委員の

皆さん方、委員長に報告して、それについて謝

罪の一言や二言あるかと思ったけど、なかった

から私は言っているわけです。次長、答えてい

ただけませんか。

【西水産部次長】会計検査からの指摘について

は、非常に重要な問題でございますので、その

内容について適切な時期に委員会に報告するも

のであると認識しております。

決算委員会の時点では、会計検査院からの指

摘が、まだ継続中ということで確定しておりま

せんでしたのでご報告ができませんでしたけれ

ども、今回の部長説明で会計検査院からの指摘

が確定しましたので、詳細に報告、説明をさせ

ていただくようにしておりますので、そういう

ことでご理解をいただきたいと思っております。

【山田(博)委員】 いいですか、予算決算委員会
の中で何と言っているかというと、「会計検査

院の平成30年度決算報告において指摘された
ものは該当ありません」と。平成30年に指摘さ

れているじゃないか。正式に出てないことがあ

ったかもしれないけれども、指摘はその時にさ

れているんだよ、これは。終わってから、後か

ら、後出じゃんけんじゃいかんと私は言ってい

るわけだよ。ここに明確に書かなくても、委員

長、副委員長に、こういったことで指摘されて

いるけれども、今は報告はされてませんという

ことになったら私も納得できるわけだよ。後か

ら、決まりましたからこうですと、指摘は実際

されているんだから。

あなた方がそういった考えだったら、別の角

度で財政当局なり知事にお聞きしたいと思いま

すよ。その見解は今も変わらないということで

理解していいんですね。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時１８分休憩 ―

― 午前１１時２４分再開 ―

【近藤分科会長】 分科会を再開します。

【西水産部次長】会計検査院からの指摘の情報

に関する取扱いについては、いろいろ確認しな

ければいけないことがございますので、どの程

度までできる、できないというのは、改めて会

計検査院とお話をさせていただいた上で水産部

として対応してまいりたいと考えております。

【山田(博)委員】 西次長ね、これはやはり県の
中で統一した見解をまとめていただきたいと思

うんです。西次長が理解しているところと、総

務委員会では国境離島新法の国の会計検査院か

ら指摘された金額まで公表されておりますから。

それはなぜかというと、私が本会議で、予算

決算委員会で確認して金額も出たんです、出た

んですよ、事業名も出たんです。そういうこと

がありますから、国の会計検査院の基準という

のはあるかもしれませんけど、そこは長崎県内
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で統一した見解をまとめていただいて、今後、

会計検査院の、どこまで公表できるかというの

は、水産部のみならず、全庁的な公表基準を県

としてしっかり協議してもらって取り組んでい

ただきたいと思っておりますので、どうぞよろ

しくお願いしたいと思います。

水産部次長として言っていることは、一定理

解できるんですけど、他の委員会では、予算決

算委員会でそういったことが実際あったものだ

から、それで指摘をさせていただいているとい

うことでご理解いただきたいと思います。よろ

しくお願いしたいと思います。

【近藤分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第122号議案のうち関係部分、第124号議案の
うち関係部分、第156号議案のうち関係部分及
び第157議案のうち関係部分については、原案
のとおり可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、原案のとおり、それぞれ可

決すべきものと決定されました。

午前中の審査は、これにてとどめ、午後は1
時30分から再開し、請願審査を行います。
しばらく休憩いたします。

― 午前１１時２６分休憩 ―

― 午後 １時２９分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

これより請願審査を行います。

第7号請願「我が国の領海・排他的水域内で
の安全な漁業活動の実現を求める意見書提出に

ついての請願」を議題といたします。

紹介議員から説明をお願いします。

【山本(啓)委員】 本請願の紹介議員を務めさせ
ていただきます山本啓介でございます。大場議

員とともに紹介議員に名前を記載させていただ

いております。

委員長にお許しをいただき、各委員に貴重な

お時間をいただきましたので、請願の趣旨につ

いて簡単に説明をさせていだたきます。

まずもって、貴重な時間をいただきましたこ

とに心から御礼を申し上げます。

本請願の趣旨は、まずは、我が国の漁業者を

守っていただきたいと、それがまさしく趣旨の

本丸であります。現在、日本領海内に中国の海

警局の公船等、そういった中国軍に所属すると

思われる船舶から我が国の漁業者が追尾を受け

たり、威圧的な行動を受けたり、そういった被

害が出ております。

その事柄につきまして、我が国政府または水

産庁の取組は、あろうことか、我が国の漁業者

に対しての経済活動の制限を促すものばかりで

ありまして、国の立場として、漁業者の安全確

保や中国政府に対する意見等々については、報

道されておりません。

長崎県は、多くの国境に面した離島を有した

おります。漁業者の水産活動、経済活動が抑制

されることなく、安全と安心の漁業活動が担保

されるように、本県としても国へ強く求めてい
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ただきたいと、そういった趣旨の請願でござい

ますので、委員各位の慎重の上の審査において

ご理解いただきますことを心からお願い申し上

げまして、紹介議員からの説明にさせていただ

きます。

どうぞ、よろしくお願いいたします。

【近藤委員長】 この際、お諮りします。

請願人から趣旨説明を行いたい旨の申出があ

っておりますが、これを許可することにご異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、請願人の趣旨説明を許可いたします。

なお、請願人に申し上げますが、趣旨説明は

5分以内で簡単にお願いいたします。
しばらく休憩します。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 １時３２分休憩 ―

― 午後 １時３４分再開 ―

【近藤委員長】 委員会をいた再開します。

  これより請願についての質疑を行います。

質疑はありませんか。

【山田(博)委員】 この請願の趣旨はわかりまし
たが、現在、長崎県水産部で、この請願を事前

にいただいた中で現状をどのように把握してい

るのかということをお尋ねしたいと思います。

日本の領海というのは、大和堆とかなんかあ

りますけど、これは日本海といっても、長崎県

は国境の島を抱えている県なんですから、こう

いった指摘されている国々に一番近い県の一つ

でありましてね、県としてどのように認識され

ているのか、まずお尋ねしたいと思います。

【岩田漁業振興課長】 まず一つ、尖閣諸島、あ

るいは大和堆ですけれども、実際、関係者に聞

き取りをいたしましたところ、ここの海域まで

行っている本県の漁業者は、現在、いないとい

うことでした。

ただ、山田(博)委員がおっしゃったとおり、
本県海域のすぐ横にはＥＥＺラインが設定され

ております。壱岐も五島も、すぐ近いというの

が現状でございます。漁業者の方々は漁業に行

かれた時に、そこの脅威といいますか、向こう

の船が来ていれば、すぐ通報されますし、本県

も九調、あるいは水産庁に外国船がいるよと通

報するということで、今はそういう状況でござ

います。

最初に戻りますけど、尖閣と大和堆に行って

いる船はいない。ただし、近くのＥＥＺライン

では、本県の漁業者の皆さんが操業されている

という状況でございます。

【山田(博)委員】 だから、ＥＥＺの近海で我が
県として同様な話がきているのか、きてないの

か。きてるんだったら相談件数、事案をどのよ

うに把握しているのかということをお尋ねした

いと思います。

【岩田漁業振興課長】具体的な相談はございま

せん。一つは中国並びに韓国との間で排他的経

済水域の境界線の確定を早く行ってくれという

要望は常々ございます。それで、県としても政

府施策要望で要望させていただいているところ

でございます。

【山田(博)委員】 要望はわかるんです。だから
具体的に、例えば、壱岐の漁業者からどれだけ

の相談がきているとか、対馬の漁業者からどれ

だけきているとか。

私もそういった皆さん方に聞いたら、アナゴ

漁だって、中国のタンカーとか来て、いろいろ

クレームがきたじゃないか。そういった具体的

なことを示してもらいたいと言っております。
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紹介議員と、あと日本会議の長崎の方々は、

例えて言っているわけですよ。我が長崎県の近

海でも起こるおそれがあるんじゃないかと心配

しているんですよ、これは。本来であれば漁業

団体の方から出んといかんわけですよ、本当は、

請願というのはね。それをこういうふうに日本

会議の方が志を持ってやっているわけですから、

誠意を持ってしっかりとお答えいただきたいと

思います。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 １時３８分休憩 ―

― 午後 １時３９分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【松本漁業取締室長】 漁業取締船は5隻保有し
ておりまして、漁業取締船が日常パトロールし

ている中での外国漁船の目撃情報は近年ござい

ませんが、外国漁船監視事業という国の事業が

ございまして、それが昨年の情報でございます

が、令和元年度は延べ267隻の漁船が監視事業
を行っておりますが、その中で外国漁船を発見

したという通報が6件、うち中国漁船らしいも
のが5件、不明が1件という情報があげられてお
ります。

【山田(博)委員】 漁業振興課長、今の情報を共
有しているか、共有してないか、そこだけお答

えください。

【岩田漁業振興課長】申し訳ありません。今の

情報は共有しておりませんでした。

【山田(博)委員】 水産県長崎県ということで、

北村専務ね、あちらに座っている水産部長は水

産庁から来ていただいているんです。

私は、水産庁から立派な方が来てもらってい

る中、情報を共有していないというのはどうい

うことかと。水産県長崎県としてものすごく恥

ずかしい、情報共有してないということは。そ

こを今後はしっかりとしていただきたいと思い

ます。

そこで、漁業取締室長にお尋ねしますけれど

も、漁業の違法行為は水産庁の取締船が取り締

まるんですが、水産庁の船が日本国内の漁船に

退去命令をしなさいと、日本の領海にもかかわ

らず、こういうことはいかがなものかと思うん

です。まさか長崎県の漁業取締船も同じ姿勢、

こういったことがあった場合には同じ姿勢をと

るのか、とらないのか、そこだけお尋ねしたい

と思います。

【松本漁業取締室長】長崎県の地方公務員に漁

業取締りの権限はございませんが、もしそのよ

うな通報があって、取締船がその現場に居合わ

せた場合には、まず、我が国の漁船の安全確保

が第一と考えておりまして、その場にいて水産

庁や海上保安庁に直ちに連絡をするというふう

な体制を考えております。

【近藤委員長】請願だから、質問はまた委員会

の中でやってください。（発言する者あり）あ

る程度簡潔な質問でお願いします。

【山田(博)委員】 漁業取室長ね、請願人からこ
ういった趣旨で請願がきたけれども、長崎県の

漁業取締室は安全確保ということで、委員会で

どういった文章を書くかというのは、今から意

見交換をせんといかんわけですよ。

その中で、長崎県の漁業取締船がそういった

ことに遭遇した時には安全確保上、通報すると。

通報するということは、ただ単に見守るだけな

んですか。この中に法整備とかなんかもうたわ

れているから、事実をしっかりと把握した上で、

委員会で中身をどのように記載していかんとい

かんかというのは大事なところだから。それは

例えばガイドラインで決まっているのか、国か
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ら、これ以上はするなと言われているのか、そ

こをしっかりと言っていただかないと、意見書

を提出する際に書きっぷりというのがあるから、

そこを詳しく説明していただけますか。

【松本漁業取締室長】先ほども答弁させていた

だきましたとおり、県の漁業取締船には外国漁

船を取り締まる権限が法令上与えられておりま

せん。

【山田(博)委員】 なるほどね。権限が与えられ
てないということで、じゃ、日本会議の北村専

務ですね、実は今通報するしかないという状況

でございますので、漁業取締りの現状はどうい

う状況かというと、違法操業があった場合には

…

【近藤委員長】山田(博)委員、今、請願だから、
そこまであれじゃなくて、この請願を通すか、

通さないかをこの委員会でやっているから。

【山田(博)委員】 通すのは通すんだよ。
【近藤委員長】そしたら、その議論はまた後で

やってください。今は、この請願を通すか、通

さないかを。

暫時休憩します。

― 午後 １時４４分休憩 ―

― 午後 １時４５分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【山田(博)委員】この請願は、実情というのは、
今、幾つか質問させていただきましたけれども、

法が十分整備されていないということがわかり

ましたので、改めて認識させていただきました

から、この意見書の中に、そういった状況を踏

まえた上でしっかりと記載してもらうように取

り組まないといけないということを確認させて

いただきましたので、質問を終わりたいと思い

ます。

【近藤委員長】 ほかに質問はありませんか。

【坂本(浩)委員】水産部でこの件に関して、今、
現状についてやりとりがありましたけど、漁業

者の皆さんの要望も踏まえて、国に対して、政

府に対して要望活動をやっていると思うんです

けれども、その内容を確認させてください。

【岩田漁業振興課長】先ほどちょっとだけ申し

ましたけれども、まず一つは、「中国及び韓国

との間で排他的経済水域の境界線の画定を行う

とともに、その実現までの間は日中・日韓暫定

措置水域等における資源管理措置の早急な確立

を図ること」。もう一つ、「また、我が国排他

的経済水域における中国及び韓国漁船の操業条

件を見直すとともに、引き続き取締の強化を図

ること」という政府施策要望を出しております。

【坂本(浩)委員】 わかりました。
それで、請願人の方にも質問をちょっとした

いんですけど、いいですか。

【近藤委員長】 はい。

【坂本(浩)委員】 では、請願人の方にちょっと
お伺いします。

請願項目にある、主に請願の趣旨は、日本政

府に対して強く働きかけるということと、法整

備、海上警備の一層の強化ということでありま

すけれども、もちろん、外交ルートできちんと

働きかけなければいけないということは十分に

理解をします。

法整備、海上警備の一層の強化ということに

ついては、今、水産部の方からも答弁がありま

した、いわゆる取締りをきちんと強化するため

の趣旨というふうな理解でよろしいでしょうか。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 １時４８分休憩 ―

― 午後 １時４８分再開 ―
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【近藤委員長】 委員会を再開します。

【坂本(浩)委員】 了解いたしました。
【近藤委員長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

暫時休憩いたします。

― 午後 １時４９分休憩 ―

― 午後 １時４９分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

第7号請願「我が国の領海・排他的水域内で
の安全な漁業活動の実現を求める意見書提出に

ついての請願」を採択することにご異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第7号請願は、採択すべきものと決
定されました。

ただいまの請願の採択に伴い、その趣旨に沿

って本委員会から意見書（案）提出の動議を提

出することにいたします。

意見書（案）を配付いたします。

しばらく休憩します。

― 午後 １時５０分休憩 ―

― 午後 １時５０分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

これについて何かご意見はありませんか。

【山田(博)委員】 先ほど私が言った外国船を取

り締まるというのは、あくまでも海上保安庁の

船と水産庁と県の漁業取締室とあるわけね。や

はり長崎県も事例があったことをここに書き加

えるとか、やっぱりそこを具体的に、離島県長

崎県、水産県長崎県ですから、長崎県の事情も

記入すべきじゃないかと私は思うわけです。そ

うすることによって信憑性というのが長崎県と

してご理解いただけるんじゃないかと思います。

もう一つ、先ほど、長崎県の漁業取締船とい

うのは、権限が与えられていないということで

ありますから、そこをきちんと、水産庁の取締

船も、また海上保安庁の船も、広い海域ではな

かなか対応できないということでありますから、

長崎県の漁業取締船にもある程度の権限を与え

るようにしていただかないと、今はできないと

いう形ですから、そこも書き加えていただきた

いと思うわけでございます。

なぜならば、先ほど、漁業取締室長からいみ

じくもそういった話が出たわけですから、そこ

をしっかりと記入していただきたいと思います。

【近藤委員長】 ほかにご意見はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかにご意見がないようですの

で、お諮りします。

本提案のとおり、意見書を提出することにご

異議ございませんか。

【山田(博)委員】 先ほど、委員長としては、こ
の案は、長崎県の実情を入れるということで理

解していいんですか。先ほど、私は2点のこと
を言いましたけれども、それを入れずに、この

案のままでいくということですか、修正、書き

加えないということですか。

暫時休憩します。

― 午後 １時５３分休憩 ―
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― 午後 １時５７分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

よって、ただいまの趣旨に沿って本委員会よ

り意見書（案）を提出することにいたします。

なお、意見書文案の作成等については、いか

がいたしましょうか。

【山田(博)委員】 先ほど休憩中にいろいろ議論
させていただきましたけれども、私としては、

この趣旨には賛同するというのは理解していた

だきたいと思います。

この中に、日本会議長崎の方が出された趣旨、

また、先ほど理事者に質問させていただいた中

に、長崎県内でも、過去、そういった事案が数

件ありましたので、もっと具体的に書いていた

だきたいというのが一つあります。

もっと言いますと、一番大事なことは、現在、

長崎県の漁業取締船が外国船に対していろいろ

な権限が与えられてないと、ただ単に通報する

と、通報するだけの状況しかなければ、この広

い海域の中で、日本、また長崎の漁業者を守る

上で法整備を一歩も二歩も早く進めないといけ

ないわけですから、ぜひともそういった主張を

入れていただきたいと思います。あとは正副委

員長がどのように考えるのか。少なくとも、私

は、漁業取締船の権限を強化する法整備を意見

書として盛り込んでいただきたいということを

主張して、終わりたいと思います。

【近藤委員長】 承っておきます。

それでは、正副委員長一任でよろしいでしょ

うか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】それでは、正副委員長にご一任

いただきたいと思います。

それでは、第7号請願の審査を終了いたしま

す。

請願人におかれましては、大変お疲れさまで

ございました。本委員会を代表いたしましてお

礼を申し上げます。ありがとうございました。

請願人にはご退出をお願いいたします。

休憩します。

― 午後 １時５９分休憩 ―

― 午後 ２時 ９分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

次に、委員会による審査を行います。

議案を議題といたします。

水産部長より総括説明をお願いします。

【斎藤水産部長】 それでは、資料は「農水経済

委員会関係説明資料」と、同資料の「追加1」
がございますが、お手元にご用意いただければ

と思います。

まず、説明資料の1ページをお開きください。
初めに、水産部関係の議案について、ご説明

いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第153号議案「長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025」についての関係部分であります。
計画議案について、ご説明いたします。

第153号議案「長崎県総合計画チェンジ＆チ
ャレンジ2025」については、長崎県行政に係る
基本的な計画について議会の議決事件と定める

条例第2条の規定により、議会の議決を得よう
とするものであります。

これは、県議会をはじめ、県民の皆様からご

意見をいただきながら検討を進めてまいりまし

た新たな総合計画について、名称を「長崎県総

合計画チェンジ＆チャレンジ2025」として、
「人・産業・地域を結び、新たな時代を生き抜

く力強い長崎県づくり」を基本理念に、10の基
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本戦略を柱とする、令和3年度から5か年の計画
として策定しようとするものであります。

なお、基本戦略のうち水産部関係部分では、

基本戦略1－1「若者の県内定着、地域で活躍す
る人材の育成を図る」において、漁業の魅力や

就業者情報の発信と受入体制の強化を推進する

こととしております。

基本戦略2－3「環境変化に対応し、一次産業
を活性化する」においては、漁業者の経営力強

化や資源管理の推進と漁場づくりのほか、養殖

業の成長産業化や県産水産部の国内外における

販売力の強化などに取り組んでまいりたいと考

えております。

また、基本戦略3－1「人口減少に対応できる
持続可能な地域を創る」においては、地域の活

力と魅力にあふれる漁村づくり等に取り組むこ

ととしております。

こうした施策を積極的に推進し、県民の皆様

と一体となって力強い長崎県づくりを進めてま

いりたいと考えております。

続きまして、議案外の主な所管事項について、

ご説明いたします。

今回、ご報告いたしますのは、次期長崎県水

産業振興基本計画について、令和3年度重点施
策、日中・日韓水産関係交流について、長崎県

水産業就業者支援フェアについて、研究事業評

価について、事務事業評価の実施について、新

たな行政改革に関する計画素案の策定について、

「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の

達成状況について、会計検査院の「令和元年度

決算検査報告」についてであります。

このうち、主な事項について、ご説明いたし

ます。

まず、説明資料の2ページをお開きください。
次期「長崎県水産業振興基本計画」について

は、県総合計画の個別計画として9月の委員会
におきまして計画骨子案をお示しし、6つの基
本目標や、それに沿った事業群、さらに、計画

の基本構成等について、ご説明したところです。

その後、基本施策の内容を盛り込んだ素案に

ついて、学識経験者、公募委員等で構成する検

討委員会においてご意見をいただき、現在、パ

ブリックコメントを実施しております。

6つの基本目標とそれぞれの主な施策につき
ましては、「1 漁村地域の生産力を支える多様
な人材の確保・育成」として、漁業の魅力や就

業情報の発信と受入体制の強化、外国人材の地

域における活躍に向けた受入促進等を、「2 環
境変化に強く収益性の高い魅力ある漁業経営体

の育成」として、県独自の「地域別施策展開計

画」による効果的な施策の実践や収益性の高い

モデル経営体の育成と普及、スマート水産業の

推進等を、「3 資源管理の推進による水産資源
の持続的な利用と漁場づくり」として、新たに

策定する資源管理方針に基づく漁業者の自主的

な管理の高度化、漁場環境の変化に対応した漁

場造成等を、「4 養殖業の成長産業化」として、
輸出など新たな需要に対応した漁場再編や販路

拡大の推進を、「5 県水産物の国内外での販売
力強化」として、県産水産物の消費拡大や海外

市場での競争力強化、高度衛生管理体制の構築

等を、「6 多様な人材の活躍による漁村の賑わ
いや活力創出」として、漁村への人の呼び込む

仕組みづくりや漁村全体で稼ぐ仕組みづくり、

異業種との連携、浜の環境整備などに取り組む

こととしております。こうした施策の取組によ

り、基本理念（案）としております「多様な人

材が活躍し、環境変化に強い持続可能な水産業

と賑わいのある漁村づくり」を進めてまいりま

す。
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今後も、引き続き、県議会や有識者懇話会の

ご意見をお伺いするとともに、パブリックコメ

ント等により県民の皆様の声をお聞きしながら、

今年度中の計画策定に向けて検討を進めてまい

ります。

続いて、説明資料「追加1」の1ページをお開
きください。

令和3年度重点施策。
令和3年度の予算編成に向けて「長崎県重点

戦略（素案）」を策定いたしました。これは、

来年度が初年度となる新しい長崎県総合計画に

掲げる目標の実現に向けて、令和3年度に重点
的に取り組もうとする施策について、新規事業

を中心にお示ししたものであります。

このうち、水産部の予算編成における基本方

針及び主要事業について、ご説明いたします。

基本方針としましては、総合計画のアクショ

ンプランとして今年度策定しております「長崎

県水産業振興基本計画」における6つの基本目
標を柱として、漁村地域の生産力を支える多様

な人材の確保・育成、環境変化に強く収益性の

高い魅力ある漁業経営体の育成、資源管理の推

進による水産資源の持続的な利用と漁場づくり、

養殖業の成長産業化、県産水産物の国内外での

販売力強化、多様な人材の活躍による漁村の賑

わいや活力創出に取り組みます。

特に、令和3年度は、収益性の高いスマート
な経営モデルの確立のため関係機関が連携して

経営指導を行うとともに、最先端の漁労技術や

ＩＣＴ技術を使用した漁労機器導入を進めなが

ら、地域を担う中核的な漁業経営体の育成を図

り、漁業所得の向上につなげてまいります。

なお、それらを支えるため、「浜の活力再生

プラン」や「地域別施策展開計画」を基軸とし

た漁協等が行う計画的な施設整備に対する支援

や、国の水産政策の改革に沿った漁業者が取り

組む資源管理目標の設定と、検証・目標達成の

ために実施する取組に対する支援、漁業者、行

政、研究機関が連携し、藻場回復技術の普及啓

発や自立型母藻供給体制等の実証を行い、漁業

者による藻場回復活動を支援します。

また、漁業就業者の確保・育成のため、就業

相談から技術習得、就業後の定着支援まで、段

階に応じた切れ目ない支援を行うとともに、漁

業・漁村の魅力発信や漁村への受入体制の強化

を図りながら人を引きつける漁村づくりを推進

します。

さらに、新幹線開業を見据えた観光客等によ

る県産水産物の消費拡大を図るため、長崎俵物

と長崎県の魚愛用店の販促ＰＲ等を実施すると

ともに、水産加工品の商品力の向上や新たな需

要を取り込むための設備投資、衛生環境の向上

等を支援します。

なお、令和3年度当初予算に係る予算要求状
況につきましても、併せて公表を行ったところ

であります。

これらの事業につきましては、県議会からの

ご意見などを十分に踏まえながら、予算編成の

中でさらに検討を加えてまいりたいと考えてお

ります。

続いて、再度、説明資料の6ページをお開き
ください。

会計検査院の「令和元年度決算検査報告」に

ついて。

去る11月10日、会計検査院から内閣に「令和
元年度決算検査報告」が送付され、その中で本

県の農業・食品産業強化対策整備交付金及び農

山漁村6次産業化対策整備交付金事業について
指摘がなされております。

農業・食品産業強化対策整備交付金の指摘は、
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平成28年度に佐世保市が、佐世保市地方卸売市
場水産市場内に3台ある鮮魚の自動選別機のう
ち1台を入替整備したもので、「佐世保市が、
本件交付金事業の事業実施計画の策定に当たり、

選別機の性能や人員の増員とそれに伴う人件費

の負担等を踏まえた検討を行うことなく、使用

する必要のない古い選別機を引き続き使用する

として移設したが、一度も使用せず放置してお

り、移設にかかる交付対象事業費が過大となり、

これに係る交付金相当額117万6,618円が不当
と認められる。」というものであります。

このような事態が生じたのは、佐世保市にお

いて、事業実施計画の作成に当たり選別機の使

用についての検討が十分でなかったこと、県に

おいて本件交付金事業の審査が十分でなかった

ことが原因と考えております。

今後は、事業実施予定者に対して本交付金事

業に係る計画策定の検討を十分図るよう指導す

るとともに、審査を十分行い、再発防止を図っ

てまいります。

次に、農山漁村6次産業化対策整備交付金事
業の指摘は、平成28年度に新上五島町所在の会
社が長崎市内に水産加工施設を整備したもので、

「会社は、実施設計に記載されていない機器等

を追加して整備工事を実施し交付対象事業費と

して算定したが、当該機器等は交付の対象とな

らないものであったこと、また、交付対象外で

ある機器等の設置面積を交付対象施設の面積に

含めて交付対象事業費を算定していたこと、さ

らに、電解水生成装置について変更前の機器に

基づき交付対象事業費に算定したことにより、

交付対象事業費が過大となり、これに係る交付

金相当額639万6,945円が不当と認められる。」
というものであります。

このような事態が生じたのは、会社において

交付金事業の理解が十分でなかったこと、県及

び長崎市において本件交付金事業の審査及び会

社に対する指導が十分でなかったことが原因と

考えております。

今後は、事業実施予定者に対して本交付金事

業の周知徹底を図るとともに、指導、監督等を

十分に行い、再発防止を図ってまいります。

その他の事項の内容については、記載のとお

りであります。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【岩田漁業振興課長】 9月28日に開催されまし
た農水経済委員会におきまして、山田(博)委員
から、長崎県漁業調整規則の改正に関連いたし

まして、的確性を有しないものの規定に暴力団

員等である場合が追加されているが、どのよう

にしてチェックするのかという質問をいただき

ました。それに対しまして、私から、「県警と

相談をさせていただいております」と答弁をし

たところですが、確認したところ、この時点で

は、まだ相談をしておりませんでした。大変申

し訳ありませんが、訂正をお願いいたします。

なお、県警の方とはすぐに相談させていただ

きまして、県警側より的確性の判断に必要な暴

力団関連の情報について提供を行う旨の回答を

得ているところでございます。

【近藤委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議題に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【山田(博)委員】 この議案にありますことでち
ょっとお尋ねしたいと思うんですが、第153号
議案「長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ

2025について」です。これは次期長崎県水産振
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興基本計画と同じ位置づけということで理解し

ていいんですね。それをお尋ねしたいと思いま

す。確認でございますので、よろしくお願いし

ます。

【小田口漁政課長】総合計画は県政運営の基本

方針とともに、県全体の施策体系を示すもので

あります。一方、水産業振興基本計画、いわゆ

る個別計画は、特定の分野や政策課題について、

総合計画で示した方向性に沿って、より具体的

な施策や事業を推進するために策定するものと

なっております。

【山田(博)委員】 総合計画なり振興計画におい
て、実は、他の部の分野もいろいろと確認させ

ていただいているんですが、水産加工流通課長、

以前、ヨーロッパに輸出拡大をずっとやってい

くということで調査業務委託をされております

ね。あれはグローバル化を目指した対応という

ことで理解していいと思うんですが、現在、総

合計画にもそういったことはしっかりとうたわ

れているのか。産業労働部における産業振興プ

ランにおきましては、前期の分にはＴＰＰ11の
ことを書いてたんですね。今回はそれは書いて

ないということで、日ＥＵ・ＥＰＡとかなんか

にもこれから取り組んでいくということで記載

を加えていきたい、検討していきたいというこ

とでありました。

私が確認しているところ、現時点でそういっ

たところの取組み姿勢が見当たらないんですけ

れども、その方向性についてどのような考えを

持って取り組まれていこうとしているのか、聞

かせていただきたいと思います。

【齋藤水産加工流通課企画監】まず、輸出につ

きましては、非常に重要な施策の一つであると

認識しておりまして、今後も引き続きやってい

くべきということで認識しているところでござ

います。

そのような中で、現在、振興計画の見直しを

しているところでございますけれども、前回に

つきましては、まだ輸出の体制がしっかりでき

ていないということもございまして、そういっ

たところの体制づくりがメインということでつ

くってきたところでございますけれども、今度

の新しい計画におきましては、体制も徐々にで

きつつあるということもございますので、改め

て今度は少し相手国のニーズに合った商品づく

りであるとか、そういったところでの取組を進

めようと考えておるところでございます。

なお、議員がご指摘がございましたＥＰＡ関

係の記述というのは、確かにご指摘のとおり、

現在では計画案の中に書いていないというよう

な状況にございます。

【山田(博)委員】 そういったところはきちんと
具体的に議論をしてやっていかないといけない

わけでございまして、産業労働部はそういった

ことを明確にしていくと。明日から審議される

農林部におきましては、具体的に「グローバル

化の対応」ということで記載しておりますので、

そこはしっかりと取り組んでいただきたい。

というのは、国内で食料需要が低下するとと

もに、世界の食料需要が増加するという見解を

持って農林部はやっているわけですね。この見

解というのは、同じ長崎県で農林部がそういう

見解を持っているのであれば水産部も同じでし

ょうからね。農林部がこういうふうにしっかり

やろうとしているのに、肝腎要の水産部が書か

ないというのはいかがなものかとなりますから、

そこはしっかりと議論していただきたい、また、

それを付け加えていただきたいなと思っており

ますので、どうぞよろしくお願いいたします。

見解があるんだったらどうぞ。
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【吉田水産加工流通課長】委員ご指摘のとおり、

そういう環境を踏まえながら輸出の振興を図っ

ていかなければいけないと私どもも考えており

ます。

1点だけ補足をさせていただきます。
長期計画の102ページ目でございます。ここ

の中で「環境変化に対応し、一次産業の活性化

を図る」ということで、「1. 将来像」、「2.
背景」という記載がございますが、よろしいで

しょうか。

この基本戦略の中で、将来像、あと具体的な

取組を記載した背景というところがございまし

て、前回につきましては、まだまだそういった

協定、条約関係が未発効でございましたが、現

状におきましては、「現状と時代の潮流」の1
番目に、ＴＰＰ11、日ＥＵ・ＥＰＡ、こういう
ふうな国際化の進展というのが進んだというと

ころで、その具体的なことを備考欄に言葉で整

理をして、これを踏まえて取組の内容につきま

しては整理をしたという位置づけにさせていた

だいております。

補足でございました。

【山田(博)委員】 そういうことだけど、水産振
興基本計画というのがあるでしょう。それとこ

れは一致せんといかんわけですね。一致してい

るか、一致していないか、ちょっとお答えいた

だけますか。

【吉田水産加工流通課長】県の総合計画の個別

計画として水産業振興基本計画は位置づけてお

りますので、こうした県の総合計画の中で整理

されたことに基づいて具体的にさらに取り組む

べきところを基本計画で整理させていただいて

いるということでございます。それぞれ整合は

図らせていただいていると認識しております。

【山田(博)委員】 この水産振興基本計画の素案

の何ページに具体的に書いているんですか。

【吉田水産加工流通課長】総合計画の中でこう

いうふうに背景を含めまして整理をさせていた

だいておりますので、それに基づいて計画とい

うことに、具体的に細部にわたってこういった

内容をそのまま同じように記載している箇所は、

申し訳ございませんが、ございません。

【山田(博)委員】 総合計画には書いていますけ
れども、あなた方は総合計画は総合計画、基本

的にこれから5年間の水産業を振興する具体的
なプランというのは振興計画でしょう。今回、

素案に目を通してくださいというレベルですけ

れども、それを今記載をしているかというと、

記載が具体的にあるか、ないか、明確に答えて

いただけませんか。何かオブラートに包んだよ

うな答弁じゃいかがかと思いますから、してい

るか、してないか、そこだけお答えください。

【吉田水産加工流通課長】記載はしておりませ

ん。

【山田(博)委員】 でしょうが。総合計画だけで
もそうだけれども、漁業振興課長、何か答弁し

たいんですか。

それで、幾つかまた具体的に総合計画の中で

お尋ねしますけれども、今度新たに五島沖に国

直轄の大規模な魚礁整備がありましたけど、今

回、総合計画に大規模な国による直轄事業とい

うのは議論されているのか、されてないか。そ

こをちょっとお尋ねしたいと思います。

それに伴いまして、魚礁を造りますね。魚礁

を造った時に、場所によっては他県の漁業者が

来る場合もあるわけね、まき網とかね。そうい

ったところはちょっと調整をしながら配置を考

えているのか、そこを含めてお答えいただきた

いと思います。

というのは、長崎県の、国の予算もそうです
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けれども、魚礁を県営事業でやっているとか、

わざわざ県費を使ってしているのに、他県から

来て、すばらしい漁場で他県の大型まき網船が

操業するのはいかがなものかという声も上がっ

ているものですから、それで質問させていただ

いているわけでございますので、よろしくお願

いします。

【内田水産部参事監】こちらの「チェンジ＆チ

ャレンジ2025」の107ページをご覧ください。
この107ページの②「水産資源の維持・増大

のための適切な資源管理の推進と漁場づくり」

とあります。これは県営や市町営の事業、それ

と直轄事業も含めて本県の沿岸と沖合でどのよ

うに漁場づくりをしていくのかという基本的な

方向性を述べているものです。

その3行目に「沖合の基礎生産力の増大によ
る漁場づくりを推進します」とあります。ここ

は国の直轄フロンティア事業を想定して、ここ

に直接事業名を書くより、ここには意味を書い

た方がいいのかなと思いましたので、ここはこ

のような表現で書かせていただいております。

それと、フロンティア漁場、あと県営でもマ

ウンド魚礁の整備をしておりますけれども、基

本的にはまず地元の要望をよく聞いて、そのよ

うな中で、どこであれば基礎生産力が高まるの

かということを考えて配置の計画を立てており

ます。基本的には地元の要望をよく聞いている

ということですので、まず、そのように配置を

すると。

ただ、公共事業で造るものですので、ここは

入っちゃいけないであるとか、そういうことは

なかなか言えないんですけれども、基本的には

長崎県から国にお願いするということであれば、

我々としては、まず長崎県の漁業者さんの意見

を聞いてお願いするということでこれまでもや

っております。

【山田(博)委員】 わかりました。しっかりとこ
ういったことに取り組んでいただきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

私ばかり質問できませんので、一旦終わりた

いと思います。

【近藤委員長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了します。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第135号議案のうち関係部分は、原案のとお
り可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、原案のとおり、可決すべき

ものと決定されました。

次に、漁政課長より補足説明を求めます。

【小田口漁政課長】 それでは、私の方から「長

崎県水産業振興基本計画素案」について、ご説

明いたします。

補足説明資料6及び7をご用意いただきたい
と思います。資料は横長の素案の概要と厚い素

案本体の2種類でございますが、今回は横長の
素案の概要で説明をさせていただきます。

前回の委員会で水産業の現状と基本計画の骨

子についてご説明させていただきましたが、今

回は素案の概要について説明いたします。

1ページをご覧ください。
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まず、基本理念については、「多様な人材が

活躍し、環境変化に強い持続可能な水産業と賑

わいのある漁村づくり」としております。

計画の期間は、県総合計画と同じく令和3年
度から7年度の5年間でございます。
素案の構成といたしましては、第1章から第4

章までは、前回、骨子でご提示いたしました内

容を取りまとめたものであります。第5章は、
漁業、養殖業、加工・流通の部門別取組方針。

第6章は、県内を8海区に分けて、それぞれの海
区の取組方針を取りまとめました。第7章は、
試験研究の取組方針。第8章は、参考資料とし
ております。ポイントといたしましては、前回

お示しした内容を6つの基本目標に取りまとめ
たもので、ここに記載のとおりでございます。

2ページをお開きください。
第1章、第2章に記載しております現計画の目

標値につきましては、達成状況を抜粋したもの

でございます。前回ご説明のとおり、基本目標

においては、海面漁業生産量、生産額、漁業就

業者数は達成が難しくなっておりますが、養殖

業生産額、輸出額は目標を達成している状況で

ございます。単年指標は、概ね目標を達成して

おります。

3ページをお開きください。
第3章の課題につきましては、前回、お示し

した課題を6つの基本目標に再構成したもので、
記載のとおりでございます。

4ページをご覧ください。
次期計画の体系図でございます。前回お示し

した骨子からの変更点としましては、試験研究

部門は、各部門や海区別の取組を技術的側面か

らサポートすることから、部門別から独立して

第7章として章立てして記載することにいたし
ました。

5ページをご覧ください。
第4章における基本目標、事業群につきまし

ては、抜粋して記載しております。

まず、総合計画の「ひと」に該当するものと

いたしましては、基本目標1の人材確保育成を
掲げ、事業群として情報発信と受入体制の強化、

外国人材の活躍として具体的な取組を記載して

おります。

「しごと」の部分といたしましては、基本目

標には、経営体育成、3は資源管理と漁場づく
り、4は養殖業の成長産業化、5は国内外での販
売力強化を掲げさせていただいております。

また、次期計画では、現計画では特出しして

おりませんでした「まち」の取組について、基

本目標6として「多様な人材の活躍による漁村
の賑わいや活力創出」を掲げております。

それぞれの事業群と主な具体的取組は、記載

のとおりでございます。

6ページをお開きください。
第5章から第7章の概要でございます。
第5章の部門別は、漁業、養殖業、加工・流

通の3部門について、「ひと」、「まち」、「し
ごと」の3つの柱に分け、事業群、具体的な取
組を整理しております。

また、これまでの成果を踏まえ、今後推進し

ていく取組等をピックアップし、コラムとして

掲載しております。

第6章の海区別は、県内8海区が抱える課題へ
の対策として、海区の特徴的な漁業種類、人材

確保と育成、漁村づくりについて、生産者、漁

協、行政機関等ごとに具体的な取組内容を整理

しております。

また、これまでの成果を踏まえ、今後推進し

ていく取組等をピックアップしてコラムとして

記載しております。
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7章の試験研究部門は、前章までの取組方針
の具体的な取組や水産業の振興策等を技術的側

面からサポートするため、5つの研究計画を掲
げ、具体的な内容を整理しており、こちらにも

成果や今後の取組をコラムとして掲載しており

ます。

それぞれ具体的な内容は、素案本体資料に記

載しておりますので説明を割愛させていただき

ます。

7ページをご覧ください。
次期計画の基本指標と関連指標の概要であり

ます。

8つの基本指標と関連指標について、それぞ
れ、「ひと」、「しごと」、「まち」と基本目

標に分類して整理しております。これらの指標

につきましては、総合計画とほぼ同様の指標で

ございますので、説明は省略させていただきま

す。

8ページをお開きください。
策定スケジュールでございます。現在、素案

をご説明いたしましたが、この内容について、

現在、パブリックコメントを募集しております。

議会のご意見やパブリックコメントの内容、各

団体の意見等を踏まえ、第3回検討委員会を得
て成案として取りまとめ、2月定例会に上程し
たいと考えております。

9ページをご覧ください。
成案では、検討委員会名簿とＳＤＧｓ目標の

説明、10ページの関連計画一覧のほか、語句説
明などを記載した参考資料等を取りまとめ、第

8章として掲載したいと考えております。
以上で説明を終わります。

【近藤委員長】以上で説明が終わりましたので、

次に、陳情審査を行います。

お手許に配付しております陳情書一覧表のと

おり、陳情書の送付を受けておりますので、ご

覧願います。

陳情書について、何かご質問はありますか。

【山田(博)委員】 まず、陳情番号の84番につい
て、「漁業組合が所有する、水産共同利用施設

の整備及び改修・改善等に対する支援について」

とありますが、実情を見ていると、なるほど、

おっしゃるとおりだなというのがあるんですが、

これはこれで支援制度をしてもらいたいという

ことであります。

これに関連して、以前、漁港施設と港湾施設、

漁港施設を漁業者が使う場合は料金は低額にな

っているということでしたが、港湾施設は、そ

れがなかなか、料金的に漁港施設とは違うとい

うことで以前も要望が上がりました。その時に

所管する土木部に減額を要請してくれというこ

とで話をしておりました。

その時にたしか新上五島町からそういった要

望が上がったと私は記憶しているんですが、そ

の要望も兼ねて今どのような状況になっている

のか、お尋ねしたいと思います。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時４５分休憩 ―

― 午後 ２時４６分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【橋本漁港漁場課長】委員ご指摘の件につきま

しては、水産部から土木部の関係部署に要請を

いたしましたが、港湾で造成する用地は補助で

はなく起債で整備をした土地ということで、使

用料はそれを償還するための財源になっており

ます。したがいまして、減免することはなかな

か厳しいというお話を聞いております。

【山田(博)委員】 わかりました。それはそれで
また別の機会に議論を進めていきたいと思いま
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すので、よろしくお願いします。

続きまして、陳情番号87番の「離島漁業再生
支援交付金制度の拡充・強化について」であり

ますけれども、この拡充・強化に関連して支払

方法とか時期はどのようになっているのかとい

うことをお尋ねしたいと思います。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時４８分休憩 ―

― 午後 ２時４８分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【山田(博)委員】 わかり次第、お答えいただき
たいと思います。

続きまして、「離島地域における燃油価格の

是正並びに農林漁業燃油高騰対策の更なる充実

について」とありますが、これに関してお尋ね

したいんですが、特に燃油高騰におきまして、

漁業の燃油というのは漁業経費の3割以上を占
めるということであります。

総合水産試験場長、聞くところによりますと、

漁業を営む時の船の船底に着いたフジツボをと

ると燃費がよくなるということで、そこに特殊

な塗料を塗ると、さらに燃費がよくなるという

ことで、窯業技術センターといろいろと調査し

てやっているということでありますけれども、

こういった陳情がきているわけですから、そう

いった技術を積極的に調査して、広く漁業者に

提案するなりを取り組んでいただきたいと思う

んですが、それについて見解を聞かせていただ

きたいと思います。

【中村総合水産試験場長】 平成30年に県の産
業振興財団を通しまして窯業技術センターに大

村の会社から、船底に着くカキやフジツボ、海

藻を防除する塗料を開発しているので協力をし

てほしいというご要請があったと伺っておりま

す。

窯業技術センターでは、材料の一部について

分析というか、粒度組成の調査をされたと、そ

れから販売に当たってのデザインについても協

力をしたというふうに伺っております。

船底にフジツボとかカキが着きますと、やっ

ぱり航行速度等に影響しますので、漁業者の方

は絶えず船底掃除をされたり重労働になってお

りますので、そういう塗料があれば少しでも作

業が軽減できるということで、そういう商品は

幾つか出回っているところでございます。

実は、窯業技術センターでは現在も船舶や構

造物に付着する汚れを低下させる研究が行われ

ておりまして、それに対応した人材も配置され

ているようでございます。

一方で、水産試験場は、どちらかと言えば生

き物を生かす業務が主になっておりますので、

有機物の反対語の無機物の材料に関する分野の

担当というのはおりませんけれども、船舶に付

着する生物についてのご相談とか問い合わせが

あれば私たちもできる範囲でご相談に乗って対

応していきたいと考えております。

【山田(博)委員】 ぜひそういうふうにやってい
ただきたいと思います。そういった話を聞いた

ものですから関連して質問させていただきまし

た。

この中で離島地域における揮発油税の減免と

ありますけれども、これに関して担当はどこに

なりますか、漁政課になりますか。漁政課長、

トリガー条項をご存じですか。トリガー条項で

今凍結されていまして、揮発油税の減免という

ことでありますけれども、県当局も要望を上げ

ておりますけれども、トリガー条項が離島地域

におきましては今凍結されていますから、それ

をぜひ適用できるように来年度の政府施策要望
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の中に含めて検討していただきたいと思うんで

すが、いかがですか

【小田口漁政課長】水産部から政府施策要望が、

軽油引取税とか石油石炭税については漁業者の

負担ということで要望しているところでありま

すが、揮発油税につきましては、今、手元に資

料がないので調べますけれども、担当部局とも

連携して対応していきたいと思っております。

【山田(博)委員】 ぜひお願いしたいと思います。
続きまして、22番に「漂流・漂着ごみ及び海

底ごみの処理への支援について」とありますが、

この漂着ごみの回収事業及び発生抑制事業の取

組に関して、現在、財政的な支援があるのか、

ないのか、そこをお尋ねしたいと思います。

【一丸漁港漁場課企画監】漂流・漂着ごみに対

する支援でございますが、メインとなりますの

は環境部で所管している事業がございまして、

そちらで各市町に様々な資金を出して、それを

活用して行うものがございます。

それ以外に、水産部では水産多面的機能発揮

対策事業というのがございまして、その中で各

浜の活動組織でごみを回収する事業がございま

す。

【山田(博)委員】 水産部として、海岸にどれだ
けの漂着ごみがあって、また、事業でどれだけ

回収されているのかということをお答えいただ

けますか。

【一丸漁港漁場課企画監】ごみの全量の把握は、

なかなか難しいところがあって、現状、十分に

把握できておりません。

【山田(博)委員】 ごみの量は把握できてなくて
も、回収事業の予算としてどういうふうにされ

ているのかということをお答えいただきたいと

思います。用意ができたら、またお答えいただ

きたいと思います。

続きまして、28番の「水産業の振興対策につ
いて」、甚大な被害を及ぼす赤潮災害の激甚災

害指定とか、赤潮による漁業損失の直接補塡と

あります。

今、長崎県の水産業の中で特にマグロ養殖が

盛んでございますが、このマグロ養殖におきま

して漁業共済の認定範囲が狭いですね、いまだ

に。要するに、認定がどこまでされているかと

いうことを説明いただけますか。

【渡邉水産経営課長】養殖の漁業共済について

ですけれども、現在、養殖共済は、件数として

は751件ございます。
【山田(博)委員】 751件がされているんでしょ
う。これは長崎県の漁業件数の中で養殖として

は751件あって、例えば、生産が何年何年とあ
るでしょう。その何年何年をしているかと聞い

ているんです。

もっと言いますと、いいですか、長崎県でマ

グロ養殖をやって、その中で漁業共済が何％、

対象になっているのかということをお尋ねした

いと思います。

【渡邉水産経営課長】件数でいいますと、クロ

マグロについては、現在、対象者としては74件
ございます。そのうち令和2年度で51件の契約
件数があるということでございます。共済にか

たっているということでございます。

【山田(博)委員】 クロマグロの養殖をしている
のは74件の会社があるわけでしょう。今、実際
に共済にかたっているのは51件で、23件が入っ
てないわけですね。この23件が入ってない理由
というのは、どういったことがあるんですか。

私がお聞きしているところによると、養殖す

る段階がありますよね、段階があって対象にな

ってないということでありますから、水産県長

崎県としては、赤潮が発生した時とか、あと自
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然災害ですね。特に、最近は土砂災害とかなん

かでマグロ養殖場に泥水が流れてマグロに大き

な被害を与えたということがありまして、共済

の範囲が狭いから対応できないということにな

っていますから、そこを掘り下げてこの機会に

聞かせていただいているわけでございます。

【渡邉水産経営課長】今、委員ご指摘のように、

クロマグロについても、確かに1年もの等につ
いては共済の対象になっていないということで

ございますので、その点については国に対して

施策要望として上げさせていただいているとこ

ろでございます。

【山田(博)委員】 クロマグロの1年以内という
のは、どれだけの数になるんですか、件数とか

ですね。そこはしっかりと認識を持ってやって

いかないといけないのでお尋ねしているわけで

す。

【渡邉水産経営課長】今、委員ご指摘のクロマ

グロの件数、尾数、そういうものについては、

今、手元に資料がございませんので、回答がで

きませんけれども、調べたいと思います。

【山田(博)委員】 基本的に74件あって、51件が
対象になっているとおっしゃったでしょう。残

りは1年未満の養殖をやっているから対応でき
ないということでありますから、そういった現

状だということでわかりました。

続きまして、「磯焼け対策のための専門的知

識を有する人的支援、財政支援」とありますが、

そういった取組を今やっているんですか、そこ

をお尋ねしたいと思います。

【内田水産部参事監】水産多面的の発揮対策事

業ということで、現在、地元の方々が藻場の回

復事業に取り組んでおります。そこに専門家の

派遣であるとか、こういうメニューがあります。

地元の方々と一緒に取り組む際に、そういうよ

うな専門家の派遣に取り組むスキームがござい

ます。これを現在活用してもらっています。

【一丸漁港漁場課企画監】今の参事監の説明に

ちょっと補足させていただきますと、今年度多

面的事業のサポート制度で合計21回の専門家
の派遣を行っております。

それと、先ほど山田(博)委員からご質問があ
りましたごみについてお答えさせていたたきま

す。手間取りました、申し訳ございません。

先ほど、環境部の事業がメインになると申し

上げましたが、環境部の事業では、令和元年度

に4億3,900万円ほどの事業費でごみ回収事業
を行っておりまして、1万5,778㎥のごみを回収
したということになっております。

【山田(博)委員】 わかりました。
ほかの質問についてまだ答弁がないですけど、

答弁を聞いてから再度質問したいと思いますの

で、よろしくお願いします。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時 １分休憩 ―

― 午後 ３時 １分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【山田(博)委員】 あとの回答については、後で
文書でいただけますか。時間がかかるようです

ので、どうぞよろしくお願いしたいと思います。

【近藤委員長】 ほかに質問はありませんか。。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

暫時休憩します。

― 午後 ３時 ２分休憩 ―

― 午後 ３時１５分再開 ―
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【近藤委員長】 委員会を再開します。

次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行います。

質問通告に基づき進めさせていただきます。

【山下委員】 通告に従いまして1点だけ質問を
させていただきます。水産振興についてであり

ます。

我が長崎県は、ご承知のとおり、水産県であ

ります。先般、11月20日でございますが、委員
会にて委員長、副委員長のご指導の下、県内各

施設を視察させていただきました。

その一つとして佐世保市の小佐々町にありま

す県の栽培漁業センター、私も初めて足を運ば

せていただきまして施設等を見せていただいた

わけであります。

先ほどもありましたとおり、今年は台風が非

常に当たり年でありましたけれども、ここの栽

培漁業センターも、9号、10号でかなり大きな
被害を受けたということで、この台風被害につ

いては、早速、水産部の方で現状復旧に向けて

手当てをしていただいているということでご報

告をいただいたわけであります。

また、この施設は、私も見せていただきまし

たけれども、オニオコゼ、トラフグ、クエ、ナ

マコもありましたね、アカウニ、アワビもあり

ました。長崎県において非常に重要な種苗をこ

ちらで生育されて漁協等に卸されているという

ことで、資源管理の面からも非常に重要な施設

だなということを感じた次第であります。

まず最初に、この施設、センターの位置づけ、

県として、水産部としてどういう位置づけをさ

れているのか。また、どのように重要な施設だ

と感じていらっしゃるのか、その辺の見解をお

尋ねしたいと思います。

【岩田漁業振興課長】今、委員からおっしゃっ

ていただいたとおり、本県の栽培漁業センター

につきましては、放流用の種苗を生産して、県

下の漁協ですとか地域の栽培漁業推進協議会に

安価に供給するということを請け負っておりま

す。安価に安定して供給するということで非常

に大事な施設です。本県の栽培漁業の推進には、

これは資源管理も含めてですけれども、欠かせ

ない重要な施設であると認識しているところで

あります。

【山下委員】今、水産部としても非常に重要な

施設ということでの答弁がありました。私も同

じ気持ちで視察をさせていただいたわけであり

ますが、もちろん台風の被害もありましたけれ

ども、こちらの施設は、聞くところによると、

建設から、古いもので42年ぐらい経過している
ということで、また、現場の職員さんからお聞

きしたんですが、建物内への水漏れ等も発生し

ている箇所があるというようなことで、非常に

老朽化が進んでいるということを私も現地を見

させていただいて感じたところであります。毎

年1,000万円程度の予算を組んでいただいて、毎
年、メンテナンス、補修等をしていただいてい

るみたいですが、例えば冷蔵庫とか大型の老朽

化した施設もあるというような現地でのお話も

お聞きしたところであります。

先ほど、課長から答弁がありましたとおり、

ここは長崎県の水産振興において大変重要な施

設だという認識でありますので、県の予算も非

常に厳しい状況でありますけれども、ぜひ毎年

のメンテナンスの費用を少しでも増額していた

だけるように私はお願いをしたいところであり

ますが、そのあたりのご見解をお尋ねいたしま

す。

【岩田漁業振興課長】今、おっしゃられたとお

り、この施設は建設から40年以上経過している
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ところです。海水を使うということもあって非

常に老朽化が目立つ状況でございます。

今の修理の状況ですけれども、まず一つは、

種苗生産と施設の通常の維持補修を含めて、大

体1億9,500万円程度で漁業公社に委託をして
おります。この1億9,500万円の中の大体700万
円程度が通常の修理といいますか、維持に要す

る部分で小修理をやっていただいているところ

でございます。

それとは別に、別途、県が直接予算を確保し

て漁業公社と協議をさせていただいて、特に優

先順位をつけながら、少し大き目の修理は県が

直接やるということでやっております。

それともう一つ、もっと大きなものにつきま

して、例えば施設の造り替えなど、もう修理で

は済まないようなレベルになりますと、別途国

の補助金を活用してやっているというところで

ございます。直近で言いますと、平成28年度に
貯水槽、濾過槽などに2億円ぐらいかけてやっ
た。今後もこういう建て替え等が必要であれば、

国とも協議をさせていただきながら、大きな建

て替えをやっていくというふうに考えておりま

す。

【山下委員】ありがとうございます。こうやっ

て近藤委員長をはじめ、委員の方にも現地を見

ていただいて感じていただいたと思います。本

当に限られた予算の中で、それは本当に私もわ

かっているんですが、その中でも、ぜひ国の予

算等、引っ張ってこれる分は引っ張っていただ

いて、できるだけメンテナンスを進めていただ

いて、非常に重要な施設だと私も思いますので、

私も応援していきますし、皆様方の力をお借り

して、いい施設にまたメンテナンスして活用で

きるようにお願いしたいと思います。

最後に、水産部長からその辺の意気込みを一

言いただければと思います。よろしくお願いし

ます。

【斎藤水産部長】この施設は、長崎県の栽培漁

業を支える施設というふうなことで、非常に重

要なところだと思っております。先ほど答弁が

ありましたように、必要に応じてフレキシブル

に予算措置を講じながら、施設を維持または改

良していきながら、本県の栽培漁業の推進と種

苗の安定供給の確保といったものを今後とも図

ってまいりたいと思います。よろしくお願いい

たします。

【山田(博)委員】 通告に従いまして幾つか質問
させていただきたいと思います。

最初に、未利用の水産物の利用状況について

ということで質問させていただきたいんですが、

この未利用というのは、要するに、食用にでき

ない魚とか、水産物として取扱いが十分でない

とかいろいろあります、例えばイスズミとか。

今、壱岐なんかでは、それをとったら焼却する

ということでありますが、漁港漁場課では未利

用の魚を肥料化するということであります。現

状として、県当局はそれを今後どのように取り

組んでいくかということを後で細かく文書でい

ただきたいと思います。担当課はどこになりま

すか、そこだけお尋ねして、あとは文書で、ど

うしても答えたいというんだったら答えてもい

いですけど、後で文書でいただきたいと思いま

すが、いかがですか。

【齋藤水産加工流通課企画監】未利用魚の利用

ということでございますので、所管としては水

産加工流通課で回答させていただきます。

また、イスズミの関係で磯焼け対策での駆除

ということで言えば漁港漁場課も関係しており

ますので、2課で対応させていただきたいと思
います。
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【山田(博)委員】 それと、赤潮なんかで死んだ
養殖マグロとか、そういったものも含めて回答

していただきたいと思いますので、よろしくお

願いいたします。

続きまして、学校給食の状況でありますけど、

現在、長崎県内の水産物が学校給食でどのよう

に使われているかということの具体的な数字を

言っていただけますか。

【吉田水産加工流通課長】補正予算をお願いす

る際も私から数値を述べさせていただきました

が、県学校給食会による水産物の取扱重量の全

体191トンに対しまして58トンという実績でご
ざいましたので、約30％という認識でございま
す。

【山田(博)委員】 現在、長崎県食育推進計画と
いうのは、県内の農産物、水産物が70％という
ふうにうたわれていますけれども、それと実態

が違うということは、どっちが正解で、どっち

が間違いですか。

【吉田水産加工流通課長】委員がおっしゃられ

ました71％の目標値の設定につきましては、教
育庁体育保健課が、例年、11月と2月の一定期
間、地場産品の状況調査を実施しておりまして、

その数値を計画上の目標値とされていますので、

その扱いについては、正しいと言えば正しいと

考えております。

【山田(博)委員】 次長、実際は1年間を通して
30％しか使ってないんだよと、期間中で70％と
言っているんだよ。これはどっちがいいと思い

ますか。あなたたちは担当部として、一人でも

多くの子どもたちに長崎県の水産物を消費して

もらいたいという中で、期間的には70％だけど、
1年間を通したら30％ですよと。こんな子ども
たちをだますようなことがあっていいのかと。

所管部としてどう思うか、見解を聞かせていた

だきたいと思います。

【川口水産部次長】 水産部といたしましても、

学校給食による県内水産物の消費なり提供とい

うのは、過去から取り組んでまいりました。そ

の中で実態として年間を通すと30％という利
用になります。

例年、教育庁の方で食育推進計画ということ

で期間を決めて、その期間はできるだけ県内水

産物を使いましょうということの運動も従来か

ら行われていると認識しております。

水産部としましては、県内の中学校、小学校

の児童生徒の皆さんに県産水産物を知っていた

だく上では、学校給食のこの30％を上げていく
ということで取組の必要があると考えておりま

す。

また、コロナ禍の中で議会でもご紹介してお

りますとおり、学校給食について国の事業を使

いまして提供を行っておりますので、こういう

ことを契機にしながら、魚食普及のいろんな、

普及センターとか漁業士、女性連のいろんな普

及活動もございます。その点を総合的に勘案し

て次期計画ではぜひ学校給食における県産水産

物の使用については向上を目指してまいりたい

ということでございます。

【山田(博)委員】 次長、いいですか。期間を集
中して70％です。通年にしたら30％なんだよ。
これを水産部として今までずっと見守っていた

んだよ。これはいかがなものかと。今、コロナ

禍で学校給食に注目してやろうとしている中に、

ただ、カロリー計算とか学校給食法というのが

あって、予算も半分しか消化できないという状

況の中で、水産振興基本計画なんかにこういっ

たことの目標値をしっかりとつけて取り組まな

いといけないと思うんですよ。片方で70％と言
いながら、実際は30％しかないんだから。これ
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は所管している教育委員会としていかがなもの

かと思っているんですよ。これは本会議で教育

長にただしたいと思っています。

その一方で、水産部として30％でいいわけな
いじゃないか。それはどういうふうに目標を持

ってやるということを、この場でしっかりと言

っていただきたいと思うんですが、言えるか、

言えないかも含めてお答えいただきたいと思い

ます。

【川口水産部次長】目標感を持って取り組むと

いうのは非常に重要なことだと認識しておりま

す。

ただ、委員もおっしゃられたとおり、学校給

食につきましては、カロリー計算でありますと

か、1食当たりの価格という制限もございます。
そういう中で学校給食に県水産物がどのぐらい

使用できるか、その辺も教育庁とも協議をしな

がら、どういう目標が持てるかは検討させてい

ただきたいと思います。

【山田(博)委員】 次長、これは大切なことです
から、しっかりとやっていただきたいと思いま

す。

続きまして、サンゴの許可方針についてお尋

ねしたいと思います。

このサンゴの許可方針というのは、漁業許可

において、サンゴの許可の隻数を30隻から5隻
にしたのは、資源管理上だということになって

おります。以前は罰則規定があったけれども、

新しい漁業方針では罰則規定が削除されていま

すが、これは事実かどうか、そこだけお答えく

ださい。

【岩田漁業振興課長】 平成28年の許可方針の
改正の際に措置を削除しております。（「聞こ

えない」と呼ぶ者あり）失礼しました。平成28
年にサンゴの許可方針を改正しております。そ

の時に方針の中から違反者に対する措置の記載

を削除しております。

【山田(博)委員】 水産部長、この事実はご存じ
でしたか。知っているか、知ってないか、お答

えください。

【斎藤水産部長】 平成28年に実施したと。リ
アルタイムでは、もちろん知りませんが、要す

るに過去の経緯というのは、説明を受けて承知

しております。

【山田(博)委員】 了とするか、しないかという
ことがあるんですけど、部長、どう思いますか、

これ。水産庁は資源管理をきちんとしなさいと

言っているんです。その中で罰則規定があるか

と思ったら、罰則規定はないんだから。昔はあ

ったけど、いいですか、それをなくしたんです

よ。前はなかったけど、あるといったら逆だけ

ど、これは時代に逆行しているんじゃないかと

思うんですよ。そう思いませんか、部長。水産

庁の通達は、そういった通達だったんですかね、

これ。

【斎藤水産部長】水産庁が出した通達は、国際

的な流れの中でサンゴが非常に議論されている

というふうなことで、全体の漁獲努力量を抑え

ましょうというふうな通達を出しております。

その中で本県といたしましては、過去十数年の

操業実績に鑑み、30隻から5隻と実態に合った
形で枠数を設定したというふうに認識しており

ます。その話と、要するに罰則なり許可の基準

をどうするのかというのは分けて考えていただ

ければと思います。

こちらは、要するに当時の罰則を許可の基準

から外して新しく的確性の基準といった全体版

を定めたことにより、個別の漁業実態に応じて、

そういった罰則なりを明記する必要がなくなっ

たと、そこで整理されて現在に至っていると理
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解しております。

【山田(博)委員】 それではお尋ねしますけれど
も、サンゴの許可について、本会議で堀江議員

から不服申立ての裁判の質問がされていますけ

ど、この件は、事実はご存じでしたか、部長は。

【斎藤水長部長】訴状が我々のところに届いて

ないので、それが事実かどうかといったことは

わかりません。

【山田(博)委員】 わかりました。訴状が届き次
第、確認していただきたいと思います。

それで、許可の基準を全体的に設けたという

ことでありますからお尋ねしますけど、私の手

元に資料がある範囲では、定置網の違反が発覚

したわけです。定置網の違反が発覚したから、

その後に調査をしっかりとやってくださいとい

うふうに言っていたけれども、なかなか進まな

いという事案がありましてね、「漁業取締室も

そこをしっかりと取り組んでくださいよ」と言

ったけれども、後手後手に回ってしてなかった

わけですよ。この事実を部長はご存じですか。

【斎藤水長部長】 山田(博)委員とのやりとりと
いったものは、報告を受けて承知しているとこ

ろでございます。

【山田(博)委員】 部長にぜひわかってほしいこ
とは、定置網の違反があった時に、「別のとこ

ろもあるんじゃないか」と情報を提供したんで

す。そして、「立会いはしないんですか」と言

ったら、いいですか、こう言われたんですよ、

「既存の定置網をまた新しくどこかに入れる時

にはしない、新規はするけど」と。いいですか、

既存のところが長年していても、そういった違

反をしているのであれば、基本的に定置網を入

れる時には立会いをしてちゃんとせんといかん

のじゃないかと思うんですよ、これは。いいで

すか、長年していた人が違反をしたんだったら、

そこはきちんと是正するために指導せんといか

んのじゃないですか。新規では立ち会うけど、

既存はしないと言うんですよ。こんなあべこべ

なことがありますか。

ましてや、立ち会う時に、組合にいついつ入

りますよという情報を流して、組合員が違反し

ている人たちに、いついつ入りますからという

情報を提供しているわけですよ。それで、「組

合の方も立入調査する時に守秘義務を課さんと

いかんのじゃないか」と。そしたら何と言った

かというと、「それはケース・バイ・ケースだ」

と言っているんですよ。そんなことありますか。

情報提供して、わかりやすく言うと、泥棒を

捕まえてくださいと言っている時に、こんな守

秘義務を課さずに、あったとしても、別の時に

は立入りはしないとか、こんな事案が水産県長

崎県にあるということを私は部長にわかってい

ただきたい。これは具体的に言っているわけで

す。

部長、私の意見に対して、いかが思いますか。

【斎藤水長部長】敷設を、漁業権の範囲の中に

定置網を入れていくというのは基本中の基本で

ございますので。ただ、一つは、それが要する

に犯罪捜査で行うものか、それとも調査という

形で確認するのかといったことに違いがござい

ます。我々としては、位置が入っているかどう

かという調査を、ここが確実かどうかというと

ころを行ったところでございます。

ですので、調査をするためには、相手側の都

合等を聞いて、また、定置網というのは、すぐ

に動かせるものでもないというふうなこともあ

りますので、相手方の都合も聞きつつ、定置漁

業権に乗った位置に定置が入っているかどうか

の確認を行ったところでございます。

【山田(博)委員】 私が言っているのは、そうい
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うことを言ってないんです。守秘義務を課さん

といかんのじゃないかと言ったんです。捜査の

手法とか、定置網の立会いをきちんとせんとい

かんのじゃないかと私は言っているわけです、

これは。

水産部長、この事案を私とあなたの部下とで

十分されているんですよ、この事実をあなたは

知っていて。じゃ、水産部の定置網の調査の在

り方を了とするんですね。そこだけ確認したい

と思います。

【斎藤水長部長】繰り返しになりますけれども、

定置漁業権の中に定置が敷設されるというのは

当然のことでございますので、そこは今後しっ

かり確認させていただきます。

【山田(博)委員】 確認する時に、いいですか、

立会いをするか、しないかと言っているわけで

すよ。

いいですか、もっと言うと、調査する時に事

前に教えていいとか悪いとか判断できないのか

と言っているわけですよ。1か所あって、ほか
にもあるんじゃないかというおそれがある時に、

調査をせんといかんという時に、1か所、確か
にありましたと。ほかのところも調査せんとい

かんという時に、そういった守秘義務を課さず

に、そういうやり方が妥当かと私は言っている

わけです。あなた方が、それで妥当だと言うん

だったら、それでいいですよ、別の機会に議論

させていただきたいと思いますので、そこだけ

お答えください。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時４１分休憩 ―

― 午後 ３時４５分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【岩田漁業振興課長】大型定置網の件につきま

しては、新規を敷設される場合は、初めてのこ

とですから、県も、きちんと入ったかというこ

とで立会いをさせていただきたいと思っており

ます。

既存の大型定置網につきましても、今回、ず

れている事例も実際ありましたので、そこを踏

まえて、こういう事例がありましたよという通

知を大型定置が共同漁業権内にある漁協に対し

ましては、県の方から通知を出して、今後、こ

ういうことがないように指導を徹底していきた

いと思っております。

【山田(博)委員】 指導を徹底したいということ
で防止策も検討していただきたいと思います。

それについて見解を聞かせてください。

【岩田漁業振興課長】防止策といたしましては、

実際に入れる時には県が立ち会わなくても地元

の漁業権管理委員会が基本的に立ち会われてお

ります。そこは少し具体的に、うちの方から通

知を出す時に、こういうふうにしてきちんと第

三者が立合って確認をしてくださいというふう

な文言を文書で指導したいと思っております。

【山田(博)委員】 その他で要望しておきます。

本日の長崎新聞に県漁連が元部長を提訴とあ

りますけれども、この件は、どのようなことで

こういうふうになったのかという背景をしっか

り調査して説明できるようにしておっていただ

きたいと思います。

終わります。

【近藤委員長】 ほかにございませんか。

【饗庭委員】それでは、通告をしておりました

のでお尋ねをさせていただきます。

会計検査院の令和元年度決算検査報告につい

てお尋ねをいたします。

ここにも書いてありますように、不当受給が

指摘されたということでございますけれども、
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会計検査院から指摘されるまで県で気づかなか

ったのはどんな理由が考えられるのか、教えて

ください。

【吉田水産加工流通課長】国庫補助を使いまし

て施設等を整備いたしました場合には、その後、

例えば5年間とか、国の要綱の規定に基づきま
して各種報告がございます。

今回、佐世保市の選別機が指摘を受けており

ますが、佐世保市からも毎年報告は受けており

ます。その際の報告事項と申しますのが、当初

計画に掲げました成果目標ということで、例え

ば労働時間をこれだけ短縮するとか、故障・修

理代をこれだけ減らすというところがどのよう

に、毎期毎期、達成しているかという報告を受

けていた状況で、いずれも成果目標は達成して

いたものですから、私ども、その施設がどのよ

うに利用されているのかというところまで踏み

込まずに、そのまま受理していた、県の方で気

づけなかったというところの現状でございます。

【饗庭委員】どのように利用していたかまでは

調査してなかったということかと思います。そ

れが、この審査が十分でなかったという原因な

のかと思います。

文章の中でちょっと理解できないところが、

「使用する必要のない古い選別機を引き続き使

用する」と。使用する必要がないのに、なぜ引

き続き使用するのか、ちょっとよくわからない

んですけど、こういうところを最初に気づいた

ら、そういうことにならなくてよかったのでは

ないかと思いますが、いかがでしょうか。

【吉田水産加工流通課長】今回、補助の対象と

いたしましては、選別機、そもそも3台あった
んですけど、1台を新設、1台は移設ということ
で補助の対象で受けております。新設いたしま

した選別機が従来の選別機よりも9メートル長

くて、置く場所、廃止する選別機の場所にその

まま置けなかったものですから、新設したもの

を真ん中に置きまして、真ん中にあったものを

移設いたしました。

今回、この移設したものを使ってないので補

助金の返還に該当しますというような指摘でご

ざいます。そもそも移設する必要は、作業性と

配置の問題で移設をしていたということでござ

います。

【饗庭委員】移設されたんでしょうけど、そも

そも「使用する必要のない古い」と書いてある

から、そもそも必要がなければ、そこに移設し

なくてよかったのではないか。それがなぜそこ

でチェックができなかったのかなということを

お伺いしたいんですけど。

【吉田水産加工流通課長】 失礼いたしました。

平成26年に、この選別機等の整備計画を立てて
おります。その際、関係者からは3ラインを使
うという要望があっておりまして、それに基づ

きまして3つの選別機を使うという前提で計画
をつくっていたということでございます。

移設した選別機につきましては、そのまま移

設した場所で使用するという計画でございまし

た。

【饗庭委員】今の説明は了解しましたが、じゃ、

ここに書いてある説明の文章はちょっと。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時５２分休憩 ―

― 午後 ３時５３分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【吉田水産加工流通課長】 失礼いたしました。

佐世保市は、計画を策定した当時から移設し

た選別機を含めて3台使う意思を持って計画を
つくっております。ただ、当時、1つの選別機
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を動かすのに30人ぐらい必要なんですが、佐世
保市によりますと、有効求人倍率が高くなって

いく中、また、選別作業の特殊性、労働時間の

不定期性も相まって移設した選別機を稼動させ

るだけの選別作業員を集めることができずに、

結果として使うことができなかったと伺ってお

ります。それを会計検査院は、こういう言葉の

整理で書かれているという現状でございます。

【饗庭委員】最終的に使うことができなかった

ということでございますので、そのできなかっ

たという事実は報告していただいて、そこで改

善していくことが必要かと思うんですね。そこ

で再発防止につなげることができると思うんで

すが、再発防止をどのように考えておられるの

か、お伺いします。

【吉田水産加工流通課長】まず、佐世保市とい

たしましては、補助を受けて整備した施設です

ので、何らかの形で具体的に動かせるように今

からも取り組んでいくと伺っております。

あと、再発防止につきましては、まず、計画

を策定した際の規模算出を含めまして、移設し

た選別機が引き続き必要なのか、また、人員の

確保など、そういった点まで含めて実現できる

のかというところを私どもも審査の中でしっか

りと見ていく必要があると思いますし、事業完

了後の施設の利用状況につきましても確認して

いくこととしたいと思っております。

【饗庭委員】国の補助金でございますけれども、

県も関わることでございますので、計画の時に

気づいていただくように再発防止していただき

たいと思います。

【近藤委員長】 ほかに。

【浅田委員】通告していた内容で順次ご質問し

たいと思います。

先ほど請願の時にも話がありました海域の問

題で、日中・日韓水産関係交流というのを昭和

60年からずっとやっているということですが、
会議はやりながらも、この大事な案件について

は、ここでは議論されることはないんでしょう

か。先ほどみたいな違法についての問題とか、

お互いの課題について、毎年会議をやっている

中で今まで出てきていないのかどうなのか。

【小田口漁政課長】 水産部におきます浙江省、

福建省との交流は、地方団体としての技術情報

交換の場であり、漁業調整問題は交流会議の議

題になじまないと考えております。基本的に日

中の漁業問題は、日中漁業協定に基づき国家間

で協議が行われるものと認識しております。

【浅田委員】ここでは、ただ安全操業の確保を

図る上では大事であるということは認識してい

るけれども、そういうふうな会議は、それぞれ

の地方自治体ではやらず、国任せで、先ほどみ

たいな、我々が請願を出したわけですけれども、

そういうふうな方向でしか難しいという認識の

中で、それ以外のところの交流的な部分とかを

話し合うだけの会議ということですか。

【小田口漁政課長】本県が行っております日中

の水産関係交流は、東シナ海等において、本県

は中国と水産資源及び漁場を共有しており、資

源管理意識の醸成等を目的として地方公共団体

として水産交流を実施しているものですので、

そういう話題とか交流内容は、従来から、そう

いうものをするための交流として行っていると

ころでございます。

【浅田委員】基本的な大事な部分で安全操業を

してもらうというところにおいては、やっぱり

言うべきところは言うという、交流を続けてい

ても危険な目に県民が、漁業者がさらされては

何にもなりませんので。もちろん、我々も国に

は訴えてはいきますけれども、やっぱり現状を
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しっかり把握していただいた上でこういう交流

もやっていく必要性があるかと思いますので、

ここは要望にとどめたいと思います。

続いて、一般質問でもいろいろと質問させて

いただいたことを改めて部署部署でご確認をさ

せていただいているんですけれども、水産部に

おいてのリモートワーク、ワーケーションはま

だなかなかできてないかと思うんですが、リモ

ートワークの導入の現状と今後について教えて

ください。

【小田口漁政課長】 水産部におきます本年4月
から9月までの在宅勤務の状況でございますが、
54名、36％の職員が自席のパソコンを自宅に持
ち帰るなどの対応により在宅勤務を行っている

状態であります。

今後、モバイル用のＰＣの導入が順次拡大さ

れ、環境が整備されますので、より効果的、効

率的にリモートワークを推進してまいりたいと

考えております。

【浅田委員】実態としてやってみてどうだった

という庁内の声というのはありますか。これは

行財政改革の中でも、テレビ会議とかをするこ

とによって、かなり経費削減にもなっています

し、多くのいろんな方々の有識者の声を聞くに

関しても、わざわざ来てもらわなくてもという

ようなところで専門家の域を広げられたりする

のではないかと思っているんですが、今後に関

して水産部での取組をどういうふうに考えてい

るのか、お答えいただければと思います。

【斎藤水産部長】委員ご指摘のとおり、まずコ

ロナという話がありまして、できるだけ密を少

なくしましょうというふうなことでリモートワ

ークは推進すべき話だと思います。また、コロ

ナ以外にも、当然、働き方改革とか子育て、あ

るいは介護、そういったところで活用できる、

そちらの方にスムーズにできるようにするとい

うふうなこともリモートワークといったものが

進んでいけばできるのではないかというふうな

ことでございます。

県庁的にも、世間的にも、こういったものを

推進しようというふうな流れですので、我々と

しても、そういったことを進めていきたいと考

えています。

ただ、一つにはパソコンなり通信なり、そう

いったハード面が同時並行に整備されていかな

ければならないといったこともありますので、

そういったことも踏まえながら部内で推進とい

うふうなことを考えていきたいと思います。

【浅田委員】庁内での整理的なものも必要だと

思うんですけれども、ワーケーションとかを水

産部の中で、昨日も産業労働部にも伺ったんで

すけれども、そういうふうな考え方、実態とし

てできるかできないかとかいろいろあると思う

んですけれども、これだけ県民とか全国的にも、

「適してますよ、私がまちは」と言って長崎県

が訴えていく中において、やっぱり水産部は漁

業経営とか海とかに近いところにいらっしゃい

ますので、そこをどう考えていらっしゃって、

取り組んでみたいとか、水産部長直々そうだと

思うんですけれども、いろんなことをなさって

いるので、どうでしょうか。

やっぱり部内で声を上げていただかないと横

軸が広がらないかなと思っているんですが。

【斎藤水産部長】 ワーケーションについては、

現在、水産部の中では具体的な検討は行ってい

ないところでございます。これも情報セキュリ

ティーの問題ですとか、あるいは勤務時間の管

理とか、そういった問題をどうするのかという

一定のルールづくりが必要だと思っております。

また、これは県庁全体で取り組んでいくべき
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話だと思いますので、こういったことについて

は総務部なりが一定のルールづくりをしまして、

その中で水産部としてもどうやっていくかとい

うことを相談なり検討なりしていきたいと思い

ます。

個人的な見解を述べさせていただければ、当

然、滞在時間が増えれば、リフレッシュの効果

があるとか、そこでまた魚を食べて魚の消費が

進むとか、いろいろいい点はあるんだと思いま

す。私自身もやってみたいなという希望はあり

ますけれども、まずは前段申しました情報セキ

ュリティーの課題を解決していくというふうな

ことが必要ではないかと考えております。

【浅田委員】いろんな形の、デジタルもという

ところで、水産部の方ですので、体験型でそう

いう、何が何でもセキュリティーが必要なモバ

イルありきではなくて、いろんな地域に入って

いってお声を聞きながら、そこに滞在するとい

うのも、休んで仕事してとか、いろんなことが

できると思うので、固定観念に縛られず、県庁

の中でもやっていただいて、もっともっと視点

を変えていただければ幸いかなと思います。

続いての質問に移らせていただきます。長崎

港の活用について質問をさせていただいて、知

事とか土木部長からも、長崎港というのは非常

に重要な長崎の顔であるというような答弁もい

ただきましたし、もっとブランディングが必要

だというふうなお声もいただています。

そんな中で長崎港全体、漁港も含めて、漁船

も含めて、長崎港から浦上線側というのは、も

っと横の、土木部だけではなくて、水産も当然

かかわってくる。全体としてのブランディング

を私はお願いをしたいなと思っているんですが、

ここの部的にはどのように考えられるでしょう

か。

【内田水産部参事監】今、長崎港と言われまし

たけど、長崎港に二重指定で長崎漁港が設定さ

れております。全国に3,000近い漁港があります
けれども、長崎漁港は政令で指定された、特に

水産業の振興上重要だということで、全国で十

三指定されている、そのうちの一つの漁港です

ので、非常に大きい漁港です。それがまちの真

ん中にあるということなので、まちの中心の整

備については、今、関係部局、土木部であった

り、または市であるとか、関係者が一丸となっ

て取り組んでいるところです。長崎漁港もにぎ

わいづくりという意味では、これから重要な役

割を果たしていくのではないかと思っておりま

す。

漁港の整備については、国の「漁港漁場整備

長期計画」に基づいて整備してきております。

この重点的な課題の一つに、現計画では、つく

るだけではなくて、それを有効活用して、交流

人口を獲得するために積極的に活用していきま

しょうという新たな四本目の柱が打ち出されて

おります。長崎漁港も水産業の振興上、重要で

すけれども、にぎわいづくりの場としても重要

だと思っております。

ただ、周辺は、長崎漁港だけではなくて、い

ろいろなものが集まって初めてにぎやかな場に

なってくるのかなと思っておりますので、今の

全体の動きの中で長崎漁港の整備であるとか、

あとは有効活用であるとか、今後、どういうこ

とができるのかというのは関係者の中でしっか

り議論していきたいと思っております。

【浅田委員】今までができてなかったというの

が非常に残念かなと思います。

なぜここで質問しているかというと、この間、

「長崎港のブランディングについて」というこ

とをタイトルに上げたら、「ブランディングで
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すか」という話になり、どこが答えるんだとい

う、すごく部署部署で事前の打ち合わせの時に

すごくもめられたんですね、県庁の皆さん方が。

これ自体、どこが答えるかってもめることでは

なくて、水産部がいろんなところと日々連携が

できてなかったり、アーバンルネッサンス専門

家会議というのを20年も立ち上げながら、建物
のことだけはしっかりやられてますけれども、

全体としての地域への発信とか、にぎわいの創

出とか、そういうところがまだまだ非常に欠け

ているのではないかなということをこの間の答

弁で感じたところです。

そういう意味においては、今、参事監がご答

弁いただいたように、今後しっかりと、都市計

画だったり、港湾だったり、いろいろ重なって

くると思うんですが、しっかりとした話を、「長

崎港のブランディング」と言われた時に、すっ

と答えが返ってくるようなところまでもってい

っていただければと思いますが、いかがでしょ

うか。

【内田水産部参事監】長崎駅周辺の整備計画に

ついて、長崎県、それと長崎市で策定して、関

係者一同でこれを進めているところでございま

す。

私の立場で全体像について、今後こうあるべ

きということを今この場では申し上げられませ

んけれども、少なくとも長崎県というのは、本

州以南では全国1位、その中心的な漁港が長崎
市街地にあるということですので、まず、今、

長崎漁港の整備については、高度衛生管理対策

であるとか防災対策ということを令和5年度ま
で集中的に進めておりますけれども、そこで終

わりではないわけですね。次の課題に応えてい

かなければいけないという時に、今、ご指摘い

ただいたように、にぎわいという視点も重要だ

と思っておりますので、関係者の方々としっか

りと議論していきたいと思っております。

【浅田委員】 先ほどから参事監が言うように、

ここは全国的にも珍しい2つの顔を持っている
ところでもありますので、そういったところを

踏まえながら横軸でぜひとも、そういうにぎわ

いなどを創出していただければなと思っており

ます。これはまた今後も聞かせていただきます。

続いて、「長崎県水産振興基本計画」につい

て、これ自体のことに対して何かを言いたいわ

けではないんですけれども、検討委員会という

のがあって、20人ほどでやられています。
県の総合計画もそうだったんですけれども、

計画の中には女性の視点とか、若い人、担い手

とかって入るんですけれども、実態として20人
の中に女性は3人ですかね、4人ですか、4人に
しても、そういう状況だったり、若手の30代と
か、そういう人たちが果たしているのかな、公

募の方も男性だけになっていますし、こういっ

たところの検討委員会のそもそもの構成の仕方

というところをもう少し考えていただく必要性

があるのかなと思いますが、いかがでしょうか。

【小田口漁政課長】委員ご指摘のとおり、やは

り女性の視点、若い人の視点ということは、計

画をつくる上で大事なことだと考えております。

私どももそういう観点は持っているんですけれ

ども、この検討委員会が、それぞれ団体とか、

そういうところにお願いする部分もあるんです

けれども、今の構成についても、私たちもでき

るだけそういうことを考えた上で、こういう構

成になっております。

この検討委員会は、これをつくってしまえば

終わりになりますけれども、今後、委員を構成

する場合は、その視点というのは、女性の比率

というのは大事なことだと思いますので、そこ
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はしっかり努力をしていきたいと考えておりま

す。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ４時１２分休憩 ―

― 午後 ４時１２分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【小田口漁政課長】 委員の構成の年代ですが、

ご指摘のとおり、30代の方は実際はいらっしゃ
いません。若い方で40代ということで、漁業士
会の副会長さんでありますとか漁青連の会長さ

ん、漁村で人を受け入れている築城さんという

方が50歳前後だということで、この点も、若い
方にどうやってこういう会議の場に来ていただ

くかということも含めて今後検討いたしたいと

思います。

この検討委員会が職指定で、どこどこの会長

とか、そういうことになっておりますので、半

分は重鎮の方に出ていただくようなことになっ

ていますので、その点も含め、どういう形で、

検討会を設ける時に、年齢構成でありますとか、

女性の委員さんを入れるかというところは検討

してまいりたいと思います。

【浅田委員】ある意味、そこの団体のというと

ころは理解するところですけれども、公募の人

数を増やすとか、活躍している女性はいろいろ

いらっしゃいますよね。そういう方もやっぱり

今後は入れていかないと、なかなか県の全てを

見ると、大体何かの役職の方しかないので、そ

うすると、なかなか県が策定したものを、「は

いそうですね、いいでしょう、了承」で終わっ

てしまうだけでは、やっぱり今後につながって

いかないと思いますので、そこはしっかりと

様々な有識者を入れる時にもお考えいただけれ

ばと思います。

もう一つ通告していたので、これはざっくり

とした形で申し訳ないんですが、「長崎県まち・

ひと・しごと創生総合戦略」の中で、約15％が
未達成にとどまっていると書かれているんです

が、この中身に関してとか、在り方について、

とどまっているところの分析とか、今後に関し

てはどのようになっているか、教えてください。

個別案件じゃなくて構いません。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ４時１５分休憩 ―

― 午後 ４時１５分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【小田口漁政課長】今回、お示ししております

「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の

基本的方向の進捗状況一覧についてのご質問で

ありますが、水産部におきましては、「地域の

柱となる水産業を育成し、後継者を確保する」

というところで、ＫＰＩとしまして6個ありま
す。そのうち「達成」が5個、「おおむね達成」
が1つとなっております。
【浅田委員】それはわかっている。その後の話

です。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ４時１６分休憩 ―

― 午後 ４時１８分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【西水産部次長】 今回の「長崎県まち・ひと・

しごと創生総合戦略」の評価の調書については、

水産部としても把握しております。

それで、目標の達成がなかなか難しくて「改

善」という評価をしているところについては、

その原因を分析して対応策を部内で検討してお

りますので、その結果については、次期の計画



令和２年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月９日）

- 104 -

ですとか予算に反映させていきたいと考えてお

ります。

【近藤委員長】 ほかにございませんか。

【坂本(浩)委員】 「長崎県次期長崎県水産業振
興基本計画」についてお尋ねします。時間の関

係がありますので、中身というよりも、数値目

標の確認だけさせてください。

今日の議案で総合計画ですね。特に私が注目

していたのは、雇用問題、水産部の場合、雇用

という言い方はふさわしくないと思うんですけ

れども、総合計画そのものが、この委員会では

産業労働部、水産部、農林部ということで、そ

れぞれ雇用の創出だとか、あるいは担い手の確

保が非常に重要だということで問題意識を持っ

ていて、そのことを質問するつもりだったんで

すけど、そういう担い手の確保の中身について

は、また別途、機会があれば質問させていただ

きたいと思います。

この総合計画によると、最終目標が令和7年
度で210人、そこのところは次期計画でもなっ
ているんですが、総合計画でいうこの目標値の

設定根拠というところに、令和7年度で今の生
産体制、平均漁業生産量の30万トンを確保する
ために4,617経営体の確保が必要なんだと。その
ためには令和7年度までの6年間で1,200人の新
規就業者数を確保して9,150人による生産体制
を確保するというふうなことが根拠づけられて

いるわけです。

確かに、30万トンというのは、この計画にも
数値目標として上がっております。それから、

担い手の人材確保育成も目標値が210人ですか
ら、5年間でほぼ1,200人というふうな数字にな
ってくるわけです。

ただ、計画の18ページにある漁業就業者数の
推移ということで、平成30年が1万1,762人、そ

の後の予測ということで令和7年で8,942人と
いう予測が出されています。令和7年度でいう
9,150人による生産体制というところとちょっ
とギャップがあるなというふうな感じがしまし

た。それをどういうふうに理解すればいいのか

をお尋ねいたします。

【渡邉水産経営課長】先ほど委員がご指摘のと

おり、そのままいけば、このとおり8,942人とい
う数字でございます。目標が6年間で1,200人、
9,150人を目指す。だから、この計画よりも高い
数値をもってくる。それで30万トンを目指して
いくと。

当然、人数が減っているので、そのままいけ

ば減っていくという状況でございますので、こ

の点については、また別の柱として経営指導と

いう、経営面で支えていくと。そこにはいろん

な機器を導入して効率的に漁獲して生産量を上

げる。そういうふうなことを経営指導しながら

取り入れて、それ以外の漁協とか、そういうと

ころで生産性が上がるような機器の整備、施設

整備を行いながら生産性の向上に資して、それ

でトータルで30万トンを目指していく。人数は
減っていくけれども、一人一人の水揚量が上が

っていけば30万トンは目指せるだろうという
形でつくっているものでございます。

【坂本(浩)委員】わかりました。ということは、
この計画にある推移というのは、いわゆる目標

値を設定した部分を差し引いて、それができな

かったら、こういうふうなことになってしまう

というふうな数字ということで理解すればいい

わけですね。

その差が200人ということで、次期計画で単
年度で出している数字なんですよね。令和3年
度の初年度が190人で、あと200人、200人、210
人、210人ということで、5年間の目標でトータ
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ル1,100人となっています。
この計画の19ページに5か年平均ということ

で、平成17年度からずっと書いてありますけれ
ども、現状の中でこの目標を達成するのは非常

に厳しいんじゃないかなと。前期の計画の基本

目標の達成状況でも、確かに、新規漁業就業者

数は順調にいっているんですけれども、どうし

ても高齢者のところが厳しかったりとか、そう

いうことも書かれておりますので、ぜひそこを

踏まえた取組を具体的な計画にしていただきた

いと思います。

とりわけ、この5年間の分でいうと、移住者
ですね、ＵＩターンのところが新規漁業就業者

が増えている一方で、いわゆる漁家の子弟のと

ころが随分と下がってきているというふうなこ

とになっています。

そういう意味でいけば、現在の漁業者の皆さ

ん方が自らの後継者の育成ができてないという

ふうな状況にあろうかと思いますので、先ほど

課長が言われたように、ぜひ個々の経営体の効

率といいますか、生産性をどれだけ上げていく

かということが非常に重要なんだろうなと思っ

ております。漁村の活性化とか、人をいかに呼

び込むかとか、今年度もそういった取組を様々

されておりますけれども、ぜひ今年度、現計画

の総括の上で、ここにある程度書かれています

けれども、さらに総括をしていただいた上で、

ぜひしていただきたいと思います。その具体的

な中身については、今後、機会があればやりと

りをさせていただきたいというふうに要望を申

し上げておきます。よろしくお願いいたします。

【近藤委員長】 ほかに。

【中村(一)副委員長】 通告している2点につい
てお伺いいたします。

1点目は、県下の養殖業の現状についてお伺

いいたします。それと、昨年非常に生育が悪か

ったワカメ、ヒジキ等は、現状どのような状況

なのかお尋ねいたします。

【吉田水産加工流通課長】 まず、ご質問の1
点目の養殖業の現状についてでございますが、

養殖魚の需要期であります12月を迎えていま
すが、第3波と言われるコロナの影響を受け、
価格は総じて上がらず、取引も魚種によっては

低調なものもあり、先行きが見通せないという

のが現状でございます。

魚種的にいいますと、ブリにつきましては、

今から出荷が本格化しますが、現状では例年よ

り取引が遅れ気味で単価が下がっているという

現状でございます。

マダイは、12月に入り、やや荷が動き出した
が、単価は例年より安い状況と伺っております。

クロマグロは、価格こそ下がっておりません

が、荷動きが鈍い状況と伺っております。

トラフグにつきましては、例年より少し早い、

今期は10月初旬より出荷が始まっております
が、いまだ関西向けの荷が動いておらず、取引

単価も昨年より安く推移しているということで

ありますが、年末年始、関西地区では、てっち

り、てっさという形で家庭食の方も増えていき

ますので、業界としては、その需要が12月20日
ぐらいからと聞いていますので、そこに期待し

ているというふうに伺っております。

【中村総合水産試験場長】 昨年、ワカメの不

漁が一部発生しました。水産試験場と普及セン

ターでは、10月から主要な地区の調査をずっと
回っております。10月中旬から12月上旬にかけ
てワカメの葉体の先が短くなる、食害等によっ

て短くなるといった現象がございまして、島原

の北部や南有馬では一部被害が大きいといった

ところもございまして、現地で確認をさせてい
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ただいております。

調査の結果から、先端部が欠損する、あるい

は葉体の数が減少しているというのは、魚類に

よる食害の影響ではないかというふうに考えて

いるところで、養殖業者の方もそのような印象

をお持ちでございます。そのため、養殖ロープ

を比較的浅い方に吊り上げて食害を防止すると

いったような指導をしているところでございま

す。

それから、食害の主なものとして、アイゴ、

バリが、今年、手のひら大が多いというふうな

情報も来ておりますが、アイゴにつきましては

水温が18度以下になると少しおとなしくなっ
てくるということもありますので、情報を収集

しながら注視していきたいと思っております。

それから、既に短くなったところについては、

その上にもう一回種をまき直す二度まきという

方法をされたり、それから、観察しますと、南

有馬では小さい芽がまだ残っているところもご

ざいましたので、これから状況を見ながら回復

状況について把握していきたいと考えておりま

す。

それから、申し訳ございません、ヒジキにつ

いては、直接細かい調査をまだいたしておりま

せんが、今のところ、生育不良等々の情報は水

産試験場の方にはまだ来ておりません。もし入

りましたら調査をしていきたいと考えておりま

す。

【中村(一)副委員長】 ありがとうございます。

ワカメに関しては、今のところ非常に水温が高

いものですから、バリとか、ああいう食害が結

構食い散らかして、ちょっとどうかなと思って

います。これから水温が低くなれば順調に生育

していくものと思われますけれども、今後の推

移を見守っていただければと思っています。

養殖魚種のマグロ、高級魚は、今のところ、

コロナ禍によってちょっと低調であるというよ

うなことでありますけれども、トラフグの生産

量はあまり変わっていないと。しかし、価格が

暴落しているというようなことで、ここ数年、

非常に業者も困っているというような状況を聞

きますけれども、当局は把握されておりますか。

【吉田水産加工流通課長】 今期につきまして

は、7月豪雨や、台風9号、10号の自然災害、さ
らには池入れした種苗や今年出荷予定の魚に、

これは昨年あたりからですが、魚病が発生した

り、そういう状況が現地にございますので、私

ども現地に行きながら、今回の出荷前には次長

も各産地を回って、次期の養殖計画も含めまし

て様々な話を現場でお伺いしてきているところ

でございます。

【中村(一)副委員長】 台風9号、10号で被害、
または豪雨による生けす、いかだの補修で、か

なり業者さんはダメージを負っております。長

崎県は日本一のトラフグ養殖生産量を誇って、

全国のトラフグの種苗の8割以上を生産、販売
をしております。種苗業者のいるトラフグ文化

の原点を担っている県でもありますし、全生産

コストの増大や市況など、大変厳しい状況であ

るとお聞きいたしております。

そこでお伺いをいたしますが、総合水産試験

場では、養殖トラフグの高付加価値や生産コス

ト削減を目指し、トラフグの新品種開発に取り

組んでいるとお聞きしますが、どのように取り

組んでおられるのか、お尋ねいたします。

【中村総合水産試験場長】 トラフグは、長崎

県が日本一ということでございますので、何と

しても特徴を生かしていかなければならないと

考えております。

現在、通常の飼育におきましては、トラフグ



令和２年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月９日）

- 107 -

の肝臓の状態を血液から判定しながら、餌の量、

油の量を調整するという技術開発をしておりま

すし、それによって一部でございますが、歩留

りが向上したという事例もございます。

そういう技術の改善と併せて、今、委員から

お話がございましたように、白子を持った全雄

のトラフグ種苗を開発して、平成30年から養殖
試験を実施いたしているところでございます。

コロナの影響で単価があまり伸びておりませ

んでしたが、全雄の種苗が通常の種苗より9％
ぐらい値段が高いというような結果も得られて

おりますので、今後に期待をしているところで

ございます。

さらに、その白子がもっと早く大きくなる種

苗生産のために、今、掛け合わせをしながら、

そういう品種づくりにも取り組んでいるところ

でございます。

今後も、長崎らしい特産業魚として付加価値

向上につながる技術開発について努力をしてま

いりたいと考えております。

【中村(一)副委員長】 今、トラフグの業者さ

んは何業者ですか。

【吉田水産加工流通課長】 平成30年度時点で
の経営体でございますが、56経営体でございま
す。

【中村(一)副委員長】 多分、昨年度は63業者
か64業者だったと思っておりますけれども、7
業者さんが廃業しているというような関係上、

今、トラフグの養殖業者さんは、廃業、あるい

はやめようかなというような業者がかなり多く

いるというふうに見受けられます。

新魚種、新しい別の生けすの魚種、こういう

ことも変更をするにはかなり資金が必要になっ

てくると思っております。新魚種を導入するた

めに経費の支援ができるか検討をしていただき

たいと思います。また、新漁場の整備も当然必

要でありますが、長年たっている漁場の疲弊を

改善する必要があると思われますが、どのよう

に考えておられるのか、お尋ねします。

【渡邉水産経営課長】 昨今のトラフグ養殖業

者については、非常に経営が厳しいということ

で、経営をどう続けていくかということで、先

ほど種苗を購入するにしても資金が必要だと、

その点についてどのように対応しているかとい

うことでございます。

その点については、私たちも、経営資金、運

営を継続できるように、いろんな資金を対応で

きないかということで、いろいろ系統団体とも

お話をしているところで、農林漁業セーフティ

ネット資金、または水産業振興資金などの資金

使途に応じて様々な制度資金がございますので、

その制度資金を活用して、個々の養殖業者の経

営状況を踏まえて、系統と、また漁協とお話を

しながら、制度資金を活用して、しっかりと計

画を立てていただいて、次年度もしっかりと経

営ができるように支援していきたいと考えてお

ります。

【中村(一)副委員長】 ありがとうございまし

た。3つの制度資金があるというようなことで
すけれども、これもやはり来年度は良くても、

それでいけるかもしれませんが、2年、3年後、
お金は借りたら払わなければいけないというよ

うな思いでありますけれども、実際のところ、

トラフグ業者は本当に困っておられるんですよ。

病気等も少し入っていると思いますけれども、

もう少し病気等にも予算を拡大して頑張ってい

ただきたいと思っております。

また、県独自の対応する資金等は、あるのか

ないのかお尋ねいたします。

【渡邉水産経営課長】 県独自で制度資金とい
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うことでございますけれども、沿岸漁業等振興

資金というものがございますので、そういうふ

うな資金の活用等についても検討をして進めて

いきたい、養殖業者のいろんな意見を聞きなが

ら対応していきたいと考えております。

【中村(一)副委員長】 十分検討していただき

たいと思います。トラフグ業者の育成に当たっ

ては、ここ数年間が大事な時期であります。日

本一の生産量を誇るトラフグをどのように存続

させ、持続させるか、水産部あるいは総合水産

試験場の研究に早急な改善策を講じていただき、

予算も含め、事業拡大を重ねていただきたいと

思います。

ほかの業者も当然公平にしなければいけませ

んけれども、特に近年、トラフグ業者の落ち込

みがひどいというような話を聞いておりますの

で、最終的に部長と水産試験場長のお話を聞い

て、この件について終わりたいと思います。

【中村総合水産試験場長】 水産試験場では、

日頃から養殖技術の指導、それから、魚病に対

する指導、魚病の指導は年間200件ぐらいやっ
ておりまして、薬が決められているものについ

てはそういった指導もいたしております。

しかしながら、そういった薬が効かない魚病

というのも最近出てきておりますので、ストレ

スがないような薄飼いをするとか、丁寧に飼っ

ていくといったことの技術指導を併せながら、

先ほど申し上げました新しい技術も加えてトラ

フグ養殖の振興に努めてまいりたいと考えてお

ります。

【斎藤水産部長】 まず、養殖を下支えする技

術開発あるいは養殖の指導というのは水産試験

場が担っているわけでございます。

また、先ほど、経営課長の方からも答弁しま

したように、融資といったものについて県独自

のものが使えるかどうかも含めて検討させてい

ただきたいと思います。

さらに、例えば販路を拡大するといったこと

も含めまして、総合的にトラフグ養殖の推進と

いったものを今後ともしっかり取り組んでいき

たいと思います。

【中村(一)副委員長】 よろしくお願いいたし

ます。

2点目の海区漁業調整委員の公募の選定につ
いてお尋ねをいたします。

選定について、国から県に移管されておりま

すけれども、来年度は知事が選任されるわけで

ありまして、その選定については県議会で議決

しなければいけない事項になっています。

まず、海区漁業調整委員会とは、どのような

委員会で、どのような権限と機能を持っている

のか、お伺いをいたします。

【岩田漁業振興課長】海区漁業調整委員会です

が、漁業者、あるいは漁業従事者、それから公

益代表とか学識経験者で組織されておりまして、

漁業調整上の重要な役割を果たしていただいて

おります。

漁業の免許にあたり、漁業調整に関すること

につきまして県から諮問いたしまして答申をい

ただくという非常に大事な任務を負っていただ

いております。

今後、ますます資源管理ですとか水域の有効

活用など出てきますので、この漁業調整委員会

の役割、重要性はもっと増していく非常に大事

な組織であると認識しております。（「機能は」

と呼ぶ者あり）

機能についてですが、やっていただきますの

は、漁業調整上のいろんな問題につきまして諮

問をして、その検討をしていただいて、それで

いいのかという決断といいますか、答申をいた
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だくというところが主な権能になっております。

【中村(一)委員】 構成としては、漁民に選ばれ
た漁業者代表、知事選任による学識経験者及び

公益代表で公平公正を期されていると思うが、

各海域の構成者はどのような状況にあるか、お

伺いをいたします。

【岩田漁業振興課長】 委員会は、県南部海区、

北部海区、五島海区、対馬海区とございます。

この中で県南部と北部につきましては、全体で

15名でございます。この区分ですけれども、現
在、漁業者委員が9名、学識経験者が4名、公益
代表が2名となっております。五島海区と対馬
海区につきましては、全体で10名になっており
ます。この2つの海区につきましては、漁業者
委員が6名、学識経験者が3名、公益代表が1名
となっておりました。

今回、構成委員を改正しておりまして、南部

と北部、全体で15名は変わりません。ただし、
学識委員が4名からそれぞれ3名に変えており
ます。公益代表が、名前が中立委員と変わって

おりまして、2名が3名に変わっております。そ
れから、五島と対馬全体で10名ですけれども、
ここにつきましても漁業者委員は6名で変更あ
りません。学識委員につきましては、3名が2名。
それから、中立委員につきまして1名が2名と構
成が変わっております。

【中村(一)委員】 今回の状況は、多分、12月初
旬に締め切られたと思いますけれども、どのよ

うな応募状況だったのか、お知らせください。

【岩田漁業振興課長】 12月4日で公募が終了い
た。

応募の状況ですけれども、定員が50名に対し
まして全体で61名の応募があっております。
【中村(一)委員】 公募者が多かった海区は、ど
のような方法で選定をされ、調整されるのか。

そしてまた、選考員は、どのような人が選ば

れて、何名で構成されているのか、お尋ねをい

たします。

【岩田漁業振興課長】水産部で外部委員も入れ

ました選定委員会を今後組織します。これにつ

きましては水産部内が3名、それから、外部の
方が3名の合計6名で委員会を構成いたしまし
て、点数方式でそれぞれ採点といいますか、調

整いたしまして、その後、順番にそこで選定し

まして、その後に議会の承認をいただくという

運びになっております。

【中村(一)委員】 この海区調整委員の費用弁償
等はどのようになっているのか。

【岩田漁業振興課長】漁業調整委員会の当日に、

会長につきましては3万円、通常の委員が2万
4,800円の費用を弁償することになっておりま
す。

【中村(一)委員】 大事な海区調整委員ですので、
各海域の地域的なバランスも十分考慮されまし

て、非常に強い権限と機能を有しているので、

選考していただくように要望して、終わります。

ありがとうございました。

【近藤委員長】 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ほかに質問がないようですので、

水産部関係の審査について整理いたします。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時４４分休憩 ―

― 午後 ４時４４分再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

今回、1年間、委員長をやらせていただいた
んですけれども、1回も意見交換ができなかっ
たというのは、コロナの関係で残念に思ってお

ります。申し訳ありませんでした。
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今回は、水産関係も、コロナもあったんです

けれども、台風9号、10号の台風の折には、皆
さん方が現場に、浜回り、各漁協の組合長とか

職員から、私が行ったら、「今年は職員がよく

来ていただいた」、「一緒になって寄り添って

頑張ってもらった」というお礼の言葉を何回も

私は受けました。

また、コロナでは、タイとかハマチとか、そ

れこそフグとか、流通が止まってしまって、そ

れを国の政策を使って高級魚を学校給食に出そ

うと。これは水産ばかりではなくて、教育と一

緒になって、それを全国でも早く国の予算をと

って長崎県でやっていただいたということには

大変感謝しております。

まだコロナも続いていますので、今からもっ

と大変な状況になっても、水産関係は、長崎県

に水産部があるのは我々の宝です。全国で長崎

県だけです、水産部を持っているのは。これは

我々は農水経済委員会の委員として誇りに思う

し、宝物と思っております。

そういうことで、皆様には水産県長崎県とい

うしっかりした目標を持った中で施策に臨んで

もらえばと思います。これからもよろしくお願

いします。（拍手）

これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査は、これにてとどめ、明日は午前

10時から委員会を再開し、農林部関係の審査を
行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時４７分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年１２月１０日

自  午前１０時５８分

至  午後 ３時５３分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 近藤 智昭 君

副委員長（副会長） 中村 一三 君

委 員 八江 利春 君

〃 坂本 智徳 君

〃 中島 廣義 君

〃 山田 博司 君

〃 浅田ますみ 君

〃 西川 克己 君

〃 坂本  浩 君

〃 饗庭 敦子 君

〃 山下 博史 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

農 林 部 長 綾香 直芳 君

農 林 部 次 長 吉田 弘毅 君

農 林 部 次 長 渋谷 隆秀 君

農林 部参事 監
(農村整備事業・
諌早湾干拓担当)

山根 伸司 君

林政課長(参事監) 内田 陽二 君

農 政 課 長 小畑 英二 君

農山村対策室長 村木 満宏 君

団体検査指導室長 村岡 彰信 君

農業 経営課 長 村里 祐治 君

農地利活用推進室長 溝口  聖 君

農 産 園 芸 課 長 川口 健二 君

農産加工流通課長 長門  潤 君

畜 産 課 長 山形 雅宏 君

農村 整備課 長 土井 幸寿 君

諫早湾干拓課長 藤田 昌三 君

森林 整備室 長 永田 明広 君

農林技術開発センター所長 中村  功 君

産 業 労働部 長 廣田 義美 君

水 産 部 長 斎藤  晃 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時５８分 開議 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

これより、農林部関係の審査を行います。

【近藤分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

農林部長より、予算議案説明をお願いします。

【綾香農林部長】 おはようございます。

私の方から、農林部関係の議案についてご説

明をいたします。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料及び予算決算委員会農水経済分科会関係議

案説明資料追加1、2つをご用意ください。
まず、説明資料1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第122号議案「令和2年度長崎県一般会計補正予
算（第9号）」のうち関係部分、第123号議案「令
和2年度長崎県県営林特別会計補正予算（第1
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号）」、第156号議案「令和2年度長崎県一般会
計補正予算（第10号）」のうち関係部分であり
ます。

それでは、まず、第122号議案「令和2年度長
崎県一般会計補正予算（第9号）」のうち関係
部分についてご説明いたします。

歳入予算は、合計6億287万3,000円の増、歳
出予算は合計10億6,833万1,000円の増となっ
ております。

次に、歳出予算の主なものについてご説明い

たします。

台風第9号及び第10号による被災への対応に
ついて。

台風第9号及び第10号により被災した海岸保
全施設、林道施設、治山施設の復旧に要する経

費として、農地海岸災害復旧費1億2,188万
5,000円の増、林業施設災害復旧費2億90万円の
増、林地荒廃防止施設災害復旧費2億7,300万円
の増を計上いたしております。

次に、飲食店における衛生管理等改善推進事

業費について。

新型コロナウイルス感染拡大の影響によるイ

ンバウンド需要の減少に伴い売上げが減少して

いる飲食店等に対し、衛生管理・空気換気設備

等の導入や店舗の改装等を支援するために要す

る経費として、飲食店における衛生管理等改善

推進事業費249万4,000円の増を計上いたして
おります。

次に、長崎県農業経営継続支援事業費につい

て。

新型コロナウイルス感染拡大防止対策を行い

つつ、販路回復・開拓や事業継続・転換に係る

機械・設備の導入、人手不足解消の取組を総合

的に支援するために要する経費として、長崎県

農業経営継続支援事業費2億4,420万5,000円の

増を計上いたしております。

山地治山費について。

山地災害の危険箇所を把握するための航空レ

ーザ計測解析に要する経費として、山地治山費

1億9,215万円の増を計上いたしております。
職員給与費について。

農林部職員の給与費について、既定予算の過

不足の調整として合計2,042万4,000円の増を
計上いたしております。

繰越明許費について。

繰越明許費については、国の交付決定の遅れ

や計画、設計及び工法の変更による工事の遅延

等により、年度内に適正な工期が確保できない

ことから、記載のとおり設定するものでありま

す。

次に、第123号議案「令和2年度長崎県県営林
特別会計補正予算（第1号）」についてご説明
いたします。

繰越明許費について。

国の予算を活用する事業について、年度内に

適正な工期が確保できないことから、造林費

2,804万2,000円の繰越明許費を設定するもの
であります。

次に、説明資料追加1の1ページの中ほどをご
覧ください。

第156号議案「令和2年度長崎県一般会計補正
予算（第10号）」のうち関係部分について、ご
説明いたします。

これは、職員の給与改定に要する経費であり、

合計1,830万2,000円の減となっております。
以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【近藤分科会長】次に、農政課長より補足説明
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を求めます。

【小畑農政課長】農政課関係の事業につきまし

て、1点補足説明をさせていただきます。
予算決算委員会農水経済分科会補足説明資料、

令和2年度11月補正予算計上事業一覧の1ペー
ジをお開きください。

今回、農政課の補正予算として補足説明させ

ていただく事業は1事業、合計249万4,000円と
なっております。

2ページをご覧ください。
飲食店における衛生管理等改善推進事業費に

つきましては、新型コロナウイルス感染拡大の

影響によるインバウンド需要の減少に伴い売上

げが減少している飲食店に対し、衛生管理体制

の整備を支援するものであり、249万4,000円を
計上いたしております。

事業内容といたしましては、中段に記載のと

おり、衛生管理の改善を図るための設備導入や

業態転換を図るための改装等を国庫補助事業に

より支援するもので、補助率は記載のとおりと

なっております。

なお、本事業につきましては、先般の9月定
例会において、1次募集分として1,215万4,000
円を計上しており、今回2次募集に対して応募
があったことから計上するものでございます。

次に、農林部関係繰越明許費についてご説明

いたします。

お手元にお配りしております補足説明資料、

繰越事業理由別調書の1ページをお開き願いま
す。

今回、計上しておりますのは、表の右から2
つ目の項目、今回計上欄に記載のとおりであり、

一番下の方でございますが、合計で22件、16億
2,916万3,000円となっております。

9月定例会にて承認いただきました額と合わ

せますと、58件40億9,934万3,000円となってお
ります。

繰越理由としましては、表の上段にあります

①事業決定の遅れによるものが3件、6億3,706
万円でございます。

これは、主に林地荒廃防止施設災害復旧費及

び海岸保全施設災害復旧費において、本年9月
の台風第9号及び第10号により被災した治山施
設や護岸等の復旧に当たって、年度内に適正な

工期が確保できないため繰越を行うものであり

ます。

次に、②計画・設計及び工法の変更による遅

れによるものが4件、1億5,329万円でございま
す。

これは、主に担い手育成畑地帯総合農地整備

事業において、区画整備工事の区画計画の再検

討や、排水路等の設計変更に不測の日数を要し

たことから、年度内に適正な工期が確保できな

いため繰越を行うものであります。

次に、③地元との調整に日時を要したものが

1件、8,000万円でございます。
これは、ため池等整備事業において、地元水

利組合関係者との調整により、水稲収穫後まで

落水及び工事着手ができなくなったことから、

年度内に適正な工期が確保できないため繰越を

行うものであります。

次に、⑤その他の理由によるものが14件、7
億5,881万3,000円でございます。
これは、主に経営体育成基盤整備事業及びた

め池等整備事業において、入札不調等により年

度内に適正な工期が確保できないため、繰越を

行うものであります。

また、2ページから3ページに事業別内訳とし
て繰越箇所、事業内容等をまとめております。

今後は、残る事業の早期完成に向けて最大限
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努力してまいりたいと存じます。

以上でございます。

【近藤分科会長】次に、農業経営課長より補足

説明を求めます。

【村里農業経営課長】農業経営課関係の事業に

つきまして、補足説明をさせていただきます。

補足説明資料、令和2年度11月補正予算計上
事業一覧の資料の3ページをご覧ください。
今回、農業経営課の補正予算として計上して

おりますのは1件で、2億4,420万5,000円となっ
ております。

4ページをご覧ください。
長崎県農業経営継続支援事業費につきまして

は、新型コロナウイルス感染症の影響を克服す

るために、感染拡大防止対策を行いつつ、販路

回復・開拓や事業継続・転換に係る機械設備の

導入、人手不足解消の取組を総合的に支援する

ものでございます。

国の予算額が当初補正額から増額され、1次
募集で県の現計予算より多くの採択がなされた

こと及び2次募集が実施されることに伴い、事
業費を増額するものでございます。

当事業は、国の経営継続補助金を活用する事

業者の自己負担分の4分の1に対し、その半分の
8分の1を支援するもので、今回補正予算として
2億4,420万5,000円を計上しております。
農業経営課関係分は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【近藤分科会長】次に、農村整備課長より補足

説明を求めます。

【土井農村整備課長】私の方から、農村整備課

関係の事業につきまして、お配りしております

補足説明資料に基づいて説明をいたします。

説明資料の5ページから6ページに記載して

おりますのが、今回の補正予算で計上しており

ます農村整備課分の事業及び地区でございます。

その内容につきまして説明をさせていただきま

す。

6ページをご覧ください。本年9月の台風第10
号により災害が発生した農地海岸保全施設の写

真であります。

農地海岸保全施設災害復旧事業は、農地海岸

として指定された区域内において、暴風等によ

り被災した護岸や突堤の復旧工事が必要となっ

た場合に行う事業であります。

今回の補正予算では、写真に示します平戸市

大野浦地区ほか4地区において、護岸や突堤な
どを復旧するために1億2,188万5,000円を計上
しております。

以上で説明を終わらせていただきます。ご審

議賜りますよう、よろしくお願いいたします。

【近藤分科会長】次に、森林整備室長より補足

説明を求めます。

【永田森林整備室長】私の方から、森林整備室

関係事業につきまして、同資料によってご説明

いたします。7ページをご覧ください。
資料記載分が、今回補正予算で計上しており

ます森林整備室分の事業及び一覧でございます。

8ページをご覧ください。
予防治山費です。これは、本年7月の豪雨に

より災害が多発した大村地区を中心として、令

和3年度以降に計画しておりました航空レーザ
計測を、今年度前倒しで実施し、山地の危険箇

所の状況を正確に把握することで早期の対策工

事の実施につなげていくものでございます。

航空レーザ計測は、航空機器に搭載したレー

ザ測量装置により三次元に計測をし、地形デー

タ、森林データを解析、微地形表現図等を作成

するものでございます。この事業に1億9,215万
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円を計上しております。

9ページをご覧ください。
令和2年災害復旧費（林業施設災害復旧費）

でございます。

これは、本年の台風第10号の豪雨により被災
した林道施設を従前の機能に回復させるため、

復旧事業を行うものでございます。写真は、南

松浦郡新上五島町上五島縦貫線でございます。

林道法面が崩壊し被災したため、国の補助を活

用し、新上五島町が事業主体となり、林道施設

の復旧を実施いたします。

このほかにも、今回の補正予算により、五島

市2路線2か所の被災した林道の復旧を含め2億
90万円を計上しております。

10ページをご覧ください。
令和2年災害復旧費（林地荒廃防止施設災害

復旧費）でございます。

これは、本年の台風第9号により被災した治
山施設を従前の機能に回復させるため、復旧事

業を行うものでございます。

写真は、五島市玉之浦町大宝地区でございま

す。令和元年9月の台風第17号にて被災した消
波工の復旧工事を実施していたところ、令和2
年台風第9号の接近により、施工中の被覆ブロ
ック等が被災したことに加え、新たに防潮工の

被災が拡大いたしました。

被災海岸は、越波等によりさらなる被害の拡

大のおそれがあるため、国の補助を活用し施設

の復旧を実施いたします。この対策に2億7,300
万円を計上しております。

以上、森林整備室分として6億6,605万円を補
正予算として計上しております。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【近藤分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【山田(博)委員】皆さん、おはようございます。
今、説明した中で幾つか質問させていただき

たいと思います。

まず最初に、今回、コロナ感染対策のいろん

な予算が計上されておりますけれども、この予

算の補助金申請という中で、申請のあり方につ

いて、農林部に関して、いろんな問題が特段な

かったのか、そこだけまずお尋ねしたいと思い

ます。

【小畑農政課長】今回の国の補正事業につきま

して問題がなかったかということでございます

が、私が知る限りでは、そういった問題等があ

ったということについては承知していません。

【山田(博)委員】 本当にありませんか。よく聞
いてもらえませんか、もう一回。

私は、コロナウイルス感染症に関しての補助

金申請で、今日は朝から随分お叱りを受けまし

て。団体の方で補助金申請をする時に、団体職

員が手数料を取るとかなんかと、それがあった

ということでありましたから。

今回部長説明で、そういったことがあるかな

と思ったら、なかったものだからね。それは午

後から再度、調査したうえでお答えいただきた

いと思いますので、よろしくお願いしたいと思

います。農政課長、よろしいですかね。

【小畑農政課長】確認のうえ、また改めてご報

告したいと思います。

【山田(博)委員】 それでは、農業経営課長にお
尋ねしたいんですが、今回の1次募集で、県の
現計予算より多く採択されたとありますけど、

実情を詳しく説明いただけますか。どれだけの

応募があって、実際はどれだけ採択され、こう

いうふうな結果になったということを、きめ細
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かに説明を求めたいと思います。

【村里農業経営課長】今回の経営継続補助金の

申請について、1次募集におきまして、県内農
林関係分で1,369件の申請がございました。それ
に対して1次募集採択数が1,124件となってお
ります。

2次募集につきましては、11月19日に締め切
りがなされまして、現在1,097件の申請があって
いるところです。

【山田(博)委員】 もうちょっと確認させて。1
次募集では1,369件あって1,124件の採択数だ
ったんですね。再度募集して申請が1,097件です
ね。

そうすると、2次募集の予算が計上されてい
ますけれども、全体で最終的にはどれだけの採

択を予定されているのかをお尋ねしたいんです。

この文章で「現計予算より多くの採択がなされ

た」とあるので、予算が足りなかったというこ

と。また2次募集したんでしょう。2次募集でど
れだけの採択をして、合計幾らぐらいになるか

というのをお答えいただけますか。

【村里農業経営課長】 現在、1次募集につきま
しては採択をされまして、当初予算で1,660万円
に対して、1億3,023万5,000円が1次分の採択と
して把握をしているところでございます。

2次分につきましては、募集は締め切られま
して、全国農業会議所の方で集約されて、今後

審査、採択をされるということで、2次分の採
択はまだ公表はされていないところでございま

す。（発言する者あり）

2次の補正予算として今回計上した根拠とい
たしましては、採択見込件数を870件としてい
ます。今回の事業の支援団体が各農協、また団

体の方でされておりまして、そちらに申請見込

みを確認した中で、870件の1億1,397万円を2

次募集分として計上をしているところでござい

ます。

【山田(博)委員】 農業経営課長、私は頭が悪い
のか、わかりませんので、ちょっと整理をして

いただけませんか。

1次募集で予算が足りなかったと、足りなか
ったので、また2次募集にしましたと。1次募集
の分の予算も足りなかったので、合計してです

ね。

今聞いたら、1次募集で1,124件だったんです
ね。しかし、予算が1,600万円しかなくて足りな
かったから、また補正を組んで、なおかつ募集

をして、今は2次募集を870件ぐらいと見込んで
いるから、合計して大体2,000件近くを予定して
いると理解していいんですか。そこは大切なこ

とですからね。

【村里農業経営課長】すみません、もう一度説

明をさせていただきます。

1次募集の採択が1,124件、これに対しまして
6月補正予算で組んでおりましたのが1,660万
円で、1億3,023万5,000円が不足して、今回の
補正の内数になっております。

2次募集で870件、合計1,994件を見込んでい
るところです。2次募集分につきまして1億
1,397万円を補正予算として計上をしていると
ころでございます。

【山田(博)委員】これは、件数はそうですけど、
対象の農家は大体、申請件数と農家の戸数、ど

れだけの農業者が対象になるかというのはわか

りますか。

【村里農業経営課長】今回の経営継続補助金の

事業対象となります農業者は個人、法人が対象

になりまして、常時使用する従業員が20人以下
という要件がございます。それ以外の要件はご

ざいませんので、大規模な雇用をされている農
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業法人以外の農業者は全て対象になるかと思う

んですが、数の方は押さえておりません。

【山田(博)委員】 わかりました。
これで経営をすることによる経済的な波及効

果は試算しているんですか。農業経営課でそう

いった波及効果は試算されているのか、されて

ないのか、そこだけお答えください。

【村里農業経営課長】波及効果については、試

算しておりません。

【山田(博)委員】 わかりました。ぜひ今後は、

いい事業でございますので、速やかに対応して

いただきたいと思いますので、よろしくお願い

します。

続きまして、予防治山費でお尋ねしたいんで

すが、平成26年度からこの事業をやっていると
いうことであります。平成26年度から令和元年
度、令和2年度とやりまして、令和3年度末には
いろいろと事業が終わっていくとお聞きしてい

るんですが、この航空レーザ計測で令和3年度
に長崎県土のどれぐらいのカバー率になるのか

を説明していただけますか。

【永田森林整備室長】県土というわけではござ

いませんけれども、全体としまして森林面積

2,182平方キロメートルを、令和3年度までにカ
バーするということで進めているところでござ

います。率というのは計算しておりません。す

みません。

【山田(博)委員】 率はわからないんですか。あ
なた方の担当者から98％が終わると聞いてい
ましたけど、違うんですかね。

【永田森林整備室長】それは森林の対象面積で

県土には田畑とかも含まれるので、それを除い

たところでいきますと、令和3年度までに98％
という形で進めているところでございます。

【山田(博)委員】 失礼いたしました。今回の航

空レーザ計測で、令和3年度末で森林面積の
98％が終わることになっていますね。
この事業は、私も事前に説明をもらったんで

すが、大変すばらしい事業ですね。大体半分は

県費で出すとなっていますけど、これは国で

100％出せなかったんですか。なぜこういうふ
うになったんですか。県債で半分、1億円近く
負担するようになっていますけど、なぜこうい

うふうになったのか、説明をいただけますか。

【永田森林整備室長】本事業は、国の農山漁村

地域整備交付金の活用をしています。その中の

効果促進という事業でございまして、その補助

率が50％ですので、国から50％、県が50％とい
う負担割合で実施しているところでございます。

【山田(博)委員】 これは地方交付税の対象にな
らなかったんですか。そこをお尋ねしたいと思

います。（「休憩を」と呼ぶ者あり）

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２７分 休憩 ―

― 午前１１時２８分 再開 ―

【近藤分科会長】 再開します。

【永田森林整備室長】 県の負担分については、

地方交付税措置が概ね20％はされていると聞
いております。

【山田(博)委員】 20％、えらい少ないね、それ
は。こんなものなんですかね。これは災害対策

で必要な、県債までせんと予算措置ができない

という状況の中で、20％というのは少ないです
けど。

農林部長、いかが思われますか。これは大変

すばらしい事業で、災害対策に必要なことで、

県も一生懸命にやっているということでありま

すけど、交付税措置が20％というのはどうかと
思うんですよ。これから国土強靭化をやらんと



令和２年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月１０日）

- 118 -

いかんという中で、地方自治体も負担をせんと

いかんとわからんでもないけど、20％というの
は、普通70とか80とかというのは聞いたことが
あるけど、えらい少ないんじゃないかと思いま

すけど、いかが思いますか。

【綾香農林部長】この事業にかかわらず、公共

事業全般にわたって、県の負担分の20％相当が
交付税措置されることが基本であるというふう

に聞いております。

ただ、県の財政負担が伴いますので、そこを

少しでも上げていただくよう、関係部局とも連

携をした上で、県全体として、この事業に関わ

らず、今後も国に対して要望は続けていきたい

と考えております。

【近藤分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時３０分 休憩 ―

― 午前１１時３０分 再開 ―

【近藤分科会長】 再開します。

【綾香農林部長】森林整備室長からご説明いた

しましたが、県負担分の交付税措置の対象にな

る、計算の対象となる分が8割とか9割とか、そ
の事業によって決まっておりまして、実質的に

県の負担が軽減されるのは2割相当であると、
後から交付税で戻ってくる分はですね。（発言

する者あり）

【永田森林整備室長】先ほどの部長の答弁のと

おりでございます。

【山田(博)委員】 そうですね。室長、災害対策
で日夜大変ご苦労されているから、疲労もたま

っているでしょうから、しっかりと頑張ってい

ただきたいと思っております。

もう一度、農業経営課長にお尋ねしますけれ

ども、交付決定されて、いつまでにちゃんと支

払いができるのか。

それと、これは待ったなしだから、事前に購

入を認められるのか、どういうふうなところま

でいっているのか、説明いただけますか。

【村里農業経営課長】 1次採択分につきまして
は、もう採択がされておりますので、それぞれ

農家が事業に取り組んでおられます。事業が完

了して30日以内、また2月の末で実績書を上げ
て、実績書が出た段階で交付がされることにな

っております。

2次補正は今から採択になりますので、それ
までに実績が間に合わない場合は、繰越処理を

できると国から説明を受けているところです。

【山田(博)委員】 もう一度確認ですけど、補助
金を出す時には、わかりやすく言うと事前着工

したら補助金をやらないというふうになってい

ますけど、この事業に関しては、事前着工して、

書類だけきちんと揃えておけば、採択されたら

お金をきちんと渡すようになっているんですか

と聞いている。

というのは、第3波がどんどん広がってきて
いるものですから、農業者にとっては一日も早

くこういった事業を実施してもらいたいという

ふうになると思いますので、そこをきちんとお

答えいただきたいと思います。

【村里農業経営課長】今回の事業指令前着工に

関しましては、特例として、令和2年5月14日以
降に発生した経費をさかのぼって補助対象とし

て認めることになっております。

【山田(博)委員】いや、これはやっぱりさすが、
きちんと対応がなっているなと思いましてね。

速やかに事務作業がいくように、よろしくお願

いしたいと思います。

私ばっかり質問できませんので、一旦終わり

たいと思います。

【近藤分科会長】 ほかにございませんか。
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【西川委員】 補足説明資料5ページの海岸保全
施設災害復旧と森林整備室の災害復旧、この発

注と完成は、どんなふうに見ていますか。年度

内は無理と思うんですけど、その辺の見通しを

お聞かせください。

【土井農村整備課長】災害につきましては災害

査定がございます。それが来週予定されており

まして、それで採択を受けて、できるだけ年度

内に発注したいと思っておりますが、繰越の方

でもご説明したとおり、一応、繰越を予定して、

工事の金額によって工期が異なりますが、来年

度内の完成を目指して頑張っていきたいと思っ

ています。

【永田森林整備室長】森林整備室分の災害につ

きましても、今、農村整備課長が申しましたと

おりで、治山施設については12月1日、林道施
設については11月18日から20日までに査定を
受けております。その後、決定次第、施越工事

という形で着手していきますけれども、年度内

の完成は厳しいということで繰越させていただ

き同様に来年度内の完成を目指して工事を進め

てまいりたいと考えております。

【近藤委員長】 ほかにございませんか。

【山田(博)委員】 先ほど西川委員から質問があ
りましたけど、災害が、また同じ箇所であると

いうことは、発注もさることながら、工法も工

夫していかないといけないんじゃないかと思う

んですけど、そこはどのように。

2つの担当課は、少ない人員の中で出先も、
聞くところによると深夜遅くまで頑張っている

ということで、ぜひ叱咤激励をしてもらいたい

という声が上がっているんですが、それはどの

ように考えているのか、お答えいただきたいと

思います。

【土井農村整備課長】海岸保全施設の災害復旧

につきましては、原形復旧が基本です。ただ、

また同じようなものが、台風とかが来た時に壊

れないように、原形復旧にプラスしながら対策

を検討してまいりたいと思っております。

【永田森林整備室長】農村整備課長が申しまし

たとおり、我々の方も災害復旧は原形復旧が基

本でございますけれども、近年の台風等の越波

等を勘案して、工法等を見直しながら査定を受

けているところでございます。

【山田(博)委員】 実際、今回2回災害を受けた
件数は、どれぐらいあるんですか。

【土井農村整備課長】私どもの海岸につきまし

ては、今回の台風第10号で被災をしておりまし
て、2度受けたということではありません。
【永田森林整備室長】森林整備室分については、

10ページでご説明したとおり、令和元年度に被
災した部分の工事中に再被災ということで、こ

の1件でございます。
【山田(博)委員】 わかりました。国土強靭化と
うたわれていますので、同じ災害場所が2回も
ならないように、速やかな対応をしていただき

たいと思いますので、よろしくお願いしたいと

思います。終わります。

【近藤分科会長】 ほかにありませんか。（発言

する者あり）

【村里農業経営課長】 先ほど、山田(博)委員か
らご質問いただきました経営継続補助金の事業

の期間でございますが、ちょっと訂正をさせて

いただければと思います。

先ほど言いました事業の実施期間、2月末ま
では2次募集の実施期間でございまして、1次募
集につきましては12月31日までが事業の実施
期間ということになっております。すみません。

一緒になっておりました。

【近藤分科会長】 ほかに質疑はありませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】質疑がないようですので、こ

れをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第122号議案のうち関係部分、第123号議案、
第156号議案のうち関係部分については、原案
のとおり可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は原案のとおり、それぞれ可決

すべきものと決定されました。

暫時休憩します。

― 午前１１時３９分 休憩 ―

― 午前１１時３９分 再開 ―

【近藤委員長】 再開します。

午前中の審査はこれにとどめ、1時30分から
午後の審査を行います。

しばらく休憩します。

― 午前１１時４０分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

次に、委員会による審査を行います。

（発言する者あり）

【吉田農林部次長】 午前中に山田(博)委員から、
新型コロナウイルス関係の補助金について、不

適切な取扱いがなかったかという質問がござい

ましたので、それについてお答えをさせていた

だきます。

新型コロナウイルス関係の農林部所管の補助

金におきましては、午前中に農政課長が答弁し

たように、我々としては把握をしていないとこ

ろでございます。

しかしながら、新型コロナウイルス関係の補

助金につきましては、農林部所管以外にも補助

金がございまして、その中で不適切な取扱いの

事例があったことについては、我々も聞いてい

るところでございます。

補助金業務につきましては、必要とする方に

対して支給をするということでございまして、

新型コロナウイルス関係補助金であるとか農林

部所管ということではなくて、補助金業務につ

いては適切な取扱いが必要だというふうに我々

も認識しておりますので、農林部としても引き

続きしっかりと指導してまいりたいというふう

に考えております。

【山田(博)委員】 きちんと調査していただいた
ということで、ありがとうございます。

いずれにしても、今後、農業者の方が、そう

いった補助金のいろんな不正とか何かに巻き込

まれないように、しっかりと指導監督をやって

いただきたいと思いまして、要望として終わり

たいと思います。ありがとうございました。

【近藤委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

農林部長より総括説明をお願いします。

【綾香農林部長】それでは、私の方からご説明

させていただきます。

農水経済委員会関係議案説明資料、農林部の

1ページ目をお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第130号議案「長崎県畜産関係手数料条例の一
部を改正する条例」、第131号議案「長崎県営
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土地改良事業分担金徴収条例の一部を改正する

条例」、第153号議案「長崎県総合計画チェン
ジ＆チャレンジ2025について」のうち関係部分、
第154号議案「第3期ながさき農林業・農山村活
性化計画について」であります。

議案の内容についてご説明をいたします。

まず、第130号議案「長崎県畜産関係手数料
条例の一部を改正する条例」につきましては、

家畜改良増殖法の一部を改正する法律及び家畜

改良増殖法施行規則等の一部を改正する省令の

施行、家畜伝染病予防法の一部を改正する法律

の公布並びに農業保険法施行規則附則第10条
の経過措置の終了に伴い、所要の改正をしよう

とするものであります。

次に、第131号議案「長崎県営土地改良事業
分担金徴収条例の一部を改正する条例」につき

ましては、棚田地域振興法の施行による法指定

地域の追加及び一部事業の分担金の率の見直し

に伴い、所要の改正をしようとするものであり

ます。

次に、第153号議案「長崎県総合計画チェン
ジ＆チャレンジ2025について」は、長崎県行政
に係る基本的な計画について議会の議決事件と

定める条例第2条の規定により、議会の議決を
得ようとするものであります。

これは、県議会をはじめ、県民の皆様からご

意見をいただきながら検討を進めてまいりまし

た新たな総合計画について、名称を「長崎県総

合計画チェンジ＆チャレンジ2025」とし、「人・
産業・地域を結び、新たな時代を生き抜く力強

い長崎県づくり」を基本理念に、10の基本戦略
を柱とする令和3年度からの5か年計画として
策定しようとするものであります。

なお、基本戦略のうち農林部関係部分では、

基本戦略1－1「若者の県内定着、地域で活躍す

る人材の育成を図る」において、新規就農・就

業者の増大や個別経営体の経営力強化に取り組

み、基本戦略2－3「環境変化に対応し、一次産
業を活性化する」においては、生産性の高い農

林業産地の育成、産地の維持拡大に必要な生産

基盤の強化、産地の維持拡大を支える加工・流

通・販売対策の強化を推進し、基本戦略3－1「人
口減少に対応できる持続可能な地域を創る」に

おいては、農山漁村集落に人を呼び込む仕組み

づくり、農山漁村地域全体で稼ぐ仕組みづくり

を推進することとしております。こうした施策

を積極的に推進し、県民の皆様と一体となって

力強い長崎県づくりを進めてまいりたいと考え

ております。

次に、第154号議案「第3期ながさき農林業・
農山村活性化計画について」は、長崎県行政に

係る基本的な計画について議会の議決事件と定

める条例第2条の規定により、議会の議決を得
ようとするものであります。

これは、県議会をはじめ、県民の皆様からご

意見をいただきながら検討を進めてまいりまし

た農林行政の新たな計画について、名称を「第

3期ながさき農林業・農山村活性化計画」とし、
令和3年度からの本県農林業・農山村の目指す
姿と方向性を示した5か年計画として策定しよ
うとするものであります。

若者から「選ばれる」魅力ある農林業・暮ら

しやすい農山村の実現を目指すことを基本理念

として、農林業の生産性向上等により産地の維

持拡大を実現する「産地対策」と、多様な担い

手が活躍し支え合う持続可能な集落を実現する

「集落対策」を車の両輪として施策を展開し、

次代につなげる活力ある農林業産地の振興、多

様な住民の活躍による農山村集落の維持・活性

化について、農林業者をはじめ、県民の皆様や
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関係機関と一体となって取り組むことで、農林

業を通じた地域の雇用と所得の確保を図ってま

いりたいと考えております。

続きまして、議案外の主な報告事項について

ご説明いたします。「農水経済委員会関係議案

説明資料」並びに同資料追加1をご覧ください。
今回、ご報告いたしますのは、令和3年度の

重点施策、令和2年度第59回農林水産祭天皇杯
の受賞について、長崎四季畑の認証商品の決定

について、長崎県農業農村整備事業推進大会に

ついて、諫早湾干拓事業の開門問題等について、

事務事業評価の実施について、研究事業評価に

関する意見書について、長崎県まち・ひと・し

ごと創生総合戦略の達成状況について、新たな

行財政改革に関する計画素案の策定についてで

ございます。

そのうち、主なものにつきましてご報告をい

たします。

まず、農水経済委員会関係議案説明資料追加

1の1ページ目をお開きください。
令和3年度の重点施策でございます。
令和3年度の予算編成に向けて、「長崎県重

点戦略（素案）」を策定いたしました。これは、

来年度が初年度となる新しい長崎県総合計画に

掲げる目標の実現に向けて、令和3年度に重点
的に取り組もうとする施策について、新規事業

を中心にお示ししたものであります。このうち、

農林部の予算編成における基本方針及び主要事

業についてご説明いたします。

農林部では、「第3期ながさき農林業・農山
村活性化計画（案）」に基づき、次代につなげ

る活力ある農林業産地の振興を図る「産地対策」

と、多様な住民の活躍による農山村集落の維

持・活性化を図る「集落対策」を車の両輪とし

て施策を展開することとしており、令和3年度

については、以下の取組を強化してまいります。

まず、「スマート農林業技術による生産性向

上」として、米や野菜、果樹、畜産、木材など

の産地・品目ごとの所得向上を目指す「産地計

画」を基軸とし、離島や中山間地域を多く有す

る本県の地域特性に合わせたロボットやＡＩ・

ＩＣＴ等のスマート農林業技術の導入により、

生産性の高い農林業産地を育成してまいります。

次に、「県産農産物の流通・販売対策の強化」

として、県内における県産農産物の認知度向上

とファンの醸成、長崎四季畑の商品特性に応じ

た販路拡大、しまの産品振興や新幹線開業等に

対応した商品開発、輸出先国の規制等に対応し

た産地づくり、輸出先の新規開拓等を推進して

まいります。

また、「人・農地・産地プランに基づく担い

手の育成と生産基盤の強化」として、新規就農・

就業者、認定農業者、集落営農組織などの担い

手の育成・確保、外国人材の活用や農福連携の

拡大、空きハウス等の新規就農者への継承を進

めるとともに、人・農地プランに作付計画を連

動させ、担い手への農地集積・集約化と生産基

盤の整備、園芸作物の導入等を推進してまいり

ます。

さらに、「農山村集落への移住・定住と関係

人口の拡大」として、農山村集落の魅力の磨き

上げと発信、お試し移住、農地付住居のあっせ

ん等により移住・定住を促進するとともに、都

市住民との協働等による多面的機能の維持と関

係人口の拡大、鳥獣害対策や防災対策による暮

らしやすい集落づくりを進めるとともに、「農

山村で稼ぐ仕組みづくり」として、地域の「顔」

となる産品づくりに向けた地域資源の発掘や新

規品目の導入及び商品化の検討、直売所の機能

強化や農泊の開業促進など地域ビジネスの創
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出・展開、中山間地域における営農組織の育成

等を推進してまいります。

なお、令和3年度当初予算に係る予算要求状
況につきましても、併せて公表を行ったところ

であります。

これらの事業につきましては、県議会からの

ご意見などを十分踏まえながら、予算編成の中

でさらに検討を加えてまいりたいと考えており

ます。

次に、農水経済委員会関係議案説明資料3ペ
ージをお開きください。

令和2年度第59回農林水産祭天皇杯の受賞に
ついてでございます。

令和2年度第59回農林水産祭畜産部門におい
て、小値賀町の肉用牛繁殖農家「松崎秀利・弘

子」様ご夫妻が、栄えある「天皇杯」を受賞さ

れました。

令和2年度農林水産祭では、令和元年7月から
令和2年6月までに行われた農林水産祭参加行
事273件において、農林水産大臣賞を受賞した
465点のうち、農産・蚕糸、園芸、畜産、林産、
水産、多角化経営及びむらづくりの7部門並び
に女性の活躍において、その性質・内容が抜群

で広く社会の賞賛に値するものから、「天皇杯」、

「内閣総理大臣賞」、「日本農林漁業振興会会

長賞」が各部門1点ずつ授与されております。
今回の天皇杯受賞は、生産条件が不利な離島

において、遊休農地等を活用した放牧や自給飼

料の増産による省力・低コスト生産を実現した

ことに加え、スマートフォンと監視カメラを連

動させた分娩事故防止の取組や、全国和牛能力

共進会の優等賞受賞牛や県種雄牛の指定交配選

抜牛の生産など、優れた飼養管理技術や育種改

良に裏付けされた高収益和牛繁殖経営が高く評

価されたものであります。

県といたしましては、こうした全国に通じる

トップクラスの取組を県内全域へ波及させるこ

とで、さらなる産地の強化と農業者の所得向上

に努めてまいります。

その他の事項の内容につきましては、記載の

とおりでございます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【近藤委員長】次に、農政課長より補足説明を

求めます。

【小畑農政課長】私の方から、第154号議案「第
3期ながさき農林業・農山村活性化計画につい
て」、これまでの経過と9月定例会以降の変更
点などについて、お手元の補足説明資料により

説明させていただきます。

お手元の「第3期ながさき農林業・農山村活
性化計画について」という2枚組の資料をご覧
いただきたいと思います。

表紙をめくっていただきますと、Ａ4横のカ
ラーの資料がございます。こちらにつきまして

は、基本理念といたしまして、若者から「選ば

れる」魅力ある農林業・暮らしやすい農山村の

実現を目指すことや、次代につなげる活力ある

農林業産地の振興を図る「産地対策」と、多様

な住民の活躍による農山村集落の維持・活性化

を図る「集落対策」を車の両輪として施策を展

開することなど、基本的な事項につきましては、

本資料のとおり9月定例会でご説明した内容か
ら大きな変更はございません。

次に、補足説明資料「第3期ながさき農林業・
農山村活性化計画の策定スケジュール、計画素

案からの主な変更点等について」という3枚組
の資料をご覧いただきたいと思います。

表紙をめくっていただきますと策定スケジュ

ールがあります。9月定例会の本委員会で計画
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素案につきましてご審議いただいた後、パブリ

ックコメント及び関係機関への意見聴取を行い、

外部有識者が参画する策定委員会を経て、最終

案を取りまとめたところであります。

次のページで、今回の計画素案の主な変更点

を1枚の資料に整理しております。最終案にお
きましては、写真の追加や語句の統一などを行

ったほか、9月定例会及び策定委員会でのご指
摘を踏まえ、計画素案から何点か変更を加えて

おります。

まず、「生産性の高い農林業産地の育成」の

項に、小規模農家や中山間地域等も対象に含む

旨を明記いたしております。

2番目に、「長崎県におけるスマート農林業
の展開」の項に、スマート農林業の展開による

目指す将来像の具体的な内容を追記いたしてお

ります。

3番目に、「水田をフル活用した水田農業の
展開」の項に、主要農作物の種子の確保に係る

記述を追加いたしております。

次に4番目と5番目でございますが、「チャレ
ンジ畜産600億の推進」の項における酪農と養
豚のＫＰＩにつきまして、関係団体からの意見

を踏まえて再度調整を行い、修正をいたしてお

ります。

6番目に、「チャレンジ畜産600億の推進」の
項に養蜂に係る記述を追加いたしております。

7番目に、「多様な住民の活躍による農山村
集落の維持・活性化」の項に、農山村集落が持

つ文化等の魅力の発信を明記いたしました。

8番目に、「農山村地域への移住・定住対策
の推進」の項に、これは若者だけではなく幅広

い世代を呼び込む旨を明記いたしております。

9番目に、「関係者の役割」の項に、農協や
農業委員会といった農林業団体の具体的な役割

を追記いたしております。

その次のページは、計画素案に対するパブリ

ックコメントの結果概要でございます。

9月30日から10月23日にかけてパブリックコ
メントを募集したところ、農林業の担い手確保

や所得向上に向けた取組などにつきまして、8
名から12件の意見をいただいております。
そのうち9件につきましては計画素案に既に

盛り込まれている内容であり、3件については
今後検討していくものという整理をいたしてお

ります。

以上をもちまして、計画案の補足説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【近藤委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【坂本(浩)委員】 まず、第131号議案の県営土
地改良事業分担金の徴収条例の一部を改正する

条例です。これは2つありまして、棚田地域振
興法の施行による法指定地域の追加及び一部事

業の分担金の率の見直しということです。この

指定棚田地域の追加というところで、ちょっと

お尋ねです。

これは、棚田地域振興法に基づく指定棚田地

域を追加したと、7地域が指定されたというこ
とで、資料も一覧表をいただきました。

この指定された地域の中で実施する事業が、

現行の中山間地域と同様に国費が嵩上げされる

ということですが、この事業というのは具体的

にどういうふうな事業なのか。今まで中山間地

域という位置づけでされていた事業にも一定の

国の助成等々あったと思うんですけれども、そ

ういった先行事例を含めて教えていただけませ
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んでしょうか。

【土井農村整備課長】一般的に農地の基盤整備

をする時に、一般地域と中山間地域、離島地域

という区分があります。その中の中山間地域に

棚田地域が含まれたということで、現在行って

おりますのは水田の基盤整備をやっております

が、そういったものが、一般地域から中山間地

域になると、国費が50％から55％に嵩上げにな
ります。

一般的に中山間地域の対象事業としては畑地

帯の総合整備事業もございますが、農村整備課

でやっている事業については補助率の嵩上げが

あると思っていただければと思います。

【坂本(浩)委員】 そうすると、この事業は基本
的には基盤整備という位置づけで理解していい

んですか。事業ということですから。

しかもこれは棚田地域振興法という法律、一

昨年ですかね、これは去年施行されたんですか

ね。この趣旨からいえば、単に基盤の整備だけ

ではなくて、棚田を活用した集落の形成だとか、

そういうのを含めていろいろあるんじゃないか

と思うんですよね。

今回7地域が指定されて、初めてそういうふ
うにするのか。全国的にも有名な棚田がありま

すよね。そういうところでは、この棚田地域振

興法以前からいろいろな取組がされていたと思

うんです。例えば平戸の春日集落、あそこも有

名な棚田があります。そういう先行事例がある

んじゃないかなと思ったものですから、そこら

辺はどうなんでしょうか。

【土井農村整備課長】先ほどの事業については、

土地改良法に基づくものでございますので、議

案に書いてあるとおり農地の基盤整備を含めた、

ため池など防災関係の事業、そういうものも含

まれております。

それと、今おっしゃいました棚田地域の振興

に関する事業については、棚田地域振興緊急対

策とか、地域の仕組みづくりとか、そういうソ

フトに関しての事業もあります。

【坂本(浩)委員】 そうしたら、今回のこの7地
域が指定されて、改定理由の中に、指定された

地域で実施する事業は国費が嵩上げされると。

この事業は基本的には基盤整備という理解をし

て、その上で、今言われた緊急事業かれこれの

中で、棚田地域の集落のいろんな取組に全体と

して活用していくと、そういう理解でよろしい

んでしょうか。

【土井農村整備課長】今おっしゃった農地の基

盤整備については、現在指定された7地域の中
で、実際に実施している地区が水田の基盤整備

をやられているということで、ほかの事業が棚

田地域だから実施していないというわけではな

くて、今回の指定になったことによって中山間

地域の地域区分に入ったとご理解をいただけれ

ばと思います。

【坂本(浩)委員】 わかりました。いずれにして
も、せっかくできた棚田地域振興法に基づき基

盤整備に国費が嵩上げをされるということです

から、ほかのいろんな国の事業等あると思いま

すので使っていただいて、ぜひその棚田地域、

特に中山間地域ですから、長崎県は中山間地域

が多いと思っておりますので、そういうところ

の活性化に向けた活用をぜひ図っていただきた

いと思います。

次に、第154号議案の第3期ながさき農林業・
農山村活性化計画についてです。示されており

ます概要に基づいて、幾つかお尋ねをします。

計画概要案の2ページに本県農林業・農山村を
取り巻く情勢ということで書かれています。私

は、この農水経済委員会で産業労働部と水産部、
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農林部を共通して、産業労働部でいえば雇用創

出、あるいは水産部、農林部でいうと担い手の

確保、そういうところに視点を置いて質問させ

ていただいております。そういう視点で幾つか

させていただきます。

まず、担い手を確保するために農業所得を上

げると、それはもうこの間、前期の計画でもさ

れてきたのではないかと思っているんです。

2ページの農林業の丸の3番目に、主業農家の
平均農業所得が全国と長崎県とで比較されてい

ます。長崎県は全国平均の8割ということです。
これは長崎県が低いということでの数字として

お示ししているんだろうと思うんですけれども、

認定農業者の皆さんの所得は、それぞれ業種ご

とに出したうえで全国と比較して、それが個別

の今回の計画に反映されているというふうな理

解でよろしいんですよね。

その上で、どういった職種に力を入れようと

しているのか、そこをお示しいただければと思

います。

【村里農業経営課長】全国の主業農家の平均農

業所得と本県の認定農業者の平均所得の比較の

件でございますが、全国の平均農業所得につき

ましては国の統計で数字が出ております。それ

の各県の区分がございませんので、本県といた

しましては、認定農業者のデータベースをつく

っております。経営改善計画を農業者がつくり

まして、それを認定する制度でございますが、

その中に現状の所得、目標の所得がございます。

それを集計いたしまして、認定農業者の平均所

得ということで、平成30年は530万円という数
字で比較をしているところでございます。

そういう形で、部門ごとといいますか、各農

家の個別のそういったデータの集計で平均を出

しているところで、特定の部門を伸ばしていこ

うとかということではございませんで、平均の

階層別で1,000万円以上を目指す農家を育成し
ておりますので、600万円から1,000万円の現在
の所得階層を、規模拡大なり労力確保等をしな

がら規模拡大等を進め、1,000万円以上の所得を
確保する経営体に育成していくというところで

ございます。

【坂本(浩)委員】 そうは言っても、全国平均と
差が大きいところは、長崎県のいろんな部門の

特色はあろうかと思うんですけれども、そうい

うところはやっぱり少し力をですね。前期でや

ったけれども差が縮まらないところについては、

次の計画の中で、そこの部門の所得を上げるよ

うに。

トータルとしてはいいんですよ。今言われた

600万円から1,000万円というところを1,000万
円に向けてさらに拡大をしていくと、トータル

的に全体として底上げを図っていくというので

いいんですけれども、ちょっと差があるところ

は少し力を入れて次期はやりますよと、そうい

うので今回の部門ごとの生産規模の拡大かれこ

れがされているのかとお伺いしたいんです。

【綾香農林部長】確かに委員がおっしゃったと

おり、各品目、例えば野菜とか果樹とか畜産と

かありまして、それぞれに全国と比較しますと

強み、弱みがございます。そこをしっかり分析

をした上でですね。

野菜とか花き類については、残念ながらまだ

単収、単位面積当たりの収量が全国トップクラ

スと比べると若干劣っておりますので、スマー

ト農林業とかを入れて収量を増やす対策をまず

やりたいと思います。

それと肉用牛については、実は分娩間隔、子

牛を生む間隔は既に全国2位なんですけれども、
飼養規模が全国に比べると、少頭飼いの農家が



令和２年１１月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（１２月１０日）

- 127 -

多くて、なかなかスケールメリットが出ていな

いということで、肉用牛については飼養規模の

拡大を図っていきたいと思っております。

果樹については、みかんの単価をですね。年

によっては過去に日本一をとったこともござい

ましたが、昨年は残念ながら静岡や愛媛に負け

て第3位でございましたので、この単価をしっ
かり、高品質なみかんをつくって、みかんを１

個１個ちゃんとしっかり選別をして、そして消

費者にその糖度を保証してお届けすることで高

く買っていただく、そういう取組をやっていき

たい。

生産収量を増やす分野、規模拡大で全体的な

スケールメリットを出していく分野、それと単

価を上げていく分野、品目ごとに分析して、弱

みを補う、強みはさらに伸ばすということをし

っかりと品目ごとにやっていきたいというふう

に考えております。

【坂本(浩)委員】 了解いたしました。それぞれ
弱いところはぜひ力を入れていただいて、トー

タル的な底上げを図っていただきたいと思いま

す。

それから、同じページの上から4番目の丸で
す。新規自営就農者、新規雇用就業者が大幅に

増加と、平成16年の160人からどっと増えて令
和元年は493人、15年で3倍に増えたということ
で、着実に増えているんだろうと思いますけれ

ども、一方で、一番上の丸に書いていますよう

に減少しているわけですね。高齢化が進行して

いるという状況があるわけです。

新規就農が増えた中でというのはちょっと語

弊があるかもしれませんけれども、一旦就農し

ても、やっぱり断念せざるを得なかった方々も

恐らく多くいらっしゃるんじゃないかと思いま

す。そこら辺をどういうふうに認識されている

のか、それがどういうふうに今回の計画に反映

されているのか、当然そういう認識の上でとい

うことになろうかと思いますので、そこら辺の

認識をもう一回お願いいたします。

【村里農業経営課長】新規自営就農者につきま

しては、資料2ページにありますように15年で
約3倍の増加に至っております。一方、就業人
口の減少、高齢化が進んでいるという状況でご

ざいます。

昨年度も新規就農者につきましては200名強
を確保しているところですけれども、定着と所

得の確保が課題になります。

所得額や定着に向けた取組としましては、経

営開始、就農してから5年間、国の方で年間150
万円の次世代投資資金という資金支援がござい

ます。それで一定の経営の安定を図る。

また、就農時には県、国の補助、融資事業等

で、ハウスなり機械を導入する場合に初期投資

を低減、抑えていくという取組。

もう一つは、就農いたしまして5年間、関係
機関、現場の振興局を中心に、個別に新規就農

者に対してフォローアップ活動をしております。

その中で、技術の問題とか経営の問題等もしっ

かりフォローアップしながら、先ほど言いまし

た国の資金等も活用して、5年間の中でしっか
り経営を確立して定着を図る、離農を防いでい

くというような取組をしているところでござい

ます。

【坂本(浩)委員】 いろいろな取組はされている
と思うんですけれども、率直に言って、撤退せ

ざるを得なかったところは、所得がなかなか上

がらない、規模が拡大できないというところが

やっぱり大きな原因なんでしょうか。そこら辺

はいかがですか。

【綾香農林部長】 新規就農者は15年間で3倍に
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増えておりまして、過去5年間に新規自営就農
者で合計1,055名が長崎県で就農されています。
そのうち、残念ながら今リタイアをされている

方が18名おられます。この18名の方は、病気で
営農が継続できなかった方、農業でちょっとう

まくいかず他産業に就職された方がおられます

が、就農されて5年間は、県の振興局の普及員
がマンツーマンでフォローアップをしておりま

すので、そういう面もあって定着率は今、98％
程度ございます。

ただ、それでも全体の農家数は下がっていっ

ている現実がございます。ご高齢の兼業農家の

方がやむなく離農されるのは、ある程度やむを

得ないと思うんですけれども、専業の認定農業

者の数が残念ながら減っているところが実は問

題でございまして、新規就農者がしっかり増え

て確保できているのに認定農業者が減っている

ということは、新しい血を入れる確保の分がま

だ足りないというところもございますので、そ

こをしっかり上積みをして、新規就農者の数の

目標を今年から250名から313名に上積みをし
たところでございます。

それと、認定農業者がもうけられないで減っ

ていっているところもございますので、そこは

個別にしっかり、400万円の方は600万円、600
万円の方はさらに1,000万円を目指すような規
模拡大を、具体的に農地だったり施設だったり

牛舎だったり、そういうものを農家にご提案を

しながら、そして、もうかる経営を実現しても

らって家を息子さんが継いでいただくというよ

うな好循環をしっかりと築いていきたいという

ふうに考えております。

【坂本(浩)委員】 わかりました。そういう認識
は間違いないというふうに感じておりますので、

頑張っていただきたいと思います。

それから、5ページの農業構造の展望という
ところ、令和12年にこういうふうにもっていこ
うとありますが、この中の集落の営農組織です。

現在の45組織から65組織に20組織増やすと。経
営面積を480ヘクタールから1,300ヘクタール
に広げると。一戸当たり平均という意味ですか

ね、10.7ヘクタールから20ヘクタールというこ
とで、全体としては約3倍ぐらい、個別でも2倍
という展望を提示してあるんです。

長崎県は中山間地域が多いですよね。大規模

農業に適しているところは、集落の営農組織で

ほぼ満杯になっているんじゃないかなという気

がしてですね。これを伸ばすなら、もう中山間

地域ぐらいしか残っていないんじゃないかなと

いうふうに思うんですが、そういう認識に立つ

と、基盤整備を含めて非常に厳しい状況の中で

果たしてそういう展望を持つのはいいんですけ

れども、現実的にどうなのかなと思ってですね。

ちょっとそこら辺の認識をお尋ねいたします。

【川口農産園芸課長】ご指摘いただきましたが、

全くそのとおりでございまして、本県は非常に

中山間地が多い。非常に小規模な経営が中山間

地では展開されております。

だからこそ我々といたしましては、集落営農

組織を設立いたしまして規模の拡大をしながら、

まず米の生産コストを下げていく。また、規模

拡大に加えまして水田畑地化等を行いながら、

組織の所得を上げる水田の汎用化、いわゆる水

田の表と裏を両方活用いたしまして10アール
当たりの所得を上げて、中山間地の集落営農組

織の組織化なり進めていきたいと考えておりま

す。集落営農組織の育成は、必ず本県では必要

なことと考えております。

【坂本(浩)委員】 わかりました。
集落に関して、県が今年度の事業で中山間地
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域支援センターを設置しましたね。これは私も

当初予算の時に質問したんじゃないかなと思う

んですけれども、全国的にも珍しい取組だと評

価されておりまして、交流人口というか関係人

口を増やして、将来的な移住者、新規就農者に

つなげていくというふうな基本的なところがあ

るのかなと思っているんです。

今、私は、集落営農組織がこんなに広がるん

ですかというようなことをお尋ねしたんですけ

ど、中山間地域支援センターが、この計画の中

で概要に見当たらないんですよね。今、1か所
ですよね、県がつくっているわけですから。こ

れをもうちょっと広げて、いろんな各地区にと

いいますか、どの程度かというのは全くわから

ないんですけど、そういうのを県下につくって

いくことが重要じゃないかなと思うんです。

この概要では、恐らく14ページからになるか
と思うんですけれども、そういう言葉さえ出て

こない。だから、今年度やっている中山間地域

支援センターというのは、あまり重要度がない

のかな、どうなのかなと感じたんですけど、そ

こら辺はどうですか。

【村木農山村対策室長】 坂本(浩)委員ご指摘の
とおり、中山間地域におきましては高齢化が非

常に進んでおりまして、そこの保全活動が大変

厳しくなっているというふうな声をお聞きして

おります。

その課題を解決するために、委員から先ほど

ご指摘がございました中山間地域ボランティア

支援センターを今年の8月に設置いたしまして、
県内の社会貢献に非常に前向きな企業と集落の

マッチングを今は進めているところでございま

す。

今年9月に雲仙市の岳集落と九州電力の長崎
支社、それと11月に長崎市の千々集落と長崎市

の企業でリース会社であります大和リースが、

そういった取組を進めております。

概要の15ページをお開きいただきたいと思
います。上段の①に「ボランティアとの集落環

境保全活動に取り組む集落数」ということで、

この位置づけの中に中山間地域ボランティアセ

ンターがマッチングをして集落を活性化してい

くと、この中身に盛り込んでいるところでござ

います。

【坂本(浩)委員】 すみません、そうですね、ボ
ランティアとの集落環境保全活動に取り組む集

落数ということですから。

その基軸となるのが、このセンターだという

ふうに思いますので、ぜひ、このセンターの拡

充といいますか強化をですね。この1か所じゃ、
どうなのかなと。今、雲仙市と長崎市を言われ

ましたけど、長崎県内、特に離島とか県北地域

とか、距離的に物理的に離れているところがあ

りますので、ぜひそういったところにも設置を

して、地域の中で溶け込んでやっていくことが

非常に重要じゃないかと思いますし、センター

を設置して、そこの中心になる方々が、自らが

汗をかいてやっているということが、外から呼

び込むに当たって説得力もあるんじゃないかな

というふうに思いますので、そこら辺は、もし

補強できるのでしたら、ぜひ補強をお願いした

いと思いますが、いかがですか。

【村木農山村対策室長】 委員ご指摘のとおり、

この概要版にはこういった記載でございますが、

議案書の方にはしっかりと盛り込んだ形で、本

文の方にボランティアはしっかりと盛り込んで

おりますので、しっかりと集落と企業とかのマ

ッチングを進めてまいりたいと考えております。

【坂本(浩)委員】 ぜひ、よろしくお願いいたし
ます。
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【近藤委員長】 ほかにございませんか。

【山田(博)委員】 それでは、第154号議案の第3
期ながさき農林業・農山村活性化計画について、

幾つかお尋ねしたいと思います。

まず、令和7年度の農業産出額を、平成30年
の14％増の1,714億円というふうにしておりま
すけど、この基礎となる農業生産額ですね、野

菜とか、これを見たら面積とか量は書いていま

すけど、内訳の金額をどのように見込んでいる

のか。

また、その中で農業者の所得の状況、1,000
万円以上は何人とかというのを具体的に説明い

ただけますか。

【小畑農政課長】今ご質問ございました農業産

出額についてでございますが、議案書の269ペ
ージに農業産出額をＫＰＩとして挙げておりま

す。委員からございましたとおり、現状1,499
億円を令和7年度に1,714億円と目標を設定い
たしております。令和12年度は1,763億円とい
うことです。

令和7年度の目標産出額の内訳につきまして
は、チャレンジ園芸1,000億円、チャレンジ畜産
600億円に引き続き取り組むこととしておりま
して、園芸及び畜産の産出目標を1,000億円と
600億円、それ以外に米・麦・大豆の産出額を
114億円と目標を設定いたしまして、合計で
1,714億円といたしております。
【村里農業経営課長】 令和7年で農業所得
1,000万円以上の農家の目標値といたしまして
は、1,100経営体を計画しております。
【山田(博)委員】 農政課長、ゆっくりしゃべっ
てくれんかね。もうちょっと丁寧にしゃべって

いただけませんか、ゆっくりね。最近は耳が遠

くなったものだから、大変申し訳ございません

けど、ゆっくりしゃべっていただいて。農産園

芸の1,000億円とあるけれども、例えば果物とか、
野菜とか、野菜もいろいろあるでしょう。アス

パラとか何とか、そういうのを具体的に言って

いただかないとね。

畜産といっても、和牛とか豚とか鶏とかある

んですから、それを言っていただけますか。そ

ういうのをお尋ねしたかったわけでございます。

ご理解いただきたいと思います。

【川口農産園芸課長】 園芸1,000億円の部門別
の産出額について、お答えをさせていただきま

す。

園芸1,000億円につきましては、令和7年度に
1,000億円を目指しております。
野菜につきましては684億円、果樹につきま

しては150億円、花きが105億円、工芸作物、い
わゆるタバコとかお茶ですが、これが61億円と
いうことで、合計いたしまして1,000億円の目標
といたしております。

【山形畜産課長】 畜産の産出額ですけれども、

基準年が562億円ありまして、これを令和7年度
で600億円にすると。
その600億円の内訳ですが、肉用牛が274億円、

乳用牛が60億円、豚が147億円、鶏卵が50億円、
ブロイラーが68億円、その他1億円ということ
で、全部で600億円を目指しております。
【山田(博)委員】 農業経営課長、何百万円以上
の農家をどれだけ確保するかというのを、もう

一度言っていただけませんか。ちょっと聞きに

くかったものですから。

【村里農業経営課長】 令和7年度の1,000万円
以上が可能となる経営規模の経営体は、1,100
経営体を今は目標としております。

現状、平成31年度で489戸が1,000万円以上の
農家になっておりますが、その下の600万円か
ら1,000万円の経営体数が951戸ございます。こ
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の階層を令和7年度までには1,000万円経営体
の方に引き上げていきたいということで計画を

立てております。

【山田(博)委員】 今、各産出額を言ったんです
けど、これは農産園芸課でも、例えば600万円
から900万円の農家を1,000万円に上げて、農業
産出額1,763億円を目標と言っていますけど、畜
産でも野菜農家でも、どの野菜、作物をつくっ

ている人を1,000万円に上げるかというのは、そ
れはちゃんとリンクしていると理解していいん

ですか。

ただ単に農産園芸課の方でぱっと、農業経営

課で上げて、これだけだからといって全部そう

するのか、それがリンクをしているかというの

をお尋ねしているわけですけど、それはどの方

が、農政課長が答えるんですかね。

【川口農産園芸課長】今ご質問をいただきまし

たが、1,000億円の積み上げというか、振興方策
のやり方をまずご説明させていただきたいと思

います。

農産園芸課といたしましては、個別の農家を

対象とするというよりも、むしろ産地を対象と

して施策を展開しております。この骨格となる

ものが、それぞれの産地がつくられます産地計

画、部会とか任意団体で集まって産地計画をつ

くっていただいております。それは5年間の計
画でございまして、その中に担い手対策とか販

売対策、農地対策、こういったものを取り込ん

で産地自らで産地計画をつくっていただきまし

て、その産地計画の振興を図りながら1,000億円
を目指して進んでいるというのが農産園芸課の

基軸としている方策でございます。そういった

方向で今、進めさせていただいております。

【山形畜産課長】 600億円を達成させるために
は、先ほども長崎県の肉用牛については規模が

小さいというお話もございました。しっかりと

規模を拡大していく。例えば繁殖牛の頭数であ

れば、平成30年度は約3万頭ですが、これを令
和7年度までに3万3,000頭にもっていく。また、
肥育牛については2万3,000頭ですが、これを2
万7,000頭にもっていくという形で、規模拡大を
推進しながら所得向上も併せて推進し、結果的

に所得1,000万円以上の農家も増えていくとい
うことで計画とリンクしていると考えておりま

す。

【山田(博)委員】 農政課長、前期は、農業産出
額は実質どれだけ上がったんですか。当初の目

標からして、実際はどれだけ増えたのかという

のをお答えいただけますか。（「休憩を」と呼

ぶ者あり）

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時２６分 休憩 ―

― 午後 ２時２６分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【小畑農政課長】前期計画の目標及び実績でご

ざいますが、前期の農業産出額の目標といたし

ましては、令和2年で1,565億円と設定いたしま
した。当然ながら令和2年の結果はまだ出てお
りませんので、直近の平成30年で1,499億円と
いった状況でございます。

1,499億円につきましては前年度から少し減
少しておりまして、主要品目について価格の低

下等があったものですから、額が大幅に落ちて

いると。それまでは、それを上回るような産出

額で進捗したんですけれども、平成30年でちょ
っと落ち込んだような状況になっております。

【山田(博)委員】実際、前期の目標からすると、
今の実際の達成率はどれぐらいになるんですか。

予想でいいですから。
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【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時２８分 休憩 ―

― 午後 ２時２８分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【小畑農政課長】 令和2年度につきましては、
あくまで現在進行中でございますので、なかな

かその達成率というのを申し上げることはでき

ません。

これまで直近でいいますと、確かに平成30年
は1,499億円と落ち込んでおりますけれども、そ
の前が1,632億円、平成28年が1,582億円と一定
の推移で上昇してきておりました。この傾向で

何とか令和2年度についても一定額を確保して、
目標を達成したいと。（発言する者あり）平成

30年度の1,499億円でいくと96％程度です。
【山田(博)委員】農林部長、お尋ねしますけど、
前期の第2期のながさき農林業・農山村活性化
計画で、今のところは大体96％の目標達成の状
況であるということですけど、今回の第3期が、
今までの農林部の実績からすると、えらく慎重

に計画をつくったんじゃないかと。思い切って

ばんとじゃない、慎重に慎重を重ねて確実にと

いうことでされたんじゃないかと思うんですが。

いずれにしても、この活性化計画、全体的に

言うと前期は96％ですけど、この達成見込みは、
現時点でどれぐらいの思いがあるかというのを

聞かせていただきたいと思っております。

【綾香農林部長】達成に向けた思いというのは、

前期対策は今年までですけど、最終的に100％
を目指して最後まで残り数か月を取り組んでま

いりますし、新対策、第3期の活性化計画にお
きましても目標をしっかり100％達成するよう
に、ここにおります本庁、それから出先の農技

センター、振興局、一体となって取組をやって

いきたいと思っております。

【山田(博)委員】 そうですよね。そこで、核心
に迫っていきたいと思うんですが。

この前も、学校給食に活用が十分なされてい

ないということでありました。これから、消費

拡大の一環として学校給食も取り組まないとい

けないと思っているんですが、実際に長崎県の

学校給食における農産物出荷分というのは、前

回の委員会で聞いたら8％だというんですね。
今の見込みでいうと、コロナ対策の予算も実

質、国から提示しているうちの50％、60％ぐら
いしか消費ができない状況だということであり

ますけど、この計画の中に学校給食はどのよう

に活用を取り組まれているのか、記載されてい

るのか、お尋ねしたいと思います。

【村木農山村対策室長】委員ご指摘の学校給食

という観点では、この計画の中にワードとして

は盛り込んでおりませんが、地産地消の推進と

いうことで、議案の349ページ、「地域ビジネ
スの展開による農山村地域の活性化」という中

で、下の3番に、農産物直売所の機能強化とい
うことで、地域のビジネスにつながる取組を拡

大しながら、農山村地域の活性化を目指すとい

うことで位置づけているところでございます。

【山田(博)委員】 農山村対策室長、あれだけ9
月定例会で、学校給食が実際は、食育推進計画

では70％と言っておきながら、7％でしたかね。
ね、部長ね。7％だったけどね。
その事実を把握したなら、具体的な記述をし

っかりとこの中にうたっているかというと、そ

ういうふうに対応していきたいとありますけれ

ども、そこはやっぱり記載をしないといけない

んじゃないかと思うんですよ。あれだけ9月定
例会で話したんですから、それはいかがですか。

じゃあ、学校給食に関して議論されているか
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されていないか、そこをお尋ねします。

【村木農山村対策室長】まず議論についてです

けれども、委員ご指摘のとおり、今、教育庁の

体育保健課がやっている11月と2月の数値が
71％で、県の学校給食会への調査結果では平成
30年産の肉類の割合が8％と乖離があっている
ということでございまして、そういったところ

で体育保健課にも話を持っていって、この数字、

的確な方法が検討できないか、今の方法ではな

くて、ほかの県での調査方法等も参考にしなが

ら、こちらの方からも提案して、教育庁とも協

議しながら進めていきたいということで現在も

やっているところでございます。

【山田(博)委員】 私が言っているのは、そうで
はないんですよ、農山村対策室長。学校給食で

県内の肉が8％しかないんですよ、今。期間の
あれが70％、調査のことを言っているんじゃな
いですよ。

私は、農林部におきましては、長崎県の肉類

でも野菜でも、しっかりと消費をしてもらうよ

うに、この活性化計画にうたわないといけない

んじゃないかと言っているわけです。教育委員

会の調査方法は調査方法だから。

この活性化計画で、学校給食に長崎県の野菜

とか何かをしっかりと使ってもらうように記載

があるのか、また議論したのかと私は聞いてい

るわけです。そこをしているか、していないか、

イエスかノーかでお答えください。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時３６分 休憩 ―

― 午後 ２時３７分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【村木農山村対策室長】 県におきましては、6
月と11月に地産地消推進週間として定めてお

りまして、この間に体育保健課を通じまして、

学校給食会や栄養士会などに、学校給食に県内

農産物を積極的に活用していただくようにお願

いしているところでございます。

今後も、こういった取組を継続してやるとと

もに、さらに県内農産物の活用促進を働きかけ

てまいりたいというふうに考えております。

【山田(博)委員】 私は、この活性化計画を策定
する時に、そういった議論をしているか、して

いないかと聞いているんですよ。

今言えなかったら、休憩をして、お答えいた

だいても結構なんですよ、私は。

【村木農山村対策室長】次期活性化計画をつく

る段階においては、具体的な給食への活用につ

いては検討しておりません。

【山田(博)委員】 私はこの前、農家の方に聞い
たんですよ。農山村対策室長、農家の人は怒っ

ていたよ。というのは、食育推進計画で70％使
っていると言っていたものだから、皆さん、自

分の子や孫にやっていると思っていたと。この

前、近藤委員長が教育委員会と話をして、長崎

県のをどんどん使えるようにしたということで、

これは大いに喜んでいたんです。私も地元に帰

って話しておったらね。

ところが、違うというのがわかって、なんだ

これはと言っているんですよ。9月定例会でこ
の話をした時に、策定する時間があったわけだ

から、そこはやっぱりしてほしかったわけです

よ、私は。

学校給食というのを、国の方から、消費拡大

の一環として、コロナ対策として予算もつぎ込

んでやっていたわけですから、農山村対策室長

がおっしゃるように、ここはお願いしているの

はわかるんです。

しかし、一番大切な基本となるこの中に、議
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論をして、そこの中にうたうとかなんとか、き

ちんと掲載しておかないと、それは説得力が欠

けるじゃないかと私は言っているわけですよ。

そういうことで農山村対策室長、ここは今後

の実施計画がありますね、細かい計画がね、そ

の中に具体的には盛り込んで。これは議案でや

っているわけですから、これを今から修正する

のは大変な労力も要るし、こういうことをしっ

かりと実施計画の中で取り組んでいただきたい

と思いますが、いかがですか。

【村木農山村対策室長】今後、具体的に進めて

いく中で、学校給食のところもしっかり盛り込

みながら進めていきたいというふうに考えてお

ります。

【渋谷農林部次長】今回の計画をつくった後に、

例えばチャレンジ園芸1,000億円計画とか、個別
の計画をつくっていきますので、その中で学校

給食についても記載をしていきたいと考えてお

ります。よろしくお願いします。

【山田(博)委員】 ぜひ、そこはしっかりと取り
組んでいただきたいと思っております。

それで、次期活性化計画に、イノシシ肉とか

のジビエの活用は具体的にどういうふうにされ

ているのか。それに、狩猟の方々の育成・確保

に向けた具体的な政策をどういうふうにうたわ

れているか、そこをお尋ねしたいと思います。

【村木農山村対策室長】 お手元の議案の339ペ
ージをお開きください。

「農山村地域における安全・安心で快適な地

域づくり」という項目です。その具体的な方策

の中に、イノシシなど鳥獣害対策に従事される

人材育成も含めて、Ａ級インストラクターの育

成とか、捕獲技術向上のための研修会とかとい

ったことをすることで、対策、指導、捕獲体制

の強化を図る。

ジビエに関しては、肉質の向上、あるいはロ

ットの確保、衛生管理の徹底を図りながらジビ

エの振興を図っていくということで記載してい

るところでございます。

【山田(博)委員】 今の時点ではそういった書き
ぶりしかできないでしょうから、今後は狩猟の

団体と、具体的にどういったことをしていいか

というのを協議しながらですね。

狩猟の方々も高齢化が進んでいるし、免許を

更新する時に大変不便を感じるということであ

りますので、そこは連携をしながら、しっかり

とそういったことも実施計画に当たって取り組

んでいただきたいと思うんですが、いかがです

か。

【村木農山村対策室長】 今後、猟友会、あるい

は市町とも連携しながら、しっかりと人材育成

も含めて取り組んでまいります。

【山田(博)委員】 最後に、活性化計画に養蜂農
家の記載があります。農産園芸課長も養蜂農家

の大切さはわかっているんですが、この前、山

下委員の地元の視察に行ったら、改めて認識を

深くしたわけでございますが。

そこで、養蜂農家の具体的な政策というか、

支援をせんといかんと記載はしておりますが、

具体的にどういったことをしていくおつもりな

のかをお尋ねしたいと思います。

【山形畜産課長】養蜂振興についてでございま

すが、養蜂を推進していく中で、蜜源となる樹

木や花、この蜜源をしっかりと確保していくこ

とによって養蜂家の経営も安定していくという

ことで、蜜源の確保対策が大事だというふうに

思っています。

この間、県の方でも、国の事業等を活用しま

して蜜源植物の植栽を進めております。具体的

には、令和元年度には5.3ヘクタール分の蜜源植
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物の植栽、また今年度においても3ヘクタール
の植栽を予定しております。国の事業を活用し

ながら、蜜源植物の確保に努めてまいりたいと

考えております。

【山田(博)委員】 蜜源確保の予算ということで、
体に合わせたような小さい小さい予算でですね。

そういった予算が具体的にどれくらいあったん

ですか。将来的にどれだけの予算を確保して、

蜜源のヘクタールもどれぐらいあるのか、そこ

を明確にお答えいただきたいと思います。

【山形畜産課長】国の事業で、この事業につい

ては県を通らない直接採択事業ということで、

養蜂団体が事業主体となって取り組んでおりま

す。

令和元年度については、5.3ヘクタールで60
万4,000円の事業費、令和2年度については3ヘ
クタールで25万円の事業費で実施をしており
ます。

【山田(博)委員】 それは国でしょう。長崎県と
して具体的な政策を聞いているわけです。畜産

課長、お答えいただけますか。

【山形畜産課長】県としてということですけれ

ども、この国の事業につきましては補助率が定

額、100％補助という非常に有利な事業でござ
います。県独自でやるよりも国の事業を活用し

た方が生産者にとってメリットがあるというこ

とで、この国の事業を積極的に活用してまいり

たいというふうに考えております。

【山田(博)委員】 わかりました。養蜂農家の団
体のご意見とかご要望を聞きながら、しっかり

とやっていただきたいと思っております。

これは蜜源の確保ということでありますけど、

養蜂の皆さん方の今度は販売の販路拡大もしっ

かりとやっていただきたいと思います。それは

具体的に考えているんですか。国の事業として

はわかりましたけど、県独自の施策は何か考え

ているのか。考えているんだったら、ご紹介い

ただきたいと思います。

【山形畜産課長】販路については、例えば長崎

四季畑の中にも日本ミツバチの蜂蜜が入ってい

ますので、そういった部署と連携をしながら進

めてまいりたいというふうに思っております。

【山田(博)委員】 わかりました。私ばっかり質
問できないので、一旦終わりたいと思います。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時４７分 休憩 ―

― 午後 ２時４７分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

【山下委員】 私の方で、第3期計画案概要も含
めて、1点だけご質問させていただきたいと思
います。

非常にしっかりとまとめていただいている計

画だなと思っております。長崎県の農林業の、

これから5年間の非常に大事な計画案だと認識
をさせていただいております。

私の方で読み込ませていただいて、やはりこ

の基本理念の「若者から『選ばれる』、魅力あ

る農林業・暮らしやすい農山村の実現を目指し

ます」と、これがまさにポイントだろうなとい

うふうに共感をしているところであります。そ

の中でも特にスマート農林業というところが、

長崎県の農林業が生き残っていく上で非常にポ

イントになってくるのではないかなと私なりに

考えたところであります。

そこでちょっとお尋ねしたいんですが、スマ

ート農林業を所管されている課はどちらなんで

しょうか。

【川口農産園芸課長】スマート農林業、農業技

術の全体の統括については農産園芸課が所管さ
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せていただいております。

【山下委員】農産園芸課ということであります。

じゃあ、農産園芸課長にちょっとお尋ねします

が、国が今年の10月に策定いたしましたスマー
ト農業推進総合パッケージというのはご存じで

しょうか。

【川口農産園芸課長】概略は了解しております。

【山下委員】もう遠まわしに言うこともないの

で、はっきり言わせていただくと、これは国が

策定いたしまして、令和3年度予算に向けての
スマート農業についての方向性とかを示されて

いるものであります。

計画案を見ていますと、令和3年度から令和7
年度までの5年間ということでありますので、
国のスマート農業についての推進総合パッケー

ジということで示されているものと、県の今か

ら5年間のスマート農業についての方向性とい
うのは、ある程度合致しておかないとおかしい

し、予算がおりてくる部分もあるでしょうし連

動しておかなきゃいけないと思うので、あえて

お尋ねをしたところでありますが、このパッケ

ージの中身を今回の計画にどのぐらい反映され

ているのか。もしされていなければ、これから

でも遅くないと思いますので、やはり連動した

形で盛り込んでいただきたいというのが私の意

見なんですが、そのあたりのご見解をお尋ねい

たします。

【川口農産園芸課長】委員ご存じのとおり、ス

マート農業自体は、ロボット技術とかＩＣＴを

活用して飛躍的に生産性を高める、省力化を進

めるとか収量を上げる、品質を上げると、そう

いった技術でございます。これにつきましては、

ここ数年、国もずっとスマート農業推進という

形で進めてきておりまして、県といたしまして

も一昨年からスマート農業の事業を構築いたし

ました。

国がつくっておりますスマート農業というの

は、どうしても平坦部といいますか、大規模経

営とか、そういったところを主眼としておりま

す。本県といたしましては、本県独特の中山間

地であるとか離島であるとか、そういったとこ

ろに活用できるスマート農業の改良、開発、実

証を目指して事業を構築して取り組んでおりま

す。

今回スマート農業推進総合パッケージにつき

ましても全く同じ方向でございまして、スマー

ト農業の実証、普及、分析を行っていくという

ふうになっておりますので、方向は国と全く同

じでございまして、そのやり方が少し異なる分

野があると考えております。

【山下委員】あえてお尋ねしたのが、国の方の

柱の一つに学習機会を持とうと。要するに農業

高校とかでスマート農業についてもっともっと

子どもたちに教えていこうと、そういうことで

地域のスマート農業の普及につながり、学習に

つながって、それが教育の場面で有効じゃない

かというところが柱に一つあるわけですよ。

こういう中身をさらっと見せていただくと、

学習のところは全く触られていないなと、本当

に連動、連携しているのかなというふうに私は

ちょっと感じたところでありますが、そのあた

りのご見解をお願いいたします。

特に長崎は、諫早農業高校とか農業高校はた

くさんあるわけですから、国のそういう方向性

と一緒になって、長崎も教育の現場でスマート

農業についてもっともっと生徒さんたちに教え

ていくことが、将来の長崎県のスマート農業の

推進にもっともっとつながるんじゃないかなと

私は思うものですから、ご見解をお願いいたし

ます。
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【川口農産園芸課長】 お手持ちの資料の56ペ
ージをご覧いただければと…（発言する者あり）

本文です。293ページです。
293ページに「推進体制の整備と人材の育成」

というふうに項目立てておりますが、この3番
の2の教育機関などの技術習得ということで、
農大生や農業高校生などにスマート農業技術を

学べる機会の充実を図るということで記載をさ

せていただいたところでございます。

【山下委員】私の勉強不足で、失礼いたしまし

た。ちゃんとこういうふうに明記されていると

いうことで安心しました。やっぱり国の動きは

敏感にキャッチしていただいてですね。

特に長崎県は離島や半島地域、中山間地域が

多うございますし、過疎地が多いわけでありま

す。特に若者の就業を促進していかなきゃいけ

ない、担い手不足もあるわけですから。スマー

ト農業というのは、省力で非常に大きな利益を

上げられるというメリットがあると思います。

私も、幾つか国内でスマート農業をやってい

るところ、現地を見せていただきました。家族

3人で、広大な農地で3人だけでやっていると、
そこで数億円の売上げがあるということで、非

常に魅力的な農業だなと感じて帰ってきたんで

す。

長崎県は、技術革新も進んでいますので、最

先端の農業技術を取り入れることで若者が就農

していただけると、つながっていくというふう

に感じますので、これからもぜひスマート農林

業を軸にというか柱に、長崎県農林部として頑

張っていただきたいと思いますし、私も応援し

ていきたいと思います。

最後に農林部長、何かご見解がありましたら、

よろしくお願いいたします。

【綾香農林部長】スマート農業、非常に重要で

ございまして、若者が、その技術をもって就農

を決意するきっかけにもなりますし、機械の操

作が好きな子が、「機械操作でいいんだったら、

僕は農業をやるよ」というようなことにもつな

がるかもしれません。

ですので、農業高校、農業大学校、そして農

家段階の研修を含めて体系立てて、それぞれの

機関が連携をして、就農するまでに若い世代か

ら学べるようなカリキュラムを農業大学校、農

業高校、農林技術開発センターも含めてしっか

りと連携をして、民間企業とか先進の農家の活

用事例とかも実際に学びながら、夢を描いて、

将来、農業を志してくれる若者を一人でも多く

確保できるように、このスマート農林業技術を

使って頑張っていきたいと思いますので、今後

もよろしくお願い申し上げます。

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時５７分 休憩 ―

― 午後 ３時１４分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開します。

ほかに質問はございませんか。

【山田(博)委員】 第3期ながさき農林業・農山
村活性化計画で、農林技術開発センターの役割

をどのようにうたわれて、活かされていくのか。

それで農業産出額において、どのような役割、

つまり産出効果を目指しているのかというのを

聞いておきたいと思っております。

【中村農林技術開発センター所長】 まず、第3
期ながさき農林業・農山村活性化計画におけま

す私ども農林技術開発センターの位置づけとい

うことでありますと、お手元の計画概要資料の

12ページをご覧いただきたいと思います。12ペ
ージの一番下、「⑤産地の維持拡大に向けた革

新的新技術の開発」という項目がございます。
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この中でスマート農林業の推進ということで、

私どもの果たす役割は、産学官の連携を強化し

て、Society5.0時代に対応した革新的な生産技
術等の開発、実証。それから、スマート農林業

もそうですけれども、ゲノム情報を活用した育

種、品種育成、それから中山間地域を多く抱え

る農山村地域の活性化といった面で、私どもは

役割を果たしていくと考えております。

特に産出額の増加といった面でいきますと、

スマート農林業を活用して、例えば施設園芸で

環境制御技術にＡＩ技術を活用して、誰でも高

収量、高品質が達成できるような技術を開発す

るとか、それをさらに低廉化して価格を抑えた

形で長崎型のものを開発していくといったこと。

露地の部門では、スマート農機というのは非

常にコストが高うございます。直進アシスト付

きのトラクターとか、定植機とか収穫機、運搬

機、ドローンの活用、こういったものをいかに

上手に組み合わせて低コストでやっていくかと

いう組み立ても私どもの役割として大切なとこ

ろではないかと思っております。

さらにドローンなども、農薬の散布において、

登録農薬が非常に少ない状況にありますので、

私たちも力を出して登録拡大に努めていくとか、

こういったことで生産性を向上させ産出額の向

上に貢献します。

だから、収量を上げる、単価を上げる、コス

トを下げる、全体の労力を省力化して規模拡大

する、こういったところで貢献をしてまいりた

いと考えております。

【山田(博)委員】 生産性の向上と労力の省力化
ということでありますけど、令和7年度に、な
がさき農林業・農山村活性化計画において、畜

産なり野菜農家の生産性とか労力の省力は大体

何パーセントを見込んでいるかというのをお答

えいただけますか。

【中村農林技術開発センター所長】今、手元に

具体的な数字は持っておりませんけれども、例

えば施設園芸での環境制御技術でイチゴの収量

が2割から3割アップしたと、これはトマトでも
同様でございます。

環境制御技術を入れるのに非常に単価が高う

ございますので、私たちは、10アールで200万
円かかる機材を50万円ぐらいの機械でできる
ような開発にも取り組んで、ある程度の成果が

出ておりますので、それを今はイチゴでやって

おりますが、それを花の分野に広げるなどで単

収の向上を図ってまいりたい。花では品質が向

上しているという事例もありますので、そうい

ったものを上手に組み合わせて、単価、単収、

品質向上といったことに取り組んでまいりたい

と考えております。

労力面では、例えばバレイショで、中山間地

域の狭い面積でも活用できる収穫機をメーカー

の方々と一緒になって開発しておりますし、そ

れから、ドローンで防除作業が相当に省力化で

きるため、国の事業を活用して、びわで現地実

証を行うなどしております。何パーセント省力

というところは、あまり防除が十分できていな

かったということで数字では出ておりませんけ

れども、腐敗病という病気が大きく問題となっ

ておりますので、ドローンで防除を行うことで

高い効果を出していくといったことを行ってま

いりたいと思っております。

【山田(博)委員】 農林技術開発センターの役割
というのは、さらに高まったとわかったんです

が、今まで県内の市とか町で、いろんな企業と

スマート農業の実証実験をしているわけです。

それが県の農林部の方に上がってきていないと

いう事例がありましてね。
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そこは、各企業が各市町でスマート農業とか

いろんな実証実験をしているのをしっかりと取

りまとめて、それをまた県全体に波及してもら

うようなことを取り組んでいただきたいと思う

んですが、いかがですか。

【川口農産園芸課長】現場での実証については

農産園芸課の方で行っておりますので、私の方

から回答させていただきたいと思います。

今年度につきましては、五島市と佐々町で防

除の試験等を行わせていただきました。その結

果、ドローンでの農薬の散布面積は県下で365
ヘクタールでドローンでの防除がされるなど、

一定の成果を得ているところでございます。

委員ご指摘のとおり、市町でやられた分を農

産園芸課が十分把握していなかったという事例

もございましたので、市町、振興局とも連携い

たしまして、スマート農業の推進に県下全体と

して進んでいきたいと考えております。

【山田(博)委員】 もう終わりたいと思うんです
が、農林部長、今回のながさき農林業・農山村

活性化計画は、私、産業労働部とか水産部もず

っと見てきたんですけど、産業労働部は産業労

働部でいろいろ大変さがあると、水産部は水産

部で大変さがあるとわかりますけど、今の時点

で農林部のながさき農林業・農山村活性化計画、

議案として大変精度が高く、しっかりとやって

きたんだなとつくづく感心いたしましてね。こ

のながさき農林業・農山村活性化計画に基づい

て、ぜひ頑張っていただきたいと思っておりま

す。

私が県議会議員に席をいただいた時に低迷し

た農業産出額が、ずっと上向いて頑張っていま

すから、長崎県の基幹産業である農業、漁業、

またいろんな産業もありますけど、ぜひ活性化

計画をしっかりと実現に向けて頑張っていただ

きたいと思っておりますので、どうぞよろしく

お願いしたいと思います。

【近藤委員長】これをもって、質疑を終了いた

します。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了します。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第130号議案及び第131号議案、第153号議案
のうち関係部分及び第154号議案は、原案のと
おり可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は原案のとおりそれぞれ可決す

べきものと決定されました。

次に、陳情審査を行います。

お手元に配付しております陳情書一覧のとお

り陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願

います。

陳情書について、何か質問はありませんか。

【山田(博)委員】 陳情番号の105番についてお
尋ねしたいと思います。

農協中央会から、総合事業を堅持することと

准組合員の事業利用制限を課さないということ

で来ております。以前、この委員会でこういっ

た同様な陳情が来ておりましてね。

来年度は、この見直しをする時期に来ている

ということですので、私としてはぜひ、この堅

持をですね。農協から、団体からきている、守

るためにもね。これは地域のインフラの大切な

ところですからね。

それで、コロナ禍の中で状況を踏まえながら
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県民運動をするなり、何らかの対策をね。県民

の意思をしっかりと中央にお伝えするような活

動を、農林部も関係団体と協議しながら進めて

いくべきだと私は考えますが、見解を聞かせて

いただきたいと思います。

【村岡団体検査指導室長】農協改革におきまし

て、今後議論されるであろうテーマが、信用事

業、総合事業の見直し、それと准組合員制度の

利用制限でございます。

そもそも、なぜこのような議論があるのかと

いう背景です。まず総合事業の見直しですが、

信用事業というものに、なかなか規制の厳しい

業界ですので、いろんな法規制の中で力を入れ

ざるを得ないということで、信用事業に力をそ

がれるあまりに、本業である農業関連事業がお

ろそかになっているのではないのかという懸念。

それと准組合員制度の利用制限は、かつては

正組合員の方が圧倒的に多かったんですけれど

も、今では准組合員の方が多い状況です。県内

でいいますと組合員の66％、3分2が准組合員、
正組合員は3分の1に過ぎません。そういったと
ころをとらまえて、准組合員のサービスに力を

そがれて、正組合員へのサービスがおろそかに

なっているのではないのかという懸念がありま

す。本来の本業である農業にしっかりと力を入

れるべきだという観点から、その2つのテーマ
があります。

そのために農協ＪＡグループは、いやいや違

うと、農業に対してしっかりと取り組んでいる

ということを示すために、まさに今、自己改革

に取り組んでいるところでございます。

実際に県内の各農協は、農業所得の向上、農

業生産の拡大、地域の活性化に様々取組をして

おりますが、残念ながら、それが組合員や地域

住民にしっかりとＰＲできていないところがあ

りますので、昨年度から役職員と意見交換をさ

せていただいております。その中で、なかなか

ＰＲが足りていないということを申し上げて。

各農協は機関誌を持っています。情報誌です

ね。各種イベントも実施しておりますので、そ

ういったイベントの中でしっかりと組合員や地

域住民へＰＲして、農協は地域になくてはなら

ないという思いを共有できるよう、取組を強化

していただけますようお願いしているところで

ございますし、それらの各農協の自己改革の取

組につきましては、私どもも、意見交換の中で

聞き取ったものを国にもしっかりと伝えて、長

崎県のＪＡはしっかりと自己改革を取り組んで

おりますということをお示しして、総合事業と

准組合員の利用制限、この2つはしっかりと堅
持をいただくよう強く要望してまいりたいと考

えております。

【山田(博)委員】 以前、県民運動の展開をどう
ですかということでしておったので、今、取組

はどのようにされているのか、未定なのか、今

からさらに検討していくのか、そこをお答えい

ただきたいと思います。

【村岡団体検査指導室長】県民へ広くＪＡの取

組を表明し、農協への理解を深めてもらう、そ

のためにはＪＡ大会等のイベントの開催も効果

があろうかと考えております。

ＪＡグループにおきましては、3年ごとにＪ
Ａ全国大会を開催しておりまして、直近では平

成31年3月7日に1,600人規模で東京で開催され
ておりますし、本県では、その全国大会を受け

まして同3月28日に長崎県のＪＡ大会を開催し
て、これは350人規模でしたけれども、その中
で総合事業と准組合員制度を堅持して事業にし

っかり取り組んでいくということを内外にアピ

ールしているところでございます。
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3年ごとの開催ですので、まさに来年度、令
和3年度が次回の開催になりますので、この大
会も農協の自己改革の実績をしっかりとアピー

ルする絶好の機会となりますので、地域にとっ

て農協はなくてはならないという思いを県民と

ともに共有できるような大会となるよう、県と

してもしっかりと応援してまいりたいと考えて

おります。

【山田(博)委員】 私が言っているのは、来年度
がその改正なので、長崎県として、どのように

考えて、取り組む予定をしているのかと聞いて

いるんです。

【村岡団体検査指導室長】来年が、農協法の附

則で定められた経過期間が経過して、令和3年3
月31日までの実施状況を踏まえて検討を加え、
結論を得るという附則になっておりますので、

まさに来年度、議論がなされるということでご

ざいますので、先ほど来申し上げておりますと

おり…

【近藤委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時３０分 休憩 ―

― 午後 ３時３１分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

【村岡団体検査指導室長】県といたしましても、

農協の地域社会でのインフラとしての役割につ

いては大変重要だと思っておりますので、来年

に向けて、農協は大事だという思いを共有でき

るよう、しっかりと県民にも訴えるような取組

を、系統団体と連携しながら図っていきたいと

いうふうに考えております。

【綾香農林部長】 来年度、ちょうど1年後にな
りますけれども、ＪＡの全国大会、県大会が開

催されますので、そこをＪＡグループと一体と

なって、しっかりとＪＡの重要性を訴えられる

ように、企画立案の段階から後援に入って後押

しをして、しっかり応援をして、県民の皆様に

ＪＡの大切さを伝えられるように、しっかりと

取り組んでまいりたいと思っております。（発

言する者あり）来年の秋、ちょうど1年後ぐら
いになります。

【山田(博)委員】 来年の秋に、農協の必要性を
うたった県大会、全国大会があるということで、

大会が成功するように県当局も、農林部もしっ

かりと協議をして応援していくということです

ね。ぜひ、来年の秋の県大会、全国大会を成功

に導いていくように頑張っていただきたいと思

っております。

それで、新型コロナウイルスの対策の継続強

化と言っておられますけど、特に牛肉とお茶と

いうのがね。お茶は、この前、お茶のパックを

県内の小・中学校でやっておりますけど、牛肉

も、学校給食の進捗状況というのを、2つそれ
ぞれ説明していただけますか。

【長門農産加工流通課長】学校給食への牛肉の

提供のその後の状況について、ご報告をさせて

いただきます。

先般の9月定例会において、回数制限の撤廃
の要望を行っているとご説明をさせていただい

たところですが、令和2年10月21日付で、国の
実施要領の改正がなされました。

これまで3回という制限がございましたが、そ
の制限がなくなりまして、一人当たり300グラ
ムまでは提供できる形になっています。

そういうことで提供回数の追加ができること

となりましたので、各学校に追加要望というこ

とで行いましたところ、ほとんどの学校が追加

で申し込みをされました。追加前の年間使用量

は約17トンを予定しておりましたけれども、そ
れから11トンほど増えまして約28トンが学校
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給食として供給できるような形になっておりま

す。金額につきましては、変更前が約1億8,000
万円で、それに7,000万円ほど追加になりまして
約2億5,000万円となっております。
【川口農産園芸課長】お茶の販売促進緊急対策

事業について、その後の経過についてご説明を

させていただきます。

予算額といたしましては1億5,152万6,000円
の事業費で取り組んでいるところでございます。

現在、県内の小・中学校20校で茶の入れ方教室
を実施しております。希望校は48校でございま
すので、学校の授業の関係でできていない部分

がございますが、学校と調整しながら取り組ん

でおります。

また、水出し緑茶パックを希望された小・中

学校が県内に202校ございましたので、これに
ついても発送を行っているところでございます。

併せまして今後についてですが、ＧｏＴｏト

ラベルキャンペーンが始まったところでござい

ますので、旅館・ホテル等で長崎県産茶の試飲

ができるような体制と、プレゼントできるパッ

ク詰めの供給ができるような体制を構築いたし

まして、旅館業組合の方々と話し合いをさせて

いただいているところでございます。

ホテル等につきましては、時間があれば入れ

方教室等もしながら、長崎県産茶のＰＲをして

いきたいと考えているところでございます。

【山田(博)委員】 牛肉の方ですけど、今また追
加があったということで、当初予算の何パーセ

ントを消費ができるのかをお尋ねしたい。

お茶も一緒にお答えいただけますか。今のと

ころ当初予算の大体どれぐらいが消費ができる

のか。要するに予算の達成率ですかね。お願い

します。

【長門農産加工流通課長】 当初予算額が約3億

5,000万円ですので、今回2億5,000万円という
ことで、約72％を支出する予定としております。
【川口農産園芸課長】現在、予算執行額の見込

みとしましては1億円を考えております。当初
予算が1億5,000万円でございまして、現在執行
見込みが大体1億円前後と考えております。約
70％でございます。
【山田(博)委員】 コロナ対策で予算をいただい
た、これをぜひね。肉用牛の場合は72％に上が
ったと言っていますけど、当初は50％ぐらいだ
ったですもんね。撤底して、コロナウイルスの

感染拡大に伴う消費拡大をしっかりと、お茶も

取り組んでいただきたいと思っております。当

初予算をいただいておきながら、今の状態では

100％まで達成できないということであります
のでね。

これが年度内にできないとなれば、次年度に

それはなるのか、ならないのか、そこはどうな

んですか。農協団体から、牛肉、花き、茶の農

業経営の継続が危ぶまれていると書かれており

ますので、それでお尋ねしているわけでござい

ますが、いかがですか。

【長門農産加工流通課長】学校給食への牛肉の

提供につきましては、コロナの事業ということ

で1年度限りの事業でございます。
ただ、農協の要望にございましたように、牛

肉がコロナウイルスの中で価格が低迷しており

ますので、あらゆる形で、例えば県産農水産物

の販売促進事業ということで量販店と連携した

事業を行ったり、あとは和牛銘柄推進協議会と

いう団体と一緒になった協議会がございますが、

ここと一緒になってプレゼントキャンペーンを

実施したり、そういったいろんな形で和牛の消

費拡大、ＰＲに引き続き取り組んでまいりたい

と考えております。
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【川口農産園芸課長】お茶の予算も単年度の予

算でございますので、今年度の事業の中で、今

後も長崎県産茶の有意なＰＲに活用していきた

いと考えておりまして、少しでも多く活用して

お茶農家の方々の経営支援をさせていただきた

いと考えております。

【山田(博)委員】 予算が、国も国だと思ったん
です。今度、第3波が来て、今から対応すべき
という時に、これは単年度だから使えませんと

いうのはどうかと思うんです。

これは農林部長、ぜひですね。農業団体が、

こういうふうな経営の危機があるということで

すので、これを継続するか、また再度予算の追

加をしてもらうように、国に対して働きかけを

していただきたいと思うんですが、いかがです

か。

【綾香農林部長】まず予算を確保した分を、残

りまだ数か月ございますので、学校給食の場で

も、それから学校でのお茶の入れ方教室等も含

めて、できる限り予算をしっかり有効に活用し

て。

子どもたちが、長崎和牛を食べておいしかっ

たと、そして家でも食べたいという声も聞かれ

ますし、入れ方教室も、おいしかったので、今

度、おばあちゃんに入れてあげるというような

お手紙もいただいたりして、教育的な観点から

も効果が非常に高い事業でございますので、し

っかりと年内の予算消化に努めるとともに、次

年度も同じようなことができるように、国の方

で予算化を継続していただくように要望をさせ

ていただければと考えております。

【山田(博)委員】 最後に、委員長もお疲れのよ
うでございますので、文書でいただきたいと思

いますので、よろしくお願いしたいと思います。

陳情番号97番の、優良な繁殖の確保に関する

財政的な支援を図ることとか、牛舎の整備に関

する上限の見直しとか、生産性向上の機械に対

する補助金の拡充を図るとありますけれども、

県当局のこれに関する見解を文書でいただきた

いと思いますので、どうぞよろしくお願いしま

す。

なおかつ、佐々町から来ております、イノシ

シの有害鳥獣対策の中で、狩猟農家に対する支

援の制度とかジビエの活用というのもどのよう

に取り組んでいく予定なのかを、後で文書でい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いし

たいと思います。終わります。

【近藤委員長】陳情につきましては、承ってお

くことといたします。

農林部関係の審査結果について整理したいと

思います。

しばらく休憩します。

― 午後 ３時４２分 休憩 ―

― 午後 ３時４３分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

私が農林水産委員会の委員長になって、農林

部との意見交換を1回もやれなかったことを残
念に思い、申し訳ないと思っております。

いつも農林部におかれましては、我々が県庁

内でも尊敬するような、連携のとれたすばらし

い農林部だと自負しております。これからも、

コロナとか、いろんなあれがあるんですけれど

も、特に、現在、鳥インフルエンザのその体制

を、私も裏から見ておって、県のすばらしい体

制をとっていただいていることに感謝しており

ます。

またこれからもコロナがずっと続くと思うん

ですけれども、皆さんの力を発揮して、県民を

しっかり守っていただきたいと思います。どう
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もありがとうございます。

これをもちまして、農林部関係の審査を終了

いたします。

引き続き、閉会中の委員会活動などの委員間

討議を行います。

理事者退出のため、しばらく休憩します。

― 午後 ３時４４分 休憩 ―

― 午後 ３時４７分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。

委員改選前の定例会における委員会は、これ

が最後となりますので、閉会に当たりまして一

言ご挨拶を申し上げます。

令和2年長崎県議会の定例会における最後の
委員会でありましたので、閉会に当たり、一言

ご挨拶を申し上げます。

2月定例会で農水経済委員会委員長に選任さ
れ、これまで約10か月にわたり、委員会審査、
決算審査、現地調査などを実施してまいりまし

た。

この間、中村(一)副委員長をはじめ各委員の
皆様にはご助言、ご協力を賜り、また、理事者

の皆様方には誠意あるご対応をいただきました。

おかげをもちまして委員長として重責を果たす

ことができたことを、心から厚くお礼申し上げ

ます。

本委員会は、産業労働及び農林水産業にわた

る幅広い分野を所管しており、新型コロナウイ

ルス感染症予防の観点から、委員会審査におい

ても時間短縮や理事者の出席を制限するなど対

策を講じながらも活発な議論を重ねてまいりま

した。

各部においては、次期の新しい政策等として、

産業労働部ではながさき産業振興プランの策定、

水産部では長崎県水産業振興基本計画、農林部

では第3次ながさき農林業・農山村活性化計画
などについて論議を重ねてまいりました。

県内の景気については、新型コロナウイルス

感染症の影響から、引き続き厳しい状況があり

ますが、全体としては緩やかに持ち直している

とされるなど、引き続き厳しい状況が続いてお

ります。

県としても厳しい財政状況ではありますが、

理事者の皆さんと県議会が一緒になって、力強

い産業を創出する長崎県づくりに取り組んでい

きたいと強く思っております。

最後に、県政の今後ますますの発展と、委員

の皆様、理事者の皆様のご健勝とご活躍を祈念

申し上げまして、ご挨拶とさせていただきます。

本当にありがとうございました。

次に、理事者側を代表して、農林部長からご

挨拶を受けることといたします。

【綾香農林部長】関係部局を代表いたしまして、

一言お礼のご挨拶を申し上げます。

近藤委員長、中村(一)副委員長をはじめ、委
員の皆様方、各部局が抱える重要な課題に対し

まして、様々な観点からご意見、ご提言をいた

だき、厚く御礼を申し上げます。ありがとうご

ざいました。

県においては、人口減少、地域活力の低下な

ど構造的な課題の解決に向けて、県の総合計画

であります長崎県総合計画チャレンジ2020や
各部門計画に基づいて、これまで取り組んでま

いりましたけれども、一部に具体的な成果が見

え始めているものの、まだ構造的な課題の抜本
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的な解決までには至っていないというふうに反

省をしております。

そこで、本県が将来にわたって持続的に発展

していくためには、人口減少対策、産業振興、

それから雇用対策など一層の強化を、我々3部
局がそれぞれの役割の中でしっかり果たしてい

って、活力あるたくましい長崎県づくりをしっ

かり実現をさせていきたいというふうに考えて

おります。

令和3年度、新しく「チェンジ＆チャレンジ
2025」、次期ながさき産業振興プラン、長崎県
水産業振興基本計画、それから第3期ながさき
農林業・農山村活性化計画に基づき、新たな取

組をスタートさせます。これまで本委員会でい

ただいたご意見とかご提言をしっかりと踏まえ

まして、本県の未来を切り拓く新たな施策や県

民の所得の向上につながる対策など、様々なプ

ロジェクトについて関係機関との連携を図りな

がら、かつ、この3部局が手を携えて、しっか
り展開をしてまいりたいというふうに考えてお

ります。

このたびの新型コロナウイルス感染症の拡大

は本県の経済にも大きな影響を及ぼしておりま

す。引き続き、当該感染症の予防、拡大防止を

それぞれの部局が、県民の皆様に、お伝えして

協力いただき、県民の暮らしを守り、地域経済

をしっかり支えられるように、コロナ対策につ

いても全力を挙げて取り組んでまいりたいと考

えております。

最後になりますけれども、委員の皆様方にお

かれましては大変ご多忙とは存じますが、お体

に十分ご留意をいただき、今後とも県勢発展の

ためご指導をいただきますよう、よろしくお願

いを申し上げます。

この1年間、ご指導、ご助言、本当にありが

とうございました。今後もよろしくお願い申し

上げます。

【近藤委員長】 ありがとうございました。

これをもちまして、農水経済委員会及び予算

決算委員会農水経済分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ３時５３分 閉会 ―



農水経済委員会委員長　　近藤　智昭

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

長崎県畜産関係手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県営土地改良事業分担金徴収条例の一部を改正する条
例

原案可決

公の施設の指定管理者の指定について 原案可決

公の施設の指定管理者の指定について 原案可決

長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ２０２５について
（関係分）

原案可決

第３期ながさき農林業・農山村活性化計画について 原案可決

計　　６件（原案可決　６件）

２　請　　願

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

第 7 号
我が国の領海・排他的水域内での安全な漁業活動の実現を
求める意見書提出についての請願

採 択

計　　１件（採択　　１件）

農 水 経 済 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和2年12月10日

　　　　議長　　瀬川　光之　　様

第 130 号 議 案

第 151 号 議 案

第 152 号 議 案

番　　号 

番　　号 

記

第 154 号 議 案

第 153 号 議 案

第 131 号 議 案
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